
障がい児通所支援の人員について 

①児童指導員の資格要件は、下記【表１】のとおりです。 

②「障害福祉サービス経験者」の要件は、【表２】のサービスで従事した２年以上の実務経験と高校卒業

資格の要件を満たすことが必要です。 

【表１】 次のいずれかに該当する者 

① 地方厚生局長等の指定する児童福祉施設の職員を養成する学校その他の養成施設を卒業した者  

② 社会福祉士の資格を有する者  

③ 精神保健福祉士の資格を有する者  

④ 学校教育法の規定による大学（短期大学を除く）の学部で、社会福祉学、心理学、教育学若しくは 

社会学を専修する学科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者（専門職大学の前期課程修了 

者は含まない） 

⑤ 学校教育法の規定による大学（短期大学を除く）の学部で、社会福祉学、心理学、教育学又は社会 

学に関する科目の単位を優秀な成績で修得したことにより、同法第102条第２項の規定により大学 

院への入学を認められた者  

⑥ 学校教育法の規定による大学院において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専攻 

する研究科又はこれらに相当する課程を修めて卒業した者  

⑦ 外国の大学において、社会福祉学、心理学、教育学若しくは社会学を専修する学科又はこれらに 

相当する課程を修めて卒業した者 

⑧ 学校教育法の規定による高等学校若しくは中等教育学校を卒業した者、同法第90条第２項の規定 

により大学への入学を認められた者若しくは通常の課程による12年の学校教育を修了した者（通常 

の課程以外の課程によりこれに相当する学校教育を修了した者を含む。）又は文部科学大臣がこれと 

同等以上の資格を有すると認定した者であって、２年以上児童福祉事業（下記※）に従事したもの  

⑨ 学校教育法 の規定により、幼稚園、小学校、中学校、高等学校又は中等教育学校の教諭となる 

資格を有する者であって、都道府県知事が適当と認めたもの （養護教諭は含まない） 

⑩ ３年以上児童福祉事業（下記※）に従事した者であって、都道府県知事が適当と認めたもの 

※ 児童福祉事業とは？ 

・児童福祉法第7条第1項に規定する児童福祉施設 

助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、児童 

養護施設、障害児入所施設、児童発達支援センター、児童心理治療施設（旧情緒障害児短期治療 

施設）、児童自立支援施設及び児童家庭支援センター 

・同法第12条の児童相談所における事業 

・同法第6条の2の2に規定する事業 

児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所 

等訪問支援、及び障害児相談支援事業 

・同法第6条の3に規定する事業 

児童自立生活援助事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、 

養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、小規模住居型児童養育事業、 

家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業、病児保育事業及び 

子育て援助活動支援事業  
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【表２】 障害福祉サービス経験者の対象となるサービスの種類                         

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第5条第1項に規定する「居宅介護」、 

「重度訪問介護」、「同行援護」、「行動援護」、「療養介護」、「生活介護」、「短期入所」、「重度障害者等包括 

支援」、「施設入所支援」、「自立訓練」、「就労移行支援」、「就労継続支援」、「就労定着支援」、「自立生活支

援」及び「共同生活援助」※地域生活支援事業の「移動支援（ガイドヘルプ）」や介護保険法に基づくサ

ービスは対象外です。 

※【障がい福祉サービス経験者】の廃止（人員基準の見直し）【令和3年度制度改正に伴う見直し】 

専門性及び質の向上に向けて、「障害福祉サービス経験者」を廃止し、保育士・児童指導員のみに人

員基準を満たすことになります。令和３年３月 31 日時点で旧基準に基づく指定を受けている事業

所については、２年間の経過措置があります。  

  経過措置期間中に、児童指導員又は保育士の合計数が、障害児の数の区分に応じ、それぞれ定める

数以上となるよう見直しをお願いします。 

 

 
（注）実務経験及び日数換算について 

１年以上の実務経験とは、業務に従事した期間が１年以上であり、かつ、実際に業務に従事した日数が 180

日以上あることを言うものとする。（業務内容は直接支援業務に限る。） 

例えば２年以上の実務経験であれば、実務に従事した期間が２年以上であり、かつ実際に業務に従事した日

数が360日以上であるものを言う。 

なお、産休・育休期間については、従事期間には算定できるが、勤務日数としてはカウントできない。 
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児童発達支援管理責任者の要件となる実務経験について

イ

(１)
地域生活支援事業、障害児相談支援事業、身体障害者相談支援事業、知的障害者相談支援事業の従事者、その他これらに準ずる
事業の従業者又は準ずる者

(２)
児童相談所、児童家庭支援センター、身体障害者更生相談所、精神障害者社会復帰施設、知的障害者更生相談所、福祉事務所、
発達障害者支援センターの従業者、その他これらに準ずる施設の従業者又は準ずる者

(３)
障害児入所施設、乳児院、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、障害者支援施設、老人福祉施設、精神保健福
祉センター、救護施設、更生施設、介護老人保健施設、地域包括支援センターの従業者、その他これらに準ずる施設の従業者又は
準ずる者

(４) 障害者職業センター、障害者就業・生活支援センターの従業者、その他これらに準ずる施設の従業者又は準ずる者

(５) 学校教育法第1条に規定する学校（大学を除く）、その他これらに準ずる機関の従業者又は準ずる者

(６)
病院、診療所の従業者又はこれに準ずる者（社会福祉主事任用資格者、介護職員初任者研修修了者（訪問介護員２級以上に相当
する研修修了者）、ロの有資格者、イ（１）から（５）までの従事期間が１年以上の者に限る。）

ロ

(１)
障害児入所施設、助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、幼保連携型認定こども園、児童厚生施設、児童家庭支援セン
ター、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、障害者支援施設、老人福祉施設、介護老人保健施設、病院又は診
療所の療養病床に係るもの（以下「療養病床関係病室」という。）、その他これらに準ずる施設の従業者

(２)

障害児通所支援事業、児童自立生活援助事業、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、養育支
援訪問事業、地域子育て支援拠点事業、一時預かり事業、小規模住居型児童養育事業、家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅
訪問型保育事業、事業所内保育事業、病児保育事業、子育て援助活動支援事業、障害福祉サービス事業、老人居宅介護等事業、
その他これらに準ずる事業の従業者又は準ずる者

(３) 病院、診療所、薬局、訪問看護事業所、その他これらに準ずる施設の従業者

(４) 特例子会社、重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金受給事業所の従業者、その他これらに準ずる施設の従業者

(５) 学校教育法第1条に規定する学校（大学を除く）、その他これらに準ずる機関の従業者又は準ずる者

ハ

ニ ロの（１）から（５）に掲げる者であって、社会福祉主事任用資格者等でない者が、直接支援の業務に従事した期間

し
て
３
年
以
上

ホ
の
期
間
を
除
外

通
算
８
年
以
上

ホ

へ

次の資格に基づき当該資格に係る業務に従事した期間

医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、理学療法士、作業療法士、社会福祉士、介護福祉士、視能訓練士、
義肢装具士、歯科衛生士、言語聴覚士、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師、柔道整復師、管理栄養士、栄養士、精神保健
福祉士

※下線部は平成29年4月改正部分

イ
・
ロ
・
ニ
の
通
算

か
ら
ハ
・
ホ
を
除
外

し
て
３
年
以
上
か
つ

へ
の
期
間
通
算
５
年

以
上

以下①、②の期間を合算した期間
①　老人福祉施設、救護施設、更生施設、介護老人保健施設、地域包括支援センター（その他これらに準ずる施設）の従業者（これらに準ずる
者）が、相談支援の業務（その他これらに準ずる業務）に従事した期間
②　老人福祉施設、介護老人保健施設、療養病床関係病室（その他これらに準ずる施設）の従業者、老人居宅介護等事業（その他これらに準ず
る事業）の従業者、特例子会社、重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金受給事業所（その他これらに準ずる施設）の従業者であって、
社会福祉主事任用資格者等である者が直接支援の業務に従事した期間

老人福祉施設、介護老人保健施設、療養病床関係病室（その他これらに準ずる施設）の従業者、老人居宅介護等事業（その他これらに準ずる事
業）の従業者、特例子会社、重度障害者多数雇用事業所施設設置等助成金受給事業所（その他これらに準ずる施設）の従業者であって、社会
福祉主事任用資格者等でない者が直接支援の業務に従事した期間

以下の①～③のいずれかを満たしていること。
①　イ及びロの期間が通算して５年以上、かつ、ハの期間を除外した期間が３年以上であること

③　イ、ロ、ニを通算した期間から、ハ、ホを除外した期間が３年以上、かつ、への期間が通算して５年以上であること
②　ニの期間が通算して１０年以上、かつ、ホの期間を除外した期間が３年以上であること

次の(１)から（６）に掲げる者が、相談支援の業務（身体上もしくは精神上の障害があること又は環境上の理由により日常生活を営むのに支障が
ある者又は児童の日常生活の自立に関する相談に応じ、助言、指導その他の支援を行う業務）に従事した期間

ロ
と
通
算
し
て
５
年
以
上
か
つ

ハ
を
除
外
し
て
３
年
以
上

次の（１）から（５）に掲げる者であって、社会福祉主事任用資格者、介護職員初任者研修修了者（訪問介護員２級以上に相当する研修修了者）、
保育士、児童指導員任用資格者又は精神障害者社会復帰指導員（以下「社会福祉主事任用資格者等」という。）が、直接支援の業務（身体上又
は精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障がある者又は児童につき、入浴、排せつ、食事その他の介護を行い、並びにその者
及びその介護者に対して介護に関する指導を行う業務又は日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、生活能力の向上のため
に必要な訓練その他の支援、並びにその訓練等を行う者に対して訓練等に関する指導を行う業務その他の職業訓練や職業教育の業務）に従事
した期間

イ
と
通
算
し
て
５
年
以
上
か
つ

ハ
の
期
間
を
除
外
し
て
３
年
以
上
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令和３年度障害福祉サービス等報酬改定
における主な改定内容

令和３年２月４日
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（１）グループホームにおける重度化・高齢化に対応するための報酬の見直し
・ 強度行動障害を有する者や医療的ケアが必要な者に対する支援の評価 等

（２）自立生活援助の整備を促進するための報酬・人員基準等の見直し

（３）地域生活支援拠点等の整備の促進・機能の充実を図るための加算の創設

（４）生活介護等における重度障害者への支援の評価の見直し
・ 重度障害者支援加算の算定期間の延長及び単位数の見直し 等

（５）質の高い相談支援を提供するための報酬体系の見直し
・ 基本報酬の充実 ・ 従来評価されていなかった相談支援業務の評価 等

１ 障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域移行・地域生活の支援、質の
高い相談支援を提供するための報酬体系の見直し等

○ 障害者の重度化・高齢化を踏まえた地域移行・地域生活の支援、相談支援の質の向上、効果的な就労支援、医療的ケア児への
支援などの障害児支援の推進、感染症等への対応力の強化などの課題に対応
○ 令和３年度障害福祉サービス等報酬改定の改定率：＋０．５６％

（１）就労移行支援・就労定着支援の質の向上に資する報酬等の見直し
・ 一般就労への移行の更なる評価 等 ・ 定着実績を踏まえたきめ細かな評価 等

（２）就労継続支援Ａ型の基本報酬等の見直し（スコア方式の導入）

（３）就労継続支援Ｂ型の基本報酬等の見直し（報酬体系の類型化）

（４）医療型短期入所における受入体制の強化
・ 基本報酬の充実 ・ 医療的ケアを必要とする障害児を利用対象者に位置付け

２ 効果的な就労支援や障害児者のニーズを踏まえたきめ細かな対応

（１）医療的ケアが必要な障害児に対する支援の充実
・ 新判定スコアを用いた基本報酬の創設 ・ 看護職員加配加算の算定要件の見直し

（２）放課後等デイサービスの報酬体系等の見直し
・ 基本報酬区分の見直し ・ より手厚い支援を評価する加算の創設（(３)も同様）

（３）児童発達支援の報酬等の見直し

（４）障害児入所施設における報酬・人員基準等の見直し
・ 人員配置基準の見直し ・ ソーシャルワーカーの配置に対する評価

３ 医療的ケア児への支援などの障害児支援の推進

・ 自立生活援助における夜間の緊急対応・電話相談の評価

・ 地域移行支援における地域移行実績の更なる評価

・ 精神障害者の可能な限り早期の地域移行支援の評価

・ 精神保健医療と福祉の連携の促進

・ 居住支援法人・居住支援協議会と福祉の連携の促進

・ ピアサポートの専門性の評価

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの推進

（１）日頃からの感染症対策の強化や業務継続に向けた取組の推進
・ 感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の徹底（委員会開催、指針
の整備、訓練の実施）
・ 業務継続に向けた取組の強化（業務継続計画の策定・研修及び訓練の実施）
・ 地域と連携した災害対応の強化（訓練に当たっての地域住民との連携）

（２）支援の継続を見据えた障害福祉現場におけるＩＣＴの活用
・ 運営基準や報酬算定上必要となる会議等について、テレビ電話等を用いた
対応を可能とする。

５ 感染症や災害への対応力の強化

（１）医療連携体制加算の見直し
・ 医療的ケア等の看護の濃度を考慮した加算額の設定

（２）障害者虐待防止の更なる推進、身体拘束等の適正化の推進
・ 虐待防止委員会の設置 ・ 身体拘束等の適正化のための指針の整備

（３）福祉・介護職員等特定処遇改善加算等の見直し
・ より柔軟な配分ルールへの見直しによる加算の取得促進
・ 処遇改善加算(Ⅳ)及び(Ⅴ)等の廃止 ・ 加算率の見直し

（４）業務効率化のためのＩＣＴの活用（再掲）

（５）その他経過措置の取扱い等
・ 食事提供体制加算の経過措置の延長
・ 送迎加算の継続（就労継続支援Ａ型、放課後等デイサービス）

６ 障害福祉サービス等の持続可能性の確保と適切なサービス
提供を行うための報酬等の見直し

令和３年度障害福祉サービス等報酬改定における主な改定内容
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グループホームにおける重度障害者の受入体制を整備するため、障害支援区分４以上の強度行動障害を有する者を算定対象に加える。

グループホームにおける重度化・高齢化への対応

入居者の状況に応じた手厚い支援体制の確保や適切な休憩時間の取得ができるよう、
・夜間支援等体制加算（Ⅰ）を入居者の障害支援区分に応じたメリハリのある加算に見直した上で、
・夜間支援等体制加算（Ⅰ）による住居ごとの常駐の夜勤職員に加えて、更に事業所単位で夜勤又は宿直の職員を追加配置した場合の加算を創設。

グループホームにおける医療的ケアが必要な者に対する支援につ
いて、看護職員を配置するグループホームに対する加算を創設。

【新設】医療的ケア対応支援加算 120単位／日

①重度障害者支援加算の対象者の拡充（強度行動障害を有する者に対する評価）

⑤夜間支援等体制加算の見直し

重度障害者支援加算（Ⅰ）360単位／日 ※ 重度障害者等包括支援の対象者（区分６かつ意思疎通が困難である等の一定の要件を満たす者）

【新設】重度障害者支援加算（Ⅱ）180単位／日 ※区分４以上の強度行動障害を有する者

【新設】強度行動障害者体験利用加算 400単位／日

強度行動障害を有する者が地域移行のためにグループホームにおいて体験利
用を行う場合に、強度行動障害支援者養成研修又は行動援護従業者養成研修の
修了者を配置するグループホームに対する加算を創設。

※重度障害者の個人単位のホームヘルパーの利用の経過措置については、重度障害者の受入体制を確保する観点から引き続き継続。

夜間支援等体制加算（Ⅰ）・住居ごとの夜勤職員を配置 ※１

夜間支援等体制加算（Ⅱ）・宿直職員を配置

夜間支援等体制加算（Ⅲ）・警備会社への委託等

②医療的ケアが必要な者に対する評価 ③強度行動障害を有する者の受入促進（体験利用の評価）

【新設】夜間支援等体制加算（Ⅳ）・事業所単位で夜勤職員を追加配置
【新設】夜間支援等体制加算（Ⅴ）・事業所単位で夜勤職員（夜間の一部時間）を追加配置

【新設】夜間支援等体制加算（Ⅵ）・事業所単位で宿直職員を追加配置

※１ 夜間支援等体制加算（Ⅰ）の見直し
（例）利用者が５人の場合 【現行】（区分に関わらず）269単位／日 ⇒ 【見直し後】区分４以上：269単位／日 区分３：224単位／日 区分２以下：179単位／日

※２【新設】夜間支援等体制加算（Ⅳ）（Ⅴ）（Ⅵ）
（例）利用者が15人以下の場合 夜間支援等体制加算（Ⅳ）60単位／日 夜間支援等体制加算（Ⅴ）30単位／日 夜間支援等体制加算（Ⅵ）30単位／日

（Ⅰ）に上乗せで
加算 ※２

「日中サービス支援型グループホーム」の基本報酬について、重度障害者の受入れのインセンティブが働くようメリハリのある報酬体系に見直し。

④基本報酬の見直し

（例）日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅰ）

【現 行】区分６:1,104単位／日、区分５：988単位／日、区分４：906単位／日、区分３：721単位／日

【見直し後】区分６:1,105単位／日、区分５：989単位／日、区分４：907単位／日、区分３：650単位／日

※ 介護サービス包括型・外部サービス利用型の基本報酬についても、重度障害者に配慮しつつ、経営の実態等を踏まえて見直し。
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自立生活援助の整備の促進

報酬の見直し（主なもの）

○ 自立生活援助を必要とする障害者にサービスが行き渡るよう、
別々の者を配置することとしていた「サービス管理責任者」と
「地域生活支援員」の兼務を認める。

人員基準の緩和

○ 標準利用期間（１年）を超えて更にサービスが必要な場合に
ついて、原則１回ではなく、市町村審査会の個別審査を要件と
した上で、複数回の更新を認める。

支給決定に係る運用の見直し

自立生活援助サービス費（Ⅰ）の対象者の拡充 同居家族の死亡等により急遽一人暮らしをすることとなった者を加える。

同行支援加算の見直し 業務の適切な評価の観点から、加算の算定方法を見直す。

【現行】同行支援加算
（同行支援の回数にかかわらず）500単位／月

【新設】
イ 緊急時支援加算（Ⅰ） 711単位／日 ※地域生活支援拠点等の場合＋50単位／日
・緊急時に利用者等からの要請に基づき、深夜に速やかに利用者の居宅等への訪問等による支援を行った場合に評価。

ロ 緊急時支援加算（Ⅱ） 94単位／日
・緊急時に利用者等からの要請に基づき、深夜に電話による相談援助を行った場合に評価。

夜間の緊急対応・電話対応の新たな評価 特に業務負担が大きい深夜帯における緊急対応や電話相談に対する加算を創設。

【新設】居住支援連携体制加算 35単位／月（体制加算）
・居住支援法人や居住支援協議会との連携体制を構築し、月に１回以上、情報連携を図る場を設けて情報共有した場合に評価。

【新設】地域居住支援体制強化推進加算 500単位／回（月１回を限度）
・住居の確保及び居住支援に係る課題を文書により報告する等の居住支援体制強化の取組を評価。

居住支援法人・居住支援協議会と福祉の連携の促進 住宅施策との連携や体制強化について加算として評価。

○ 障害者支援施設やグループホーム、精神科病院等から地域での一人暮らしに移行した障害者等を支援する自立生活
援助の整備を促進するため、人員基準、支給決定の運用、報酬の見直しを行う。

【見直し後】同行支援加算
（月２回まで）500単位／月 （月３回）750単位／月 （月４回以上）1,000単位／月

【見直し後】
障害者支援施設や精神科病院、グループホーム等から退所等してから１年以内の者
又は 同居家族の死亡等により単身生活を開始した日から１年以内の者

（参考）基本報酬
地域生活支援員1人当たり

30人未満 30人以上

自立生活援助サービス費（Ⅰ） 1,558単位／月 1,090単位／月

自立生活援助サービス費（Ⅱ） 1,166単位／月 817単位／月
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〇 地域生活支援拠点等の整備の促進や機能の充実を図るため、市町村が地
域生活支援拠点等として位置付けた短期入所事業所や緊急対応を行う訪問
系サービス等について、地域生活支援拠点等としての役割を評価する加算
を創設。

地域生活支援拠点等

【相談】

【緊急時受入れ】

【地域の体制づくり】

【体験の機会】

【専門性】

【新設】
○ 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者
等包括支援 ＋50単位／回 ※地域生活支援拠点等の場合

○ 自立生活援助、地域定着支援
＋50単位／日 ※地域生活支援拠点等の場合

・緊急時対応加算、緊急時支援加算（Ⅰ）又は緊急時支援費（Ⅰ）
を算定した場合、更に＋50単位を上乗せ。

地域生活支援拠点等の整備の促進・機能の充実

＜地域生活支援拠点について＞
・ 地域生活支援拠点等は、障害者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、障害者の生活を
地域全体で支えるため、居住支援のためのサービス提供体制を、地域の実情に応じて整備する
もの。

・ 第６期障害福祉計画（令和３年度～令和５年度）では「令和５年度末までの間、各市町村又
は各圏域に１つ以上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上
運用状況を検証及び検討することを基本」としている。

（参考）全国1,741市町村の整備状況 ※速報値であり変更がありうる
令和２年4月時点における整備状況 468市町村（うち、圏域整備： 65圏域268市町村）
令和２年度末時点における整備見込 1,107市町村（うち、圏域整備：141圏域567市町村）

市町村が地域生活支援拠点等として位置付けた訪問系サービス事業
所等について、緊急時の対応を行った場合に加算。

市町村が地域生活支援拠点等として位置付けた短期入所事業所につい
て、短期入所を行った場合に加算（緊急時の受入れに限らない）。

緊急時における対応機能の強化（訪問系サービス等） 緊急時のための受入機能の強化（短期入所）

【新設】

○ 短期入所 ＋100単位／日 ※地域生活支援拠点等の場合

・短期入所のサービス利用の開始日に加算。

（参考）地域生活支援拠点等に係るその他の主な加算（平成30年度～）
（計画相談支援・障害児相談支援）地域生活支援拠点等相談強化加算 700単位／回（月４回限度）、地域体制強化共同支援加算2,000単位／月（月１回限度）
（地域移行支援）障害福祉サービス体験利用支援加算 ＋50単位／日 ※地域生活支援拠点等の場合 464



○ 強度行動障害を有する者が、障害者支援施設が実施している生活介護を通所で利用している場合であって、当該利

用者に対する支援計画を作成し、当該計画に基づいて支援を実施している場合には、重度障害者支援加算の算定を

可能とする。

・ 強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者を１人以上配置し、支援計画を作成する体制を整備 ７単位／日

・ 強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者が、実践研修修了者の作成した支援計画シート等に基づき、強度行動障害を有す

る者に対して個別の支援を実施 180単位／日

２．生活介護（強度行動障害関係）

３．生活介護（重症心身障害者関係）

○ 重症心身障害者の受入を評価するため

・ 人員配置体制加算（Ⅰ）※直接処遇職員を1.7:1以上配置

・ 常勤看護職員等配置加算（Ⅲ）※常勤換算で看護職員を３人以上配置

を算定している場合に、両加算の要件を超える人員配置をしている場合に加算を算定可能とする。

重度障害者支援加算の見直し（生活介護・施設入所支援）

○ 強度行動障害を有する者に対して個別の支援を行う場

合の、利用者の状態確認や利用者が環境の変化に適応す

るためのアセスメント期間を一定程度見直し、加算算定

期間の延長及び加算の単位数を見直す。

・算定期間：（現行） 90日 →（改正後） 180日

・単位数： （現行）700単位 →（改正後）500単位

１．共通事項

500
単位

700
単位

支援開始 180日90日

現行の仕組み

見直し後の仕組み

人員配置体制加算 常勤看護職員等配置加算

重度障害者支援加算

体制の評価の上乗せ
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事務負担軽減のため、加算の算定要件となる業務の挙証書類については基準
省令で定める記録（相談支援台帳（サービス等利用計画））等に記載・保管する
ことで可とする。
適切なモニタリング頻度を担保するために以下の方策を行う
・利用者の個別性も踏まえてモニタリング頻度を決定すること等の周知徹底
・モニタリング頻度を短くする必要がある場合の例示 等

①基本報酬の充実 （単位数の引き上げと加算の組込み） ②従来評価されていなかった相談支援業務の新たな評価

③事務負担軽減及び適切なモニタリング頻度の設定について● 常勤専従１名の配置が必須の上で、複数の事業所で24時間の連絡体制が
確保されること等で機能強化型の算定要件を満たすことを可能とする
（地域生活支援拠点等を構成する指定特定相談支援事業所間の協働である場合。）

従来評価されていなかった、計画決定月・モニタリング対象月以外の以下の業
務について、新たに報酬上の評価を行う

計画相談支援・障害児相談支援の経営実態を踏まえ、経営実態が厳しい小規模事
業所について大幅に基本報酬を引き上げ

人員体制（相談支援専門員の常勤配置数）に応じた従来の「特定事業所加
算」については、事務手続負担が軽減されるよう、基本報酬へ組込み

常勤専従職員の配置を更に促進するため、従来より要件緩和した報酬区分
を創設

支給決定前 サービス終了前後
障害福祉サービス
利用期間中

※モニタリング対象月以外

要件を満たした月
につき、300単位/
月を追加

面接、会議開催、会議参加につ
いて 各300単位

300単位

※書面による情報提供は100
単位

【初回加算の拡充】 【集中支援加算の新設】 【居宅介護支援事業所等
連携加算の拡充】

・利用開始前に、
居宅等を訪問し、
月２回以上の面
接

新【機能強化Ⅳ】 新【機能強化Ⅳ】

【機能強化Ⅲ】
が算定可能

協
働

● 全ての報酬区分において常勤専従の主任相談支援専門員を1人以上配置することを評価（100単位）

例）

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

現　行 報酬引き上げ
旧特定事業所
加算の組込み

機能強化（Ⅰ） ４名以上 1,864単位

機能強化（Ⅱ） ３名以上 1,764単位

機能強化（Ⅲ） ２名以上 1,672単位

機能強化（Ⅳ） １名以上 1,622単位

機能強化なし 1,522単位

現　行 報酬引き上げ
旧特定事業所
加算の組込み

機能強化（Ⅰ） ４名以上 1,613単位

機能強化（Ⅱ） ３名以上 1,513単位

機能強化（Ⅲ） ２名以上 1,410単位

機能強化（Ⅳ） １名以上 1,360単位

機能強化なし 1,260単位

報酬区分
常勤専従の
相談支援専門員数

継続サービス利用支援費

［令和３年改定後の段階別基本報酬単価］

報酬区分
常勤専従の
相談支援専門員数

サービス利用支援費

1,462単位

1,211単位

1,464単位

1,522単位

1,260 単位

1,213単位

①居宅等を訪問し、月２回以上
の面接
②サービス担当者会議の開催
③他機関の主催する会議へ参加

①居宅等を訪問し、
月２回以上の面接
②他機関の主催する
会議へ参加
③他機関への書面に
よる情報提供

質の高い相談支援を提供するための報酬体系の見直し
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※ 令和３年度における基本報酬においては、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響を踏まえ、前年度（令和２年度）実績を用いなくてもよいなどの柔軟な取扱いを実施。

【就労移行支援】

● 「前年度において就職後6か月以上定着した者の割合（就労定着
率）」としている基本報酬の区分の決定に係る実績について、標準利
用期間が2年間であることを踏まえ、直近２か年度の実績により算定。

前年度及び前々年度において
就職後６か月以上定着した者

前年度の利用定員数＋前々年度の利用定員数

前年度において
就職後６か月以上定着した者

前年度の利用定員数

就労定着率
基本報酬

【現行】 【見直し後】

５割以上 1,094単位/日 1,128単位/日

４割以上５割未満 939単位/日 959単位/日

３割以上４割未満 811単位/日 820単位/日

２割以上３割未満 689単位/日 690単位/日

１割以上２割未満 567単位/日 557単位/日

０割以上１割未満 527単位/日 507単位/日

０割 502単位/日 468単位/日

● 一般就労の高い移行実績を実現する事業所について、基本報酬におい
て更に評価。

● 障害者本人の希望や適性・能力を的確に把握・評価を行うアセスメン
トについて、地域のノウハウを活用し、その精度を上げ、支援効果を高
めていくための取組として、本人や他の支援機関等を交えたケース会議
等を実施した事業所を評価するための加算を創設。

【支援計画会議実施加算】583単位／回（新設）
（１月につき１回かつ１年につき４回を限度）

【就労定着支援】

● 支給要件について、特定の支援内容を要件とはせず、どのような支
援をしたか等をまとめた「支援レポート」を本人その他必要な関係者
で月１回共有することを要件とする。

【改訂後】

● 経営の実態等を踏まえ、基本報酬の見直しを実施。

● 基本報酬の区分について、実績上位２区分に８割以上の事業所が分布
している一方で、下位２区分には事業所がほとんどないことを踏まえ、
よりきめ細かく実績を反映するため、各区分に係る実績の範囲を見直す。

「利用者との対面により１月
に１回以上の支援」を行った
場合に算定

どのような支援をしたか等をまとめた「支援レポー
ト」を本人その他必要な関係者で月１回共有した場
合に算定

就労定着率 基本報酬 就労定着率 基本報酬

９割以上 3,215単位/月 ９割５分以上 3,449単位/月

８割以上９割未満 2,652単位/月 ９割以上９割５分未満 3,285単位/月
７割以上８割未満 2,130単位/月 ８割以上９割未満 2,710単位/月

５割以上７割未満 1,607単位/月 ７割以上８割未満 2,176単位/月

３割以上５割未満 1,366単位/月 ５割以上７割未満 1,642単位/月

１割以上３割未満 1,206単位/月 ３割以上５割未満 1,395単位/月

１割未満 1,045単位/月 ３割未満 1,046単位/月

【現行】 【見直し後】

※利用者20人以下の場合の単位※定員20人以下の場合の単位

● 関係機関との連携を強化し、個別の支援における協力関係を常時構築
するため、関係機関とのケース会議等を実施した事業所を評価する新た
な加算を創設。
【定着支援連携促進加算】579単位／回（新設）
（１月につき１回かつ１年につき４回を限度）

【現行】 【見直し後】

【現行】 【見直し後】

就労移行支援・就労定着支援における支援の質向上に資する報酬等の見直し
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見直し後

スコア合計点 基本報酬

170点以上 724単位/日

150点以上170点未満 692単位/日

130点以上150点未満 676単位/日

105点以上130点未満 655単位/日

80点以上105点未満 527単位/日

60点以上80点未満 413単位/日

60点未満 319単位/日

● 「１日の平均労働時間」に応じて
報酬を算定

● 基本報酬の算定に係る実績について、現行の「１日の平均労働時間」に加え､「生産活動」､
「多様な働き方」､「支援力向上」及び「地域連携活動」の５つの観点から成る各評価項目の総
合評価をもって実績とする方式（スコア方式）に見直す。

平均労働時間 基本報酬

7時間以上 618単位/日

6時間以上
7時間未満

606単位/日

5時間以上
6時間未満

597単位/日

4時間以上
5時間未満

589単位/日

3時間以上
4時間未満

501単位/日

2時間以上
3時間未満

412単位/日

2時間未満 324単位/日

※ 従業員配置7.5：1、定員20人
以下の場合の単位

※ 令和３年度における基本報酬においては、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染症の影響を踏まえ、「1日の平均労働時間」や「生産活動収支の状況」について前年度
（令和２年度）実績を用いなくてもよいなどの柔軟な取扱いを実施。

評価指標 判定スコア

労働時間 1日の平均労働時間により評価 ５点～８０点で評価

生産活動 前年度及び前々年度における生産活動収支の状況により評価 ５点～４０点で評価

多様な働き方 利用者が多様な働き方を実現できる制度の整備状況とその活用
実績により評価 ０点～３５点で評価

支援力向上 職員のキャリアップの機会を組織として提供している等、支援
力向上に係る取組実績により評価 ０点～３５点で評価

地域連携活動 地元企業と連携した高付加価値の商品開発、施設外就労等によ
り働く場の確保等地域と連携した取組実績により評価 ０点～１０点で評価

スコア合計点

２００点

点

● 事業所ホームページ等を通じて、スコア方式による評価内容は全て公表す
ることを事業所に義務づける（運営基準の見直し）とともに、未公表の場
合には基本報酬を減算する。

現 行

就労継続支援Ａ型の基本報酬等の見直し

※ 従業員配置7.5：1、定員20人以下の場合の単位
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定員 基本報酬

２０人以下 556単位/日

●「平均工賃月額」に応じた報酬体系 ●「平均工賃月額」に応じた報酬体系（※）

従業員配置7.5：1、定員20人以下の場合の単位

平均工賃月額 基本報酬

4.5万円以上 649単位/日

3万円以上
4.5万円未満

624単位/日

2.5万円以上
3万円未満

612単位/日

2万円以上
2.5万円未満

600単位/日

１万円以上
2万円未満

589単位/日

５千円以上
１万円未満

574単位/日

５千円未満 565単位/日

平均工賃月額 基本報酬

4.5万円以上 702単位/日

3.5万円以上4.5万円未満 672単位/日

3万円以上3.5万円未満 657単位/日

2.5万円以上3万円未満 643単位/日

2万円以上2.5万円未満 631単位/日

1.5万円以上2万円未満 611単位/日

1万円以上1.5万円未満 590単位/日

1万円未満 566単位/日

●「利用者の就労や生産活動等への参加等」
をもって一律に評価する報酬体系【新設】

（※） 令和３年度の基本報酬においては、
新型コロナウイルス感染症の影響を踏
まえ、「平均工賃月額」に応じた報酬
体系において前年度（令和２年度）実
績を用いなくてもよいなどの柔軟な取
扱いを実施。

・高工賃を実現している事業所を更に評価
・よりきめ細かく実績を反映するため８段階の
評価を導入

【地域協働加算】（新設） ３０単位／日
利用者の多様な働く意欲に応えつつ、就労を通
じた地域での活躍の場を広げる取組として、就労
や生産活動の実施にあたり、地域や地域住民と協
働した取組を実施する事業所を評価。

【ピアサポート実施加算】（新設）100単位／月
就労を続ける上での不安の解消、生産活動の実
施に向けた意欲の向上などへの支援を充実させる
ため、ピアサポートによる支援を実施する事業所
を評価。

新たな加算の創設

基本報酬の報酬体系の類型化

現行 見直し後

就労継続支援Ｂ型の基本報酬等の見直し

「平均工賃月額」に応じた報酬体系 「利用者の就労や生産活動等への参加等」

をもって一律に評価する報酬体系（新設）

基
本
報
酬

平均工賃月額 低高

高工賃事業所を更に評価

加
算

地域協働加算（新設）
ピアサポート実施加算（新設）

基
本
報
酬

従業員配置7.5：1、定員20人以下の場合の単位

従業員配置7.5：1の場合の単位
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○ 特別重度支援加算の算定要件について、強度行動障害があり医療的ケアを必要とする者や医療的ケア(新スコア16点以上)を必要とする

障害児を医療型短期入所の対象者とすることに伴い、いわゆる「動ける医ケア児」に対する支援を実施した場合にも特別重度支援加算を

算定可能となるよう、「運動機能が座位まで」の要件を削除。

○ その上で、利用者が必要とする医療的ケアの判定スコアの合算点数に応じて、単位数にメリハリをつける。

（現行）388単位／日 （改正後）610単位／日（25点以上） 又は 297単位／日（10点以上）

３．特別重度支援加算の算定要件と単位数の見直し

２．医療型短期入所の対象者の整理

○ 障害支援区分５以上に該当し、強度行動障害があり医療的ケアを必要とする者を対象とする。

○ 障害支援区分５以上に該当し、遷延性意識障害があり医療的ケアを必要とする者について、療養介護の対象者として明文化されること

から、医療型短期入所においても、より単位数の高い報酬区分の対象者とする。

○ 医療的ケアの新判定スコアにおいて、16点以上である障害児を対象とする。

医療型短期入所の受入体制強化

○ 医療型短期入所事業所の整備促進を図る観点から、経営実態も踏まえつつ、基本報酬を引き上げる。

（例）医療型短期入所サービス費（Ⅰ） ：（現行）2,907単位／日 →（改正後）3,010単位／日

医療型特定短期入所サービス費（Ⅰ）：（現行）2,785単位／日 →（改定後）2,835単位／日

１．基本報酬

○ 医療型短期入所の利用者は、当該短期入所事業所から通所事業所へ通うことに困難を伴うことが想定される。

○ 相談支援専門員が作成するサービス等利用計画又は障害児支援利用計画において、医療型短期入所事業所での日中活動支援が必要さ

れている場合であって、当該事業所において、保育士やリハビリテーションを行う専門職を配置した上で、当該専門職が日中活動に

係る支援計画を作成し、日中活動を実施している場合に評価する加算を創設する。

４．日中活動支援の評価
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医療的ケア児者に対する支援の充実（全体像）

サービス名 項目 改定概要

障害児 児童発達支援
放課後等デイサービス

基本報酬の新設
（一般事業所）

いわゆる「動ける医ケア児」にも対応した新たな判定スコアを用い、医療的
ケア児を直接評価する基本報酬を新設。医療濃度に応じ、「３：１（新スコ
ア15点以下の児）」「２：１（新スコア16～31点の児）」又は「１：１
（新スコア32点以上の児）」の看護職員配置を想定し、当該配置を行った場
合に必要な額を手当て。

看護職員加配加算の要件
緩和（重心事業所）

看護職員加配加算の要件を、「8点以上の医療的ケア児5人以上」から、8点
以上の児に限らずに「その事業所の医療的ケア児の合計点数40点以上」に見
直し。

看護職員の基準人員への
算入

看護職員(※)について、現行の機能訓練担当職員の配置要件と同様に、配置
基準上必要となる従業者の員数に含めることを可能とする。
（※医療的ケア児の基本報酬又は看護職員加配加算の対象としている場合を除く）

福祉型障害児入所施設 看護職員配置加算の要件
緩和

（障害児通所支援と同様に）看護職員加配加算の要件を「8点以上の医療的
ケア児5人以上」から、8点以上の児に限らずに「その事業所の医療的ケア児
の合計点数40点以上」に見直し。

障害者 生活介護 常勤看護職員等加配加算
（Ⅲ）

常勤換算で看護職員を３人以上配置し、新判定スコアの各項目に規定する状
態のいずれかに該当する利用者を２名以上受け入れている事業所を評価する
区分を創設。

共通 サービス共通（短期入所・
重度障害者包括支援・自立訓
練(生活訓練)・就労移行支援、
就労継続支援、共同生活援助、
児童発達支援、放課後等デイ
サービス）

医療連携体制加算 ・従来、看護の濃度に関わらず一律単価であった加算額について、医療的ケ
アの単価を充実させ、非医療的ケア（健康観察等）の単価を適正化。また
複数の利用者を対象とする健康観察等は短時間の区分を創設することによ
り適正化。
・通常は看護師配置がない福祉型短期入所でも、高度な医療的ケアを必要と
する者の受入れが可能となるよう、新単価(8時間以上2000単位)を創設。

看護職員の配置に関する改定項目

サービス名 項目 改定概要

障害児者 医療型短期入所 対象者要件 新たに、医療的ケア(新スコア16点以上)を必要とする障害児や、高度な医療的ケアが必要で
強度行動障害により常時介護を必要とする障害者等を対象とする。

特別重度支援加算 いわゆる「動ける医ケア児」に対応できるよう「運動機能が座位まで」の要件を削除した上
で、医療度の高い者の評価を引き上げる。

障害者 共同生活援助 医療的ケア対応支援加算 医療的ケアが必要な者に対する支援を評価する加算を創設する。

看護職員の配置以外の改定項目（再掲：詳細は各サービスの改定資料を参照）

一部
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項目 細項目 基本
スコア
見守りスコア
高 中 低

1
人工呼吸器（鼻マスク式補助換気法、ハイフロー
セラピー、間歇的陽圧吸入法、排痰補助装置及
び高頻度胸壁振動装置を含む。）の管理

10 2 1 0

2気管切開の管理 8 2 0
3鼻咽頭エアウェイの管理 5 1 0
4酸素療法 8 1 0
5吸引（口鼻腔又は気管内吸引に限る。） 8 1 0
6ネブライザーの管理 3 0

7経管栄養 経鼻胃管、胃瘻、経鼻腸管、経胃瘻腸管、
腸瘻又は食道瘻 8 2 0
持続経管注入ポンプ使用 3 1 0

8中心静脈カテーテルの管理（中心静脈栄養、肺高血圧症治療薬、麻薬等） 8 2 0

9皮下注射 （1）皮下注射（インスリン、麻薬等の注
射を含む。） 5 1 0

（2）持続皮下注射ポンプの使用 3 1 0

10血糖測定（持続血糖測定器による血糖測定を含む。） 埋め込み式血糖測定器による血糖測定 3 1 0
11継続的な透析（血液透析、腹膜透析等） 8 2 0
12導尿 （1）間欠的導尿 5 ０

（2）持続的導尿（尿道留置カテーテル、
膀胱瘻、腎瘻又は尿路ストーマ） 3 1 0

13排便管理 （1）消化管ストーマ 5 1 0
（2）摘便又は洗腸 5 0
（3）浣腸 3 0

14痙攣時における座薬挿入、吸引、酸素投与又は迷走神経刺激装置の作動等の処置 3 2 0

○ 従来は、障害児通所サービス（児童発達支援・放課後等デイサービス）の基本報酬において、医療的ケア児を直接評価しておらず、一般児と同じ報酬単価であったた
め、受入れの裾野が十分に広がってこなかった。
○ 今回改定においては、いわゆる「動ける医ケア児」にも対応した新たな判定スコア（右下欄★）を用い、医療的ケア児を直接評価する基本報酬を新設。
基本報酬においては、医療濃度に応じ、「３：１（新スコア３点以上の児）」、「２：１（新スコア16点以上の児）」又は「１：１（新スコア32点以上の児）」の
看護職員配置を想定し、当該配置を行った場合は必要な額を手当て。
○ また、１事業所当たりごく少人数の医ケア児の場合（基本報酬では採算が取りづらい）であっても幅広い事業所で受入れが進むよう「医療連携体制加算」の単価
を大幅に拡充。（※従来の看護職員加配加算を改組）
※ さらに、従来、NICU等から退院直後の乳児期は、自治体において障害児としての判定が難しいために障害福祉サービスの支給決定が得られにくいという課題があること
から、新たな判定スコアを用いた医師の判断を活用することにより、新生児から円滑に障害福祉サービスの支給決定が得られるよう運用改善を行う。

医療的ケア児の基本報酬の創設（障害児通所支援）
基本的な考え方

重心事業所（主として重症心身障害児を通わせる事業所）については、
従来どおり基本報酬（5人定員の場合、現行2,098単位）に、看護職
員加配加算を加える構造を維持するが、実情に合わせ、看護職員加配
加算の要件を緩和（従来：「8点以上の医ケア児が5人以上」⇒改定
後：「その事業所の医ケア児の合計点数40点以上」）。

★医療的ケアの新判定スコア

一般事業所 重心事業所（5人定員）

【従来】

【改定後】
＜例：児童発達支援事業所（10人定員）の場合の単価例＞

月単位（平均）で「3：1（新スコア３
点以上の児）」、「2：1（新スコア16点
以上の児）」又は「1：1（新スコア32点
以上の児）」の看護職員を配置する

医療的ケアのスコア
を見直すとともに、新
たに「見守りスコア」
を設定

830
単位

一般児
（動く医ケア児） ３点以上医ケア児が少人数

（例えば2名以下）
の場合

16点以上 重心児 重心＋医ケア児

看護職員
加配加算
400～
133単位

2,098
～
837単
位

2,098
～
837単
位

885
単位

基
準
人
員

基
準
人
員

例えば医ケア児3名以上
32点以上

2,885
単位

1,885
単位

1,552
単位

医療連携
体制加算
1,600
̃
400
単位

看
護
職
員
配
置

基
準
人
員

経営状況を
踏まえた
基本報酬
の引き上げ

400単位×5人
＝2,000単位
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現 行 見 直 し 後

管理者 管理者

児童発達支援管理
責任者 児童発達支援管理責任者

保育士or児童指導員
保育士or児童指導員 保育士or児童指導員

※障害福祉サービス経験者の経過措置有り（２年）

障害福祉サービス
経験者 障害福祉サービス

経験者

児童指導員等
加配加算Ⅰ

児童指導員等
加配加算Ⅱ

児童指導員等
加配加算Ⅰ

児童指導員等加配加算

区分１ 区分２

管理者

児童発達支援管理
責任者

児童指導員等配置加算
児童指導員等配置加算

※区分分け廃止

基
準
人
員

加
算

基
準
人
員

加
算

《基本報酬》
授業終了後
【１－１】
６６０単位
【１－２】
６４９単位

休業日
７９２単位

９単位

※ 単位数は障害児（重症心身障害児を除く）に対し授業終了後に指定放課後等デイサービスを行う定員10名以下の場合を記載

９単位

1.理学療法士等
２０９単位

2.児童指導員
等
１５５単位

3.その他
９１単位

《基本報酬》
授業終了後
【２－１】
６１２単位
【２－２】
５９９単位

休業日
７３０単位

1.理学療法士等
２０９単位

2.児童指導員
等
１５５単位

3.その他
９１単位

1.理学療法士等
２０９単位

2.児童指導員
等
１５５単位

3.その他
９１単位

③専門的支援加算

※ 上記図の高さは単位数とは一致しない

は対象児童数により増減

②個別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅱ１２５単位

○ 放課後等デイサービスについて、現行の事業所を２区分に分けて報酬設定する方法（※１）を改め、より手厚い支援を必要とする子どもに応
じて、きめ細かく以下の加算を算定。
① 個別サポート加算Ⅰ  ：ケアニーズの高い児童（著しく重度および行動上の課題のある児童）への支援を評価
② 個別サポート加算Ⅱ  ：虐待等の要保護児童等への支援について評価
③ 専門的支援加算 ：専門的支援を必要とする児童のため専門職の配置を評価(※２)
（※１）現行は、一定の指標に該当する障害児の数が５割以上である場合を「区分１」、５割未満を「区分２」として、基本報酬を２段階に設定
（※２）理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理指導担当職員、国リハ視覚障害学科履修者を常勤換算で１以上配置した場合に評価

○ また、支援の質を向上させるための従業者要件の見直し（障害福祉サービス経験者を廃止）を行う。（経過措置有り）
○ さらに、難聴児の早期支援に向けて、児童指導員等加配加算の対象資格に手話通訳士及び手話通訳者を追加する。
○ 基本報酬及び児童指導員等加配加算の単位数については、経営状況を踏まえ見直し。

理学療法士等

１８７単位

②個別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅱ

②個別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅱ

①個別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅰ１００単位 ①個別ｻﾎﾟｰﾄ

加算Ⅰ
①個別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅰ

放課後等デイサービスの報酬体系等の見直し

《基本報酬》
授業終了後
６０４単位

休業日
７２１単位

1.理学療法士等
１８７単位

2.児童指導員
等
１２３単位

3.その他
９０単位
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管理者

児童発達支援管理責任者

保育士or児童指導員

児童指導員等加配加算Ⅰ 児童指導員等加配加算

管理者

児童発達支援管理責任者

基
準
人
員

加
算

《基本報酬》

９２９
単位

※単位数は障害児（難聴児、重症心身障害児に対し支援を行う場合を除く）に支援する場合の定員 41人以上50人以下の場合を記載

1.理学療法士等
４６単位

2.児童指導員等
３４単位

3.その他
２０単位

保育士or児童指導員

加
算

基
準
人
員

※上記図の高さは単位数とは一致しない

現 行 見 直 し 後

○ 児童発達支援センターについて、乳幼児期の障害児の支援の中核機関として、より手厚い支援を必要とする子どもに応じて、きめ細かい支
援が可能となるよう、以下の加算の算定を新たに可能とする。
① 個別サポート加算Ⅰ ：ケアニーズの高い児童（著しく重度および行動上の課題のある児童）への支援を評価
② 個別サポート加算Ⅱ ：虐待等の要保護児童等への支援について評価

③ 専門的支援加算 ：専門的支援を必要とする児童のため専門職の配置を評価(※)
（※）理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理指導担当職員、国リハ視覚障害学科履修者、５年以上児童福祉事業に従事した保育士・児童指導員
を常勤換算で１以上配置した場合に評価

○ さらに、難聴児の早期支援に向けて、児童指導員等加配加算の対象資格に手話通訳士及び手話通訳者を追加。
○ 児童指導員等加配加算の単位数については、経営状況を踏まえ見直し。

《基本報酬》

９３０
単位

③専門的支援加算

は対象児童数により増減

②個別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅱ

１２５単位 ②個別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅱ

②個別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅱ

①個別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅰ１００単位 ①個別ｻﾎﾟｰﾄ

加算Ⅰ
①お別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅰ

児童発達支援センターの報酬等の見直し

1.理学療法士等
４２単位

2.児童指導員等
２７単位

3.その他
２０単位

1.理学療法士等
４２単位

2.児童指導員
２７単位
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管理者

児童発達支援管理責任者

保育士or児童指導員

保育士or児童指導員
※障害福祉サービス経験者の経過措置有り（２年）障害福祉サービス経験者

児童指導員等加配加算Ⅱ

児童指導員等加配加算

児童指導員等配置加算

基
準
人
員

加
算

※単位数は主に小学校就学前の障害児に対して支援を行う利用定員10名以下の場合を記載

１２単位

《基本報酬》

８３０
単位

1.理学療法士等
２０９単位

2.児童指導員等
１５５単位

3.その他
９１単位

管理者

児童発達支援管理責任者

児童指導員等加配加算Ⅰ

加
算

基
準
人
員

※上記図の高さは単位数とは一致しない

現 行 見 直 し 後

○ 児童発達支援事業所（センター以外）について、従業者の配置に対して一律に加算する「児童指導員等加配加算Ⅱ」を改め、より手厚い支援
を必要とする子どもに応じて、きめ細かい支援が可能となるよう、以下の加算に組み替える。
① 個別サポート加算Ⅰ ：ケアニーズの高い児童（著しく重度および行動上の課題のある児童）への支援を評価
② 個別サポート加算Ⅱ ：虐待等の要保護児童等への支援について評価

③ 専門的支援加算 ：専門的支援を必要とする児童のため専門職の配置を評価(※)
（※）理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、心理指導担当職員、国リハ視覚障害学科履修者、５年以上児童福祉事業に従事した保育士・児童指導員
を常勤換算で１以上配置した場合に評価

○ また、支援の質を向上させるための従業者要件の見直し（障害福祉サービス経験者を廃止）を行う。（経過措置有り）
○ さらに、難聴児の早期支援に向けて、児童指導員等加配加算の対象資格に手話通訳士及び手話通訳者を追加。
○ 基本報酬及び児童指導員等加配加算の単位数については、経営状況を踏まえ見直し。

1.理学療法士等
２０９単位

2.児童指導員等
１５５単位

3.その他
９１単位

③専門的支援加算

は対象児童数により増減

②個別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅱ１２５単位 ②個別ｻﾎﾟｰﾄ

加算Ⅱ
②個別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅱ

①個別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅰ１００単位 ①個別ｻﾎﾟｰﾄ

加算Ⅰ
①個別ｻﾎﾟｰﾄ
加算Ⅰ

児童発達支援事業所（センター以外）の報酬等の見直し

《基本報酬》

８８５
単位

1.理学療法士等
１８７単位

2.児童指導員等
１２３単位

3.その他
９０単位

1.理学療法士等
１８７単位

2.児童指導員
１２３単位
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○「障害児入所施設の在り方に関する検討会」報告書（令和２年２月）を踏まえ、障害児入所施設の支援の質の向上を
図るため、人員配置基準の見直し（4.3：1→4:1等）をするとともに、基本報酬の引き上げを行う。
○障害児入所施設の18歳以上の入所者の地域移行を推進するため、ソーシャルワーカーを配置した場合の報酬上の評価
等を行う。

区 分 現 行 見直し後

主として知的障害児を入所させる施設 ４．３ ： １ ４ ： １

主として盲児又はろうあ児を入所させる施設 乳児又は幼児 ４ ： １
少年 ５ ： １

４ ： １

主として肢体不自由児を入所させる施設 ３．５ ： １ ３．５ ： １

【人員配置基準の見直し内容】

【参考：児童養護施設の人員基準】
・０～１歳児 1.6：１（1.3：１まで加算で対応）
・２歳児 ２：１
・３歳児～就学前 ４：１（ ３：１まで加算で対応）
・就学児 5.5：１（ ４：１まで加算で対応）

○福祉型障害児入所施設における人員配置基準等の見直し
・主として知的障害児を入所させる施設（4.3：1）、主として盲児又はろうあ児を入所させる施設（乳児又は幼児 4:1・少年 5:1）の
現行の職員配置について、質の向上を図る観点から４：１に見直すとともに、基本報酬の見直しを行う。

○ソーシャルワーカーを配置した場合の報酬上の評価
・施設入所の際や退所して地域へ移行する際に家庭や地域と連携した支援を専門に行うソーシャルワーカーを専任で配置した場合、
報酬上の評価を行う。（利用定員、提供児童等に応じた単位を設定 8～159単位）

区 分 概 要

ソーシャルワーカーの資格要件 社会福祉士、５年以上障害福祉サービス・相談支援・障害児通所支援・障害児入所支援・障害児相談支援に従事した者

配置対象施設 福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設

主な役割 ・ 入所児童が18歳になり退所して地域のグループホーム等に移行していくため、地域の様々な社会資源等と有機的に結びつける
・ 障害児について里親やファミリーホームの施策の活用による家庭的な養育環境を推進する など

【ソーシャルワーカーの概要】

障害児入所施設における報酬・人員基準等の見直し

【基本報酬の見直しの内容】 ※定員が31人以上40人以下の場合の例
主として知的障害児を入所させる施設 （現行）６５５単位 → （見直し後）６８８単位
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夜間の緊急対応･電話相談の評価

○ 精神障害者等が地域社会の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、
社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保された「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を推進
する観点から、当該ケアシステムの構築に資する取組を評価する。

○ 地域相談支援事業者又は自立生活援助事業者と居
住支援法人・居住支援協議会との連携体制を評価。

○ 住居の確保及び居住支援に係る課題を報告する等
の居住支援体制強化の取組を評価。
（新）地域居住支援体制強化推進加算

500単位／回（月に１回を限度）

地域相談支援事業者
自立生活援助事業者

居住支援法人
居住支援協議会

（新）居住支援連携体制加算 35単位／月
連携体制

協議の場等

地域相談支援事業者
自立生活援助事業者

○ あらかじめ利用者の同意を得て、精神障害者が
日常生活を維持する上で必要な情報を、精神科病
院等に対して情報提供することを評価。
（新）日常生活支援情報提供加算

100単位／回（月に１回を限度）

計画相談支援事業者

連携 提供された情報を
診療で活用

地域相談支援事業者
自立生活援助事業者

精神科病院等

地域移行支援サービス費
（見直し後）退院・退所月加算 2,700単位／月
（１年未満で退院する場合）＋500単位／月

○ 自立生活援助事業者が緊急時において、利用者
又はその家族等からの要請に基づき、深夜に速や
かに利用者の居宅等への訪問等又は電話による相
談援助を行った場合を評価。
利用者の居宅等への訪問や一時的な滞在による支援の場合
（新）イ 緊急時支援加算（Ⅰ）711単位／日
電話による相談支援を行った場合
（新）ロ 緊急時支援加算（Ⅱ）94単位／日

自立生活援助事業者

訪問等

電話

○ ピアサポートの専門性について、利用者と同じ
目線に立って相談・助言等を行うことにより、本
人の自立に向けた意欲の向上や地域生活を続ける
上での不安の解消などに効果があることを踏まえ、
研修等の一定の要件を設けた上で評価。
（新）ピアサポート体制加算 100単位／月

経験者としての視点で、リカバリー体験を活かした助言や共に行動をする支援

医師や薬との
付き合い方の
助言等

制度説明や利
用方法の助言 電話相談

家族への
面接

事業所内
研修

不安への共感、
外出同行で安
心感を与える

（※１）計画相談支援・障害児相談支援・自立生活援助・地域移
行支援・地域定着支援で算定可能。

（※２）就労継続支援B型についても、基本報酬の類型化に伴い、
就労支援の実施に当たってのﾋﾟｱｻﾎﾟｰﾄの活躍を別途評価。

（※３）身体障害、知的障害においても同様に評価。

現行 改定後

(Ⅰ) 3,059単位／月 (新)3,504単位／月

(Ⅱ) 2,347単位／月 3,062単位／月

(Ⅲ) 2,349単位／月

地域移行実績の更なる評価

○ 障害者の地域移行を更に促進するため、地域移
行支援事業者における地域移行実績や専門職の配
置、病院等との緊密な連携を評価した新たな基本
報酬を設定。

可能な限り早期の地域移行支援

○ 可能な限り早期の地域移行支援を推進するため、
入院後１年未満で退院する場合に退院・退所月加
算による評価に加え、更に加算で評価。

精神保健医療と福祉の連携の促進

地域移行支援事業者 精神科病院等

連携

可能な限り
早期の支援

居住支援法人・居住支援協議会と福祉の連携の促進 ピアサポートの専門性の評価

(※)地域移行支援サービス費（Ⅰ）は前年度に３人以上の
地域移行の実績を有すること等の要件を満たすこと。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの推進
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１ 感染症対策の強化（全サービス）
○ 全ての障害福祉サービス等事業者に、感染症の発生及びまん延の防止等に関する取組の徹底を
求める観点から、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施を
義務づける。
※ ３年の経過措置期間を設ける

２ 業務継続に向けた取組の強化（全サービス）
○ 感染症や災害が発生した場合であっても、必要な障害福祉サービスが継続的に提供できる体制
を構築する観点から、全ての障害福祉サービス等事業者を対象に、業務継続に向けた計画等の策
定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等を義務づける。
※ ３年の経過措置期間を設ける

３ 地域と連携した災害対応の強化（施設系、通所系、居住系サービス）
○ 災害への対応においては、地域との連携が不可欠であることを踏まえ、非常災害対策（計画策
定、関係機関との連携体制の確保、避難等訓練の実施等）が求められる障害福祉サービス等事業
者（施設系、通所系、居住系）において、訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよ
う連携に努めなければならないこととする。

○ 感染症や災害への対応力強化を図る観点から、感染症対策や業務継続に向けた取組、
災害に当たっての地域と連携した取組を強化する。

感染症や災害への対応力強化
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障害福祉現場の業務効率化のためのＩＣＴ活用

事項 対象サービス 内容

委
員
会
・
会
議
等

感染症・食中毒の予防のための
対策検討委員会

全サービス共通 感染症及び食中毒の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会について、テレビ電話装置等を活用して行うことができ
るものとする。

身体拘束等の適正化のための
対策検討委員会

訪問系サービス、通所系サービス、入
所系サービス

身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会について、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

虐待防止のための対策検討委
員会

全サービス共通 虐待の防止のための対策を検討する委員会について、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

個別支援計画作成等に係る担
当者等会議

通所系サービス、入所系サービス 利用者に対するサービス提供に当たる担当者等で行われる個別支援計画等の作成に係る会議について、テレビ電話装置等を活
用して行うことができるものとする。

サービス担当者会議
事例検討会等

計画相談支援、障害児相談支援 サービス等利用計画の作成のために福祉サービスの担当者で行われる会議や基幹相談支援センター等が実施する事例検討会等
について、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

特定事業所加算 訪問系サービス 利用者に関する情報若しくはサービスの提供に当たっての留意事項の伝達又は事業所における技術指導を目的とした会議について、
テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

リハビリテーション加算 生活介護 リハビリテーション実施計画の作成や支援終了時に医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、その他の職種の者で行われる
リハビリテーションカンファレンスについて、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

日中活動支援加算
（新設）

短期入所 日中活動実施計画を作成するに当たって、保育士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の者が共同する場面
について、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

経口移行加算 施設入所支援 経口移行計画を作成するに当たって、医師の指示に基づき、医師、管理栄養士、看護師その他の職種の者が共同する場面につい
て、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

経口維持加算 施設入所支援 経口維持計画を作成するに当たって、医師又は歯科医師の指示に基づき、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師その他の職種
の者が共同して、入所者の栄養管理をするための会議等について、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

支援計画会議実施加算
(新設)

就労移行支援 就労移行支援計画等の作成等に当たって、ハローワーク、地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等障害者の
就労支援に従事する者により構成される会議について、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

定着支援連携促進加算
(新設)

就労定着支援 地域障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター、医療機関等との連携を図るため、関係機関等を交えた会議について、
テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

居住支援連携体制加算
(新設）

自立生活援助、地域移行支援、地
域定着支援

精神障害者等の居住先の確保及び居住支援を充実する観点から、居住支援協議会や居住支援法人との情報連携・共有を図
る場について、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

関係機関連携加算 児童発達支援、医療型児童発達支
援、放課後等デイサービス

障害児が通う保育所その他関係機関との連携を図るため、あらかじめ通所給付決定保護者の同意を得て、当該障害児に係る児
童発達支援計画に関する会議について、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

相
談
等

雇用に伴う日常生活上の相談
等

就労定着支援 利用者の職場への定着及び就労の継続を図るため、雇用に伴い生じる日常生活又は社会生活を営む上での各般の問題に関する
利用者に対する相談、指導等の支援について、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。

○ 運営基準や報酬算定上必要となる委員会等や、身体的接触を伴わない又は必ずしも対面で提供する必要のない支援について、
テレビ電話装置等を用いた対応を可能とする。
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医療連携体制加算の見直し ～医療的ケアの単価の充実等～
対象サービス ： 短期入所a）・重度障害者包括支援b）・自立訓練(生活訓練)・就労移行支援・就労継続支援

共同生活援助・児童発達支援・放課後等デイサービス

改定後 改定前（対象者数）

算定要件（対象者数）

１名 ２～８名医ケア
以外

医ケア 対象サービス及び
時間

1名 2名 3～8名
「６」の場合：3名

１ 〇 1時間未満 32単位

a,b）600単位
その他）500単位

a,b）300単位
その他）250単位

２ 〇 1時間以上2時間未満 63単位

3 〇 2時間以上 125単位

４ 〇 4時間未満注１） a,b）960単位
その他）800単位

600単位
500単位

480単位
400単位

５ 〇
＜福祉型短期入所・児等発
達支援・放デイ＞

4時間以上
1,600単位 960単位 800単位注２）

1,000単位 500単位

６ 〇
＜福祉型短期入所＞
8時間以上

注）新スコア要件あり
2,000単位 1,500単位 1,000単位

７ ＜福祉型短期入所・共同生活援助＞
日常的な健康管理や医療ニーズへの適切な対応がとれる体制等を整備している場合：39単位/日

・ 従来、看護の濃度に関わらず一律単価であった加算額について、医療的ケアの単価を充実させ、非医療的ケア（健康観
察等）の単価の適正化を図る。また複数の利用者を対象とする健康観察等は短時間の区分を創設することにより適正化。
・ 通常は看護師配置がない福祉型短期入所について、高度な医療的ケアを必要とする者の受入れが可能となるよう、新単
価(8時間以上2000単位)を創設。

内容で分類
医ケア以外は
短時間区分を導入

医療的ケアの
単価の充実

福祉型短期入所の長時間の評価を導入

注１）重度障害者包括支援・自立訓練(生活訓練)・就労移行支援・就労継続支援・共同生活援助は、時間の設定なし。
注２）児童発達支援においては、月あたりの利用者数が一定数以上の場合は、医療的ケア児の基本報酬を算定する。
※ 上記の他、喀痰吸引等に係る指導・実施に係る単価あり。 2080



［現 行］
① 従業者への研修実施（努力義務）
② 虐待の防止等のための責任者の設置（努力義務）

［見直し後］
① 従業者への研修実施（義務化）
② 虐待防止のための対策を検討する委員会として虐待防止委員会(注)を設置するとともに、
委員会での検討結果を従業者に周知徹底する（義務化（新規））
③ 虐待の防止等のための責任者の設置（義務化）
(注)虐待防止委員会に求められる役割は、虐待の未然防止や虐待事案発生時の検証や再発防止策の検討等

※ 令和４年度より義務化（令和3年度は努力義務）

○障害者虐待防止の更なる推進のため、運営基準に以下の内容を盛り込む。

※ 小規模な事業所においても過剰な負担とならず、効果的な取組が行えるような取扱いを提示予定。
【例】
①協議会や基幹相談支援センター等が実施する研修に事業所が参加した場合も研修を実施したものとみなす。
②事業所単位でなく、法人単位での委員会設置も可
②委員会には事業所の管理者や虐待防止責任者が参加すればよく、最低人数は設けない

障害者虐待防止の更なる推進
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運営基準

以下、②から④の規定を追加する（訪問系以外のサービスについては、①は既に規定済）。訪問系サービスについては、①か
ら④を追加する。

②から④の規定は、令和３年４月から努力義務化し、令和４年４月から義務化する。なお、訪問系サービスにおいて追加する
①については、令和３年４月から義務化する。

① 身体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由その他必要な事
項を記録すること。

② 身体拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を
図ること。

③ 身体拘束等の適正化のための指針を整備すること。

④ 従業者に対し、身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。

※ 虐待防止の取組で身体拘束等の適正化について取り扱う場合には、身体拘束等の適正化に取り組んでいるものとみなす。

身体拘束等の適正化の推進
○ 身体拘束等の適正化の更なる推進のため、運営基準において施設・事業所が取り組むべき事項を追加するとともに、減算要

件の追加を行う。
※療養介護、生活介護、短期入所、施設入所支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、共同生活援助、児童発達支援、医療型児童発達支援、

放課後等デイサービス、保育所等訪問支援、居宅訪問型児童発達支援、福祉型障害児入所施設、医療型障害児入所施設

○ 訪問系サービスについても、知的障害者や精神障害者も対象としており、身体拘束が行われることも想定されるため、運営

基準に「身体拘束等の禁止」の規定を設けるとともに、「身体拘束廃止未実施減算」を創設する。

※居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援

減算の取扱い

運営基準の①から④を満たしていない場合に、基本報酬を減算する。（身体拘束廃止未実施減算５単位／日）

ただし、②から④については、令和５年４月から適用する。

なお、訪問系サービスについては、①から④の全てを令和５年４月からの適用とする。 2282



＜見直し前＞
① 「A：経験・技能のある障害福祉人材」のうち１人以上は、
月額８万円の賃上げ又は年収440万円までの賃金増

② グループ（①、②、③)の平均処遇改善額について、
・「①は、②の２倍以上」
・「③は、②の２分の１以下」

経
験
・技
能
の
あ
る

障
害
福
祉
人
材

経
験
・技
能
の
あ
る

障
害
福
祉
人
材

②
他の障害
福祉人材

① ①

平
均
処
遇
改
善
額

平
均
処
遇
改
善
額

平
均
処
遇
改
善
額

経
験
・技
能
の
あ
る

障
害
福
祉
人
材

①

②
他の障害
福祉人材

③
その他の職種

○ 福祉・介護職員等特定処遇改善加算について、リーダー級の職員について他産業と遜色ない賃金水準の実現を図りつつ、更なる処遇改善を行うとの
趣旨は維持した上で、事業者が活用しやすい仕組みとする観点から、より柔軟な配分を可能とするよう配分ルールを見直すことにより取得促進を図る。

○ 処遇改善加算及び特定処遇改善加算の算定要件の一つである職場環境等要件について、事業者による職場環境改善の取組をより実効性の高いものと
する観点からの見直しを行う。

① 職場環境等要件に定める取組について、職員の離職防止・定着促進を図る観点から、以下の取組がより促進されるように見直しを行う。
・職員の新規採用や定着促進に資する取組 ・職員のキャリアアップに資する取組 ・両立支援・多様な働き方の推進に資する取組 ・生産性の向上につながる取組
・腰痛を含む業務に関する心身の不調に対応する取組 ・仕事へのやりがい・働きがいの醸成や職場のコミュニケーションの円滑化等、職員の勤務継続に資する取組

② 職場環境等要件に基づく取組の実施について、原則、当該年度における取組の実施を求めることとする。

○ 従来からの処遇改善加算の減算区分であるⅣ及びⅤ並びに処遇改善特別加算（※）について、上位区分の算定が進んでいることを踏まえ、１年の経過
措置を設けた上で廃止する。（※）処遇改善加算よりも下位の加算（障害報酬における独自の加算）

○ 処遇改善加算等の加算率の算定方法を見直す（※）。見直しに際しては、加算率の変更による影響を緩和する観点から、各サービスの経営状況等を踏
まえつつ、今回及び今後の報酬改定において段階的に反映する。

（※）処遇改善加算の加算率の算定方法の見直し
これまで用いている社会福祉施設等調査では、各サービスの常勤換算職員数と当該サービスの提供実態との間に乖離がみられること等から、今後の加算率の算定に当たっては、
複数のサービスにグループ分けした上で、障害福祉サービス等経営実態調査における従事者数及び報酬請求事業所数を用いる。

特定処遇改善加算の配分ルールの緩和

＜見直し後＞
① 「A：経験・技能のある障害福祉人材」のうち１人以上は、
月額８万円の賃上げ又は年収440万円までの賃金増 → 維持

② グループ（①、②、③)の平均処遇改善額について、
・「①は、②より高く」→ 緩和
・「③は、②の２分の１以下」→ 維持

経
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・技
能
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あ
る

障
害
福
祉
人
材

経
験
・技
能
の
あ
る

障
害
福
祉
人
材

②
他の障害
福祉人材

① ①

平
均
処
遇
改
善
額

平
均
処
遇
改
善
額

平
均
処
遇
改
善
額

②
他の障害
福祉人材

③
その他の
職種

①・②間の緩和
ルールの適用で
従来より③を高く
することが可能

経
験
・技
能
の
あ
る

障
害
福
祉
人
材

①

福祉・介護職員等特定処遇改善加算等の見直し
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① or ②①＋②①＋②＋③

加算（Ⅰ）

月額3.7万円相当
加算（Ⅱ）

月額2.7万円相当
加算（Ⅲ）

月額1.5万円相当
加算（Ⅳ）

加算Ⅲ)×0.9
加算（Ⅴ）

加算（Ⅲ）0.8

キャリアパ
ス要件の
① or ②
or 職場環境
等要件

＋＋＋

職場環境等要件

算
定
要
件

現
行
の
処
遇
改
善

加
算
の
区
分

キャリアパス要件
いずれの要
件も満たさ
ない

特定加算 （Ⅰ）
特定加算 （Ⅱ）

（注）「キャリアパス要件①」･･･職位・職責・職務内容等に応じた任用要件と賃金体系を整備すること
「キャリアパス要件②」･･･資質向上のための計画を策定して研修の実施又は研修の機会を確保すること
「キャリアパス要件③」･･･経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けること
「職場環境等要件」･･･賃金改善以外の処遇改善を実施すること

※ 経過措置として、令和２年度末から引き続き算定
する事業所のみ令和３年度中（令和４年３月サービ
ス提供分）までは算定可能

特
定
処
遇
改
善

加
算
の
区
分

処遇改善対象を
福祉・介護職員
に限定しない

（キャリアパス
要件、職場環境等
要件は問わない）

特別加算

月額0.5万
円相当

＜福祉・介護職員等特定処遇改善の取得要件＞
・ 現行の福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを取得していること
・ 福祉・介護職員処遇改善加算の職場環境等要件に関し、複数の取組を行っていること
・ 福祉・介護職員処遇改善加算に基づく取組について、ホームページへの掲載等を通じた見える化を行っていること
＜サービス種類内の加算率＞
・ 福祉専門職員配置等加算、特定事業所加算の取得状況を加味して、加算率を２段階に設定

以下の加算区分は廃止

平成29年４月 平成30年４月 平成31年４月 令和２年４月 令和２年９月
Ⅰ（37,000円） 48.8% 58.1% 62.7% 67.5% 68.1%
Ⅱ（27,000円） 14.8% 9.9% 8.6% 7.4% 7.3%
Ⅲ（15,000円） 11.8% 9.8% 8.7% 7.2% 7.0%
Ⅳ（Ⅲ×0.9） 1.0% 0.8% 0.6% 0.4% 0.4%
Ⅴ（Ⅲ×0.8） 0.6% 0.6% 0.5% 0.3% 0.3%
処遇改善加算合計 77.0% 79.2% 81.1% 82.8% 83.1%

処遇改善特別加算（5,000円） 1.0% 0.9% 0.6% 0.5% 0.5％

＜処遇改善加算・処遇改善特別加算の取得状況＞＜特定処遇改善加算の取得状況＞
令和元年10月 令和２年１月 令和２年４月 令和２年９月

（Ⅰ） 21.5% 24.4% 28.3% 29.2%
（Ⅱ） 11.6% 14.2% 17.2% 17.6%
合計 33.1% 38.5% 45.5% 46.8%

（参考）福祉・介護職員等特定処遇改善加算・処遇改善加算の全体のイメージ
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事 務 連 絡 

令和３年３月 29 日 

 

   都道府県 

各  指定都市  障害児支援主管部（局） 御中 

   中 核 市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

令和３年４月以降の５領域 11 項目の調査等に係る調査方法等について 

 

 

 障害保健福祉行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申し上げ

ます。 

 令和３年度障害福祉サービス等報酬改定においては、児童発達支援、医療型児童発

達支援及び放課後等デイサービスにおいて、ケアニーズが高い障害児に支援を行った

ときの加算として、「個別サポート加算（Ⅰ）」を創設することとしました。 

 これらの対象児童は、 
 

 ・ 児童発達支援（医療型児童発達支援を含む。以下同じ。）については、通所給付

決定時に実施する５領域 11 項目の調査 

 ・ 放課後等デイサービスについては、現行の基本報酬区分を分ける上での指標に

係る調査 
 

と同様の調査項目により決定することとしています。 

 また、これらの調査項目については、各項目の選択の際にできる限りばらつきが生

じないよう、従来の調査票について、選択肢の表記や判断基準の一部を見直し、解釈

と具体例をお示しすることとしました。 

 そこで、令和３年４月以降の通所給付決定事務に当たっての「個別サポート加算

（Ⅰ）」に係る具体的な調査方法等について、下記のとおりお示しします。 

 

 都道府県におかれては、御了知の上、市町村（指定都市及び中核市を除く。以下同

じ。）に周知をお願いいたします。 

 

 

記 

 

 

１ 通所給付決定時に行う調査の改定内容 

  令和３年度報酬改定に伴う通所給付決定時に行う調査の変更点は以下のとおり。 
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 改定前（３月まで） 改定後（４月以降） 

通所給付決定時 ５領域 11項目の調査 同左 

放課後等デイサービスに

係る報酬の決定時 

【基本報酬区分決定のため

の判定】 

指標に係る調査 

【個別サポート加算（Ⅰ）の判定】

就学児サポート調査 

※ 従来の指標に係る調査の選択肢

の表記等を一部見直し。 

※ 調査の留意事項を明記。 

児童発達支援に係る報酬

の決定時 

なし 【個別サポート加算（Ⅰ）の判定】 

乳幼児等サポート調査 

※ 通所給付決定時の「５領域 11 項

目」の調査とは一部判断基準が異

なる。（下記参照） 

 

 

２ 児童発達支援に係る「乳幼児等サポート調査」について 

  児童発達支援における個別サポート加算（Ⅰ）の対象児童は、通所給付決定時に

実施してきた５領域 11 項目の調査（以下「給付決定時調査」という。）と同様の項

目の「乳幼児等サポート調査」（別表１）により決定することとした。 

  ただし、「乳幼児等サポート調査」は、純粋に児童発達支援における当該障害児へ

の介助等のサポートの必要量を把握する趣旨であることから、給付決定時調査と異

なり、各項目を判定する上で、「※通常の発達において必要とされる介助等は除く。」

という考え方は用いず、通常の発達の範囲内かどうかを問わずに純粋に介助等の要

否を付けるものとした（なお、給付決定時調査は、障害児通所支援等の必要性を判

定するものであることから、従来どおり「※通常の発達において必要とされる介助

等は除く。」という従来の考え方を引き続き用いるものとする）。 

  この点は、調査項目の選択肢を選ぶ上で重要な違いとなるため、市町村におかれ

ては、調査を実施する者に対して、特に周知徹底をお願いしたい。 

 

 

３ 放課後等デイサービスに係る「就学児サポート調査」について 

  放課後等デイサービスにおける個別サポート加算（Ⅰ）の対象児童は、これまで、

基本報酬区分を分ける上で用いてきた指標に係る調査（以下「基本報酬区分調査」

という。）と同様の項目の「就学児サポート調査」（別表２）により決定することと

した。 

  なお、基本報酬区分調査については、自治体等により調査項目の選択にばらつき

が大きいとの指摘があることから、就学児サポート調査では、別表２のとおり、留

意事項をお示しするとともに、調査項目に係る選択肢について、「支援が不要」、「支

援が必要な場合がある」、「常に支援が必要」に統一した。 

 

 

４ 通所給付決定時における効率的な調査について 

  給付決定時調査と、乳幼児等サポート調査又は就学児サポート調査は、同一又は

類似の項目に係る調査となることから、保護者の負担等を考慮し、一度に実施する

ことが効率的である。 

  そこで、このような調査方法が可能となるよう、別紙の調査票様式をお示しする。

当該様式を活用し、効率的な調査をお願いする。 
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５ 新たな判定基準に基づく調査について 

（１）令和３年４月以降の調査について 

   令和３年４月１日以降の給付決定に際しては、個別サポート加算（Ⅰ）の対象

児童であるかどうかの判定のため、別表１及び別表２の留意事項に基づく「乳幼

児等サポート調査」、「就学児サポート調査」の実施をお願いする。ただし、市町

村において給付決定時調査等を行う者への伝達等に一定の期間を必要とするこ

とも想定されることから、令和３年４月末日までを目処に、加算の対象について、

以下のとおり判定することも差し支えない。 
 

  ○ 児童発達支援については、現に実施している給付決定時調査の結果を踏まえ、

加算の対象かどうかを決定する。 
 

  ○ 放課後等デイサービスについては、現に実施している基本報酬区分調査を引

き続き実施し、当該調査結果をもって加算の対象かどうかを決定する。 

 

（２）令和３年３月までに調査を行った障害児について 

   令和３年３月までに、従来の調査方法に基づき調査を行った障害児について、

４月に、別表１又は別表２の留意事項に基づく調査を一律に行うことは、保護者

の負担が生じることから、必ずしも求めるものではない。 

   こうした障害児については、「障害児通所支援等に係る令和３年度障害福祉サ

ービス等報酬改定に伴い４月までに対応をお願いする事務等について」（令和３

年２月 19 日付け事務連絡）のとおり、従来の給付決定時調査や指標の調査等の

結果により、個別サポート加算（Ⅰ）の対象児童を判定することが可能であるこ

とを改めて申し添える。 

 

 

 

 

 

【本件担当】 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

障害児・発達障害者支援室 障害児支援係 

ＴＥＬ：03－5253－1111（内線 3037，3102） 

ＦＡＸ：03－3591－8914 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 
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（別表１）

調査実施上
の留意点

介助なし 一部介助 全介助

・何らかの支援がなくても、「一連の行

為」の全てを自分で行うことができる場

合。

・「一連の行為」の一部を自分で行えないため、部分的

（必要時に随時）に支援（見守りや声かけ等の支援を含

む）が必要な場合。

・食事を開始する前に、食べ物を食べやすくする等の支

援を行っている場合。

・「一連の行為」の全てを自分で行えないため、全面的

（常時）に支援が必要な場合。

・「一連の行為」の目的や内容を理解していない場合。

・経管栄養（胃ろう、腸ろう等）や中心静脈栄養を行って

いて、全面的に支援を受けている場合。

介助なし 一部介助 全介助

・何らかの支援がなくても、「一連の行

為」の全てを自分で行うことができる場

合。

・「一連の行為」の一部を自分で行えないため、部分的

（必要時に随時）に支援（見守りや声かけ等の支援を含

む）が必要な場合。

・「清拭」行為が不十分なため、支援者等が部分的にや

り直している場合。

・尿意・便意はないが、時間を決めるなどして、「一連

の行為」を自分で行っている場合。

・「一連の行為」の全てを自分で行えないため、全面的

（常時）に支援が必要な場合。

・「一連の行為」の目的や内容を理解していない場合。

・「清拭」行為が不十分なため、支援者等が対象者自身の

行った箇所を含めて全面的にやり直している場合。

・集尿器や畜尿袋（ストマ）、おむつ、尿とりパット等を

使用したり、尿カテーテルを留置していて、全面的に支援

を受けている場合。

・支援者等が間欠導尿を行っている場合。

・畜便袋（ストマ）、おむつ等を使用したり、人工肛門を

造設していて、全面的に支援を受けている場合。

・支援者等が浣腸、摘便を行っている場合。

・立ち便器、和式便器等、トイレの形状によって排せつ

が困難な場合。

・トイレトレーニングのために、排泄時間の記録、定時

での排泄チェックを行っている。

・大人の促しがなければ、自発的にトイレに行くことが

難しく、配慮が必要な場合。

・決まった場所でしか排泄をしたがらない場合。例）決

まった便器でしか出来ない。自宅のトイレ以外では出来

ないなど。

・頻尿で何回もトイレに行きたがる。

・尿意等を自分から伝えられない。

・便こねの行為があったり、排尿する場所ではない所で行

為行うため見守りが必要。

・排泄の失敗などが多く、都度対応が必要。

（頻度は1週間に1回以上。オムツは使用せずに対応してい

る場合も含む）

・集尿器や畜尿袋（ストマ）、おむつ、尿とりパット等を

使用したり、尿カテーテルを使用している。

・畜便袋（ストマ）、おむつ等を使用したり、人工肛門を

造設している。

（頻度は1週間に1回以上。オムツは使用せずに対応してい

る場合も含む）

・排泄の度ごとに職員による清拭が必要となる。

乳幼児等サポート調査 留意事項
【個別サポート加算Ⅰ（児童発達支援・医療型児童発達支援）】

具体例

項目

解釈

項目

解釈

食事に関する一連の行為について、支援が必要かどうか確認する。

※一連の行為とは、食事の開始から終了までの行為。
目的

排せつに関する一連の行為について、支援が必要かどうかを確認する。

※一連の行為とは、尿意（便意）の発現から排尿（排便）後の後始末までの行為をいう。

・調査対象の児童の状態は、適切な支援や環境が整っていない状況（例：保護者や慣れている支援者がいない状況、
初めての場所等）を想定して判断する。
・「できる時とできない時がある場合」は、「できない場合」に基づき判断する。（項目がまたがる場合は、高い方
の項目を採用する）
・各項目を判定する上で行動上のサポートの度合を判定するため、通常の発達の範囲かどうかは問わないものとす
る。
・聞き取りを保護者に行う際には、具体例を適宜参考に示しながら聞き取りを行うこと。
・聞き取りは、児童が主に利用している児童発達支援センター（福祉型・医療型）、児童発達支援事業所、障害児相
談支援事業所、かかりつけ医等、本人の状態をよく知っている者から聴取し、総合的に勘案することも差し支えな
い。

・食べ物に特別な配慮をする必要がある。

→軟食、きざみ、、ミキサー食、流動食、経管栄養（経口・胃ろう）、中心静脈栄養、宗教食、過度な食物アレル

ギー、特別なカロリー制限など配慮がある場合。

・一度に口に詰め込まないよう等、安全面での配慮が必要。

・都度、嚥下（飲み込む行為）や咀嚼（噛む行為）の指導をしている 。

・嚥下等に配慮された特性のコップや食器等を使用しており、食事のサポートを行っている場合。

・食べるのに何でも手づかみ、スプーン等の道具が特性のものであったり、また道具を使って食べることにサポート

を行っている場合。

・著しい偏食がある。(水が飲めない、食べられるものが極端に少ない等)

・感覚過敏(食形態(温度、食感）のこだわり、食器のこだわり等）により配慮が必要。

目的

具体例

①食事

②排せつ
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介助なし 一部介助 全介助

・何らかの支援がなくても、「一連の行

為」の全てを自分で行うことができる場

合。

・「一連の行為」の一部を自分で行えないため、部分的

（必要時に随時）に支援が必要な場合。

・「身体や髪、顔を洗う・拭く」行為が不十分なため、

支援者等が部分的にやり直している場合。

・「一連の行為」の全てを自分で行えないため、全面的

（常時）に支援（見守りや声かけ等の支援を含む）が必要

な場合。

・「一連の行為」の目的や内容を理解していない場合。

・「身体や髪、顔を洗う・拭く」行為が不十分なた

め、支援者等が対象者自身の行った箇所を含めて全面的に

やり直している場合。

・医療上の必要により入浴を禁止されており、配慮しなが

ら清拭が必要な場合。

・その他の事情で清拭しか行えない場合。

・「一連の行為」を全て自分で行えるが、入浴の準備行

為に時間がかかったり、入浴しても上がるまでに時間が

かかったりすることがあり、見守りや配慮が必要。

・「一連の行為」を全て自分で行えるが、1人で入浴さ

せることはできない。（見守りや声かけを含む）

・感覚過敏があり、洗髪や洗顔、洗身に拒否を示すた

め、対応が必要。

・石鹸やシャンプー、タオルなどにこだわりがあり、配

慮が必要。

・入浴する際に常に動いていて、見守り等の配慮が必

要。

・入浴する際に首の座りが悪かったり、体幹が弱く配慮が

必要である。

・常時抱っこで入浴の必要がある。

・シャワーを怖がる、浴槽を嫌がるなど、入浴への恐怖感

がある場合。

・洗髪や洗顔、洗身に強い拒否を示し泣くため、対応が必

要。

・シャワーベット等の器具を使用して、入浴している場

合。

介助なし 一部介助 全介助

・何らかの支援がなくても、自分で「移

動」ができる場合。

・自分で「移動」はできるが、部分的に（見守りや声か

け等含む）の支援が必要な場合。

・支援者等による対象者の身体に触れる支援が全面的に必

要な場合。（「支援者等による対象者の身体に触れる支

援」を行ったうえで「移動」をする必要がある場合。）

・転倒防止等のため、移動中は常に抱っこや手をつなぐ

等、常時の付き添いが必要な場合。

・医療上の必要により、自力での移動を禁止されている場

合。

・階段や未舗装道路（砂利道等）等の条件によって介助

が必要になることがある。

・歩行速度が他児と異なる（速い／遅い）ため、個別の

対応が必要。

・道順や手段にこだわりがある。

・感覚過敏等があり、外履きや靴下などに配慮が必要。

・公共交通機関ではパニックになりやすく、利用できな

い。

・移動が安定せず途中で立ち止まったり、座り込んだ

り、寝転んだりするため対応が必要。

・常時手をつなぐ状態や、常時抱っこ等で移動が必要な状

態。

・抱っこをして移動するが、首の座りや体幹が弱く抱っこ

に配慮が必要である。

・常時バギーや車イス、お散歩カートなど移動用具が必要

な場合。

・道路への飛び出しがあり、信号を理解できない、障害物

の回避が出来ないなどの理由で見守りが必要。

・装具などを装着しているため、移動する際に配慮が必

要。

入浴に関する一連の行為について、支援が必要かどうかを確認する。

※一連の行為とは、入浴の脱衣から着衣までの行為をいう。
目的

具体例

移動（日常生活における必要な場所への移動）について、支援が必要かどうかを確認する。目的

③入浴

④移動

項目

解釈

項目

解釈

具体例
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なし 週１回以上 ほぼ毎日

目的

解釈

具体例

目的

解釈

具体例

目的

解釈

具体例

目的

解釈

具体例

目的

解釈 過去にてんかん歴なし てんかんの経過観察あり てんかんの診断があり

具体例

・服薬対応までしていないが、てんかんの経過観察を

行っている。

・てんかんの診断がある。（薬で発作を予防している場合

も含む。）

・発熱時に抗けいれん座薬等で対応をしている。

・薬の服用状況の確認を常に行なっている。

なし 週１回以上 ほぼ毎日

目的

解釈

具体例

目的

解釈

具体例

目的

解釈

具体例

異食行動

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

過食・反すう等

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

多動・行動

停止

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

・関心が強い物や人（対象が明確でない場合も含む）を見つけたら、突然気になる方へ走っていってしまう等、突発的な行動がある場合。

・危険の認識が弱く、道路への飛び出しや自分の身体能力を超えた高さから飛び降りる等の行為がある。

日常生活における行動上の危険性で、どの程度の支援を必要としているかを確認する。

突発的な

行動

日常生活においてどの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

てんかん

日常生活における行動上の危険性で、どの程度の支援を必要としているかを確認する。

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

昼夜逆転

（睡眠） ・睡眠リズムが崩れやすく、昼夜逆転がある。

・頻回に途中で起きる。夜泣き、夜驚への対応が必要である。

・入眠障害、睡眠時間の不安定さ（短時間睡眠、長時間睡眠等）、早朝覚醒等がある。

・睡眠障害に関する診断や治療をしている。

・食べられないもの（例：石や砂、玩具類、腐った食べ物、地面に落ちて明らかに汚れている食べ物、酒類、洗剤類

など）を口に入れる。

・物を口に入れて感触遊びをしたり、確認したりする行為がある。

・服の袖を噛んだり、紐を口に入れることがある。

〇食に関する行動上の問題

・過食、拒食（例：異常な量を食べる、環境の変化によって食べられなくなるなど）がある。

・口に入れたものを飲み込めず、口に溜めたままにする。

・際限なく水を飲み続ける。

・極度な偏食（例：白米だけしか食べない等、特定の物だけしか食べない）あり、食事面で配慮している。

・嘔吐を繰り返す。

・過食や過飲、拒食、反すう等、食に関する行動上の問題がある場合。

・周囲が驚いたり、他者が迷惑となるような大声や奇声を出す場合。

・物などを使って周囲に不快な音を立てる場合を含む。

・特定の物や人（対象が明確でない場合も含む）に対する興味関心が強く、思うとおりにならないと多動になったり、その対象にこだわって動かなくなってしま

う場合。

・予定や手続き、日頃から慣れている支援者や状況等が変わることが受け入れられず、突然大声を出したり、興奮する等のパニック状態になる等、行動が不安定

になる場合。不安定な

行動

・夜に寝られなかった結果、日中寝てしまう、夜になると活動的となり寝ようとしない等、昼夜の生活が逆転することで、日中の生活に支援が生じている場合。

項目

⑤強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動又は危険の認識を欠く行動

⑥睡眠障害又は食事若しくは排せつに係る不適応行動（多飲及び過飲を含む。）

・食べられないものを口に入れたり、飲み込んだりする異食行動がある場合。

・異食行動を未然に抑えるため、異食しそうなものを周囲に置かないなど配慮が必要な場合。

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

項目

行動障害及び精神障害

・時間帯と場所を選ばず大声・奇声を出す。

○ 多動

・周囲と協調できず、絶えず動いてしまう。またはマイペースに周囲と無関係に動いてしまう。

・常時走り回る、１箇所に留まることが難しい。

・絶えず喋っている。

・体の一部を常時動かしている。

・5～10分程度であれば指示に応じることができるが、その後すぐ同じ行動を繰り返してしまう。

・ゆっくりした行動が難しい。（例：歩くことができず、すぐに走ってしまう等）

・バランス感覚がアンバランスのために転びやすい、怪我をしやすい、高いところから落ちやすい。

〇行動停止

・本人の意思とは関係なく、次の行動に移ることが難しい。

・特定の物・人へ固執することで安定を図り、それが無くなったり、変更してしまうと不安定になってしまう。

・パニック、突然泣き出すことがある。

・突然の予定変更があると次の行動ができなくなる。また、不安になり落ち着きがなくなってしまったり、行動が停

止する。

・手にしたものを突発的に投げてしまう。

・気になるものや事柄があると、大人から勝手に離れてしまい、迷子や行方不明になることがある。（常に見守りや

防止するための環境設定が必要）

・気になることがある場合に、手を繋いでいても手を振り切り、気になる方に行ってしまう場合がある。

・危険の認識が弱く、突発的に道路に飛び出したり、自分の身体能力を超えた高さから飛び降りる、熱いものなど危

険なものに手を出してしまう。

大声・奇声を

出す
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なし 週１回以上 ほぼ毎日

目的

解釈

具体例

目的

解釈

具体例

目的

解釈

具体例

なし 週１回以上 ほぼ毎日

目的

解釈

具体例

なし 週１回以上 ほぼ毎日

目的

解釈

具体例

反復的行動

⑧気分がふさぎこんだ状態又は思考力が低下した状態

・気分が憂鬱で悲観的になったり、時には抑鬱気分により思考力が低下し、考えがまとまらないため、日常生活に支障をきたす場合。

・気分の高揚により、様々なことを思いつき、次々と行動に移すが、注意力が散漫であるため、その結果は失敗に終わること多く、社会生活に影響を及ぼす場

合。

※「そう」または「うつ」の、どちらかだけの行動に該当でも差し支えない。

⑨反復的行動（再三の手洗い又は繰り返しの確認を含む）

項目

項目

そううつ状態

・他人を叩く、髪の毛を引っ張る、蹴る等、他人を傷つける行為がある場合。

・壁を壊したり、物を投げたりする等、他人を傷つける危険性がある場合。

・相手を侮辱したり等、心理的に相手を傷つける行為がある場合。

・興味や関心が優先したり、適切な意思表示ができなかったり、判断能力が不十分だったりする等により、不適切な行為がある場合。

例：急に他人に抱きつく、断りもなく物をもってきてしまう、他人をのぞき込む、急に他人に接近する。

他人を傷つける

行為

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

不適切な

行動

・見知らぬ人に対し、過度に親しげな振る舞いをする。（例えば、抱きつく、膝の上に座るなど）

・うそをつく。

・断りもなく人の物を持ってきてしまう、盗む。

・感情のコントロールに困難があり、些細な出来事がきっかけで頻繁にかんしゃくをおこす。

・自慰行為がある。

・過度に人や物の臭いを嗅ぐ行為がある。

・不適切な場所で放便・放尿がある。

・意思が上手く伝えられないために、友達を叩いてしまう、物を投げるなどの行為で自分の意思を表現する。

・他人を叩く、髪を引っ張る、蹴る、押す等の行為がある。

・物を壊したり、投げたりする行為がある。

・暴言（バカ、死ね等）、相手を侮辱したり、からかったり、いじめたりする行為がある。

・他人へ過剰な注意や干渉によるトラブルを起こす場合がある。

・自分の頭を叩いたり、床や壁に打ちつける。

・自分をつねる。

・傷口を触ったり、ほじったりして治らない。

・自分で口に指を入れて嘔吐する。

・衣服を破ることがある。

・自分の体を叩いたり、頭を床に打ち付けたりなど、自分の体を傷つける行為がある場合。

項目

日常生活における行動上の危険性で、どの程度の支援を必要としているかを確認する。

自ら傷つける

行為

・ある考えに固執し、特定の行為を反復したり、儀式的な行為にとらわれる等により、動作に時間がかかり日常生活に支障が生じる場合。

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

・物や行為にこだわり特定の行為を反復する。（例：言葉やTVのフレーズを繰り返し話す、機械類をずっと見てい

たり、気になると時や場所を選ばず寄って行ってしまう、特定の玩具でしか遊ばないなど）

・スケジュールや物の置く位置などが変わると混乱し元に戻すように求めたり、戸の開閉を過度に気にし、きちんと

閉まっていないとパニックを起こすため配慮が必要。

・自分の気になることを、何度も聞き返す。

・くるくる回るものやキラキラするものに集中し、動けなくなることがある。

・回る物や紐などを常に持ち、それらを常に動かしている。

・上半身を前後に揺らす、ジャンプを繰り返すなどがあり、時と場所に応じて配慮が必要。

・日常生活の中で、決まったルーティン（例：服を着る順番が決まっているなど）を行わないと次の行動にうつれな

い。

・日常生活の中で、決まった道以外を通るとパニックになる。

〇うつに関連する行動

・前後の脈絡なく急に泣いたり、笑ったりする。

・日常の活動への興味や意欲が感じられない。

・睡眠に課題がありリズムが崩れやすく、睡眠が安定しない、まとまった睡眠がとれない。

（例：入眠できない、夜中に何度も目を覚ます、昼夜逆転等）

・睡眠障害に関する診断や治療をしている。

〇そうに関連する行動

・気分の高揚

・多動・多弁

・過度な興奮状態

・怒りやすい

⑦自分や他人の身体を叩いたり傷つけたりする行為又は器物損壊行為

日常生活における行動上の危険性で、どの程度の支援を必要としているかを確認する。
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なし 週１回以上 ほぼ毎日

目的

解釈

具体例

なし
（※支援不要に該当）

週１回以上
（※支援が必要な場合があるに該当）

ほぼ毎日
（※常に支援が必要に該当）

目的

解釈

・簡単な口頭での説明をおおむね理解し、

うなずいたり、返事をしたりし、説明に

伴った行動ができている場合。

・簡単な口頭での説明であっても理解できないことが多

く、説明に応じた行動ができないことが多い場合。

・コミュニケーションツールや手話等を用いると、おお

むね理解ができる場合。

・簡単な口頭での説明も理解が難しい場合。

・説明を理解できているか判断できない場合。

具体例

・簡単な口頭での説明を聞いてうなずいたり、返事をす

るが、その後の行動が伴わないことがある。

・１つのことはできるが、同時に２つ以上のことを指示

されると行動が困難になる。

・コミュニケーションツールを用意することで、理解が

促される。

・ジェスチャーで補足すると理解が促進する。

・簡単な口頭での説明をしても、うなづきや返事などが見

られず、理解できていると考えられない、又は、理解して

いるのかを判断ができない。

・日常生活の中で、パターン化された特定の行為（座る、

食べる等）のみ理解できる。

なし
（※支援不要に該当）

週１回以上
（※支援が必要な場合があるに該当）

ほぼ毎日
（※常に支援が必要に該当）

目的

解釈

・日常生活（新規の場所や初見の人でも）

における口頭での自分の意思の伝達に支障

がない場合。

・慣れていない場面等では、口頭でのコミュニケーショ

ンが難しく配慮を必要とする場合。

・コミュニケーションツール（絵カード、ICTの活用、

PECS等）を利用すれば、自分の意思の伝達ができる場

合。

・コミュニケーションツール等を用いても、自分の意思の

伝達ができない場合。

・自分の意思の伝達ができているかどうか判断が困難な場

合。

 

具体例

・コミュニケーションツール（絵カード、ICTの活用、

PECS等）を用いるとコミュニケーションができる。

・手話、点字等を用いている。

・外国語でのコミュニケーションが必要なために、翻訳

アプリの導入等、配慮が必要。

・特定の人（保護者など）しか理解できないサインで意

思を表現する。

・特定の人（保護者など）としかコミュニケーションが

とれない。

・慣れない場所や人前では、表情が硬く話すことが難し

い。

・吃音がある。

・会話のやりとりはなく、一方的に話しかけたり、テレビ

のコマーシャルの台詞などを独り言のように話したりする

が、自分の意思の伝達ではない。

・相手からの話しかけにそのままオウム返しで返答してい

る。（例：「わかった」という問いかけに「わかった」と

返答するが、意味が理解できていない場合等）

・行動でのみ自分の意思を伝えられる。（例：冷蔵庫の前

に行く、他者の手を引いておもちゃを取らせる等）

・日常生活上パターン化された内容のみ、自分の意思を伝

える場合。（例：ご飯と言う、おもちゃのみ指さしする

等）

なし
（※支援不要に該当）

週１回以上
（※支援が必要な場合があるに該当）

ほぼ毎日
（※常に支援が必要に該当）

目的

解釈

・何らかの支援がなくても、文字の読み書

き及び意味の理解ができる場合。

・文字の読み書き及び意味の理解の一部を自分で行えな

いため、部分的に支援（見守りや声かけ等の支援を含

む）が必要な場合。

・文字の読み書き及び意味の理解に関して全面的に支援が

必要な場合。

 

具体例

・一部理解はできるが、見守りや口頭で補足の説明が必

要。

・書くことはできないが、パソコン等の代用手段を使用

すればできる場合。

・文字では理解できず、コミュニケーションツールを使用

することで理解できる。

・絵本や本に興味を示さない。

・学習障害の診断がある。

・外国語でのコミュニケーションが必要なために、翻訳を

行なっている。

・人との関係で緊張状態になり、集団生活の場面に参加できなかったり、参加しても行動に移せない場合。

・緊張状態が強く、身体症状が出ている場合。

・感覚に過敏さがあるため、特定の物しか食べられない、着ることができないなど配慮が生じる場合。

※一定期間にわたって引きこもり状態である場合は、「ほぼ毎日」を選択。

項目

読み書き

⑪読み書きが困難な状態（学習障害によるものを含む。）

文字を介したコミュニケーション、また、文字を読むこと、書くことについて支援が必要かどうかを確認する。

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

対人面の不安緊

張・集団への不

適応

他者からの説明の理解に、どの程度の支援を必要としているかを確認する。

説明の理解

他者に対する自分の意思の伝達に、どの程度の支援を必要としているかを確認する。

コミュニケー

ション

・一定期間保育園・事業所等へ行けなかったり、事業所の中に入れなかったり、家に引きこもっている状態。

・全くもしくは短時間しか集団参加できず、個別に対応が必要。

・新しい場所など慣れない場所に行くと動けなくなり、会話ができなくなる。

・不安緊張が高まるとその場にいられなくなる、もしくはその場で動けなくなってしまう。

・アイコンタクトが乏しく（話しているときや話しかけられているときに相手の顔を見ない）配慮を必要としてい

る。

・チック（目をパチパチさせたり、「オッ」など意図しないで声が出てしまうなど）など身体症状にあらわれている

場合。

・爪かみ、指しゃぶりがある。

・緘黙がある。

・ファンタジーの世界に入ってしまい、やりとりが成立しない。

・感覚過敏により日常生活への適応に困難があるため配慮が必要。(例：温度、食感、音が過剰に聞こえる、つま先

立ちで歩く、光や色を過剰に感じる、皮膚感覚が過敏で同じ服しか着ることができないなど）

⑩対人面の不安緊張、感覚過敏、集団への不適応又は引きこもり

項目

項目

項目

92



（別表２）

0点 1点 2点

支援不要 支援が必要な場合がある 常に支援が必要

目的

解釈

・日常生活（新規の場所や初見の人で

も）における口頭での自分の意思の伝

達に支障がない場合。

・慣れていない場面等では、口頭でのコミュニケーションが

難しく配慮を必要とする場合。

・コミュニケーションツール（絵カード、ICTの活用、PECS

等）を利用すれば、自分の意思の伝達ができる場合。

・コミュニケーションツール等を用いても、自分の意思

の伝達ができない場合。

・自分の意思の伝達ができているかどうか判断が困難な

場合。

 

具体例

・コミュニケーションツール（絵カード、ICTの活用、PECS

等）を用いるとコミュニケーションができる。

・手話や筆談、点字等を用いている。

・外国語でのコミュニケーションが必要なために、翻訳アプ

リの導入等の配慮を行っている。

・特定の人（保護者など）しか理解できないサインで意思を

表現する。

・特定の人（保護者など）としかコミュニケーションがとれ

ない。

・慣れない場所や人前では、表情が硬く話すことが難しい状

態。

・吃音がある。

・会話のやりとりはなく、一方的に話しかけたり、テレ

ビのコマーシャルの台詞などを独り言のように話したり

するが、自分の意思の伝達ではない。

・相手からの話しかけに、そのままオウム返しで返答し

ている。（例：「わかった」という問いかけに「わかっ

た」と返答するが、意味が理解できていない場合等）

・行動でのみ自分の意思を伝えられる。（例：冷蔵庫の

前に行く、他者の手を引いておもちゃを取らせる等）

・日常生活上パターン化された内容のみ、自分の意思を

伝えられる。（例：ご飯と言う、おもちゃのみ指さしす

る等）

支援不要 支援が必要な場合がある 常に支援が必要

目的

解釈

・簡単な口頭での説明をおおむね理解

し、うなずいたり、返事をしたりし、

説明に伴った行動ができている場合。

・簡単な口頭での説明であっても理解できないことが多く、

説明に応じた行動ができないことが多い場合。

・コミュニケーションツールや手話等を用いると、おおむね

理解ができる場合。

・簡単な口頭での説明も理解が難しい場合。

・説明を理解できているか判断できない場合。

具体例

・簡単な口頭での説明を聞いてうなずいたり、返事をする

が、その後の行動が伴わないことがある。

・１つのことはできるが、同時に２つ以上のことを指示され

ると行動が困難になる。

・コミュニケーションツールを用意することで、理解が促さ

れる。

・ジェスチャーで補足すると理解が促進する。

・簡単な口頭での説明をしても、うなづきや返事などが

見られず、理解できていると考えられない、又は、理解

しているのかを判断ができない。

・日常生活の中で、パターン化された特定の行為（座

る、食べる等）のみ理解できる。

支援不要
支援が必要な場合がある

（※時々あるいは部分的に支援　例：月１回程度以上）

常に支援が必要

（通常または習慣化している　例：週１回程度以上）

目的

解釈

具体例

支援不要
支援が必要な場合がある

（※例：飲み込みはしないが口に含むことがある。）

常に支援が必要

（※例：物があると口に含み、飲み込んでしまう）

目的

解釈

具体例

項目

他者に対する自分の意思の伝達に、どの程度の支援を必要としているかを確認する。

・周囲が驚いたり、他者が迷惑となるような大声や奇声を出す場合。

・物などを使って周囲に不快な音を立てる場合。

・食べられないものを口に入れたり、飲み込んだりする異食行動がある場合。

・異食行動を未然に防止するため、異食しそうなものを周囲に置かないなど配慮が必要な場合。

・時間帯と場所を選ばず大声・奇声を出す。

・食べられないもの（例：石や砂、玩具類、腐った食べ物、地面に落ちて明らかに汚れている食べ物、酒類、洗剤類な

ど）を口に入れる。

・物を口に入れて感触遊びをしたり、確認したりする行為がある。

・服の袖を噛んだり、紐を口に入れることがある。
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就学児サポート調査（行動関連16項目） 留意事項
【個別サポート加算Ⅰ（放課後等デイサービス）】

調査実施上の
留意点

・調査対象の児童の状態は、適切な支援や環境が整っていない状況（例：保護者や慣れている支援者がいない状況、初めて
の場所等）を想定して判断する。
・「できる時とできない時がある場合」は、「できない場合」に基づき判断する。（点数がまたがる場合は、高い方の点数
を採用する）
・聞き取りを保護者に行う際には、具体例を適宜参考に示しながら聞き取りを行うこと。
・聞き取りは、児童が主に利用している放課後等デイサービスや障害児相談支援事業所、かかりつけ医等、本人の状態をよ
く知っている者から聴取し、総合的に勘案することも差し支えない。

他者からの説明の理解に、どの程度の支援を必要としているかを確認する。

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

日常生活における行動上の危険性で、どの程度の支援を必要としているかを確認する。
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支援不要
支援が必要な場合がある

（※時々あるいは部分的に支援　例：月１回程度以上）

常に支援が必要

（通常または習慣化している　例：週１回程度以上）

目的

解釈

具体例

支援不要
支援が必要な場合がある

（※時々あるいは部分的に支援　例：月１回程度以上）

常に支援が必要

（通常または習慣化している　例：週１回程度以上）

目的

解釈

具体例

支援不要
支援が必要な場合がある

(※該当行為がある）

常に支援が必要

（※常時見守りや個別対応などの配慮が必要な状態）

目的

解釈

具体例

支援不要
支援が必要な場合がある

(※該当行為がある）

常に支援が必要

（※常時見守りや個別対応などの配慮が必要な状態）

目的

解釈

具体例

支援不要
支援が必要な場合がある

（※時々あるいは部分的に支援　例：月１回程度以上）

常に支援が必要

（通常または習慣化している　例：週１回程度以上）

目的

解釈

解釈案

・特定の物や人（対象が明確でない場合も含む。）に対する興味関心が強く、思うとおりにならないと多動になったり、その対象にこだわって動かなくなって

しまう場合。

・予定や手続き、日頃から慣れている支援者や状況等が変わることが受け入れられず、突然大声を出したり、興奮する等のパニック状態になる等、行動が不安

定になる場合。

・不安、恐怖、焦燥等にかられて衝動的な行動がある場合。

・自分の体を叩いたり、頭を床に打ち付けたりなど、自分の体を傷つける行為がある場合。

〇多動

・周囲と協調できず、絶えず動いてしまう。またはマイペースに周囲と無関係に動いてしまう。

・常時走り回る、１箇所に留まることが難しい。

・絶えず喋っている。

・体の一部を常時動かしている。

・5～10分程度であれば指示に応じることができるが、その後すぐ同じ行動を繰り返してしまう。

・ゆっくりした行動が難しい。（例：歩くことができず、すぐに走ってしまう等）

・バランス感覚がアンバランスのために、転びやすい、怪我をしやすい、高いところから落ちやすい。

〇行動停止

・本人の意思とは関係なく、次の行動に移ることが難しい。

・特定の物・人へ固執することで安定を図り、それが無くなったり、変更してしまうと不安定になってしまう。

・パニック、突然泣き出すことがある。

・突然の予定変更があると次の行動ができなくなる。また、不安になり落ち着きがなくなってしまったり、行動が停止

する。

・自分の頭を叩いたり、床や壁に打ちつける。

・自分をつねる。

・傷口を触ったり、ほじったりして治らない。

・自分で口に指を入れて嘔吐する。

・衣服を破ることがある。

・他人を叩く、髪を引っ張る、蹴る、押す等の行為がある。

・物を壊したり、投げたりする行為がある。

・暴言（バカ、死ね等）、相手を侮辱したり、からかったり、いじめたりする行為がある。

・他人へ過剰な注意や干渉によるトラブルを起こす場合がある。
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・見知らぬ人に対し、過度に親しげな振る舞いをする。（例えば、抱きつく、膝の上に座るなど）

・他人に急に接近したり、のぞき込んだり、体に触ったりする。

・うそをつく。

・断りもなく人の物を持ってきてしまう、盗む。

・感情のコントロールに困難があり、些細な出来事で直ぐにかんしゃくをおこしたり、周囲の人とトラブルになりやす

い。

・意図的に保護者や職員等に従わず反抗する。また、過度な要求をする。

・SNSなどで不適切な内容を発信したり、見知らぬ誰かと通信したりする。

・自慰行為がある。

・過度に人や物の臭いを嗅ぐ行為がある。

・不適切な場所で放便・放尿がある。

・意思が伝えられないために、友達を叩いてしまう、物を投げるなどの行為で表現する。

・興味や関心が優先したり、適切な意思表示ができなかったり、判断能力が不十分だったりする等により、不適切な行為がある場合。

日常生活における行動上の危険性で、どの程度の支援を必要としているかを確認する。

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

・他人を叩く、髪の毛を引っ張る、蹴る等、他人を傷つける行為がある場合。

・物を壊したり、物を投げたりする等、他人を傷つける危険性がある場合。

・相手を侮辱する等、心理的に相手を傷つける行為がある場合。

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

日常生活における行動上の危険性で、どの程度の支援を必要としているかを確認する。
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支援不要
支援が必要な場合がある

（※時々あるいは部分的に支援　例：月１回程度以上）

常に支援が必要

（通常または習慣化している　例：週１回程度以上）

目的

解釈

具体例

支援不要
支援が必要な場合がある

（※時々あるいは部分的に支援　例：月１回程度以上）

常に支援が必要

（通常または習慣化している　例：週１回程度以上）

目的

解釈

具体例

支援不要 支援が必要な場合がある 常に支援が必要

目的

解釈 過去にてんかん歴なし てんかんの経過観察あり てんかんの診断あり

具体例

・服薬対応までしていないが、てんかんの経過観察を行って

いる。

・てんかんの診断がある（薬で発作を予防している場合

も含む）。

・発熱時に抗けいれん座薬等で対応をしている。

・薬の服用状況の確認を常に行なっている。

支援不要
支援が必要な場合がある

（※時々あるいは部分的に支援　例：月１回程度以上）

常に支援が必要

（通常または習慣化している　例：週１回程度以上）

目的

解釈

具体例

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

・手にしたものを突発的に投げてしまう。

・気になるものや事柄があると、大人から勝手に離れてしまい、迷子や行方不明になることがある。（常に見守りや防

止するための環境設定が必要）

・気になることがある場合に、手を繋いでいても振り切り、気になる方に行ってしまう場合がある。

・危険の認識が弱く、突発的に道路に飛び出したり、自分の身体能力を超えた高さから飛び降りる、熱いものなど危険

なものに手を出してしまう。

〇食に関する行動上の問題

・過食、拒食（例：異常な量を食べる、環境の変化によって食べられなくなるなど）がある。

・口に入れたものを飲み込めず、口に溜めたままにする。

・際限なく水を飲み続ける。

・極度な偏食（例：白米だけしか食べない等、特定の物だけしか食べない）あり、食事面で配慮している。

・嘔吐を繰り返す。

〇食に関する特別な配慮

・アレルギー食対応、宗教食対応が必要。

・咀嚼（噛む行為）・嚥下（飲み込む行為）の課題があり配慮が必要。（例：きざみ、ミキサー食など）

〇うつに関連する行動

・前後の脈絡なく急に泣いたり、笑ったりする。

・日常の活動への興味や意欲が感じられない。

・自殺企図がある。

・気分安定剤などの薬物を使用している。

・睡眠に課題がありリズムが崩れやすく、睡眠が安定しない、まとまった睡眠がとれない。

（例：入眠できない、夜中に何度も目を覚ます、昼夜逆転等）

・睡眠障害に関する診断や治療をしている。

〇そうに関連する行動

・気分の高揚

・社交性の増大

・多動・多弁

・過度な興奮状態

・怒りやすい

・気分が憂鬱で悲観的になったり、時には抑鬱気分により思考力が低下し、考えがまとまらないため、日常生活に支障をきたす場合。

・気分の高揚により、様々なことを思いつき、次々と行動に移すが、注意力が散漫であるため、その結果は失敗に終わること多く、社会生活に影響を及ぼす場

合。

※「そう」または「うつ」の、どちらかだけの行動に該当でも差し支えない。

・関心が強い物や人（対象が明確でない場合も含む。）を見つけたら、突然気になる方へ走っていってしまう等、突発的な行動がある場合。

・危険の認識が弱く、道路への飛び出しや自分の身体能力を超えた高さから飛び降りる等の行為がある場合。

日常生活における行動上の危険性で、どの程度の支援を必要としているかを確認する。

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

日常生活においてどの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

・過食や過飲、拒食、反すう等、食に関する行動上の問題がある場合。

・食に関して特別な配慮事項がある場合。

⑩

突

発

的

な

行

動

⑪

過

食

・

反

す

う

等

⑫

て

ん

か

ん

⑬

そ

う

う

つ

状

態

95



支援不要
支援が必要な場合がある

（※時々あるいは部分的に支援　例：月１回程度以上）

常に支援が必要

（通常または習慣化している　例：週１回程度以上）

目的

解釈

具体例

支援不要
支援が必要な場合がある

（※時々あるいは部分的に支援　例：月１回程度以上）

常に支援が必要

（通常または習慣化している　例：週１回程度以上）

目的

解釈

具体例

支援不要 支援が必要な場合がある 常に支援が必要

目的

解釈

・何らかの支援がなくても、文字の読

み書き及び意味の理解ができる場合。

・文字の読み書き及び意味の理解の一部を自分で行えないた

め、部分的に支援（見守りや声かけ等の支援を含む）が必要

な場合。

・文字の読み書き及び意味の理解に関して全面的に支援

が必要な場合。

 

具体例

・一部理解はできるが、見守りや口頭で補足の説明が必要。

・書くことはできないが、パソコン等の代用手段を使用すれ

ばできる場合。

・文字では理解できず、コミュニケーションツールを使

用することで理解できる。

・文字に興味を示さない。

・学習障害の診断がある。

・外国語でのコミュニケーションが必要なために、翻訳

を行なっている。

・物や行為にこだわり特定の行為を反復する（例：言葉やTVのフレーズを繰り返し話す、機械類をずっと見ていたり、

気になると時や場所を選ばず寄って行ってしまう、特定の玩具でしか遊ばない。）

・スケジュールや物の置く位置などが変わると混乱し元に戻すように求めたり、戸の開閉を過度に気にしきちんと閉

まっていないとパニックを起こすため配慮が必要。

・自分の気になることを、何度も聞き返す。

・くるくる回るものやキラキラするものに集中し、動けなくなることがある。

・回る物や紐などを常に持ち、それらを常に動かしている。

・上半身を前後に揺らす、ジャンプを繰り返すなどがあり、時と場所に応じて配慮している。

・日常生活の中で、決まったルーティン（例：服を着る順番が決まっているなど）を行わないと次の行動にうつれな

い。                                                  ・

日常生活の中で、決まった道以外を通るとパニックになる。

・一定期間学校へ行けなかったり、事業所の中に入れなかったり、家に引きこもっている状態。

・全くもしくは短時間しか集団参加できず個別に対応が必要。

・新しい場所など慣れない場所に行くと動けなくなり、会話ができなくなる。

・不安緊張が高まるとその場にいられなくなる、もしくはその場で動けなくなってしまう。

・アイコンタクトが乏しく（話しているときや話しかけられているときに相手の顔を見ない）配慮を必要としている。

・チック（目をパチパチさせたり、「オッ」など意図しないで声が出てしまうなど）など身体症状にあらわれている場

合。                                                  ・

爪かみ、指しゃぶりがある。

・緘黙がある。

・ファンタジーの世界に入ってしまい、やりとりが成立しない。

・感覚過敏により日常生活への適応に困難があるため配慮が必要。(例：温度、食感、音が過剰に聞こえる、つま先立ち

で歩く、光や色を過剰に感じる、皮膚感覚が過敏で同じ服しか着ることができないなど）

 

・人との関係で緊張状態になり、集団生活の場面に参加できなかったり、参加しても行動に移せない場合。

・緊張状態が強く、身体症状が出ている場合。

・感覚に過敏さがあるため、特定の物しか食べられない、着ることができないなど配慮が生じる場合。

※一定期間にわたって引きこもり状態である場合は、「常に支援が必要」を選択。

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

日常生活において行動上、どの程度の支援（配慮の度合や頻度等）を必要としているかを確認する。

文字を介したコミュニケーション、また、文字を読むこと、書くことについて支援が必要かどうかを確認する。

・ある考えに固執し、特定の行為を反復したり、儀式的な行為にとらわれる等により、動作に時間がかかり日常生活に支障が生じる場合。

⑮

対

人

面

の

不

安

緊

張

・

集

団

へ

の

不

適

応

⑯

読

み

書

き

⑭

反

復

的

行

動
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（別紙）

調査対象児童氏名 調査日時

年齢（調査日時時点） 歳

調査票記入者氏名

（所属）

【調査実施者の方へ】

○

○

介助なし 一部介助 全介助 介助なし 一部介助 全介助

なし 週１回以上 ほぼ毎日 なし 週１回以上 ほぼ毎日

○ ３歳未満の場合：サポート調査判定結果で①～④のうち、２以上が全介助又は一部介助となる。

○
３歳以上の場合：サポート調査判定結果で①～④の１以上が「全介助」又は「一部介助」で、かつ、⑤～⑪の１以上が
「ほぼ毎日」又は「週１回以上」になる。

個別サポート加算（Ⅰ）の対象の判定

⑪　読み書きが困難な状態（学習障害
によるものを含む。）

②　排泄

①　食事

③　入浴

④　移動

⑤　強いこだわり、多動、パニック等の
不安定な行動又は危険の認識を欠く
行動

⑥　睡眠障害又は食事若しくは排せつ
に係る不適応行動（多飲及び過飲を含
む。）

⑦　自分や他人の身体を叩いたり傷つ
けたりする行為又は器物損壊行為

⑧　気分がふさぎこんだ状態又は思考
力が低下した状態

⑨　反復的行動（再三の手洗い又は繰
り返しの確認を含む）

⑩　対人面の不安緊張、感覚過敏、集
団への不適応又は引きこもり

乳幼児等サポート調査・給付決定時調査　調査票
【児童発達支援及び医療型児童発達支援】

サポート調査判定結果欄 給付決定時調査判定結果欄
調査項目

　その調査結果について、「通常の発達において必要とされる介助等を除くと、いずれの判定結果になるか。」という視点で判定し、
「給付決定時調査判定結果欄」に✔をつけてください。

　別紙の「乳幼児等サポート調査留意事項」に沿って、各調査項目の「サポート調査判定結果欄」に✔をつけ、「サポート加算対象
の判定」に、調査対象児童の年齢に応じた要件に該当する場合は✔をつけてください。

通常の

発達に

おいて

必要と

される

介助等

を除くと、

いずれ

の判定

結果に

なるか。
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調査対象児童氏名 調査日時

調査票記入者氏名

（所属）

【調査実施者の方へ】

○

○

介助なし 一部介助 全介助

項目①

項目②

項目③

項目④

支援不要
支援が
必要な

場合がある

常に支援が
必要

（０点） （１点） （２点）

項目⑩

項目⑩

項目⑤

項目⑥

項目⑤

項目⑤

項目⑦

項目⑦

項目⑦

項目⑤

項目⑥

項目⑤

項目⑧

項目⑨

項目⑩

項目⑪

○ ①～④の３以上が「全介助」になる。

○

個別サポート加算（Ⅰ）の対象の判定　※以下のいずれかに該当

⑤～⑳の✔の合計が13点以上になる。

給付決定時
調査項目との
対応

就学児サポート調査・給付決定時調査　調査票
【放課後等デイサービス】

　①～④の項目に✔をつけるほか、別紙の「就学児サポート調査（行動関連16項目）留意事項」に沿って、⑤～⑳の行動関連項
目の「判定結果欄」に✔をつけ、「サポート加算対象の判定」の要件に該当する場合は✔をつけてください。

判定結果欄

　その調査結果について、、「通常の発達において必要とされる介助等を除くと、いずれの判定結果になるか。」という視点で判定
し、給付決定時調査の項目に✔を付けてください。

⑯　てんかん

⑰　そううつ状態

⑱　反復的行動

給付決定時
調査項目との
対応

⑮　過食・反すう等

⑤　コミュニケーション

⑥　説明の理解

⑦　大声・奇声を出す

⑧　異食行動

①　食事

②　入浴

③　排泄

④　移動

サポート調査　調査項目

⑨　多動・行動停止

⑩　不安定な行動

⑪　自らを傷つける行為

⑫　他人を傷つける行為

⑬　不適切な行為

⑭　突発的な行動

⑲　対人面の不安緊張・集団への不適応

⑳　読み書き

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿裏面に続きます。＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
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介助なし 一部介助 全介助

なし
週１回
以上

ほぼ毎日

※　通常の発達において必要とされる介助等は除く。

サポート調査との対応

項目①

項目②

項目③

項目④

⑤　強いこだわり、多動、パニック等の不安定な行動や、
危険の認識に欠ける行動

④　移動

③　入浴

②　排泄

①　食事

サポート調査との対応

項目⑳

項目⑤、⑥、⑲

項目⑱

項目⑰

項目⑪、⑫、⑬

項目⑧、⑮

項目⑦、⑨、⑩、⑭、⑯

給付決定時調査　調査項目

⑪　学習障害のため、読み書きが困難

⑩　他者と交流することの不安や緊張、感覚の過敏さ等
のため外出や集団参加ができない。また、自室に閉じこ
もって何もしないでいる

⑨　再三の手洗いや繰り返しの確認のため日常動作に
時間がかかる

⑧　気分が憂鬱で悲観的になったり、時には思考力が
低下する

⑦　自分を叩いたり傷つけたり他人を叩いたり蹴ったり、
器物を壊したりする行為

⑥　睡眠障害や食事・排せつに係る不適応行動（多飲水
や過飲水を含む。）
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事 務 連 絡 

令和３年３月 31 日 

 

 

   都 道 府 県 

   指 定 都 市 

   中 核 市 

   児童相談所設置市 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

個別サポート加算（Ⅱ）の取扱いについて 

 

 

 障害保健福祉行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申し上げ

ます。 

 令和３年度障害福祉サービス等報酬改定においては、児童発達支援、医療型児童発

達支援及び放課後等デイサービス（以下「児童発達支援等」という。）において、要保

護児童又は要支援児童（以下「要支援児童等」という。）を受け入れた場合において、

家庭との関わりや、心理的に不安定な児童へのケア、関係機関との連携が必要となる

ことを考慮し、児童相談所や母子健康包括支援センター等の公的機関や、要保護児童

対策地域協議会、医師（以下「連携先機関等」という。）との連携を行うことへの加算

として、「個別サポート加算（Ⅱ）」（以下「加算」という。）を創設することとしまし

た。 

 加算の算定に当たって想定している具体的なケースや、具体的な算定要件について

下記のとおりお示しします。 

 要支援児童等への支援は、要支援児童等の通所給付決定保護者（以下「保護者」と

いう。）が、子どもが要支援児童等であることの認識がない中で行われることもあり

ます。このため、加算の取扱いを事業所（児童発達支援等を行う事業所をいう。以下

同じ。）が十分に把握しないままに算定することで、保護者とのトラブルに繋がり、ひ

いては要支援児童等の支援に支障が生じることも想定されることから、都道府県にお

かれては、御了知の上、市町村（指定都市、中核市及び児童相談所設置市を除く。）及

び事業所に周知をお願いいたします。 

 また、都道府県、指定都市、中核市及び児童相談所設置市におかれては、管内の児

童相談所に対して、本件加算の創設について御了知いただくよう周知をお願いいたし

ます。 

 

記 

 

１ 加算の創設の経緯 

  放課後等デイサービスを利用する障害児のうち、家庭的な環境要因などにより児

童の養育に困難さを抱えており児童相談所が関与している、もしくは児童相談所は

各            障害児支援主管部（局） 御中 
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関与していないが、関係機関と連携しながら事業所で支援を行っている障害児が一

定程度いるという現状が調査結果（※）等から窺える。このことを踏まえ、令和３年

度障害福祉サービス等報酬改定において、こうした障害児に対する支援（保護者へ

の相談援助等を含む。以下同じ。）を行う事業所を報酬上評価するため、加算を創設

したところである。 
 （※）令和元年度障害者総合福祉推進事業「放課後等デイサービスの実態把握及び質に関する調査

研究」 

 

 

２ 加算の目的・趣旨 

  加算は、事業所が要支援児童等を受け入れた場合において、家庭との関わりや、

心理的に不安定な児童へのケア、関係機関との連携が必要となることを考慮し、児

童相談所や母子健康包括支援センター等の公的機関や、要保護児童対策地域協議会、

医師（以下「連携先機関等」という。）との連携を行うことに対して、報酬上で評価

し、もって、要支援児童等の福祉を増進するものである。 

  これは、あくまで事業所に現に生じている費用を報酬上手当てしようとするもの

であり、地域における要支援児童等への対応に当たって、事業所に、従来以上の新

たな役割を担うことを推進する等の目的で創設したものではない点に留意された

い。 

 

 

３ 加算の算定単位 

  ４の算定要件を満たした要支援児童等が利用した日ごとに、当該要支援児童等に

対して、所定単位数を算定することとする。 

 

 

４ 加算の算定要件 

  加算の算定要件は、以下の（１）及び（２）のいずれも満たすものである。 

 

（１）連携先機関等と連携して支援を行うこと 

  ① 連携先機関等（※）と、加算を算定する障害児が要支援児童等であるとの認

識や、要支援児童等への支援の状況等を共有しつつ支援を行うことを要件とす

る。 

    なお、支援の内容は、要支援児童等やその家庭により様々な内容になること

が想定されるため、一律の要件は設けない。一方、当該加算の趣旨を踏まえた

手厚い支援の内容について、個別支援計画（児童発達支援計画、医療型児童発

達支援計画及び放課後等デイサービス計画をいう。以下同じ。）に記載するも

のとする。 
   （※）連携先機関等は全ての関係機関と連携することを求めるものではないが、いずれかの機

関と連携することとする。 

 

  ② 連携先機関等との①の共有は、年に１回以上行うこととし、その記録を文書

で保管すること。 

    なお、ここでいう文書は、連携先機関等が作成したものや、事業所が作成し、

連携先機関等と共有するなど、事業所と連携先機関等の双方で共有する必要が
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あり、単に事業所において口頭でのやりとりをメモして保管しているだけの文

書は対象とならない。 

    また、日頃の情報共有に係る資料に加え、医師との連携に当たっては、医師

による保護者等への支援の必要性について、文書（※１）で把握しておく必要が

あるものとする（※２）。なお、文書の内容としては、以下のようなものを想定

している。 

   ア 保護者の治療等を行う医師の場合 

     医師が、保護者への治療等をしており、事業所が保護者を支援していく上

で、保護者の精神的な状況や家庭環境等のほか、保護者が適切な養育を行う

ことができるようになるための留意点についてまとめたもの。 

   イ 障害児の治療等を行う医師の場合 

     医師が、障害児の発達に係る治療等をしており、事業所が障害児を支援し

ていく上で、医学的な知見に基づく発達上の課題や、家庭環境の要因等から

生じる二次障害への対応に係る留意点についてまとめたもの。 

 
   （※１）医師の文書作成に伴う費用が生じる場合、その費用は事業所が負担するものとする。 

   （※２）医師が患者の情報を事業所に共有する上で、患者の同意が必要となる点に留意するこ

と。 

 

  ③ 本加算の対象となる要支援児童等について、連携先機関等と連携して支援す

ることの必要性は、一義的には事業所が検討することになるが、連携先機関等

が、こうした手厚く連携した支援の必要まではないと考えることも想定される。

連携先機関等と連携した支援の必要性を共有できない場合は、本加算の算定対

象としての要支援児童等には該当しないことに留意されたい。 

 

 

（２）通所給付決定保護者の同意を得ること。 

  ① 保護者に同意を求める趣旨 

    （１）のように、連携先機関等と要支援児童等への支援の状況等について共

有しながら支援をすることについて、個別支援計画に位置づけ、通所給付決定

保護者の同意を得るものとする。この場合、保護者の心情に十分に留意するこ

と。 

    報酬は、児童発達支援等の利用契約を締結した保護者に対して請求するもの

であり、加算も同様である。そのため、本加算の趣旨や事業所が行う手厚い支

援について、保護者が事前に承諾することを加算の要件として求めるものであ

る。 

 

  ② 同意を求める項目 

   ア 要支援児童等の課題や、課題に対する支援内容 

     個別支援計画に、養育環境等も含めた要支援児童等の課題や、課題に対す

る支援内容を記載すること。（１）の①のとおり、支援の内容は、要支援児童

等やその家庭により様々な内容になることが想定されるため、明確な要件は

設けない。また、要支援児童等かどうかについても、保護者との信頼関係の

中で把握した養育環境等から、一義的には事業所において把握し、加算の請

求について判断するものとする。 
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     一方で、保護者にとって、事業所の説明に納得がいかない限り、同意は得

られないので、事業所においては、保護者の納得が得られるよう加算の算定

を行う障害児や、当該障害児にどのような支援を行っているのか、また、ど

のような支援を行うのかについて、十分に検討する必要があることに留意す

ること。 

 

   イ 市町村やその他連携先関係機関等と要支援児童等の支援状況等の情報共

有を行うこと。 

     事業所が連携する連携先機関等と、要支援児童等の支援状況等を情報共有

することについて、保護者に同意を得ること。 

     なお、医師との連携により加算を算定しようとする場合（市町村が関わっ

ていない場合）、保護者が市町村に情報提供をすることを拒否することも想

定される。このような場合、まずは、市町村への情報提供により、市町村に

よる支援を受けることが、保護者の身体的・精神的負担を軽減し、養育の支

援となり得ることを保護者に説明することが必要となる。 

     その結果、保護者が市町村への情報提供を拒否する場合は、加算の算定は

基本的には行わないものとする。加算を請求することは、保護者にとっては、

報酬請求に係る審査を行う市町村の障害福祉担当課が、障害児が要支援児童

等であることを把握し得ることになるため、保護者が市町村への情報提供に

抵抗感がある場合に加算を請求することで、事業所との信頼関係を損ねるこ

とになりかねないためである。 

     こうした場合、保護者に対して、市町村による支援を受けることが、保護

者の身体的・精神的負担を軽減し、養育の支援となり得ることについて、時

間をかけて理解を求めることが必要である。 

     ただし、（３）のとおり、加算を算定しないことと、要支援児童等の通報・

情報提供は異なる点に留意すること。 

 

  ③ 保護者との信頼関係の構築 

    当該障害児の養育環境等に対する実情や保護者の支援の必要性等を理解し

ないまま、②の同意を保護者に求めることは、一方的に当該障害児が要支援児

童等に該当することや、障害児の養育環境等の問題等について伝えることにな

り、かえって要支援児童等への支援を困難にすることも想定される。 

    事業所が、障害児を要支援児童等と認識し、手厚い支援が必要だと感じても、

保護者との認識の共有が図られているとは限らないため、こうした場合、まず

は、保護者に寄り添い相談援助等を行うなどして、保護者との信頼関係を構築

していくことが必要となる。 

    こうした信頼関係が築けていない場合に加算の算定に係る同意を求めるこ

とは、保護者との信頼関係を損ねるのみならず、要支援児童等の養育上も好ま

しくない影響が生じる恐れがあることから、行わないようにすること。 

    なお、保護者の同意を得た上で支援に当たるケースについて、どのようなケ

ースが考えられるかは、「７ 加算の算定を想定する具体的なケース」を参照

すること。 

 

（３）市町村への通報義務等との関係について 
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   （２）の②の取扱いは、あくまで加算の算定に係る取扱いであり、事業所とし

て、要支援児童等を把握したときの、児童福祉法等に基づく市町村への通報や情

報提供の取扱いについては従前と変わらない。保護者の同意が得られない場合で

あっても、要保護児童を発見した場合は市町村等への通報を行う義務があり、要

支援児童と思われる者を把握した場合、当該者の情報を市町村に提供するよう努

めることが必要となる。 

 

 

５ 市町村における報酬の審査等 

  本加算は、４の（２）のとおり、現に要支援児童等の支援に当たる事業所が、保

護者の同意を得て算定するものであり、あらかじめ、市町村において通所給付決定

時に対象かどうかを決定し、受給者証に印字することはしないものとする。 

  市町村においては、報酬の請求に係る審査を行うときに、必要に応じて、請求を

行う事業所に対して、連携先機関等との連携の状況や、要支援児童等への支援の状

況等を個別に確認されたい。事業所は本加算を算定する上で、これらの説明を市町

村に行う必要があるものとする。 

 

 

６ 加算を算定する期間 

  本加算は、連携先機関等と連携して支援を行う必要性がある間は算定できるもの

とする。 

  なお、個別支援計画の見直しの際に、連携先機関等と連携して支援する必要性に

ついても見直しを行うものとする。 

  また、個別支援計画の見直し以降も、連携先機関等と連携して手厚い支援を必要

とする場合、改めて４の（２）のとおり、保護者の同意を得るものとする。 

 

 

７ 加算の算定を想定する具体的なケース 

 ※ いずれのケースも、事業所と保護者との信頼関係が十分に構築されている場合

であることに留意すること。 

（１）公的機関からの依頼等により要支援児童等を受け入れるケース 

   障害児入所施設に措置入所している障害児が措置解除され、家庭で生活してい

くに当たり、児童発達支援等の利用が望ましいとされ、事業所において児童相談

所や市町村との連携のもと、当該障害児を受け入れることとなり、児童相談所等

と連携しつつ、当該障害児の支援を行っていくようなケースについて、加算を算

定することが考えられる。 

 

（２）事業所が要支援児童等と判断した障害児について、公的機関に情報提供し、連

携して支援をするケース 

   事業所を利用している障害児について、要支援児童等であると事業所が認識し、

児童の養育に悩み支援を希望する保護者に対して、市町村の養育支援訪問事業に

よる支援等を受けることを勧め、市町村と連携しつつ、当該障害児の支援を行っ

ていくようなケースについて、加算を算定することが考えられる。 
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（３）事業所が要支援児童等と判断した障害児について、医師と連携して支援をする

ケース 

   事業所を利用している障害児について、要支援児童等であると事業所が認識し、

子育て等に関する不安やストレスから精神的に不安定と感じた保護者に対して、

繰り返し相談援助を行い、信頼関係を構築した上で、医師による診察を勧め、医

師と連携しつつ、当該障害児の支援を行っていくようなケースについて、加算を

算定することが考えられる。 

 

 

８ その他（Ｑ＆Ａ） 

問１ 児童福祉法において、要支援児童は、「保護者の養育を支援することが特に

必要と認められる児童（要保護児童に該当するものを除く。）」とされており、

障害児で障害児通所支援等を利用すること自体が、養育の支援を必要とする場

合とも捉えられるが、対象児童についてどのように考えれば良いのか。 

 

（答） 

 ○ 児童福祉法上の要支援児童の解釈については貴見のとおりであるが、本加算は、

連携先機関等との連携を行い、通常の児童発達支援等よりも手厚い支援を行って

いることについて、保護者が同意した上で算定するものであり、障害児を養育す

る保護者の中でも、特に保護者の養育を支援することが必要と認められる場合に

対象となることを想定している。 

 

問２ 保護者への相談援助等を行ったときの加算としては、家庭連携加算や事業所

内相談支援加算があるが、これらの加算は要支援児童等であることを保護者に

伝えるなどの対応は不要と考えてよいか。 

 

（答） 

 ○ 貴見のとおり。 

 

問３ 医師と連携して加算を算定する場合、当該医師は、主治医であることが必要

か。また、医療型児童発達支援事業所の場合、当該事業所を運営する診療所の

医師でも対象となるのか。 

 

（答） 

 ○ 連携する医師は、保護者のカウンセリング等を行う医師や、要支援児童等の障

害に係る治療等を行う医師等、保護者や当該児童の状況をよく把握している医師

であることを要件とし、必ずしも、保護者又は要支援児童等の主治医である必要

はない。 

   ただし、本加算は、事業所が外部の連携先機関等と連携しながら支援をしてい

くことを評価する加算であるため、医療型児童発達支援において、当該事業所の

利用児童について、当該事業所を運営する診療所の医師と連携する場合は、本加

算の対象にはならない。 
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問４ 個別サポート加算（Ⅰ）や強度行動障害児支援加算、家庭連携加算や事業所

内相談支援加算を算定している場合も、個別サポート加算（Ⅱ）の算定は可能

か。また、重症心身障害児や医療的ケア児も算定対象か。 

 

（答） 

 ○ いずれの場合も算定可能であり、また、重症心身障害児や医療的ケア児も算定

対象となる。 

 

問５ 市町村の審査事務の観点から、あらかじめ、本加算を算定する場合には、保

護者の同意を得た個別支援計画について事業所から提出を求めるような段取

りとすることは可能か。 

 

（答） 

 ○ 各市町村の判断でそうした運用とすることも差し支えない。 

 

問６ 本加算の同意が得られない場合において、事業所が当該障害児の利用を断る

ことは、指定基準における提供拒否の「正当な理由」に該当するのか。そうし

た説明を保護者に行った事業所に対してはどのような対応が必要か。 
（参考）児童福祉法に基づく指定通所支援の事業所等の人員、設備及び運営に関する基準 

第 14 条 指定児童発達支援事業者は、正当な理由がなく、指定児童発達支援の提供を拒

んではならない。 

 

（答） 

 ○ 本加算は、保護者との信頼関係のもとで、連携先機関等と連携しつつ手厚い支

援を行うことへの評価であり、そうした支援の必要性等に係る同意が保護者から

得られないからといって、提供拒否の「正当な理由」には該当しない。 

 

 ○ また、そうした趣旨を理解せず、保護者に対して提供拒否を背景に加算の算定

の同意を迫るような事実が確認された場合、指定基準第 14 条の提供拒否の禁止

に該当するため、都道府県等においては当該事業所に対して適切に指導する必要

がある。 

 

問７ 児童相談所等からの依頼が無いケースでは、事業所が、利用する障害児が要

支援児童等かどうかを判断することになるが、このとき、あらかじめ児童相談

所や要保護児童対策地域協議会等に対して、当該障害児の支援を行っているか

どうかを照会することは想定しているのか。 

 

（答） 

 ○ 想定していない。児童相談所や要保護児童対策地域協議会にはケースに関する

守秘義務があり、事業所から要支援児童等かどうかを照会しても当然ながら回答

できないので、一義的には事業所が要支援児童等かどうかを判断することを想定

している。 
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問８ 児童養護施設に入所している措置児童が、児童福祉法第 21 条の６による「や

むを得ない措置」により、児童発達支援等を利用する場合もあるが、この場合

も本加算の算定ができるのか。 

 

（答） 

 ○ 本加算は、児童相談所等の連携先機関等と連携しつつ手厚い支援を行うことを

評価するものであり、児童養護施設等に措置入所している障害児や里親に委託さ

れている障害児についても、児童相談所等と連携をして、心理的に不安定な児童

へのケア等を行う必要があることから、算定の対象となることを想定している。

この場合、保護者への同意は、市町村及び児童養護施設等の施設長又は里親に対

して行うものとし、実親への説明は不要であることに留意すること。 

 

 

 

 

 

 

 
【本件担当】 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

障害児・発達障害者支援室 障害児支援係 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線 3037，3102） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 
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事 務 連 絡 

令和３年５月 19 日 

 

 

 

各       障害児支援主管部（局） 御中 

 

 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

医療的ケアを必要とする障害児への支援に係る報酬の取扱いについて（Vol.2） 

 

 

 障害保健福祉行政の推進につきましては、日頃より御尽力を賜り厚く御礼申し上げ

ます。 

 児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける医療的ケア区分に応じた基本報

酬に係る取扱い等については、「医療的ケアを必要とする障害児への支援に係る報酬

の取扱いについて」（「令和３年度報酬改定における医療的ケア児に係る報酬（児童発

達支援及び放課後等デイサービス）の取扱い等について」（令和３年３月 23 日付け事

務連絡）の別紙２）においてお示ししていたところ、今般、同資料について、別紙の

とおりＱ＆Ａの追記等をしましたので、御了知ねがいます。 

 

 

 

 

 

 

 
本件担当 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課 

障害児・発達障害者支援室障害児支援係 

ＴＥＬ：０３－５２５３－１１１１（内線 3037，3102） 

ＦＡＸ：０３－３５９１－８９１４ 

E-mail：shougaijishien@mhlw.go.jp 

 

都道府県 

市区町村 
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医療的ケアを必要とする障害児への支援に係る報酬の取扱いについて

（児童発達支援・放課後等デイサービス）

Vol.2 （令和３年５月１９日）

別紙
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1

はじめに

○ 令和３年度障害福祉サービス等報酬改定において、医療的ケア児に対する支援の充実を図るため、
児童発達支援及び放課後等デイサービスにおいて、看護職員を配置して医療的ケアを必要とする障害
児を支援したときの報酬について見直しを行った。

○ 新たな報酬の算定要件等は、指定基準（※１）、指定基準解釈通知（※２）、報酬告示（※３）、報酬告
示留意事項通知（※４）に規定しているところ、本資料では、これらの規定の詳細な取扱いについてお
示しする。

○ 各自治体におかれては、指定児童発達支援事業所及び指定放課後等デイサービス事業所において、
医療的ケア児への支援や報酬の請求に遺漏が生じないよう、本件取扱いの周知についてお願いする。

（※１）児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成24年厚生労働省令第15号）

（※２）児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成24年３月30日障発第0330第12号）

（※３）児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成24年厚生労働省告示第122
号）

（※４）児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項に
ついて（平成24年3月30日障発0330第16号）

110



2

更新内容

更新時点 更新内容

令和３年３月23日（初版） －

令和３年５月19日（Vol.2） ○ P9、P10、P15にＱ＆Ａを追記。
○ 以下の記述の修正。

・ P10 （例）定員10人の場合、保育士が１名、看護職員１名で基準の児童指導員等を２名配置したことになる。
・ P27 ・ 医療的ケア児への医療連携体制加算は、人数は３人（３人～８人）、時間は10～156時で６時間（４時

間以上）となる。【算定は（Ⅴ）の３～８名】
・ P29 ・ 医療的ケア児が利用する時間帯は10時から156時までとなるので、看護職員は１人の配置となる（２

人配置したとはみなさない）。
・ P34 ・ 医療的ケア児Ｃ、Ｆについては、看護職員が、10～156時のうち５時間（※）滞在しているので、医療連

携体制加算（Ⅴ）の「２人」の単位を算定することになる。
・ P42 ・ 重心医ケア児・医療的ケア児の利用時間は10時～156時の６時間
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3

用語の注_①

本来の用語 本資料上の用語 補足

障害児 障害児

※ 特に、本資料では「医療的ケア児」と標記
している箇所については、「重心医ケア児」
を含まないこととしている点に注意された
い。

医療的ケアを必要とする障害児（重症心身障害児
を除く。）

医療的ケア児

医療的ケアを必要としない障害児（重症心身障害
児を除く。）

医ケア以外の障害児

重症心身障害児 重症心身障害児

重症心身障害児以外の障害児 重心以外の障害児

重症心身障害かつ医療的ケアを必要とする障害児 重心医ケア児

あり

↑
医
ケ
ア
↓

なし

医療的ケア児 重心医ケア児

医ケア以外（重心
以外）の障害児

重症心身
障害児

非該当 ←重症心身障害→ 該当

（分類のイメージ）
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4

用語の注_②

本来の用語 本資料上の用語 補足

指定児童発達支援事業所及び放課後等デイサー
ビス事業所

事業所

指定児童発達支援事業所には、児童発達支援セン
ターで行う場合と、児童発達支援センター以外で行う
場合の両方を含む。

指定児童発達支援事業所（主として重症心身障害
児を受け入れる場合以外）及び放課後等デイサー
ビス事業所（主として重症心身障害児を受け入れ
る場合以外）

一般型事業所

指定児童発達支援事業所（主として重症心身障害
児を受け入れる場合）及び放課後等デイサービス
事業所（主として重症心身障害児を受け入れる場
合）

重心型事業所

児童指導員及び保育士 基準の児童指導員等
10:2等の割合で配置が必要となる児童指導
員及び保育士のこと。

都道府県、指定都市又は中核市 指定権者
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１ 総則（医療的ケア及び医療的ケアスコアについて）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ５

２ 一般型事業所の場合
（１）指定基準（看護職員の配置基準）について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ７
（２）基本報酬について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ９
（３）医療連携体制加算について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ21
（４）単位分けしている場合の取扱いについて・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ26

３ 重心型事業所の場合
（１）はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ33
（２）重心医ケア児を受け入れる場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ34
（３）医療的ケア児を受け入れる場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ37

４ 共通事項（医療的ケアの確認に係る事務手続きについて）・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ45

５ 多機能型事業所の場合
（１）はじめに・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ49
（２）人員基準の特例を適用する児童発達支援及び放課後等デイサービスの多機能型事業所・・・Ｐ50
（３）それぞれのサービスの基準を満たす多機能型事業所・・・・・・・・・・・・・・・・・・Ｐ51
（４）重心型事業所の特例として、指定生活介護の定員と合算して実施する多機能型事業所・・・Ｐ52
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１．総則（医療的ケア及び医療的ケアスコアについて）_①

★ 医療的ケアとは

○ 児童発達支援及び放課後等デイサービスにおける「医療的ケア」とは、医療的ケアスコア表（次の頁）に規定する
14類型の医療行為を指す。

★ 医療的ケアスコアとは

○ 医療的ケア児の医療濃度を計るためのスコア。医療的ケアの各項目ごとに、「基本スコア」と「見守りスコア」の
２つの構成となっており、これらの点数を合算したスコアを指す。

○ 基本スコアは医療行為の該当の有無についての評価であり、保護者や医師、看護職員等への聞き取り等により事業
所で判定することが可能である。

一方、「見守りスコア」は、医療的ケアを実施する上でのリスクについて、医療的ケアに係るトラブルが命にかか
わるか、主介護者による回復が容易かどうかの評価であり、医師（※）による判定が必要である。

（※）「見守りスコア」を判定する医師は、当該児童が日頃から診察を受けている医師（いわゆる主治医）とする。医療的ケア児には、大学病院等と地域
の診療所の両方を受診している場合もあるが、そのような場合はどちらの医師が判定をしても良いものとする。

○ 医療的ケア児に係る基本報酬、看護職員加配加算及び医療連携体制加算のいずれも、医療的ケア児を対象とした報
酬であるが、上記のとおりスコアの取扱いに違いがあるため、各報酬の算定における判定プロセスに差が生じる（詳
細は「４．共通事項」において後述する）。

6
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１．総則（医療的ケア及び医療的ケアスコアについて）_②

7

医療的ケア（診療の補助行為）

基本スコア
基本
スコア

見守りスコア 見守りスコアの基準（目安）

日中 夜間 高 中 低 見守り高の場合 見守り中の場合
見守り低の場合

（0点）

1 人工呼吸器（鼻マスク式補助換気法、ハイフローセラピー、間歇的陽圧吸入法、
排痰補助装置、高頻度胸壁振動装置を含む）の管理
注）人工呼吸器及び括弧内の装置等のうち、いずれか一つに該当する場合に

カウントする。

□ 10点 □ □ □
自発呼吸がない等のために人工呼吸器抜去
等の人工呼吸器トラブルに対して直ちに対応
する必要がある場合（2点）

直ちにではないがおおむ
ね15分以内に対応する必
要がある場合（1点）

それ以外の場合

2 気管切開の管理
注）人工呼吸器と気管切開の両方を持つ場合は、気管切開の見守りスコアを加

点しない。（人工呼吸器10点＋人工呼吸器見守り○点＋気管切開８点）
□ 8点 □ □

自発呼吸がほとんどない等ために気管切開カニューレ抜去に対して直ちに
対応する必要がある場合（2点）

それ以外の場合

3 鼻咽頭エアウェイの管理 □ 5点 □ □
上気道狭窄が著明なためにエアウェイ抜去に対して直ちに対応する必要が
ある場合（1点）

それ以外の場合

4 酸素療法 □ □ 8点 □ □
酸素投与中止にて短時間のうちに健康及び患者の生命に対して悪影響が
もたらされる場合（1点）

それ以外の場合

5 吸引（口鼻腔・気管内吸引） □ 8点 □ □ 自発運動等により吸引の実施が困難な場合（1点） それ以外の場合

6 ネブライザーの管理 □ □ 3点

7 経管栄養

(1)  経鼻胃管、胃瘻、経鼻腸管、経胃瘻腸管、腸瘻、
食道瘻

□ 8点 □ □ 自発運動等により栄養管を抜去する/損傷させる可能性がある場合（2点） それ以外の場合

(2)  持続経管注入ポンプ使用 □ 3点 □ □ 自発運動等により注入ポンプを倒す可能性がある場合（1点） それ以外の場合

8 中心静脈カテーテルの管理（中心静脈栄養、肺高血圧症治療薬、麻薬など） □ 8点 □ □ 自発運動等により中心静脈カテーテルを抜去する可能性がある場合（2点） それ以外の場合

9 皮下注射
注）いずれか一つを選択

(1)  皮下注射（インスリン、麻薬など） □ □ 5点 □ □ 自発運動等により皮下注射を安全に実施できない場合（1点） それ以外の場合

(2)  持続皮下注射ポンプ使用 □ □ 3点 □ □ 自発運動等により持続皮下注射ポンプを抜去する可能性がある場合（1点） それ以外の場合

10 血糖測定（持続血糖測定器による血糖測定を含む）
注) インスリン持続皮下注射ポンプと持続血糖測定器とが連動している場合は、

血糖測定の項目を加点しない。
□ □ 3点 □ □ 血糖測定とその後の対応が頻回に必要になる可能性がある場合（1点） それ以外の場合

11 継続的な透析（血液透析、腹膜透析を含む） □ 8点 □ □ 自発運動等により透析カテーテルを抜去する可能性がある場合（2点） それ以外の場合

12 導尿
注）いずれか一つを選択

(1)  利用時間中の間欠的導尿 □ □ 5点

(2)  持続的導尿（尿道留置カテ－テル、膀胱瘻、腎
瘻、尿路ストーマ）

□ □ 3点 □ □
自発運動等により持続的導尿カテーテルを抜去する可能性がある場合（1
点）

それ以外の場合

13 排便管理
注）いずれか一つを選択

(1)  消化管ストーマ □ □ 5点 □ □ 自発運動等により消化管ストーマを抜去する可能性がある場合（1点） それ以外の場合

(2)  摘便、洗腸 □ □ 5点

(3)  浣腸 □ □ 3点

14 痙攣時の 座薬挿入、吸引、酸素投与、迷走神経刺激装置の作動等の処置
注）医師から発作時の対応として上記処置の指示があり、過去概ね1年以内に

発作の既往がある場合
□ 3点 □ □

痙攣が10分以上重積する可能性や短時間のうちに何度も繰り返す可能性
が高い場合（2点）

それ以外の場合

14項目の基本スコアと見守りスコアの合計が医療的ケアスコアとなる。116



（１）指定基準（看護職員の配置基準）について

２．一般型事業所の場合

○ 医療的ケア児に医療的ケアを行う場合、一般型事業所は、看護職員（保健師、助産師、看護師又は准看護師）を
１人以上配置する必要がある。

※ 日雇派遣による看護職員は医療的ケアを行わないため、ここでいう「配置」としては認められない点に留意すること。

Q．医療的ケアの内容が喀痰吸引等のみで、喀痰吸引等を実施できる従業者（看護職員以外）がいる場合にも、看護職員を配置しないと
いけないのか。

Ａ．利用する医療的ケア児に必要な医療的ケアを行うことができれば足りることから、質問のような場合は看護職員を置く必要はない
（なお、看護職員を置いて医療的ケアを提供しない場合は、医療的ケア区分に伴う基本報酬は算定できない）。

8

Q．これまで、訪問看護ステーションの看護職員に訪問してもらい、事業所を利用する医療的ケア児に医療的ケアを提供してきた。今後
は、このような場合も自事業所に看護職員を配置しないと行けないのか。

Ａ．利用する医療的ケア児に必要な医療的ケアを行うことができれば足りることから、質問のような場合は、自事業所に別に看護職員を
置く必要はない（このような場合で、医療的ケア児の利用が３人未満の場合、医療連携体制加算を算定できる（詳細は後述のとお
り））。

Q．看護職員の確保が難しく、医療的ケア児の保護者に付き添ってもらうことで事業所に通えているケースがある。こうした場合、医療
的ケア児を受け入れることはできなくなるのか？

A. 医療的ケア児に必要な医療的ケアを保護者が行うのであれば、事業所が医療的ケアを行うことにはならないので、指定基準違反には
ならない（受け入れることができる）。
ただし、保護者の付添がないと当該児童が事業所に通えない状況は望ましくないため、事業所において看護職員の確保に努めるほか、

自治体においても、医療的ケア児が利用できる事業所の整備等に努めていただきたい。

Q．看護職員の配置に常勤や専従の要件はあるのか。

Ａ．指定基準上は無いが、医療的ケア児に係る基本報酬の算定をする上では一定時間の配置を求めるので留意されたい。

① 基本的な配置基準
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（１）指定基準（看護職員の配置基準）について

２．一般型事業所の場合

9

①_２ 基本的な配置基準（続き） Vol2.追加

Q．経管栄養を必要とする医療的ケア児であっても、事業所を利用する時間によっては、経管栄養を実施しないことがあらかじめ明らか
な場合もある。このように、あらかじめ医療的ケアを提供しないことが明らかな日においても、看護職員を配置していないと、医療的
ケア児を受け入れることはできないのか。

Ａ．医療的ケア児に医療的ケアを提供しないことが明らかな場合は、看護職員を配置する必要はないが、事業所として医療的ケアを提供
しないことについて、保護者に同意を得ておくことを必要とする。
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（１）指定基準（看護職員の配置基準）について

２．一般型事業所の場合

10

○ 医療的ケアを行う場合において、サービス提供時間帯を通じて配置した看護職員は、基準の児童指導員等として
計上することが可能である。
（例）定員10人の場合、保育士が１名、看護職員１名で基準の児童指導員等を２名配置したことになる。

○ ただし、後述する医療的ケア区分に応じた基本報酬は、基準の児童指導員等の配置とは別に、看護職員の雇用を
可能とする報酬を設定しているため、医療的ケア区分に応じた基本報酬や医療連携体制加算を算定する上で配置し
た看護職員については、看護職員を基準の児童指導員等として計上することはできない。

○ また、基準の児童指導員等の員数に看護職員を加える場合であっても、半数以上は児童指導員又は保育士である
必要がある点に留意すること（※）。
（例）定員10人の場合、基準の児童指導員等は２名必要。このうち、半数（１人）までは看護職員にできるが、も

う１人は児童指導員又は保育士であることが必要となる。
（※）言語聴覚士を多数配置する必要がある主として難聴児を通わせる児童発達支援センターについては、この取扱いの対象外となる。

Q． 医療的ケア児を多く受け入れる事業所では、複数の看護職員の配置が必要となる。定員10名の場合、基準の児童指導員等は２人必要
となるが、その半数（１人）を児童指導員又は保育士とすれば足り、10:2の配置外の人員の多くを看護職員とすることも可能と考えて
よいか。

Ａ．貴見のとおり。

② 基準の児童指導員等の員数への算入

Q．看護職員を基準の児童指導員等として計上できるのは、医療的ケア児が利用する日だけか、医療的ケア児が利用に係る契約をしてい
る間か、もしくは利用に係る契約が解消された後も可能なのか。【Vol2.追記】

Ａ．医療的ケアを行うために配置した看護職員については、医療的ケア児が当該事業所の利用をやめ、利用に係る契約が解消されたとし
ても、当該看護職員を基準の児童指導員等として計上することが可能である。
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（２）基本報酬について

２．一般型事業所の場合

○ 医療的ケア児は、医療的ケアスコア（＝医療濃度）に応じて、医療的ケア区分の判定がされ、受給者証に医療的
ケア区分が印字されることになる。

○ 医療的ケア区分が高いほど、看護職員の配置を手厚くする必要が生じ、その分、報酬単価も高くなる。

○ なお、医療的ケア区分３（32点以上）の場合、医療的ケア区分１（３点以上）及び医療的ケア区分２（16点以
上）にも該当するため、医療的ケア区分３、２及び１のいずれの報酬も算定できることになる（医療的ケア区分２
についても、医療的ケア区分２及び１のいずれの報酬も算定可能）。当該取扱いの詳細は後述する。

11

① 算定の前提（医療的ケア区分と必要な看護職員数）

医療的ケア区分 医療的ケアスコア
医療的ケア児：看護職員数

の配置割合

報酬
（放課後等デイサービス（３時間以上）

10人定員の場合）

３ 32点以上 １：１ 2,604単位

２ 16点以上 ２：１ 1,604単位

１ ３点以上 ３：１ 1,271単位

なし － － 604単位
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（２）基本報酬について

２．一般型事業所の場合

○ 医療的ケア区分に応じた基本報酬を算定するには、当該事業所を利用する医療的ケア児の医療的ケア区分に応じ
て看護職員を配置して支援を行う必要がある。
・ 医療的ケア区分３の児童と看護職員の配置＝１：１（１：１）
・ 医療的ケア区分２の児童と看護職員の配置＝２：１（１：0.5）
・ 医療的ケア区分１の児童と看護職員の配置＝３：１（１：0.33）

○ 必要な配置が行われたかどうかの判定は、一月を通じて配置が足りているかどうかで考える。具体的には以下の
とおり。

（例）４月に、医療的ケア区分３の医療的ケア児Ａは５日、医療的ケア区分２の医療的ケア児Ｂは８日、医療的ケ
ア区分１の医療的ケア児Ｃは15日、医療的ケア児Ｄは16日利用した。

⇒ 以下のとおり計算する。
・ 医療的ケア区分３ 医療的ケア児１人×５日×看護職員１人＝看護職員５人
・ 医療的ケア区分２ 医療的ケア児１人×８日×看護職員0.5人＝看護職員４人
・ 医療的ケア区分１ 医療的ケア児（１人×15日＋１人×16日）×看護職員0.33人＝看護職員10.23人
・ ５人＋４人＋10.23人＝19.23人 ← 一月に必要な看護職員数

○ 当月実績として、医療的ケア児が利用する日に配置した看護職員の人数（必要看護職員数）の合計人数（必要看
護職員合計数）が、上記の方法で算出した一月に必要な看護職員数（配置看護職員合計数）以上になった場合に、
医療的ケア区分に応じた基本報酬を算定することができる。

必要看護職員数 ≦ 配置看護職員合計数 ← 医療的ケア区分に応じた基本報酬を算定できる。

○ 上記の例をシフト表のイメージで記載すると次のページのとおり。

12

② 算定要件（基本的な考え方）
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４月

合計1日 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

医療的ケア児
利用児童数

区分３（32点以上） 1 1 1 1 1

区分２（16点以上） 1 1 1 1 1 1 1 1

区分１（３点以上） 2 2 2 2 2 2 2 2 1 2 2 2 2 2 2 2

合計 4 0 0 2 3 0 0 4 2 0 2 3 0 0 4 0 1 2 3 0 0 4 2 0 2 3 0 0 3 0 44 

必要看護職員
数

区分３（32点以上） 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0

区分２（16点以上） 0.5 0 0 0 0.5 0 0 0.5 0 0 0 0.5 0 0 0.5 0 0 0 0.5 0 0 0.5 0 0 0 0.5 0 0 0 0

区分１（３点以上） 0.66 0 0 0.66 0.66 0 0 0.66 0.66 0 0.66 0.66 0 0 0.66 0 0.33 0.66 0.66 0 0 0.66 0.66 0 0.66 0.66 0 0 0.66 0

合計 2.16 0 0 0.66 1.16 0 0 2.16 0.66 0 0.66 1.16 0 0 2.16 0 0.33 0.66 1.16 0 0 2.16 0.66 0 0.66 1.16 0 0 1.66 0 19.23 

配置看護職員数 2 1 1 2 1 1 1 2 0 1 1 2 1 1 1 2 20

（２）基本報酬について

２．一般型事業所の場合

13

区分３の医療的ケア児が１人・・・必要看護職員数は１人
区分２の医療的ケア児が１人・・・必要看護職員数は0.5人
区分１の医療的ケア児が２人・・・必要看護職員数は0.66人
⇒ 必要看護職員数は合計2.16人

一月の合計で、
必要看護職員合計数

≦
配置看護職員合計数
となれば良い。

③ 算定要件（基本的な考え方（イメージ図））

注）医療的ケア児が利用し、看護職員が配置さ
れない場合は基本的には想定していないが、
ここでは考え方を示すために記載している。

実際に配置した看護職員数（配置看護
職員数）が、日ごとに必要看護職員数
以上となる必要はない。

122



（２）基本報酬について

２．一般型事業所の場合

14

Q．看護職員は、どのように配置すると「１」として数えられるのか。

Ａ．医療的ケア児へのサービス提供時間帯を通じて配置していた場合に「１」として数える。以下のような配置の場合は計上できない。

（計上を認めない配置例）
・ 医療的ケア児へのサービス提供時間帯に兼務で、同一敷地内の他の建物や他のフロアで提供しているサービスと行き来し、医
療的ケア児へのサービス提供時間帯に不在の場合がある。

・ 医療的ケア児へのサービス提供時間帯の半分だけ配置している。

営業時間

サービス提供時間全体

医療的ケア児が利用する時間

この時間帯を通じて配置されていないと、配置看護職員数として計上できない。
（イメージ）

④ 看護職員「１人」の数え方

Q．医療的ケア児が利用する時間を通じて配置する看護職員は、同一の職員でないといけないのか。サービス提供時間帯の途中で交代し
て支援をするようなことは可能か。

Ａ．可能である。

営業時間

サービス提供時間全体

医療的ケア児が利用する時間

（イメージ）

Ａ看護職員が支援。 Ｂ看護職員が支援。
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（２）基本報酬について

２．一般型事業所の場合

15

⑤ 看護職員「１人」の数え方（続き）

Q．看護職員を配置している日に医療的ケア児が利用したものの、偶然、当該日において医療的ケアを提供する必要がなかった場合（例
えば痙攣が発生しなかった等）も、看護職員を「１」として計上することはできるか。

Ａ．可能である。

Q．訪問看護ステーション等から看護職員の派遣を受けて医療的ケアを提供する場合も、配置した看護職員として計上することはできる
か。

Ａ．できない。訪問看護ステーション等から看護職員の派遣を受けて医療的ケアを提供する場合は、医療連携体制加算を算定することと
されたい。

Q．日によって利用時間帯が異なり、あらかじめ医療的ケアを提供しないこととした日と、そうでない日がある医療的ケア児の場合、あ
らかじめ医療的ケアを提供しないこととした日は、報酬上、医療的ケア児として扱わない（医療的ケア児利用児童数として数えない、
必要看護職員数も計上しない、医ケア児以外の障害児に係る基本報酬を請求する。）こととすればよいか。
また、医療的ケアを提供しないこととした日において、利用中に病状が急変し、急遽、医療的ケアを提供する必要が生じ、配置して

いた看護職員が医療的ケアを行った場合は、どのように取り扱うのか。【Vol2.追記】

Ａ．あらかじめ医療的ケアを提供しないこととした日における報酬の取扱いは貴見のとおりであり、急遽、医療的ケアを提供した場合で
あっても同様とする。
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（２）基本報酬について

２．一般型事業所の場合

○ 前述のとおり、配置看護職員合計数が、上記の方法で算出した必要看護職員合計数以上となった場合に、医療的
ケア区分に応じた基本報酬を算定することができる。

○ 算定は、医療的ケア児に対して、当該医療的ケア児の医療的ケア区分に応じて行う。
（例）放課後等デイサービス（３時間以上）10人定員の場合

・ 医療的ケア児（区分３） Ａ ← 2,604単位を算定
・ 医療的ケア児（区分２） Ｂ ← 1,604単位を算定
・ 医療的ケア児（区分１） Ｃ ← 1,271単位を算定
・ 医ケア以外の障害児 Ｄ～Ｊ ← 604単位を算定

○ 請求は、当該月の利用日全てにおいてできるが、医療的ケア児へのサービス提供時間帯を通じて全く看護職員が
配置されていなかった日については算定できないものとする（一部であっても看護職員が配置されていれば報酬は
算定できる）（※）。

（※）医療的ケア児を受け入れて、医療的ケアを行う上で、看護職員がいないという状況は基本的には想定していない。一義的には、事業者には、看護職員の欠勤
等の可能性も考慮して事業所の体制を整えることが求められる。

しかし、やむを得ない理由により、出勤予定の看護職員が出勤できなかった場合に、例えば、
① 医療的ケア児に短時間でもサービスを提供し、保護者の理解を得て、医療的ケア児へのサービス提供時間が短くなるよう調整する。
② 隣接する同一法人の事業所の看護職員に、定点的に医療的ケアを実施してもらう。

といった事態が生じる可能性は否定できないことから、取扱いを示すものである。

⑥ 報酬の算定方法
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（２）基本報酬について

２．一般型事業所の場合

○ 上記の取扱いは、「④ 看護職員「１人」の考え方」と異なる点に留意が必要（下表のとおり）。

○ なお、配置看護職員合計数が、必要看護職員合計数未満となった場合は、以下の方法で、配置看護職員合計数と
必要看護職員数を計算し直す。

① 当該月の医療的ケア児に係る利用日のうち、必要看護職員数に対する配置看護職員数の不足数が大きい日につ
いて、必要看護職員合計数と配置看護職員合計数から、それぞれ除外する。

② ①を除外した必要看護職員合計数と配置看護職員合計数を比較し、必要看護職員合計数≦配置看護職員となるま
で①を行う。

③ ①～②で、除外した日以外において利用した医療的ケア児について、医療的ケア区分に係る基本報酬を算定す
るものとする（除外した日については、医療的ケア児であっても、医ケア以外の障害児の基本報酬を算定する）。

○ なお、必要看護職員合計数と配置看護職員合計数は四捨五入は行わず、小数点以下も含めて比較するものとする。

⑦ 報酬の算定方法（続き）

看護職員を医療的ケア児の
サービス提供時間帯を通じて

配置したかどうか。

配置看護職員
として計上できるか。

必要看護職員合計数≦配置看護職員合計数のときに、
医療的ケア区分に伴う報酬を請求できるか。

配置した。 ○ ○

一部の時間帯だけ配置した。 × ○

配置できなかった。 × ×
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（２）基本報酬について

２．一般型事業所の場合

○ 前ページの計算方法の例は以下のとおり。

① 必要看護職員合計数（19.23人）＞配置看護職員合計数（18人）のため、必要看護職員数に対する配置看護職員数
の不足数が大きい日を、必要看護職員合計数及び配置看護職員合計数から除外する。

この例では、4/1と4/8が、必要看護職員数（2.16）に対して配置看護職員数（１）と、その差が1.16と最も大き
くなっているので、4/1の人数を除外する（差が同じなので4/8でも可）。

② 4/1の人数を除外したときの必要看護職員合計数は17.07人（19.23人－2.16人）、配置看護職員合計数は17人（18
人－１人）となる。

必要看護職員合計数（17.07人）＞配置看護職員合計数（17人）のため、次に、必要看護職員数に対する配置看護
職員数の不足数が大きい日である4/8の人数を除外する。

⑧ 報酬の算定方法（続き）

４月

合計1日 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

医療的ケア
児利用児童
数

区分３（32点以上） 1 1 1 1 1

区分２（16点以上） 1 1 1 1 1 1 1 1

区分１（３点以上） 2 2 2 2 2 2 2 2 1 2 2 2 2 2 2 2

合計 4 0 0 2 3 0 0 4 2 0 2 3 0 0 4 0 1 2 3 0 0 4 2 0 2 3 0 0 3 0 44 

必要看護職
員数

区分３（32点以上） 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0

区分２（16点以上） 0.5 0 0 0 0.5 0 0 0.5 0 0 0 0.5 0 0 0.5 0 0 0 0.5 0 0 0.5 0 0 0 0.5 0 0 0 0

区分１（３点以上） 0.66 0 0 0.66 0.66 0 0 0.66 0.66 0 0.66 0.66 0 0 0.66 0 0.33 0.66 0.66 0 0 0.66 0.66 0 0.66 0.66 0 0 0.66 0

合計 2.16 0 0 0.66 1.16 0 0 2.16 0.66 0 0.66 1.16 0 0 2.16 0 0.33 0.66 1.16 0 0 2.16 0.66 0 0.66 1.16 0 0 1.66 0 19.23 

配置看護職員数 1 1 1 1 1 1 1 2 0 1 1 2 1 1 1 2 18
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（２）基本報酬について

２．一般型事業所の場合

③ 4/8の人数を除外したときの必要看護職員合計数は14.91人（17.07人－2.16人）、配置看護職員合計数は16人（17
人－１人）となる。必要看護職員合計数（14.91人）≦配置看護職員合計数（16人）となるので、4/1と4/8以外の医
療的ケア児の利用について、医療的ケア区分に応じた基本報酬を算定するものとする（4/1と4/8の医療的ケア児に
係る報酬は、医ケア以外の障害児の基本報酬を算定する）。

⑨ 報酬の算定方法（続き）

医療的ケア区分

必要看護職員合計数≦配置看護職員合計数
となった場合の基本報酬の単位

※ この例では4/1と4/8以外の利用日は、この
報酬を算定する。）

必要看護職員合計数＞配置看護職員合計数
となった場合の基本報酬の単位

※ この例では4/1と4/8は、この報酬を算定す
る。）

３ 2,604単位 604単位

２ 1,604単位 604単位

１ 1,271単位 604単位

なし 604単位 604単位
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○ 医療的ケア児に係る基本報酬を算定する上では、あらかじめ指定権者に届け出をする必要がある。

○ 届け出に当たっては、11ページのような表により、標準的な月における
・ 医療的ケア児の利用日数及び人数
・ それに伴う必要看護職員数
・ 配置看護職員数
を記載し、配置看護職員合計数が必要看護職員合計数以上になっていることが分かる資料を作成し、都道府県に提
出するものとする。

○ なお、届け出をすれば必ず医療的ケア区分に応じた基本報酬を請求できるというものではなく、あくまで、前述
の要件を満たして初めて医療的ケア区分に応じた基本報酬を請求できるものである点に留意すること。

（２）基本報酬について

２．一般型事業所の場合

⑩ 算定要件（指定権者への届け出）
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（２）基本報酬について
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Q． 医療的ケア区分３であっても、医療的ケア児の状態像等によっては、看護職員を１対１で配置することを事業所が過剰と判断する場
合が想定される。こうした場合にも看護職員１人を必要とすると、看護職員を確保することが困難となり、結果として医療的ケア児を
受け入れられなくなる場合もあり得るのではないか。

Ａ．そうした場合には、あらかじめ保護者の同意を得た上で、例えば医療的ケア区分３（１：１の配置）の医療的ケア児を、医療的ケア
区分２の医療的ケア児（２：１の配置）として受け入れることも可能である。詳細は以下のとおり。

○ 上記ＱＡのように個々の障害児の状態等によっては、看護職員の人数を確保することが困難となる場合が考えら
れる。

○ こうした場合、
・ 保護者に対して、本来の医療的ケア区分における必要看護職員より少ない看護職員数で支援を行うことについ

て同意を得た上で、
・ 医療的ケア区分３（又は２）の医療的ケア児について、医療的ケア区分２（又は１）の医療的ケア児として計

上して、必要看護職員合計数を算出し、これを満たす配置看護職員合計数を確保するものとして、都道府県に届
け出る

ことで、本来の医療的ケア区分により必要とされる看護職員の人数より少ない人数で、医療的ケア児を受け入れる
ことを可能とする。

○ なお、本来の医療的ケア区分より低い医療的ケア区分で受け入れた場合、低い医療的ケア区分での基本報酬を算
定すること。

○ また、この取扱いをする場合、受給者証の更新手続きは必要としない。

２．一般型事業所の場合

⑪ 算定要件（看護職員を少なく配置する取扱い）
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（２）基本報酬について

２．一般型事業所の場合

22

Q． 本来の医療的ケア区分に応じた必要看護職員数より少ない配置にする取扱いは、例えば１ヵ月に限るなど、一時的にしか認められな
いものか。

Ａ．一時的な取扱いではない。保護者との同意のもとであれば、恒常的に少ない配置にすることも差し支えない。

Q． 医療的ケア区分３を医療的ケア区分１として扱うことも可能か。

Ａ．医療的ケア区分３の場合、人工呼吸器を装着している医療的ケア児になることが想定される。当該医療的ケア児を、他の医療的ケア
児と併せて支援をすることにより、安全性が確保できるのかどうか、事業所において、当該医療的ケア児の保護者や主治医ともよく協
議をした上で、可能だと判断するのであれば、差し支えない。

Q．市町村において医療的ケア区分を決定する時点で、あらかじめ低い区分にするような対応は必要か（32点以上でも医療的ケア区分２
とするなど）。

Ａ．市町村において医療的ケア区分を決定する際には、あくまで医師の判定による新判定スコアの点数に応じて決定されたい。その上で、
事業所における安全確保のための取組や、保護者の個別の同意があって、本来の医療的ケア区分に応じた必要看護職員数より少ない配
置にする取扱いは可能なものとする。

⑫ 算定要件（看護職員を少なく配置する取扱い）（続き）

Q．もともと医療的ケア区分２の医療的ケア児について、状態が安定していたことから医療的ケア区分１としていたが、状態が悪化し、
医療的ケアの頻度が増えた。このような場合、月の途中から医療的ケア区分２として扱うことはできるのか。

Ａ．可能である。なお、区分１としていた取扱いから区分２とする場合も、保護者に対して同意を得るものとする。

Q．配置した看護職員が医療的ケアを提供して、医療的ケア児に係る基本報酬を算定できる場合であっても、医療的ケア児に係る基本報
酬を算定せず、医療的ケア児以外の障害児の基本報酬を算定しつつ医療連携体制加算を算定することもできると思われるが、どちらの
報酬を算定すべきか。

Ａ．次のページ以降で詳細を解説する。 131



○ 医療連携体制加算は、基本的には、病院等から看護職員の訪問を受け、事業所を利用する障害児に看護を提供し
た場合に算定できる加算であるが、事業所に配置する看護職員が看護を行うことでも算定可能としている（※）

（※）平成21年度障害福祉サービス報酬改定に係るＱ＆Ａ（VOL.2 問18）

○ このため、看護職員が医療的ケア児に医療的ケアを提供した場合は、
① 医療的ケア区分に応じた基本報酬
② 医療的ケア児以外の基本報酬＋医療連携体制加算
のどちらかの請求が可能となる。

○ 医療的ケア児については、本来、一定数の看護職員の配置のもとで安全に医療的ケアを提供する必要があること
から、医療的ケア児について、３人以上の利用が見込まれる場合は、①を算定するものとする（医療連携体制加算
は算定できない）。

○ 利用する医療的ケア児の人数が３人未満になるときは、①又は②を算定できるものとし、どちらを算定するかは
事業所において決めるものとする。

23

（３）医療連携体制加算について

２．一般型事業所の場合

① 前提

Q．医療的ケア児が３人以上いる事業所において、配置看護職員合計数が、必要看護職員合計数未満となってしまった場合、医療的ケア
区分に応じた基本報酬を算定できない代わりに、医療連携体制加算を算定できるか。

Ａ．できない。医療的ケア児が３人以上利用する場合は、医療連携体制加算の算定はできず、医療的ケア区分に応じた基本報酬の算定要
件を満たした上で、医療的ケア区分に応じた基本報酬を算定するものとし、配置看護職員合計数が、必要看護職員合計数未満となっ
た場合、15ページから17ページの考え方に基づき報酬を算定するものとする。
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○ 医療的ケア児が３人以上利用するかどうかについては、日ごとや、契約児童数によるのではなく、一月の利用実
績の平均に基づいて判断する。

（例１）医療的ケア区分２の医療的ケア児Ａは水曜日に利用、医療的ケア区分１の医療的ケア児Ｂ、Ｃ、Ｄは、月
曜日と金曜日に利用、医療的ケア区分１Ｅは火曜日、水曜日と木曜日に利用している（詳細は下表のとおり）。

⇒ 以下のとおり計算する。
・ 一月で、医療的ケア児が利用した日は22日。
・ 医療的ケア児の一月の延べ利用数は44人。
・ 44人÷22日＝２人 ←３人以下となる。

○ 「医療的ケア児の利用した日」には、基本報酬の算定が発生しない日（※）については計上しないものとする。

（※）家庭連携支援加算や事業所内相談支援加算、欠席時対応加算（Ⅱ）等のみを算定する日を想定。

４月

合計1日 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

医療的ケア
児利用児童
数

区分３（32点以上）

区分２（16点以上） 1 1 1 1

区分１（３点以上） 3 1 1 1 3 3 1 1 1 3 3 1 1 1 3 3 1 1 1 3 3 1

合計 3 1 2 1 3 0 0 3 1 2 1 3 0 0 3 1 2 1 3 0 0 3 1 2 1 3 0 0 3 1 44 

必要看護職
員数

区分３（32点以上） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

区分２（16点以上） 0 0 0.5 0 0 0 0 0 0 0.5 0 0 0 0 0 0 0.5 0 0 0 0 0 0 0.5 0 0 0 0 0 0

区分１（３点以上） 0.99 0.33 0.33 0.33 0.99 0 0 0.99 0.33 0.33 0.33 0.99 0 0 0.99 0.33 0.33 0.33 0.99 0 0 0.99 0.33 0.33 0.33 0.99 0 0 0.99 0.33

合計 0.99 0.33 0.83 0.33 0.99 0 0 0.99 0.33 0.83 0.33 0.99 0 0 0.99 0.33 0.83 0.33 0.99 0 0 0.99 0.33 0.83 0.33 0.99 0 0 0.99 0.33 15.20 

配置看護職員数 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 22
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（３）医療連携体制加算について

２．一般型事業所の場合

② 「３人」の考え方
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○ 医療的ケア区分に応じた基本報酬と、医療連携体制加算の算定に当たっては、以下のことには留意すること。

○ 医療的ケア区分に応じた基本報酬は、前述のとおり、当該月の必要看護職員合計数と、配置看護職員合計数を比

較するので、一月の請求において、事業所を利用した医療的ケア児の報酬について、

・ ある医療的ケア児については医療的ケア区分に応じた基本報酬を算定し、

・ 別の医療的ケア児については医療連携体制加算を算定する

といった取扱いはできないものとする。

25

①医ケア区分２の基本報酬 又は ②医療連携体制加算（＋医ケア以外の障害児の基本報酬）

①医ケア区分１の基本報酬 又は ②医療連携体制加算（＋医ケア以外の障害児の基本報酬）

医ケア児以外の基本報酬 ＋ 医療連携体制加算

事業所

看護職員 医ケア区分２

医ケア区分１

医ケア以外の
障害児

看護を
提供

③ 請求する報酬を選択する際の留意点

（３）医療連携体制加算について

２．一般型事業所の場合

医療的ケア児の報酬は、全員①で請求するか、全員②で請求するか。

医療的ケア児に請求する報酬が①と②のいずれの場合であっても、
医ケア以外の障害児への報酬について、医療連携体制加算を

算定することは可能。
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○ 医療連携体制加算は、以下のとおり、「医療的ケア児かどうか」、「算定する人数」、「看護を提供する時間」

によって、算定する加算の区分が異なる。

○ 医療連携体制加算を算定する場合、以下の点に留意すること。

① 医ケア以外の障害児の場合は、医ケア以外の障害児それぞれについて、直接に看護を提供した時間となり、複

数の医ケア以外の障害児に看護を提供するために、長時間看護職員が訪問（配置）されていたとしても、訪問

（配置）時間がそのまま加算の区分上の時間にはならない。また、医ケア以外の障害児と医ケア児は別々にカウ

ントする。

26

④ 医療連携体制加算の考え方

（３）医療連携体制加算について

２．一般型事業所の場合

算定要件（対象者数）

医ケア
以外

医ケア 時間 1名 2名 3～8名

Ⅰ 〇 1時間未満 32単位

Ⅱ 〇 1時間以上2時間未満 63単位

Ⅲ 〇 2時間以上 125単位

Ⅳ 〇 4時間未満 800単位 500単位 400単位

Ⅴ 〇 4時間以上 1,600単位 960単位 800単位
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② 医療的ケア児の場合は、直接に看護を提供した時間以外の見守りの時間も含めた時間（看護職員が事業所に滞

在した時間）となる。

③ 医療的ケア児が事業所にいない時間帯は含めないこととし、例えば、医療的ケア児が２時間利用し、看護職員

が当該２時間を含めて計６時間事業所に滞在している場合は、看護職員が２時間事業所に滞在していたものとし

て取扱う（４時間未満の単位を算定する）。

④ 医療的ケア児が複数利用している場合、１日で医療的ケア児が何人利用し、医療的ケア児が事業所にいた時間

が何時間かで判断する。

27

⑤ 医療連携体制加算の考え方（続き）

（３）医療連携体制加算について

２．一般型事業所の場合

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時

医療的ケア児

看護職員

・ 見守りも含めて滞在している時間と
する。【算定は(Ⅴ)を１名】

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時

医療的ケア児

医ケア以外の障害児A

医ケア以外の障害児B

看護職員

・ 医療的ケア児への医療連携体制加
算は、２時間（４時間未満）となる。【算
定は（Ⅳ）を１名】

・ 医ケア児以外の障害児は、それぞ
れ看護を提供した時間となる。【算定
は（Ⅰ～Ⅲのいずれか）を２名】

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時

医療的ケア児Ａ

医療的ケア児Ｂ

医療的ケア児Ｃ

看護職員

・ 医療的ケア児への医療連携体制加
算は、人数は３人（３人～８人）、時間
は10～16時で６時間（４時間以上）と
なる。【算定は（Ⅴ）の３～８名】
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（４）単位分けしている場合の取扱いについて

２．一般型事業所の場合

28

○ 前頁までは単位分けしていない場合を念頭に、医療的ケア児に係る報酬の取扱いをお示しした。

○ 単位分けをしている場合であっても、医療的ケア区分に応じた基本報酬の算定要件は変わらず、配置看護職員合

計数が、必要看護職員合計数以上になった場合に算定できるものとする。

○ ただし、医療的ケア区分に応じた報酬は、医療的ケアを提供するために一定数の看護職員を配置することを評価

しているため、看護職員の配置方法によっては、報酬の取扱いが異なる点に留意されたい。

① はじめに

医療的ケア
区分

医療的ケアスコア
医療的ケア児：

看護職員数
の配置割合

報酬
（放課後等デイサービス

（３時間以上）10人定員の場合）

３ 32点以上 １：１ 2,604単位

２ 16点以上 ２：１ 1,604単位

１ ３点以上 ３：１ 1,271単位

なし － － 604単位

医療的ケア区分３であれ
ば、通常の基準に加え、
看護職員を１人を配置す
ることになるため、その
費用を報酬で評価してい
る。

137



Q．単位を分けており、それぞれの単位に医療的ケア児がいる場合、看護職員をどのように配置する必要があるのか。また、単位のサー
ビス提供時間が異なる場合、２つの単位に同じ看護職員を配置することができるのか。

Ａ．同一時間帯に複数の単位を設ける場合、医療的ケア児の数は、各単位における医療的ケア児の数を合計する。看護職員の人数も同様
である。異なる時間帯に複数の単位を設ける場合で、それぞれの単位に医療的ケア児がいる場合、それぞれの単位を通して看護職員を
配置する必要があるものとする。

（４）単位分けしている場合の取扱いについて

２．一般型事業所の場合

29

② 医療的ケア児と看護職員の数え方

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時

単位① 医療的ケア児Ａ

看護職員

単位② 医療的ケア児Ｂ

（イメージ）同一時間帯に２つの単位を設ける場合

・ 医療的ケア児は２人利用、看護職員は
１人配置として計算する。

・ 報酬の算定要件としては、看護職員を
単位ごとに配置する必要まではないが、
この場合、医療的ケア児Ｂへの医療的ケ
アに支障がないことを前提とすること。

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時

単位① 単位②

医療的ケア児Ａ

医療的ケア児Ｂ

看護職員

・ 医療的ケア児は２人利用。
・ 医療的ケア児が利用する時間帯は10
時から16時までとなるので、看護職員は
１人の配置となる（２人配置したとはみな
さない）。
※ 12時台は利用がないので看護職員が不在

でも構わない。

（イメージ）時間を分けて２つの単位を設ける場合
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Q．時間を分けて２つの単位を設ける場合において、それぞれの単位に医療的ケア区分３の医療的ケア児が利用している場合、２つの単
位でのサービス提供時間を通じて看護職員を２人配置することが必要になるが、それは必要となる医療的ケアに対して過剰な配置とな
るのではないか。

Ａ．２つの単位でのサービス提供時間を通じて看護職員を２人配置する必要があるという考え方は貴見のとおり。そのように、同一日の
サービス提供時間が異なる単位において医療的ケア児が利用する場合、当該医療的ケア児の医療的ケア区分を低く見なし、必要な看護
職員数を少なくすることができるものとする。なお、この取扱いをした場合、当該日における報酬区分は、低く見なした医療的ケア区
分に応じたものとする。

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時

単位① 単位②

医療的ケア児Ａ（医療的ケア区分３）

医療的ケア児Ｂ（医療的ケア区分３）

看護職員Ｃ

看護職員Ｄ

（４）単位分けしている場合の取扱いについて

２．一般型事業所の場合

30

③ 医療的ケア児と看護職員の数え方（続き）

（イメージ）時間を分けて２つの単位を設ける場合

・ 医療的ケア区分３の医療的ケア児
が２人利用するので、看護職員は２
人必要になる。
このような利用が一月続くなら、医

療的ケア児が利用する日は全て２人
の看護職員を配置する必要がある。

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時

単位① 単位②

医療的ケア児Ａ（医療的ケア区分３→２）

医療的ケア児Ｂ（医療的ケア区分３→２）

看護職員Ｃ

・ 医療的ケア区分２の医療的ケア児
が２人利用することになるので、看護
職員は１人必要になる。
このような利用が一月続くなら、医

療的ケア児が利用する日は全て１人
の看護職員を配置する必要がある。
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区分３の医療的ケア児を２人受け入れ、日曜は単位分けして支援している場合に、看護職員を１人だけ配置する場合の、必要な看護
職員数と実際に配置した看護職員数の整理の仕方は上記表のようになる。
上記の表の例で言えば、日曜日の請求においてのみ、医療的ケア区分２を適用することになる。

（４）単位分けしている場合の取扱いについて

２．一般型事業所の場合

31

④ 医療的ケア児と看護職員の数え方（続き）

４月

合計1日 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

医療的
ケア児利
用児童
数

区分３（32点以上） 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

区分２（16点以上） 2 2 2 2

区分１（３点以上）

合計 2 0 2 0 2 0 2 2 0 2 0 2 0 2 2 0 2 0 2 0 2 2 0 2 0 2 0 2 2 0 34 

必要看
護職員
数

区分３（32点以上） 2 0 2 0 2 0 0 2 0 2 0 2 0 0 2 0 2 0 2 0 0 2 0 2 0 2 0 0 2 0

区分２（16点以上） 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0

区分１（３点以上） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

合計 2 0 2 0 2 0 1 2 0 2 0 2 0 1 2 0 2 0 2 0 1 2 0 2 0 2 0 1 2 0 30.00 

配置看護職員数 2 2 2 1 2 2 2 1 2 2 2 1 2 2 2 1 2 30

140



この取扱いについて、単位が３つの時間帯に分かれる場合で、それぞれの単位に医療的ケア区分３（又は２）の医療的ケア児が３名
いるような場合は、医療的ケア区分１と見なして、必要な看護職員数の計算を行い、当該日については医療的ケア区分１の基本報酬を
請求することができるものとする。

（４）単位分けしている場合の取扱いについて

２．一般型事業所の場合

32

⑤ 医療的ケア児と看護職員の数え方（続き）

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時 16時 17時 18時

単位① 単位② 単位③

医療的ケア児Ａ（医療的ケア区分２→１）

医療的ケア児Ｂ（医療的ケア区分２→１）

医療的ケア児Ｃ（医療的ケア区分２→１）

看護職員
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Ｑ．医療的ケア児が３人以上利用しているときは、【医療的ケア児以外の基本報酬＋医療連携体制加算】ではなく、医療的ケア区分に応
じた基本報酬を算定することとされているが、単位分けしている場合でも、この考え方に変わりはないか。

Ａ．貴見のとおり。

（４）単位分けしている場合の取扱いについて

２．一般型事業所の場合

33

⑥ 医療的ケア区分に応じた基本報酬と医療連携体制加算の取扱い
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（４）単位分けしている場合の取扱いについて

２．一般型事業所の場合

34

⑦ 医療的ケア区分に応じた基本報酬と医療連携体制加算の取扱い（続き）

Ｑ．医療連携体制加算は、看護を提供する医ケア以外の障害児又は医療的ケア児の人数や、看護を提供する時間によって算定する単位に
違いが生じるが、単位が分かれている場合、どのように考えるのか。

Ａ．人数は合算するが、時間は各人に提供した看護に係る時間による。

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時

単位① 医ケア以外の障害児Ａ

医ケア以外の障害児Ｂ

医療的ケア児Ｃ

単位② 医ケア以外の障害児Ｄ

医ケア以外の障害児Ｅ

医療的ケア児Ｆ

看護職員

・ 医ケア以外の障害児Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅには、医療連
携体制加算（Ⅰ）から（Ⅲ）について、Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ
のそれぞれに提供した看護時間に応じて算定す
るものとする。

・ 医療連携体制加算（Ⅰ）から（Ⅲ） の人数の区
分は、Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅの４人なので、「３人～８人」と
なる。

・ 医療的ケア児Ｃ、Ｆについては、見守りも含めて
６時間滞在しているので、医療連携体制加算
（Ⅴ）の、「２人」 の単位を算定する。

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時

単位① 医ケア以外の障害児Ａ

医ケア以外の障害児Ｂ

医療的ケア児Ｃ

単位② 医ケア以外の障害児Ｄ

医ケア以外の障害児Ｅ

医療的ケア児Ｆ

看護職員

（イメージ）同一時間帯に２つの単位を設ける場合

（イメージ）時間を分けて２つの単位を設ける場合 ・ 医ケア以外の障害児Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅには、医療連
携体制加算（Ⅰ）から（Ⅲ）について、Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅ
のそれぞれに提供した看護時間に応じて算定す
るものとする。

・ 医療連携体制加算（Ⅰ）から（Ⅲ） の人数の区
分は、Ａ、Ｂ、Ｄ、Ｅの４人なので、「３人～８人」と
なる。

・ 医療的ケア児Ｃ、Ｆについては、看護職員が、
10～16時のうち５時間（※）滞在しているので、医
療連携体制加算（Ⅴ）の「２人」の単位を算定する
ことになる。
※ 12時台は医療的ケア児がいないので、実際に滞在し

ていても、滞在時間としてカウントしない。143



35

○ 重心型事業所は、基本的には重症心身障害児に支援を行うが、重心以外の障害児を支援することもある。この場合、
重心以外の障害児については、一般型事業所で重心以外の障害児を支援したときの報酬を算定することとしている。

○ 重心型事業所で重心医ケア児を受け入れ、看護職員を追加で配置して支援した場合は、看護職員加配加算を算定す
ることとなるため、本項では、まず、（２）において、重心医ケア児に係る看護職員加配加算の算定に係る基本的な
取り扱いを説明する。

○ 次に、（３）において、医療的ケア児を受け入れた場合に算定する報酬の取扱いについてお示しする。

（１）はじめに

３．重心型事業所の場合
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（２）重心医ケア児を受け入れる場合

３．重心型事業所の場合

36

○ 重心型事業所は、医療的ケア児の利用の有無に関わらず、看護職員を配置することとしており、令和３年度障害
福祉サービス等報酬改定後においても、同様の取扱いとなる。

① 指定基準
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（２）重心医ケア児を受け入れる場合

３．重心型事業所の場合

37

ア 看護職員加配加算の算定要件

○ 看護職員加配加算（Ⅰ）・・・利用する重心医ケア児の医療的ケアスコアが合計40点以上で、２人目以降の看
護職員を常勤換算で１以上を配置したとき。

○ 看護職員加配加算（Ⅱ）・・・利用する重心医ケア児の医療的ケアスコアが合計72点以上で、２人目以降の看
護職員を常勤換算で２以上を配置したとき。

イ 医療的ケアスコアの計算方法

○ 前年度の利用実績を用いて以下のとおり計算する。
・ 営業日：200日
・ 医療的ケアスコアが16点の重心医ケア児が180日利用。
・ 医療的ケアスコア20点の重心医ケア児が150日利用。
・ 医療的ケアスコア32点の重心医ケア児が100日利用。

⇒ （16点×180日＋20点×150日＋32点×100日）÷200日＝45.4点 ⇒ 合計40点以上なので（Ⅰ）を算定可。

② 看護職員加配加算の算定要件
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イ 医療的ケアスコアの計算方法（続き）

○ 新設又は増改築等を行った場合に関して、前年度において１年未満の実績しかない場合（前年度の実績が全く
ない場合を含む。）の重心医ケア児の数は、以下のとおりとする。

・ 新設又は増改築等の時点から３月未満の間
⇒ 在籍者数（契約者数）のうち、重心医ケア児のそれぞれの医療的ケアスコアを合計した数により判断する。
⇒ 前頁の例で言えば、16点＋20点＋32点＝68点 ⇒ 合計40点以上なので（Ⅰ）を算定可となる。

・ 新設又は増改築の時点から３月以上１年未満の間
⇒ 過去３月間の利用実績を用いて以下のとおり計算する。
・ 営業日：60日
・ 医療的ケアスコアが16点の重心医ケア児が50日利用。
・ 医療的ケアスコア20点の重心医ケア児が45日利用。
・ 医療的ケアスコア32点の重心医ケア児が30日利用。

⇒ （16点×50日＋20点×45日＋32点×30日）÷60日＝44.3点 ⇒ 合計40点以上なので（Ⅰ）を算定可。

③ 看護職員加配加算の算定要件（続き）

（２）重心医ケア児を受け入れる場合

３．重心型事業所の場合
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○ 医療的ケア児が重心型事業所を利用する場合、算定する報酬は以下の①か②のいずれかのパターンとなる。
① 医療的ケア児以外の基本報酬＋医療連携体制加算
② 医療的ケア区分に応じた基本報酬

○ ①と②のいずれを算定するかについては、「２．一般型事業所の場合」に記載した内容のとおりとする。

○ 一般型事業所では、医療的ケア児が３人以上利用する場合は②の算定をすることとしたが、重心型事業所におい
て、この「３人以上」を数えるときは、医療的ケア児のみで数えることとし、重心医ケア児は計算から除くことと
する（そのため、もともと定員が一般型事業所に比べて少ない重心型事業所では、このような場合は基本的には想
定されない）。

○ 医療的ケア児の人数が「３人以上」にならないときは、①又は②のいずれかが算定可能となる。この場合におけ
る、医療的ケア区分に応じた基本報酬と医療連携体制加算の関係についても、「２．一般型事業所の場合」に記載
した内容のとおりとする。

○ 以下では、①、②を算定する場合について、重心型事業所に基準人員として配置されている看護職員や、看護職
員加配加算により配置されている看護職員の人数との関係を中心に整理する。

（３）医療的ケア児を受け入れる場合

３．重心型事業所の場合

① 算定できる報酬の全体像
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○ 重心型事業所では、基準人員として看護職員が１人以上（ここでは１人とする。）配置され、看護職員加配加算
（Ⅰ）を算定する場合は、基準人員とは別に常勤換算で１人以上配置する必要がある（看護職員加配加算（Ⅱ）の
場合は２人）。

ア 看護職員加配加算を算定しない場合（イメージ）

イ 看護職員加配加算（Ⅰ）を算定する場合（イメージ）

ウ 看護職員加配加算（Ⅱ）を算定する場合（イメージ）

（３）医療的ケア児を受け入れる場合

３．重心型事業所の場合

② 医療的ケア児を受け入れるときの看護職員の人数の考え方

重心型事業所

重症心身障害児 重症心身障害児 重症心身障害児 重症心身障害児 重症心身障害児

看護職員（基準）

重心型事業所

重症心身障害児 重症心身障害児 重症心身障害児 重心医ケア児 重心医ケア児

看護職員（基準）

看護職員（加配１人目）

40点以上

重心型事業所

重症心身障害児 重心医ケア児 重心医ケア児 重心医ケア児 重心医ケア児

看護職員（基準）

看護職員（加配１人目）

看護職員（加配２人目）

72点以上
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○ 重心型事業所で医療的ケア児を受け入れたときの報酬の取扱いは、一般型事業所と同じく、
・ 医療的ケア児の利用が３人以上の場合は、医療的ケア区分に応じた基本報酬を算定し、
・ 医療的ケア児の利用が３人未満の場合は、医療的ケア区分に応じた基本報酬を算定するか、医療連携体制加算
（＋医ケア以外の障害児に係る基本報酬）を算定するかは事業所の選択による
ものとする。

○ ただし、重心型事業所の場合、基準人員としての看護職員や、看護職員加配加算により配置する看護職員がおり、
看護職員の配置の考え方については、一般型事業所と異なる点があるため、次頁以降にお示しする。

（３）医療的ケア児を受け入れる場合

３．重心型事業所の場合

③ 医療的ケア児を受け入れるときの看護職員の人数の考え方（続き）
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○ 重心型事業所で医療的ケア児を受け入れたときは、基準人員である看護職員（基準看護職員）が、医療的ケア児
に医療的ケアを提供することをもって、医療連携体制加算の算定を可能とするものとする。

○ ただし、その際に算定する単位は、重心医ケア児も含めた人数・時間に基づき算定するものとする。
上記の利用の例だと、
・ 重心医ケア児・医療的ケア児の利用時間は10時～16時の６時間
・ 重心医ケア児・医療的ケア児の人数は４人
となるので、医療的ケア児２名について、医療連携体制加算（Ⅴ）の「３人～８人」を、算定する。

（３）医療的ケア児を受け入れる場合

３．重心型事業所の場合

④ 医療的ケア児に医療連携体制加算を算定するときの考え方

重症心身障害児・重心医ケア児に
ついては、重症心身障害児の基本
報酬を算定する。

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時

重症心身障害児

重心医ケア児

重心医ケア児

医療的ケア児

医療的ケア児

基準看護職員

医療的ケア児は、医ケア児以外の
基本報酬＋医療連携体制加算を
算定する。
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○ 看護職員加配加算を算定する場合、医療的ケア児の医療的ケアスコアも合算した上で、40点以上・72点以上を満
たしているかを計算するものとする。

（３）医療的ケア児を受け入れる場合

３．重心型事業所の場合

⑤ 看護職員加配加算の医療的ケアスコアの数え方_(1)

重症心身障害児・重心医ケア児に
ついては、重症心身障害児の基本
報酬＋看護職員加配加算（Ⅱ）を
算定する。
※ 重心医ケア児と医療的ケア児のスコ

アを足すと80点となる。
※ スコアの計算方法はP35-36のとお

りだが、ここでは利用日数等は考慮せ
ず説明している。

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時

重症心身障害児

重心医ケア児（医療的ケアスコア20点）

重心医ケア児（医療的ケアスコア20点）

医療的ケア児（医療的ケアスコア20点）

医療的ケア児（医療的ケアスコア20点）

基準看護職員

基準看護職員とは別の看護職員
（常勤換算１人目）

基準看護職員とは別の看護職員
（常勤換算２人目）

医療的ケア児は、医ケア児以外の
基本報酬＋医療連携体制加算を
算定する。
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○ 重心型事業所で医療的ケア児を受け入れ、医療的ケア区分に応じた基本報酬を算定するときは、基準人員である
看護職員（基準看護職員）とは別に看護職員を配置する必要があるものとする。

（３）医療的ケア児を受け入れる場合

３．重心型事業所の場合

⑥ 医療的ケア児に医療的ケア区分に応じた基本報酬を算定するときの考え方

重症心身障害児・重心医ケア児に
ついては、重症心身障害児の基本
報酬を算定する。

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時

重症心身障害児

重心医ケア児

重心医ケア児

医療的ケア児

医療的ケア児

基準看護職員

基準看護職員とは別の看護職員

医療的ケア児は、医療的ケア区分
に応じた基本報酬を算定する。

基準看護職員は、医療的ケア区分
に応じた基本報酬を算定する上で
の配置看護職員数には計上できな
いものとし、別に看護職員を配置
する必要があるものとする。
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○ 看護職員加配加算を算定する場合、医療的ケア児の医療的ケアスコアも合算した上で、40点以上・72点以上を満
たしているかを計算するものとする。

（３）医療的ケア児を受け入れる場合

３．重心型事業所の場合

⑦ 看護職員加配加算の医療的ケアスコアの数え方_(2)

重症心身障害児・重心医ケア児に
ついては、重症心身障害児の基本
報酬＋看護職員加配加算（Ⅱ）を
算定する。
※ 重心医ケア児と医療的ケア児のスコ

アを足すと80点となる。
※ スコアの計算方法はP35-36のとお

りだが、ここでは利用日数等は考慮せ
ず説明している。

時間 10時 11時 12時 13時 14時 15時

重症心身障害児

重心医ケア児（医療的ケアスコア20点）

重心医ケア児（医療的ケアスコア20点）

医療的ケア児（医療的ケアスコア20点）

医療的ケア児（医療的ケアスコア20点）

基準看護職員

基準看護職員とは別の看護職員
（常勤換算１人目）

基準看護職員とは別の看護職員
（常勤換算２人目）

基準看護職員とは別の看護職員
（３人目：基本報酬分の配置）

医療的ケア児は、医療的ケア区分
に応じた基本報酬を算定する。

基準看護職員や看護職員加配加
算により配置する看護職員は、医
療的ケア区分に応じた基本報酬を
算定する上での配置看護職員数に
は計上できないものとし、別に看護
職員を配置する必要があるものと
する。
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○ 配置されている看護職員について、最大で、
① 基準人員として配置されている看護職員、
② 看護職員加配加算の対象として配置されている看護職員、
③ 医療的ケア区分に応じた基本報酬の算定に当たって配置されている看護職員
の３種類の看護職員が混在することになる。

○ ①～③の看護職員について、常に同一の看護職員と紐付いて計算する必要はない（例えば、看護職員Ａが、ある
日は基準人員としての看護職員、ある日は看護職員加配加算の対象として配置されている看護職員になる、といっ
た整理も可能）。

○ ただし、例えば、医療的ケア区分に応じた基本報酬の算定に当たって配置した看護職員が、医療的ケア児への
サービス提供時間帯以外の時間も勤務し、当該時間帯は②の常勤換算に算入するといった、同一日に、同一の看護
職員が①～③で重複して配置するといった取扱いは認められない。

○ 事業所においてはこれらの配置と、各報酬の算定要件を満たすかどうかの計算について、分かりやすく管理する
ものとする。

（３）医療的ケア児を受け入れる場合

３．重心型事業所の場合

⑧ 医療的ケア児を受け入れるときの看護職員の人数の考え方（続き）

営業時間

サービス提供時間全体

医療的ケア児が利用する時間

（イメージ）

○ 医療的ケア区分に応じた基本報酬を算定する上で「１」として数えた看護
職員が、医療的ケア児が不在の時間にも配置していたからといって、看護職
員加配加算の常勤換算の要件として算入することはできない。
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○ 「１．総則」のとおり、医療的ケアスコアは「見守りスコア」の判定を伴う場合は、主治医により判定する必要
があるが、「見守りスコア」まで判定する必要がない場合は、事業所に配置された看護職員が判定することもでき
るため、各種報酬の算定に当たり、以下のとおり取り扱うことになる。

○ また、医療的ケア区分を決定するときは、受給者証にその旨を記載するため、保護者は市町村に新判定スコアを
提出する必要があるが、看護職員加配加算や医療連携体制加算は従来どおり事業所において確認し、その根拠とな
る書類を保管すれば足りるため、新判定スコアを事業所に提出することになる。

○ そのため、基本的な判定プロセスは以下のとおりとなる。
・ 医療的ケア児の場合、市町村で判定を行い、受給者証に医療的ケア区分を印字する。また、新判定スコアの写

しを保護者に渡し、当該写しを事業所にも提出してもらう。
・ 重心医ケア児の場合、新判定スコアを事業所に提出すれば足りる（例外として、重心医ケア児が一般型事業所

を利用し、医療的ケア児として報酬請求をする場合は、医療的ケア区分の判定を行うため、市町村に新判定スコ
アを提出する）。

① 医療的ケアスコアの確認について

報酬 要件 判定する者 提出先

医療的ケア区分に応
じた基本報酬

医療的ケア区分１～３の判定が必
要 等

主治医
（見守りスコアが必要）

市町村

看護職員加配加算 利用する重心医ケア児の医療的ケ
アスコアの合計が40点以上 等

主治医
（見守りスコアが必要）

事業所

医療連携体制加算 医療的ケア児であること 等 主治医以外でも可
（事業所に配置された看護職員 等）

事業所
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② 医療的ケアスコアの確認のフロー

重心医ケア児かどうか。

利用する事業
所では、医療的
ケア区分に伴う
基本報酬や看
護職員加配加
算ではなく、医
療連携体制加
算を算定するこ
とが明らかか。

No

新判定スコア
（基本スコアの
み）を事業所の
看護職員等に
判定してもらう。

Yes

新判定スコアを主治医
に判定してもらう。

No 市町村に新判定スコア
を提出し、医療的ケア
区分の決定を受ける。

事業所にも新判定
スコアの写しを提出
する。

No

Yes

利用する事業所は重心
型事業所か。

事業所に新判定スコア
を提出する。

Yes

No

・ 新規に児童発達支援等を利用する場合など、フローの
通常のスタートはここになる。

・ 給付決定前に利用する事業所が確定しており、事業所
が算定する報酬の内容が医療連携体制加算だけである
ことが明らかな場合は、一番左のフローも発生する。

４．共通事項（医療的ケアの確認に係る事務手続きについて）
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○ 新判定スコアの作成を主治医に求める必要がある場合は、医療的ケア児又は重心医ケア児の保護者が、主治医に
作成を求めるものとする。このとき、医療機関から文書料を求められた場合、当該保護者の負担となる。

○ ただ、前述のフローのとおり、算定する報酬が【医ケア以外の障害児の基本報酬＋医療連携体制加算】だけの場
合は、必ずしも主治医に新判定スコアを求める必要はなくなる。

○ 新判定スコアは、医療的ケア児又は重心医ケア児の保護者が必要な医療的ケアを受ける上で、当該医療的ケア児
又は重心医ケア児の医療濃度を証明する必要があるものだが、医療的ケア児の家庭の負担を鑑み、
・ 医療的ケア児の人数が限定的で、あらかじめ利用しようとする事業所において医療的ケア児の報酬の算定内容

を把握できるような地域の市町村では、一律に保護者に新判定スコアの取得を求めることなく、給付決定申請前
に個別に必要性を判断するなどの手続きとする。

・ 医療的ケア児の人数が一定程度見込まれる地域の市町村では、市町村民にとって分かりやすい資料（※）を給付
申請に係るホームページに掲載するなどして、申請者が、新判定スコアの取得の必要性を判断できるようにする。

といった周知方法を検討いただきたい。

（※）本資料と同時に発出した、保護者が新判定スコアを必要とするかどうかをチェックするためのチェックシートを活用するなどしていただきたい。

○ また、算定する報酬の内容を最も把握しているのは事業所であることから、事業所においても、利用する医療的
ケア児又は重心医ケア児の給付決定の更新等の際には、新判定スコアの取得が必要かどうかについて、保護者に助
言するなどの配慮をお願いしたい。

③ 新判定スコアの取得及び取扱いの周知について

４．共通事項（医療的ケアの確認に係る事務手続きについて）
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④ その他

４．共通事項（医療的ケアの確認に係る事務手続きについて）

Ｑ．新判定スコアは押印箇所がないが、主治医や医療機関の印は不要か。

Ａ．貴見のとおり。

Ｑ．「更新判定（２回目記入欄）」及び「再更新判定（３回目記入欄）」とは、何のための欄なのか。

Ａ．医師の文書作成の負担軽減のため、初回判定時と判定結果が変わらない場合に、改めて各項目の判定を行うのではなく、 「更新判定
（２回目記入欄）」に日時や氏名等を記入することで、再確認を行ったものとするために設けている。このため、市町村又は事業所に
おいては、保護者から新判定スコアの提出を受けたとき、写しを本人に提供し、更新のときには、その書類を医師に渡して更新しても
らうよう案内されたい。

Ｑ．新判定スコアの作成に係る費用は、医療機関が定めるのか。また、「更新判定（２回目記入欄）」及び「再更新判定（３回目記入
欄）」を記入するときも、文書料は生じるのか。

Ａ．新判定スコアの作成に係る費用の有無やその額については医療機関ごとに定めることになる。また、 「更新判定（２回目記入欄）」
及び「再更新判定（３回目記入欄）」を記入するときについても同様である。

Ｑ．「医療機関名」は、更新判定時に改めて記載することになっていないが、医療機関を変える場合、 「更新判定（２回目記入欄）」及
び「再更新判定（３回目記入欄）」には、どのように記載するのか。

Ａ． 「更新判定（２回目記入欄）」及び「再更新判定（３回目記入欄）」は、同一の医療機関において判定を求めるときに使用すること
を想定している。医療機関が変わる場合は、新しい用紙で新判定スコアを用意するものとする。なお、医療機関が変わらず、主治医が
変更した場合は、「更新判定（２回目記入欄）」及び「再更新判定（３回目記入欄）」を使用することが想定される。

Ｑ．医療的ケアスコアは何ヶ月に１度の確認が必要か。

Ａ．12ヶ月に一度の確認を求めるものとする。
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（１）はじめに

51

○ 本項では、児童発達支援（放課後等デイサービス）と、放課後等デイサービス（児童発達支援）、指定医療型児
童発達支援、指定居宅訪問型児童発達支援、指定保育所等訪問支援、指定生活介護、指定自立訓練（機能訓練・生
活訓練）又は指定就労移行支援及び指定就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）を一体的に行う「多機能型事業所」における
報酬の取扱いについて、以下の類型に分けて、取扱いをお示しする。
① 指定基準第80条に定める人員基準の特例を適用した基準とし、児童発達支援と放課後等デイサービスのサービ

スの定員を合算した定員区分による報酬を算定する多機能型事業所
② 特例によらず、それぞれのサービスの基準を満たし、それぞれのサービスの定員ごとの定員区分による報酬を

算定する多機能型事業所
③ 重心型事業所の特例として、指定生活介護の定員と合算して実施する多機能型事業所

５．多機能型事業所の場合
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（２）人員基準の特例を適用する児童発達支援及び放課後等デイサービスの多機能型事業所

52

○ 児童発達支援を利用する医療的ケア児と、放課後等デイサービスを利用する医療的ケア児について合算した上で、
２．の（２）の②の考え方により、配置看護職員合計数が、必要看護職員合計数以上になるかどうかを考えるもの
とする。

○ 算定要件を満たす場合は、それぞれのサービスの医療的ケア区分に応じた基本報酬を算定する。

５．多機能型事業所の場合

① 医療的ケア区分に応じた基本報酬の取扱い

○ 児童発達支援を利用する医療的ケア児と、放課後等デイサービスを利用する医療的ケア児について合算した上で、
２．の（３）の④・⑤の考え方により、算定する単位を選択するものとする。

② 医療連携体制加算の取扱い

○ 児童発達支援を利用する重心医ケア児と、放課後等デイサービスを利用する重心医ケア児のスコアを合計した上
で、40点以上又は72点以上になるかどうかを考えるものとする。

③ 看護職員加配加算の取扱い
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（３）それぞれのサービスの基準を満たす多機能型事業所

53

○ 児童発達支援（放課後等デイサービス）とその他のサービスの多機能型事業所であって、それぞれのサービスの
人員基準を満たす場合は、各報酬の算定について、前述の４．までの取扱いのとおり算定するものとする。

○ 児童発達支援（放課後等デイサービス）と、放課後等デイサービス（児童発達支援）の多機能型事業所の場合に
おいても、それぞれの人員基準を満たす場合は、それぞれのサービスごとに、報酬の算定要件を満たすかどうかを
考えるものとし、医療的ケア児の人数や重心医ケア児の医療的ケアスコアを合算するなどの対応は行わないものと
する。

５．多機能型事業所の場合
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（４）重心型事業所の特例として、指定生活介護の定員と合算して実施する多機能型事業所

54

○ 重心型児童発達支援（重心型放課後等デイサービス）と指定生活介護を、一体的な運営がされており、利用定員
を合算して実施する多機能型事業所については、看護職員加配加算について、重心医ケア児と医療的ケアを必要と
する障害者の数を合算しても差し支えないこととしてきた。（※）

（※）平成30年度障害福祉サービス等報酬改定等に係るＱ＆Ａ（VOL.1 問103）

○ 令和３年度以降は、３．の（２）の②のとおり、事業所を利用する重心医ケア児の医療的ケアスコアの合計によ
り判断することになるが、このとき、医療的ケアを必要とする障害者の医療的ケアスコアを合算しても差し支えな
いものとする。

５．多機能型事業所の場合

① 看護職員加配加算の取扱い

○ 医療的ケア児を受け入れるときの報酬の取扱いは、３．の（３）と同様となる。

② 医療的ケア児を受け入れたときの取扱い
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障障発 0228 第１号 

平成 31 年２月 28 日 

 

  都 道 府 県 

各 指 定 都 市 御中 

  児童相談所設置市 

 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長  

（ 公 印 省 略 ） 

 

障害児通所支援事業所における緊急時の対応について 

 

障害保健福祉行政の推進につきましては、日々御尽力いただき厚く御礼申し上げ

ます。 

本日、「学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設等から市町村又は児童相

談所への定期的な情報提供について」（平成 31 年２月 28 日付け内閣府子ども・子

育て本部統括官、文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省子ども家庭局長、社会・

援護局障害保健福祉部長連名通知）及び「児童虐待防止対策に係る学校等・教育委

員会等と市町村・児童相談所との連携の強化について」（平成 31 年 2 月 28 日付け

内閣府子ども・子育て本部統括官、文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省子ど

も家庭局長、社会・援護局障害保健福祉部長連名通知）を発出し、市町村又は児童

相談所への児童虐待防止に係る資料及び情報の提供を行う施設について、障害児通

所支援事業所も対象としたところです。 

両通知において、緊急時の対応として、「なお、障害児通所支援事業所におけるこ

れらの取扱いは、原則として当該障害児通所支援事業所をほぼ毎日利用している幼

児児童生徒等を想定しているが、障害児通所支援事業所の利用頻度が低い又は利用

が不定期である幼児児童生徒等については、本取扱いに準じた取扱いとすることと

し、具体的な内容については、別途お示しする。」としていたところですが、具体的

な内容は下記のとおりですので、都道府県におかれては管内市町村及び管内市町村

所管の障害児通所支援事業所に、指定都市及び児童相談所設置市にあっては、管内

の障害児通所支援事業所に、それぞれ周知の上、取扱いに遺漏なきようよろしくお

取り計らい願います。 

周知にあっては、各障害児支援担当部局と十分に連携の上実施いただくよう願い

ます。  

本通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４第１項の規定に基

づく技術的助言であり、内容について子ども家庭局と協議済みであることを申し添
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えます。 

 

記 

 

 

 

 障害児通所支援事業所において、障害児支援利用計画上利用が予定されてい

た幼児児童生徒等が、その理由の如何にかかわらず、利用の予定されていた日

に欠席し、当該欠席日から数えて休業日を除き７日以上の間、当該幼児児童生

徒等の状況を把握できない場合は、定期的な情報提供の期日を待つことなく、

速やかに市町村等に情報提供すること。 

ただし、保護者以外の者から当該幼児児童生徒等の状況が把握できた場合

（保育所等と併行通園をしている場合の保育所等への確認等）は上記の取扱い

をしないことができる。 

 

以上 
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府 子 本 第 1 9 0 号 

30 文科初第 1618 号 

子 発 0228 第 ３ 号 

障 発 0228 第 ３ 号 

平成 31 年２月 28 日 

 

 

    都 道 府 県 知 事 

     都 道 府 県 教 育 委 員 会 教 育 長 

    指 定 都 市 市 長   

     指 定 都 市 教 育 委 員 会 教 育 長 

中 核 市 市 長 

    児 童 相 談 所 設 置 市 市 長 

      附属学校を置く国立大学法人学長 

各    附属学校を置く公立大学法人学長  殿 

     小中高等学校を設置する学校設置会社を 

所管する構造改革特別区域法第 12 条 

第 1項の認定を受けた地方公共団体の長 

独立行政法人国立高等専門学校機構理事長 

高等専門学校を設置する地方公共団体の長 

高等専門学校を設置する公立大学法人の理事長 

高等専門学校を設置する学校法人の理事長 

 

 

内閣府子ども・子育て本部統括官 

（公印省略） 

文 部 科 学 省 総 合 教 育 政 策 局 長 

（公印省略） 

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 長 

（公印省略） 

文 部 科 学 省 高 等 教 育 局 長 

（公印省略） 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 長 

（公印省略） 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長 

（公印省略） 

 

 

学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設等から市町村又は児童相談所への定

期的な情報提供について 
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 児童虐待については、児童相談所への児童虐待相談対応件数が年々増加の一途をたど

っており、重篤な児童虐待事件も後を絶たないなど依然として深刻な社会問題となって

いる。 

こうした中、平成 30 年３月に東京都目黒区で発生した児童虐待事案を受けて、「児童

虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」（平成 30 年７月 20 日児童虐待防止対策に

関する関係閣僚会議決定）に基づき、学校、保育所等と市町村、児童相談所との連携の

推進を図るため、「学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設から市町村又は児

童相談所への定期的な情報提供に関する指針」に基づく運用をお願いしているところで

あるが、本年１月に千葉県野田市で発生した小学校４年生死亡事案を踏まえ、今般、「学

校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設等から市町村又は児童相談所への定期的

な情報提供に関する指針」（別添）を定め、一層推進すべき取組として周知徹底を図る

ものであるので、適切な運用を図られたい。 

都道府県においては管内市区町村、所轄の私立学校及び関係機関へ、都道府県教育委

員会・指定都市教育委員会においては管内市区町村教育委員会、所管の学校及び関係機

関へ、指定都市・中核市・児童相談所設置市においては関係機関へ、附属学校を置く国

立大学法人及び公立大学法人においては附属学校へ、独立行政法人国立高等専門学校機

構並びに高等専門学校を設置する地方公共団体、公立大学法人及び学校法人においては

その設置する学校へ、構造改革特別区域法第 12 条第１項の認定を受けた地方公共団体

においては認可した学校へそれぞれ周知いただきたい。 

なお、「学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設から市町村又は児童相談所

への定期的な情報提供について」（平成 30 年７月 20 日付け内閣府子ども・子育て本部

統括官、文部科学省初等中等教育局長、厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）につ

いては廃止する。 

また、本通知は地方自治法（昭和 22 年法律第 67号）第 245 条の４第１項の規定に

基づく技術的助言であることを申し添える。 
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学校、保育所、認定こども園及び認可外保育施設等から市町村又は児童相談所への

定期的な情報提供に関する指針 

 

 

１ 趣旨 

 

 本指針は、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特

別支援学校、高等専門学校、高等課程を置く専修学校（以下「学校」という。）、保育

所、地域型保育事業所、認定こども園、認可外保育施設（児童福祉法（昭和 22 年法

律第 164 号）第 59 条の２第１項に規定する施設をいう。以下同じ。）及び障害児通

所支援事業所（以下「学校・保育所等」という。）から市町村又は児童相談所（以下

「市町村等」という。）への児童虐待防止に係る資料及び情報の定期的な提供（以下

「定期的な情報提供」という。）に関し、定期的な情報提供の対象とする児童、情報

提供の頻度・内容、依頼の手続等の事項について、児童虐待の防止等に関する法律（平

成 12 年法律第 82 号。以下「虐待防止法」という。）第 13条の４の規定に基づく基本

的な考え方を示すものである。 

 

 

２ 定期的な情報提供の対象とする児童 

 

（１） 市町村が情報提供を求める場合 

要保護児童対策地域協議会（児童福祉法第 25 条の２に規定する要保護児童対

策地域協議会をいう。以下「協議会」という。）において、児童虐待ケースとして

進行管理台帳（注）に登録されており、かつ、学校に在籍する幼児児童生徒学生、

保育所、地域型保育事業所、認定こども園、認可外保育施設及び障害児通所支援

事業所に在籍する乳幼児（以下「幼児児童生徒等」という。）を対象とする。 

 

（注）進行管理台帳とは、市町村内における虐待ケース等に関して、子ども及び保護者に

関する情報やその状況の変化等を記載し、協議会において絶えずケースの進行管理

を進めるための台帳であり、協議会の中核機関である調整機関において作成するも

のである。 

 

（２） 児童相談所が情報提供を求める場合 

児童相談所（児童福祉法第 12 条に規定する児童相談所をいう。以下同じ。）が

管理している児童虐待ケースであって、協議会の対象となっておらず、かつ、学

校・保育所等から通告があったものなど、児童相談所において必要と考える幼児

（別添） 
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児童生徒等を対象とする。 

 

３ 定期的な情報提供の頻度・内容 

 

（１） 定期的な情報提供の頻度 

 定期的な情報提供の頻度は、おおむね１か月に１回を標準とする。 

 

（２） 定期的な情報提供の内容 

 定期的な情報提供の内容は、上記２（１）及び（２）に定める幼児児童生徒等

について、対象期間中の出欠状況、（欠席した場合の）家庭からの連絡の有無、

欠席の理由とする。 

 

 

４ 定期的な情報提供の依頼の手続 

 

（１）市町村について 

    市町村は、上記２（１）に定める幼児児童生徒等について、当該幼児児童生徒

等が在籍する学校・保育所等に対して、対象となる幼児児童生徒等の氏名、上記

３（２）に定める定期的な情報提供の内容、提供を希望する期間等を記載した書

面を送付する。 

 

（２）児童相談所について 

    児童相談所は、上記２（２）に定める幼児児童生徒等について、当該幼児児童

生徒等が在籍する学校・保育所等に対して、対象となる幼児児童生徒等の氏名、

上記３（２）に定める定期的な情報提供の内容、提供を希望する期間等を記載し

た書面を送付する。 

 

 

５ 機関（学校・保育所等を含む。）間での合意 

 

（１）  上記４により、市町村等が学校・保育所等に対し、定期的な情報提供の依頼を

行う場合は、この仕組みが円滑に活用されるよう、市町村等と学校・保育所等と

の間で協定を締結するなど、事前に機関の間で情報提供の仕組みについて合意

した上で、個別の幼児児童生徒等の情報提供の依頼をすることが望ましいこと。 

 

（２）  協定の締結等による機関間での合意に際しては、本指針に掲げる内容を基本
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としつつも、より実効性のある取組となるよう、おおむね１か月に１回程度を標

準としている定期的な情報提供の頻度や、対象となる幼児児童生徒等の範囲に

ついて、定期的な情報提供の内容をより幅広く設定するなど、地域の実情を踏ま

えたものにすること。 

 

（３）  学校は、市町村等と協定の締結等により機関間での合意をしたときは、その内

容等を設置者等（私立学校にあっては当該学校の所轄庁を含む。以下同じ。）に

対しても報告すること。 

 

 

６ 定期的な情報提供の方法等 

 

（１）情報提供の方法 

学校・保育所等は、市町村等から上記４の依頼文書を受けた場合、依頼のあっ

た期間内において、定期的に上記３に定める定期的な情報提供を書面にて行う。 

 

（２）設置者等への報告等 

 学校が市町村等へ定期的な情報提供を行った場合は、併せて設置者等に対し

てもその写しを送付すること。また、市町村等へ定期的な情報提供を行うに際し

ては、地域の実情に応じて設置者等を経由することも可能とする。 

 

 

７ 緊急時の対応 

 

  定期的な情報提供の期日より前であっても、学校・保育所等において、不自然な外

傷がある、理由不明又は連絡のない欠席が続く、対象となる幼児児童生徒等から虐待

についての証言が得られた、帰宅を嫌がる、家庭環境に変化があったなど、新たな児

童虐待の兆候や状況の変化等を把握したときは、定期的な情報提供の期日を待つこと

なく、適宜適切に市町村等に情報提供又は通告をすること。 

  また、学校・保育所等は保護者等から対象となる幼児児童生徒等が学校・保育所等

を欠席する旨の連絡があるなど、欠席の理由について説明を受けている場合であって

も、その理由の如何にかかわらず、休業日を除き引き続き７日以上欠席した場合（不

登校等による欠席であって学校・保育所等が定期的な家庭訪問等により本人に面会が

でき、状況の把握を行っている場合や、入院による欠席であって学校・保育所等が医

療機関等からの情報等により状況の把握を行っている場合を除く。）には、定期的な

情報提供の期日を待つことなく、速やかに市町村等に情報提供すること。 
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  なお、障害児通所支援事業所におけるこれらの取扱いは、原則として当該障害児通

所支援事業所をほぼ毎日利用している幼児児童生徒等を想定しているが、障害児通所

支援事業所の利用頻度が低い又は利用が不定期である幼児児童生徒等については、本

取扱いに準じた取扱いとすることとし、具体的な内容については、別途お示しする。 

 

 

８ 情報提供を受けた市町村等の対応について 

 

（１） 市町村について 

①  学校・保育所等から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊急時における

情報提供を受けた市町村は、必要に応じて当該学校・保育所等から更に詳しく

事情を聞くこととし、これらの情報を複数人で組織的に評価する。 

 なお、詳細を確認する内容としては、外傷、衣服の汚れ、学校・保育所等で

の相談、健康診断の回避、家庭環境の変化、欠席の背景、その他の虐待の兆候

をうかがわせる事実を確認できた場合には当該事項等が考えられる。 

②  ①の評価を踏まえて、必要に応じて関係機関にも情報を求める、自ら又は関

係機関に依頼して家庭訪問を行う、個別ケース検討会議を開催するなど状況把

握及び対応方針の検討を組織として行うとともに「児童虐待防止対策の強化に

向けた緊急総合対策」を踏まえて適切に警察と情報共有すること。 

③  対応が困難な場合には児童相談所に支援を求めるとともに、専門的な援助や

家庭への立入調査等が必要と考えられる場合は、速やかに児童相談所へ送致又

は通知を行う。 

④  協議会においては、市町村内における全ての虐待ケース（上記２（２）の場

合を除く。）について進行管理台帳を作成し、実務者会議の場において、定期的

に（例えば３か月に１度）、状況確認、主担当機関の確認、援助方針の見直し等

を行うことを徹底すること。 

 

（２） 児童相談所について 

①  児童相談所が学校・保育所等から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊

急時における情報提供を受けた場合 

ア 学校・保育所等から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊急時における

情報提供を受けた児童相談所は、必要に応じて当該学校・保育所等から更に詳

しく事情を聞くこととし、これらの情報について援助方針会議等の合議による

組織的な評価を行うとともに、「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対

策」を踏まえて適切に警察と情報共有すること。 

なお、詳細を確認する内容としては、外傷、衣服の汚れ、学校・保育所等で
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の相談、健康診断の回避、家庭環境の変化、欠席の背景、その他の虐待の兆候

をうかがわせる事実を確認できた場合には当該事項等が考えられる。 

   イ アの評価を踏まえて、必要に応じて関係機関にも情報を求める、自ら家庭訪

問を行う、個別ケース検討会議の開催を市町村に求めるなど状況把握及び対応

方針の検討を組織として行う。 

   ウ 必要に応じて立入調査、出頭要求、児童の一時保護等の対応をとる。 

②  市町村が学校・保育所等から上記６の定期的な情報提供又は上記７の緊急時

における情報提供を受けた場合、市町村の求めに応じて積極的に支援するもの

とする。 

 

 

９ 個人情報の保護に対する配慮 

 

（１） 虐待防止法においては、市町村等から児童虐待に係る情報の提供を求められた

場合、地方公共団体の機関は情報を提供することができると従前から規定されて

いた一方、児童虐待の兆しや疑いを発見しやすい立場にある民間の医療機関、児

童福祉施設、学校等は提供できる主体に含まれておらず、これらの機関等が児童

虐待に係る有益な情報を有しているような場合であっても、個人情報保護や守秘

義務の観点を考慮し、情報提供を拒むことがあった。 

児童虐待が疑われるケースについては、児童や保護者の心身の状況、置かれて

いる環境等の情報は、市町村等において、児童の安全を確保し、対応方針を迅速

に決定するために必要不可欠であることから、「児童福祉法等の一部を改正する

法律」（平成 28 年法律第 63 号）においては、地方公共団体の機関に加え、病院、

診療所、児童福祉施設、学校その他児童の医療、福祉又は教育に関係する機関や

医師、看護師、児童福祉施設の職員、学校の教職員その他児童の医療、福祉又は

教育に関連する職務に従事する者（以下「関係機関等」という。）も、児童相談所

長等から児童虐待の防止等に関する資料又は情報の提供を求められたときは、当

該児童相談所長等が児童虐待の防止等に関する事務又は業務の遂行に必要な限

度で利用し、かつ、利用することに相当の理由があるときは、これを提供するこ

とができるものとされた。ただし、当該資料又は情報を提供することによって、

当該資料又は情報に係る児童等又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれ

があると認められるときは、この限りでないとされた（虐待防止法第 13 条の４）。 

 

（２） このため、学校・保育所等から市町村等に対して、定期的な情報提供を行うに

当たって、「個人情報の保護に関する法律」（平成 15 年法律第 57 号。以下「個人

情報保護法」という。）第 16 条及び第 23 条においては、本人の同意を得ない限
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り、①あらかじめ特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて個人情報を取

り扱ってはならず、②第三者に個人データを提供してはならないこととされてい

る。しかしながら、「法令に基づく場合」は、これらの規定は適用されないこと

とされており、虐待防止法第 13 条の４の規定に基づき資料又は情報を提供する

場合は、この「法令に基づく場合」に該当するため、個人情報保護法に違反する

ことにならない。 

なお、地方公共団体の機関からの情報提供については、各地方公共団体の個人

情報保護条例において、個人情報の目的外利用又は提供禁止の除外規定として、

「法令に定めがあるとき」等を定めていることが一般的であり、虐待防止法第 13

条の４に基づく情報提供は「法令に定めがあるとき」に該当するため、条例にこ

のような除外規定がある場合には条例違反とはならないと考えられる。 

ただし、幼児児童生徒等、その保護者その他の関係者又は第三者の権利利益を

不当に侵害することのないよう十分な配慮の下、必要な限度で行わなければなら

ないので留意すること。 

また、当該情報提供は、虐待防止法第 13 条の４の規定に基づくものであるた

め、同規定の趣旨に沿って行われる限り、刑法（明治 40 年法律第 45 号）や関係

資格法で設けられている守秘義務規定に抵触するものではないことに留意され

たい。 

 

（３） 市町村が学校・保育所等から受けた定期的な情報提供の内容について、協議会

の実務者会議及び個別ケース検討会議において情報共有を図ろうとする際は、市

町村において、学校・保育所等から提供のあった情報の内容を吟味し、情報共有

すべき内容を選定の上、必要な限度で行うこと。 

また、協議会における幼児児童生徒等に関する情報の共有は、幼児児童生徒等

の適切な保護又は支援を図るためのものであり、協議会の構成員及び構成員であ

った者は、正当な理由がなく、協議会の職務に関して知り得た秘密を漏らしては

ならないこととされているので、このことに十分留意し、協議会の適切な運営を

図ること。 

 

 

１０ その他 

 

  市町村等が学校・保育所等以外の関係機関に状況確認や見守りの依頼を行った場合

にも、当該関係機関との連携関係を保ち、依頼した後の定期的な状況把握に努めるも

のとする。 
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児童虐待の防止等に関する法律（平成十二年法律第八十二号） 

 

（資料又は情報の提供） 

第十三条の四 地方公共団体の機関及び病院、診療所、児童福祉施設、学校その他児童の

医療、福祉又は教育に関係する機関（地方公共団体の機関を除く。）並びに医師、歯

科医師、保健師、助産師、看護師、児童福祉施設の職員、学校の教職員その他児童の

医療、福祉又は教育に関連する職務に従事する者は、市町村長、都道府県の設置する

福祉事務所の長又は児童相談所長から児童虐待に係る児童又はその保護者の心身の

状況、これらの者の置かれている環境その他児童虐待の防止等に係る当該児童、そ

の保護者その他の関係者に関する資料又は情報の提供を求められたときは、当該資

料又は情報について、当該市町村長、都道府県の設置する福祉事務所の長又は児童

相談所長が児童虐待の防止等に関する事務又は業務の遂行に必要な限度で利用し、

かつ、利用することに相当の理由があるときは、これを提供することができる。ただ

し、当該資料又は情報を提供することによって、当該資料又は情報に係る児童、その

保護者その他の関係者又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認め

られるときは、この限りでない。 

（参考） 
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障生 第１５９３号 

令和元年 8 月 1 日 

 

障がい児支援施設・事業所管理者 様 

 

大阪府障がい福祉室生活基盤推進課長 

   

障がい児支援施設・事業所における安全確保の徹底について（通知） 

 

   このたび、府内の障がい児通所支援事業所において、食事介助を受けていた児童が

急変し、その後死亡に至った事案が発生しました。 

    児童の安全と安心を確保することは障がい児支援の基本であり、児童、その家族

及び地域住民等の信頼を損ねる事案はあってはならないことです。 

    つきましては、別添の指針を参考に、児童の安全確保に万全を期されるようお願

いします。 

 

 

 

 

 

 大阪府障がい福祉室生活基盤推進課 

 指定・指導グループ  

電話  06-6941-0351（代表）内線 2462 

    06-6944-6696（直通） 

ＦＡＸ 06-6944-6674 
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事 務 連 絡 

                                                令和３年８月 24 日 

 

都道府県 
各  指定都市  民生主管部（局）担当者 殿  
   中 核 市 

 

厚生労働省子ども家庭局子育て支援課 

厚生労働省社会・援護局 

障害保健福祉部障害福祉課 

 

 

児童福祉施設等に設置している遊具等の安全管理の強化について 

 

都市公園内において、公園施設の遊具等に起因すると思われる事故が発生し

ましたので、以下の通りお知らせします。 

 

・ 令和３年４月１７日（土）未明、風致公園内において駐車場の石積擁壁が

倒壊する事故が発生した。この事故による人的被害はなし。（国土交通省事

務連絡 別添１） 

・ 令和３年７月１３日（火）午後６時頃、街区公園内において、親子でブラ

ンコに２人乗りしていたところ、突然チェーンが外れて落下し、５歳女児

が骨折した。（国土交通省事務連絡 別添２） 

上記を踏まえ、別紙のとおり、国土交通省都市局公園緑地・景観課企画専門

官から事務連絡「都市公園の安全管理の強化について」が発出され、類似事故

の再発防止に努めるよう、注意喚起が行われたところです。 

児童福祉施設等に設置している遊具の安全確保については、「児童福祉施設等

に設置している遊具等の安全確保について」（平成２０年８月２９日雇児総発第

0829002 号、障障発第 0829001 号）等により、遊具の安全確保・事故防止対策に

努めていただいているところですが、各都道府県・指定都市・中核市民生主管課

におかれては、日常の点検と不備があった場合の適切かつ速やかな対応につい

て、より一層万全を期されるよう、管内の児童福祉施設等及び市区町村に対して

指導方お願いいたします。 
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         事 務 連 絡 

令和３年８月２３日 

 

各都道府県及び指定都市 

 都市公園管理担当課長 様 

 

                       国土交通省 都市局 

                        公園緑地・景観課 企画専門官 

 

 

都市公園の安全管理の強化について 

 

 

都市公園内において、公園施設に起因する事故が発生したので、以下の通りお知らせい

たします。 

○令和３年４月１７日（土）未明、風致公園内において駐車場の石積擁壁が倒壊する事

故が発生した。この事故による人的被害はなし。（別添１） 

○令和３年７月１３日（火）午後６時頃、街区公園内において、親子でブランコに２人

乗りしていたところ、突然チェーンが外れて落下し、５歳女児が骨折した。（別添２） 

 

別添１の事故について、「公園施設の安全点検に係る指針（案）」では、「Ⅱ－４－１維

持管理段階」「（２）発見された公園施設の変状及び異常に対する適切な措置」（P19）にお

いて、「安全点検等により発見された変状及び異常については、直ちにその程度に応じて

公園施設の使用中止、修繕の応急措置を講ずるとともに、補修、移設、更新などの本格的

な措置の方針を迅速に定めて、その措置を行うものとする。なお、応急措置を講ずる際に

は、本格的な措置を講ずるまでの間に事故が発生しないよう、現場の管理に留意する。」

としています。 

別添２の事故について、「都市公園における遊具の安全確保に関する指針（改訂第２

版）」では、「４－３（２） 発見されたハザードの適切な処理」（P56,57）において、「発

見された物的ハザードについては、その程度に応じて遊具の使用中止、修繕などの応急措

置を講ずるとともに、補修、改良、移設、更新、撤去などの本格的な措置の方針を迅速に

定めて実施する。」、「①物的ハザードに対する措置」に「修繕や部品交換などは、必要に

応じて専門技術者の意見を踏まえて行う。」としています。 

 

 今回の事故は公園管理に起因するものであるか明らかではありませんが、施設の安全性

について懸念が確認された後の対応に課題があったものと考えています。 

 貴職におかれましては、類似事故が発生することのないよう、両指針の内容を改めて確

認し、より一層の安全対策に努めていただくようお願いします。 

 

なお、この旨を貴管内市町村（指定都市を除く）に周知徹底されるようお願いします。 
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【事故の概要】 

 ■発 生 日 令和3年4月17日（土） 

 ■発生場所 人口約100万人以上の都市 

 ■発生公園 風致公園 

■状  況 ・本事故は、未明に駐車場横に設置されている石積擁壁が倒壊したもの。 

       人的被害の報告はなし。 

      ・数年前から擁壁全体が前面に傾斜していることが確認されたため経過観

察を行っていたが、近年、傾斜量の増加がみられたため、ボーリング調

査や実施設計を行い、令和3年6月から改修工事に着手予定であった。 

・日常巡回で目視による安全確認を行っていたが、倒壊の予兆が見られな

かったため、事故当時、擁壁付近の立入りを禁止していなかった。 

・事故の要因は、設置から50年が経過し、経年的に土圧を受けることによ

りコンクリートの耐力が徐々に低下し、倒壊に至ったと推察される。 

・事故発生後、カラーコーンの設置等により立入り禁止措置を実施し、応

急復旧工事を実施するとともに、6 月から本格復旧工事を開始し、10 月

下旬に完了予定。 

 

■事故関連写真 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

別 添 １ 

事故発生状況 

事故発生前 事故発生状況 

応急復旧完了 
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【事故の概要】 

 ■発 生 日 令和3年7月13日（火） 

 ■発生場所 人口約30万人以上の都市 

 ■発生公園 街区公園 

■状  況 ・本事故は、親子でブランコに 2 人乗りしていたところ突然チェーンが外

れて落下し、5歳女児が父親の下敷きになり、左大腿骨を骨折したもの。 

      ・過年度の健全度調査においては、振動部のボルト・シャックルは緩み止

めの対策をする、と指摘があったが、部材交換はせず点検時の緩み確認

のみであった。 

・事故発生後、市内のブランコの一斉点検を実施し、事故発生遊具と同形

状のシャックルについては、脱着防止シャックルに交換をした。 

 なお、交換時に他の公園においてシャックルの緩みは確認されなかった。 

 

 

■事故関連写真 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 

 

 

 

 

 

外れたシャックル 

シャックル外れ状況 

別 添 ２ 

同形状のシャックルの使用状況 

交換後の脱着防止シャックル 
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                                    【参考様式】 

 

障がい児通所支援（児童発達支援・医療型児童発達支援・放課後等デイサービス・保育所等訪問支援・居宅訪問型児童発達） 

契約内容（障がい児通所受給者証記載事項）報告書 

○ 年 ○ 月 △ 日 

 

 

 

 

 

 

 
 

下記のとおり当事業者との契約内容（障がい児通所受給者証記載事項）について報告します。 

 

記 

報告対象者 

障がい児通所 

受給者証番号 
9 8 7 6 5 4 3 2 1 0 

 

 

支給決定障がい者 

（保護者）氏名 
大阪 一郎 

支給決定に係る 

児 童 氏 名 
大阪 一美 

 

契約締結又は契約内容変更による契約支給量等の報告 

受給者証の

事業者記入欄

の 番 号 

サービス内容 契約支給量 
契約日 

（又は契約支給量を変更した日） 
理     由 

1 
児童発達支援 

（児童発達支援センタ

ー以外） 

7 日/月   ○年○月○日 
■1新規契約 

□2契約の変更 

    
□1 新規契約 

□2契約の変更 

    
□1 新規契約 

□2契約の変更 

    
□1 新規契約 

□2契約の変更 

 

既契約の契約支給量によるサービス提供を終了した報告 

提供を終了する 

事業者記入欄の番号 
提供終了日 

提 供 終 了 月 中 の 

終了日までの既提供量 

既契約の契約支給量でのサービス提供

を終了する理由 

   
□1 契約の終了 

□2契約の変更 

   
□1 契約の終了 

□2契約の変更 

   
□1 契約の終了 

□2契約の変更 

   
□1 契約の終了 

□2契約の変更 

事業者番号 2 7 1 2 3 4 5 6 7 8 

事業者及び 

その事業所 

の 名 称 

代 表 者 

〒000－0000 

大阪府○○市△△4-5-6 
◎◎放課後等デイサービス㈱ 

代表取締役 ◎◎ 花子   

 〒000-0000 

 大阪府○○市△△1-2-3 

大阪府○○市長     様 

【参考様式】 
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                                    【参考様式】 

＜障がい児通所給付の受領通知（通知文の例）＞ 

 

○○年○○月○○日 

 大阪 一郎 様 

 （大阪 一美 様分）                    

 ◎◎放課後等デイサービス㈱ 

代表取締役 ◎◎ 花子   

電話番号：000（000）0000 

ＦＡＸ番号：000（000）0000 

 

障がい児通所給付受領のお知らせ 

 

 このたび下記の内容で提供しましたサービスに要した費用について、市町村から支払いを受けましたの

で、お知らせします。 

 このお知らせの内容に疑義がある場合は、当法人もしくは受給者証に記載された市町村にお問い合わせ

ください。 

 

記 

1 サービス提供年月 ○○年○○月 

2 受領した障がい児通所給付名 障がい児通所給付費（児童発達支援（児童発達支援センター以外）） 

3 受 領 日 ○○年△△月▽▽日 

4 受領金額 金○○○，○○○円 

5 内 訳 

サービスに 

要した費用 

の全体の額 

（Ａ） 

金○○○，○○○円 

（別紙明細書のとおり） 

※もしくは、計算過程を記入 

利用者負担額 

（Ｂ） 
金○○○，○○○円 

報 酬 額 

（Ａ）－（Ｂ） 
金○○○，○○○円 
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10

営業時間：10：00～18：00（8時間）　　営業日：月～土　　休日：日曜日 数値のみ記入してください

日付 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 合計 常勤換算後の
人数

備考

曜日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水

管理者兼児童発達管理責任者 常勤・専従 X 実績 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 184.0 1

実績 0.0 0

実績 0.0 0

児童指導員 常勤・専従 A 実績 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 184.0 1

保育士 常勤・専従 B 実績 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 176.0 0.9

児童指導員 常勤・専従 C 実績 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 8.0 176.0 0.9

児童指導員
非常勤・兼

務
D 実績 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 66.0 0.3

障がい福祉サービス経験者
非常勤・兼

務
E 実績 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 3.0 69.0 0.3

実績 0.0 0

実績 0.0 0

実績 0.0 0

実績 0.0 0

22.00 27.00 22.00 27.00 22.00 30.00 22.00 27.00 22.00 27.00 22.00 30.00 22.00 27.00 22.00 27.00 22.00 30.00 22.00 27.00 22.00 27.00 22.00 30.00 22.00 27.00 22.00 671.0

運転手
非常勤・兼

務
D 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 44.0

運転手
非常勤・兼

務
E 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 46.0

運転手
非常勤・専

従
F 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 2.00 18.0

8 9 9 9 8 10 8 10 9 9 9 10 10 9 8 9 9 10 10 8 8 8 9 10 10 9 9 244 区分表示

2 1 1 1 1 2 1 2 2 2 2 2 1 2 2 2 2 2 2 1 1 1 2 2 2 2 2 45 18% 区分2

注１　 原則として月ごとの勤務の状況を記入すること。

注２　 常勤職員が有給休暇等を取得して休んだ場合は要勤務時間（出勤した場合の時間）の数を記載すること。ただし、非常勤職員が終日休暇を取得した場合などは「０時間」とすること。

注３　 提供するサービスに係る従業者全員（管理者含む）について、月ごとの勤務時間数を記入すること。ただし、時間外勤務の時間は算入しないこと。

注４　 職員の加配に係る加算については、「加算対象区分」欄で該当する加算を選択すること。

注５　 職種ごとに（常勤・専従）、（常勤・兼務）、（常勤以外・専従）、（常勤以外・兼務）の区分を選択すこと。

注６　 送迎の運転業務に係る時間は含めないこと。

注７　 当該勤務表は、多機能事業所であっても「サービス種別」毎に作成すること。（児童発達支援・放課後等デイサービスの多機能については１つにまとめてください）

○○○○年○○月分　勤務実績一覧表
事業所・施設の名称 放ﾃﾞｲ事業所　大阪 サービスの種類 児童発達支援・放課後等デイサービス

加配加算の有無 184定員 児童指導員等加配加算（指導員） 常勤職員が当該月に勤務すべき時間（最大値）

　　　　　　　　　　　　　　うち指標該当児童数　(放課後等デイサービス)

直
接
処
遇
職
員

管
理
監
督
者

計

　　　　　　　　　　　　　　受入れ利用児童数

職　　種
加算対象
区分

勤務
区分

氏　　名

【児童指導員等加配加算】

日々の最低人員を確保したうえで、加配職員の勤務

実績が常勤換算で１．０以上。

（この場合は「その他従業者」で満たす）

営業時間を通じて常勤職員1名の配置が必須です。

支援時間と運転時間は分けて記入します。

当日の受け入れ児童数が10名を超えた場合は、最低人員として２．０に、さらに１．０の配置が必要です。
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ふりがな

住所 学年

続柄 年齢
同居
別居

家族

氏名 生年月日
職業(曜日・就業時間)・
学校(学年)

記録日：   　　　　年　　月　　日

生　年　月　日

男　　　女

性別

　　年　　月　　日生まれ

　(満　　歳)
児童氏名

フェイスシート

●相談内容(困っていること、求めていること)

療育手帳　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　無　　有　　　　(判定：　　　　　　)
診断名、障がい名等(病院名、診断日)

身体障害者手帳　　　　　　　　　　　　　 ：　　　　無　　有　　　　(　　　　　　　　級)

精神障害者保健福祉手帳　　　　 　　　：　　　　無　　有　　　　(　　　　　　　　級)

通所受給者証番号                   　   ：

診断等：し て い る　　　・　　し て い な い

※「している」にチェックした場合
利用機関名　　・　　内容(診断等)　　・　　利用頻度

①

項目 確認内容 備考

通院

これまでに関わった機関、病院名等

所属(学校名)

服薬

し て い る　　　・　　し て い な い ※酔い止め・頓服等

※「している」にチェックした場合
薬名　　　・　　　用途　　　・　　　服薬頻度

①

②

　　(〒　　　-　　　　　)　　

　　　　　自宅電話　(  　-     　-      　)      携帯電話①　(       　-　         - 　       )　(連絡先　：　　)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　                  携帯電話②　(　　　　　-　　　　　-　　　　　)　(連絡先　：　　)

②
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●日常生活について

●学習面について

●社会性について

●コミュニケーションについて

●余暇について

●進路について

●その他、支援に関わる特記事項

相手の話を聴く

項目 確認内容

例：スケジュールは丁寧に伝えてほしい(理由も含む)・送迎を利用したいか否か等

習い事等

本人

趣味・好きな遊び

地域中　　・　支援学校　　・　　検討中

備考
地域中　　・　支援学校　　・　　検討中

項目

自分から話す

確認内容

排泄

睡眠

入浴

通常学級　・　支援学級　　・　　併用　　・　　その他　(支援学校)

確認内容 備考
在 籍 学 級

公共の場での行動

食事

衣類の着脱

全介助　　・　　一部介助　　・　　自立

確認内容

項目 備考

家族
項目

スケジュール管理

友達との関わり

状 況 理 解

環 境 適 応

項目

項目

授業中の様子

確認内容

記録日：　　  　　年　　月　　日

アセスメントシート
児童氏名 記録者

確認内容

全介助　　・　　一部介助　　・　　自立

全介助　　・　　一部介助　　・　　自立

全介助　　・　　一部介助　　・　　自立

全介助　　・　　一部介助　　・　　自立

1
224



利用者氏名（児童氏名）：　　　　　　　　　　　　　　　

次回モニタリング時期：　　　年　　月

○ニーズ

本人

家族

○到達目標

長期

短期

○具体的な到達目標及び支援計画
項目 支援期間 優先順位

発達支援

家族支援

地域連携

作成日：　　　年　　月　　日

説明者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

児童発達支援管理責任者氏名：　    　　 　　　 　　　　　　　　

給付決定保護者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日

○総合的な支援方針

上記の内容について、      　　　 　 　　  　　            から説明を受けました。

個別支援計画

担当者具体的な到達目標 支援内容（内容・留意点）
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利用者氏名（児童氏名）：　　　　　　　　　　　　　

次回モニタリング時期：　　　　　　　　　　　　　　

○ニーズ

本人

家族

○到達目標

長期

短期

○具体的な到達目標及び支援計画

○その他

評価日：         年       月　　日

モニタリング

到達目標 達成度 現状・要因の分析等 ご意見 今後の対応

(　5　・　4　・　3　・　2　・　1　)

(　5　・　4　・　3　・　2　・　1　)

(　5　・　4　・　3　・　2　・　1　)
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苦情（相談）対応記録 
 

受 付 日     年  月  日（  ）  時  分 
記 入 者 
（ 担 当 者 ） 

 

利 用 者 
（ フ リガナ ） 

氏 名 

 被保険者

番 号 

          

申 立 人 

（ フ リガナ ） 

氏 名 

 利 用 者 

との関係 

□本人   □子（   ） □子の配偶者   □親  

□事業者 □市町村  □その他（            ） 

住 所  電話番号 ―      ― 

区

分 

□サービス内容に関する事項   □利用料・保険給付に関する事項   □施設・設備等に関する事項   

□制度等に関する事項   □要介護認定に関する事項   □その他（                         ） 

苦 
 

情 
 

等 
 

の 
 

内 
 

容 

 

申 立 人

の 要 望 

□改善してほしい  □調査してほしい  □教えてほしい  □回答してほしい □話を聞いてほしい  

□弁償してほしい  □提言          □その他（                                ）                                   

事

実

確

認

の

状

況 

 

対 

応 

状 

況 

 

 
裏面のその後の経過、再発防止の取り組みも必ず記入すること。 
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第

三

者

委

員 

・ 

関

係

機

関

等 

第 三 者 委 員 

第 三 者 委 員 へ の 報 告 □要  □否 （理由：                      ） 

話し合いへの第三者委員の立会等 □要  □否 （理由：                     ） 

市町村への報告 □有  □無 市町村名  
担 当 課 ・ 
担 当 者 名 

 

国保連への申立 □有  □無 
担 当 課 ・ 
担 当 者 名 

 

大阪府ほか関係
機関等への申立 

□有  □無 申 立 先  
担 当 課 ・ 
担 当 者 名 

 

関係機関等との

対 応 状 況 

 

そ

の

後

の

経

過 

その後の経過 

 

申立人への報告     年  月  日（  ）  時  分 方法等  

顚 末 （ 結 果 ） 

 

再

発

防

止

の

た

め

の

取

組

み 

苦情等が発生 

し た 要因分析 

原

因 

□説明不足    □職員の態度・対応  □サービス内容  □サービス量 

□管理体制    □権利侵害       □その他（                     ） 

具

体

的

要

因 

 

再 発 防 止 の 

ための改善策 

 

改 善 策 の 

実 践 状 況 

 

（備    考） 
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事故 ・ ひやりはっと 報告書 
 

 記 入 者  記 入 日       年    月    日(   ) 

事業所名  サービス種別  

利 用 者 

（フリガナ） 

氏 名 
  年齢  受給者証番号           

住 所  電話番号      －       －       

行政機関 

利用者の支給決定市町村 

（担当課・担当者名） 

 

 
報 告 日       年    月    日(   ) 

事業所所在地の指定権者 

（担当課・担当者名） 

 

 
報 告 日       年    月    日(   ) 

事 

 

故 

 

等 

 

の 

 

概 

 

要 

日     時       年    月    日(   )    時   分 （状況図） 

 

発 生 場 所                

事故等の種類 

□死亡 □転倒・転落 □急病 □誤嚥・誤飲 

□食中毒 □感染症 □暴力行為 □行方不明 

□事業所の事故（火災等） □交通事故 

□その他（                        ） 

対 応 窓 口 

（ 担 当 者 ） 
 

事故等の内容 

（ 具体的に） 

 

発

見

時

の

状

況 

第一発見者 
 

 

発見時の状況 

【□支援中  □食事中  □外出中  □送迎中  □その他（           ）】 

事 

 

故 

 

時 

 

の 

 

対 

 

応 

応急処置の 

概     要 

（対応者・時間
等を明確に） 

 

治療等を行っ
た医療機関等 

 
診断結果 

 

治 療 ・ 処 置 

内 容 

 

連絡した障が
い福祉事業
者・関係機関 

 連絡日時      年   月   日(   )   時   分 

 連絡日時      年   月   日(   )   時   分 

 連絡日時      年   月   日(   )   時   分 

家族等への 

説 明 状 況 

 

（ いずれかに○をすること ） 
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損害賠償 

の発生状況 

 

そ 

 

の 

 

後 

 

の 

 

経 

 

過 

その後の経過 

 

顚 末 （ 結 果 ） 

 

再

発 

◠ 

未

然

防

止 

‿ 

の

た

め

の

取

組

み 

事故等が発生
した要因分析 

 

再 発 （ 未 然 ） 
防 止 の 

ための改善策  
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第１章 総則 

 

平成 24 年の児童福祉法改正において、障害のある子どもが身近な地域で適

切な支援が受けられるように、従来の障害種別に分かれていた施設体系が一元

化され、この際、児童発達支援は、主に未就学の障害のある子どもを対象に発

達支援を提供するものとして位置づけられた。 

この後、平成 26 年７月に取りまとめられた障害児支援の在り方に関する検

討会報告書「今後の障害児支援の在り方について」において、「障害児支援の

内容については、各事業所において理念や目標に基づく独自性や創意工夫も尊

重されるものである。その一方で、支援の一定の質を担保するための全国共通

の枠組みが必要であるため、障害児への支援の基本的事項や職員の専門性の確

保等を定めたガイドラインの策定が必要」との提言を受けた。これを受けて、

平成 27 年４月に、提供される支援の内容が多種多様で、支援の質の観点から

も大きな開きがあるとの指摘がなされている状況にあった放課後等デイサー

ビスについて、「放課後等デイサービスガイドライン」を策定した。 

児童発達支援については、平成 24 年４月では、約 1,700 カ所の事業所数で

あったが、平成 29 年 1 月には、約 4,700 カ所となっており、この事業所数や

利用者数は、放課後等デイサービスに次いで増加している状況にある。 

このような状況にある中、児童発達支援についても、支援の質の確保及びそ

の向上を図り、障害のある子ども本人やその家族のために児童発達支援を提供

していく必要がある。このため、今般、児童発達支援が提供すべき支援の内容

を示し、支援の一定の質を担保するための全国共通の枠組みを示すために、「児

童発達支援ガイドライン」として策定し、公表するものである。 

なお、本ガイドラインは、児童発達支援を実施するに当たって必要となる基

本的事項を示すものである。各事業所には、本ガイドラインの内容を踏まえつ

つ、各事業所の実情や個々の子どもの状況に応じて不断に創意工夫を図り、提

供する支援の質の向上に努めることが求められる。また、各事業所の不断の努

力による支援の質の向上とあいまって、今後も本ガイドラインの見直しを行い、

本ガイドラインの内容も向上させていくものである。 

    

１ 目的 

 

（１）この「児童発達支援ガイドライン」は、児童発達支援について、障害の

ある子ども本人やその家族に対して質の高い児童発達支援を提供するため、

児童発達支援センター及び児童発達支援事業所（以下「児童発達支援セン

ター等」という。）における児童発達支援の内容や運営及びこれに関連する

事項を定めるものである。 

 

（２）各児童発達支援センター等は、このガイドラインにおいて規定される児

童発達支援の内容等に係る基本的な事項等を踏まえ、各児童発達支援セン

ター等の実情に応じて創意工夫を図り、その機能及び質の向上を図らなけ

ればならない。 

 

２ 障害児支援の基本理念 
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（１）障害のある子ども本人の最善の利益の保障 

     児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第１条において、「全て児童は、

児童の権利に関する条約の精神にのつとり、適切に養育されること、そ

の生活を保障されること、愛され、保護されること、その心身の健やか

な成長及び発達並びにその自立が図られることその他の福祉を等しく保

障される権利を有する。」と規定され、児童福祉法第２条第１項において、

「全て国民は、児童が良好な環境において生まれ、かつ、社会のあらゆ

る分野において、児童の年齢及び発達の程度に応じて、その意見が尊重

され、その最善の利益が優先して考慮され、心身ともに健やかに育成さ

れるよう努めなければならない。」と規定されている。このように、障害

のある子どもの支援を行うに当たっては、その気づきの段階から、障害

の種別にかかわらず、子ども本人の意思を尊重し、子ども本人の最善の

利益を考慮することが必要である。 

 

（２）地域社会への参加・包容（インクルージョン）の推進と合理的配慮 

     障害者権利条約では、障害を理由とするあらゆる差別（「合理的配慮」

の不提供を含む。）の禁止や障害者の地域社会への参加・包容（インクル

ージョン）の促進等が定められており、障害のある子どもの支援に当た

っては、子ども一人一人の障害の状態及び発達の過程・特性等に応じ、

合理的な配慮が求められる。 

     また、地域社会で生活する平等の権利の享受と、地域社会への参加・

包容（インクルージョン）の考え方に立ち、障害の有無にかかわらず、

全ての子どもが共に成長できるようにしていくことが必要である。  

     障害のある子どもへの支援に当たっては、移行支援を含め、可能な限

り、地域の保育、教育等の支援を受けられるようにしていくとともに、

同年代の子どもとの仲間作りを図っていくことが求められる。 

 

（３）家族支援の重視 

    障害のある子どもへの支援を進めるに当たっては、障害のある子ども

を育てる家族への支援が重要である。障害のある子どもに対する各種の

支援自体が、家族への支援の意味を持つものであるが、子どもを育てる

家族に対して、障害の特性や発達の各段階に応じて子どもの「育ち」や

「暮らし」を安定させることを基本に置いて丁寧な支援を行うことによ

り、子ども本人にも良い影響を与えることが期待できる。 

 

（４）障害のある子どもの地域社会への参加・包容（インクルージョン）を子

育て支援において推進するための後方支援としての専門的役割 

     障害のある子どもの地域社会への参加・包容（インクルージョン）を

進めるため、障害のない子どもを含めた集団の中での育ちをできるだけ

保障する視点が求められる。このため、専門的な知識・技術に基づく障

害のある子どもに対する支援を、一般的な子育て支援をバックアップす

る後方支援として位置づけ、保育所等訪問支援等を積極的に活用し、子

育て支援における育ちの場において、障害のある子どもの支援に協力で
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きるような体制づくりを進めていくことが必要である。 

     また、障害のある子どもの健やかな育成のためには、子どものライフ

ステージに沿って、地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育、就労支

援等の関係機関が連携を図り、切れ目の無い一貫した支援を提供する体

制の構築を図る必要がある。 

 

３ 児童発達支援の役割 

 

（１）児童発達支援は、児童福祉法第６条の２の２第２項の規定に基づき、障

害のある子どもに対し、児童発達支援センター等において、日常生活にお

ける基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練その他

の便宜を提供するものである。 

 

（２）児童発達支援センター等は、児童福祉法等の理念に基づき、障害のある

子どもの最善の利益を考慮して、児童発達支援を提供しなければならない。 

 

（３）児童発達支援センター等は、主に未就学の障害のある子ども又はその可

能性のある子どもに対し、個々の障害の状態及び発達の過程・特性等に応

じた発達上の課題を達成させていくための本人への発達支援を行うほか、

子どもの発達の基盤となる家族への支援に努めなければならない。また、

地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進するため、保育所、

認定こども園、幼稚園、小学校、特別支援学校（主に幼稚部及び小学部）

等（以下「保育所等」という。）と連携を図りながら支援を行うとともに、

専門的な知識・経験に基づき、保育所等の後方支援に努めなければならな

い。 

 

（４）特に、児童発達支援センターは、地域における中核的な支援機関として、

保育所等訪問支援や障害児相談支援、地域生活支援事業における巡回支援

専門員整備や障害児等療育支援事業等を実施することにより、地域の保育

所等に対し、専門的な知識・技術に基づく支援を行うよう努めなければな

らない。 

 

（５）児童発達支援の目的を達成するため、専門性を有する職員が、保護者や

地域の様々な社会資源との緊密な連携のもとで、障害のある子どもの状態

等を踏まえて支援を行わなければならない。 

 

４ 児童発達支援の原則 

    

（１）児童発達支援の目標 

  ア 乳幼児期は、障害の有無に関わらず、子どもの生涯にわたる人間形成

にとって極めて重要な時期である。このため、児童発達支援センター等

においては、子どもが充実した毎日を過ごし、望ましい未来を作り出す

力の基礎を培うために、子どもの障害の状態及び発達の過程・特性等に

十分配慮しながら、子どもの成長を支援する必要がある。 
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  イ 児童発達支援においては、障害の気づきの段階から継続的な支援を行

い、将来の子どもの発達・成長の姿を見通しながら、日常生活や社会生

活を円滑に営めるよう、今、どのような支援が必要かという視点を持ち、

子どもの自尊心や主体性を育てつつ発達上の課題を達成させることが必

要である。 

   ウ 児童発達支援センター等は、通所する子どもの保護者に対し、その意

向を受け止め、子どもと保護者の安定した関係に配慮し、児童発達支援

センター等の特性や児童発達支援に携わる職員の専門性を活かして、支

援に当たる必要がある。 

 

（２）児童発達支援の方法 

    児童発達支援の目標を達成するために、児童発達支援に携わる職員は、

次の事項に留意して、障害のある子どもに対し、児童発達支援を行わな

ければならない。 

   ア 一人一人の子どもの状況や家庭及び地域社会での生活の実態につ

いて、アセスメントを適切に行い、子どもと保護者のニーズや課題を

客観的に分析した上で支援に当たるとともに、子どもが安心感と信頼

感を持って活動できるよう、子どもの主体としての思いや願いを受け

止めること。 

    イ 子どもの生活リズムを大切にし、健康、安全で情緒の安定した生活

ができる環境や、自己を十分に発揮できる環境を整えること。 

    ウ 一人一人の子どもの発達や障害の特性について理解し、発達の過程

に応じて、個別又は集団における活動を通して支援を行うこと。その

際、子どもの個人差に十分配慮すること。 

    エ 子どもの相互の関係作りや互いに尊重する心を大切にし、集団にお

ける活動を効果あるものにするよう援助すること。 

    オ 子どもが自発的、意欲的に関われるような環境を構成し、子どもの

主体的な活動や子ども相互の関わりを大切にすること。特に、乳幼児

期にふさわしい体験が得られるように支援を行うこと。 

カ 子どもの成長は、「遊び」を通して促されることから、周囲との関わ

りを深めたり、表現力を高めたりする「遊び」を通し、職員が適切に

関わる中で、豊かな感性や表現する力を養い、創造性を豊かにできる

ように、具体的な支援を行うこと。 

    キ 単に運動機能や検査上に表される知的能力にとどまらず、「育つ上で

の自信や意欲」、「発話だけに限定されないコミュニケーション能力の

向上」、「自己選択、自己決定」等も踏まえながら、子どものできるこ

と、得意なことに着目し、それを伸ばす支援を行うこと。 

    ク 一人一人の保護者の状況やその意向を理解し、受容し、それぞれの

親子関係や家庭生活等に配慮しながら、様々な機会をとらえ、適切に

援助すること。 

 

（３）児童発達支援の環境 

     児童発達支援の環境には、児童発達支援に携わる職員や子ども等の人

的環境、施設や遊具等の物的環境、更には自然や社会の事象等がある。
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児童発達支援センター等は、こうした人、物、場等の環境が相互に関連

し合い、子どもの生活が豊かなものとなるよう、次の事項に留意しつつ、

計画的に環境を構築し、工夫して児童発達支援を行わなければならない。 

    ア 子ども自らが環境に関わり、自発的に活動し、様々な経験を積んで

いくことができるよう配慮すること。 

    イ 子どもの活動が豊かに展開されるよう、児童発達支援センター等の

設備や環境を整え、児童発達支援センター等の保健的環境や安全の確

保等に努めること。 

    ウ 子どもが生活する空間は、温かな親しみとくつろぎの場となるとと

もに、障害の特性を踏まえ、時間や空間を本人にわかりやすく構造化

した環境の中で、生き生きと活動できる場となるように配慮すること。 

    エ 子どもが人と関わる力を育てていくため、子ども自らが周囲の子ど

もや大人と関わっていくことができる環境を整えること。 

 

（４）児童発達支援の社会的責任 

  ア 児童発達支援センター等は、子どもの人権に十分配慮することを徹底

するとともに、子ども一人一人の人格を尊重して児童発達支援を行わな

ければならない。 

   イ 児童発達支援センター等は、地域社会との交流や連携を図り、保護者

や地域社会に、当該児童発達支援センター等が行う児童発達支援の内容

を適切に説明しなければならない。 

  ウ 児童発達支援センター等は、常に計画に基づいて提供される支援の内

容や役割分担について定期的に点検し、その質の向上が図られるように

しなければならない。 

  エ 児童発達支援センター等は、通所する子ども等の個人情報を適切に取

り扱うとともに、保護者の相談や申入れ等に対し、その解決を図らなけ

ればならない。 

 

５ 障害のある子どもへの支援 

 

    乳幼児期は、子どもの成長が著しく、障害の有無に関わらず、周囲との

信頼関係に支えられた生活の中で、適切な環境や活動を通じて子どもの健

全な心身の発達を図りつつ、生涯にわたる人間形成の基礎を培う極めて重

要な時期である。 

このため、児童発達支援に携わる職員は、子どもの障害の状態及び発達

の過程・特性等を理解し、発達及び生活の連続性に配慮して児童発達支援

を行わなければならない。また、子ども自身の力を十分に認め、一人一人

の障害の状態及び発達の過程・特性等に応じた適切な援助及び環境構成を

行うことが重要である。 

    また、乳児から３歳未満の障害のある子どもの場合には、健康状態や生

活習慣の育成に十分な配慮を行いながら、子どもの心身の発達に即して支

援を行うとともに、親子関係の形成期にあることを踏まえ、保護者の子ど

もの障害特性の理解等に配慮しながら支援を行う必要がある。 

３歳以上の障害のある子どもの場合には、個の成長と、子ども相互の関
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係や協同的な活動が促されるよう配慮しながら支援を行うとともに、地域

社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する観点から、できる限

り多くの子どもが、保育所や認定こども園、幼稚園の利用に移行し、障害

の有無に関わらず成長できるように、児童発達支援センター等においては

児童発達支援計画を組み立てる必要がある。 
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第２章 児童発達支援の提供すべき支援 

 

  児童発達支援に携わる職員は、保育所等との連携及び移行支援を行うために、

保育所保育指針（平成 20 年厚生労働省告示第 141 号。以下「保育所保育指針」

という。）の「養護」のねらい及び内容を理解するとともに、次の事項に留意

しながら、支援にあたる必要がある。 

 ・一人一人の子どもの健康状態や発育及び発達状態を的確に把握する。また、

家庭環境や生活の実態を知り、社会的養護等の支援の必要性を感じる場合は、

速やかに適切に対応する。  

 ・家庭との連携を密にし、主治医や嘱託医、協力医療機関と連携を図りながら、

保健的で安全な支援環境の維持及び向上に努める。 

 ・清潔で安全な環境を整え、適切な援助や応答的な関わりを通して子どもの生

理的欲求を満たしていく。また、家庭と協力しながら、適切な生活リズムが

作られていくようにする。 

 ・適度な運動と休息を取ることができるようにする。また、食事、衣類の着脱、

排泄、身の回りを清潔にすることなどについて、子どもが意欲的に生活でき

るよう適切に援助する。 

 ・子どもの欲求を適切に満たしながら、応答的な触れあいや言葉がけを行う。

また、子どもの気持ちを受容し、共感しながら、継続的な信頼関係を築いて

いく。 

 ・人との信頼関係を基盤に、主体的な活動、自発性や探索意欲等を高め、自信

を持つことができるよう成長の過程を見守り、適切に働きかける。 

また、児童発達支援センター等においては、保育所保育指針の「健康」、「人

間関係」、「環境」、「言葉」及び「表現」のねらい及び内容に準じて支援にあた

るとともに、障害のある子どもが家庭や地域社会で健やかに育つために、「児

童発達支援」を提供するものとする。 

  この児童発達支援は、大別すると、「発達支援（本人支援及び移行支援）」、「家

族支援」及び「地域支援」からなり、障害のある子どもの個々のニーズに対し、

支援ごとのねらいを達成するために、それに必要な支援内容を具体的に提供し

ながら、総合的に支援を行うものである。 

 また、「本人支援」の各領域に示すねらい及び支援内容は、子どもが家庭

や地域社会における生活を通じ、様々な体験を積み重ねる中で、相互に関連を

持ちながら達成に向かうものである。このため、「本人支援」だけでなく、「移

行支援」や「家族支援」、「地域支援」を通して、育ちの環境を整えていくこと

が極めて重要である。 

さらに、発達支援により得られた、障害のある子どもが健やかに育っていく

ための方法について、家庭や地域に伝えていくことも重要である。   

  なお、幼稚園教育要領、特別支援学校幼稚部教育要領及び幼保連携型認定こ

ども園教育・保育要領のねらい及び内容についても理解し、支援に当たること

が重要である。特に、特別支援学校幼稚部教育要領の「自立活動」は、障害の

ある幼児がその障害による学習上又は生活上の困難の改善・克服のための指導

について示していることに留意する必要がある。 

 

１ 児童発達支援の内容 
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児童発達支援は、障害のある子どもに対し、身体的・精神的機能の適正

な発達を促し、日常生活及び社会生活を円滑に営めるようにするために行

う、それぞれの障害の特性に応じた福祉的、心理的、教育的及び医療的な

援助である。具体的には、障害のある子どものニーズに応じて、「発達支援

（本人支援及び移行支援）」、「家族支援」及び「地域支援」を総合的に提供

していくものである。 

また、児童発達支援は、障害のある子どもの個々のニーズにあった質の

高い支援の提供が必要であり、そのためには、児童発達支援センター等に

おいて、子どもそれぞれに児童発達支援計画を作成し、これに基づき、標

準的な支援を提供していくものである。 

この児童発達支援計画の作成に当たっては、標準化されたツールの活用

も含め、子どもの多様なニーズを総合的に把握するためにアセスメントを

行うことが必要である。この際は、子ども本人の発達等の状況や家族・地

域社会の状況のみならず、子どもや家族の意向を適切に把握することが必

要である。 

このアセスメントを踏まえ、児童発達支援計画に、子ども本人のニーズ

に応じた「支援目標」を設定し、それを達成するために必要な支援につい

て、「発達支援（本人支援及び移行支援）」、「家族支援」及び「地域支援」

で示す支援内容から子どもの支援に必要な項目を適切に選択し、その上で、

具体的な支援内容を設定するものである。なお、選択した支援内容の項目

については、具体的な支援内容と共に、児童発達支援計画に明記すること

が必要である。また、「いつ」、「どこで」、「誰が」、「どのように」、「どのく

らい」支援するかということが、児童発達支援計画の中に常に明確になっ

ていることが必要である。 

適切な支援を提供するためには、適時のモニタリングにより、必要な支

援の検討・改善を行うことが必要である。このためには、児童発達支援計

画の見直し等を行う支援の一連の流れ、すなわちＰＤＣＡサイクル（Plan

（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Action（改善）で構成されるプロ

セス）が必要である。 

なお、これらの支援の結果は、記録・評価され、次の支援に活かしてい

くものである。 

 

（１）発達支援 

 

ア 本人支援 

     「本人支援」は、障害のある子どもの発達の側面から、心身の健康や

生活に関する領域「健康・生活」、運動や感覚に関する領域「運動・感覚」、

認知と行動に関する領域「認知・行動」、言語・コミュニケーションの獲

得に関する領域「言語・コミュニケーション」、人との関わりに関する領

域「人間関係・社会性」の５領域にまとめられるが、これらの領域の支

援内容は、お互いに関連して成り立っており、重なる部分もある。 

また、この「本人支援」の大きな目標は、障害のある子どもが、将来、

日常生活や社会生活を円滑に営めるようにするものである。また、児童
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発達支援センター等で行われる本人支援は、家庭や地域社会での生活に

活かされるために行われるものであり、保育所等に引き継がれていくも

のである。 

 

（ア）健康・生活 

ａ ねらい 

（ａ）健康状態の維持・改善 

（ｂ）生活のリズムや生活習慣の形成 

（ｃ）基本的生活スキルの獲得 

 

ｂ 支援内容 

（ａ）健康状態の把握 

           健康な心と体を育て自ら健康で安全な生活を作り出すこと

を支援する。また、健康状態の常なるチェックと必要な対応

を行う。その際、意思表示が困難である子どもの障害の特性

及び発達の過程・特性等に配慮し、小さなサインから心身の

異変に気づけるよう、きめ細かな観察を行う。 

（ｂ）健康の増進 

睡眠、食事、排泄等の基本的な生活のリズムを身に付けら

れるよう支援する。また、健康な生活の基本となる食を営む

力の育成に努めるとともに、楽しく食事ができるよう、口腔

内機能・感覚等に配慮しながら、咀嚼・嚥下、姿勢保持、自

助具等に関する支援を行う。さらに、病気の予防や安全への

配慮を行う。 

（ｃ）リハビリテーションの実施 

           日常生活や社会生活を営めるよう、それぞれの子どもに適

した身体的、精神的、社会的訓練を行う。 

（ｄ）基本的生活スキルの獲得 

           身の回りを清潔にし、食事、衣類の着脱、排泄等の生活に

必要な基本的技能を獲得できるよう支援する。 

（ｅ）構造化等により生活環境を整える 

           生活の中で、さまざまな遊びを通して学習できるよう環境

を整える。 

また、障害の特性に配慮し、時間や空間を本人に分かりや

すく構造化する。 

 

（イ）運動・感覚 

ａ ねらい 

（ａ）姿勢と運動・動作の向上 

（ｂ）姿勢と運動・動作の補助的手段の活用 

（ｃ）保有する感覚の総合的な活用 

 

ｂ 支援内容 

（ａ）姿勢と運動・動作の基本的技能の向上  
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日常生活に必要な動作の基本となる姿勢保持や上肢・下肢

の運動・動作の改善及び習得、関節の拘縮や変形の予防、筋

力の維持・強化を図る。 

（ｂ）姿勢保持と運動・動作の補助的手段の活用  

姿勢の保持や各種の運動・動作が困難な場合、姿勢保持装

置など、様々な補助用具等の補助的手段を活用してこれらが

できるよう支援する。 

（ｃ）身体の移動能力の向上  

自力での身体移動や歩行、歩行器や車いすによる移動など、

日常生活に必要な移動能力の向上のための支援を行う。 

（ｄ）保有する感覚の活用 

保有する視覚、聴覚、触覚等の感覚を十分に活用できるよ

う、遊び等を通して支援する。 

（ｅ）感覚の補助及び代行手段の活用 

保有する感覚器官を用いて状況を把握しやすくするよう眼

鏡や補聴器等の各種の補助機器を活用できるよう支援する。 

（ｆ）感覚の特性（感覚の過敏や鈍麻）への対応 

感覚や認知の特性（感覚の過敏や鈍麻）を踏まえ、感覚の

偏りに対する環境調整等の支援を行う。 

 

（ウ)認知・行動 

ａ ねらい 

（ａ）認知の発達と行動の習得 

（ｂ）空間・時間、数等の概念形成の習得 

（ｃ）対象や外部環境の適切な認知と適切な行動の習得 

 

ｂ 支援内容 

（ａ）感覚や認知の活用 

視覚、聴覚、触覚等の感覚を十分活用して、必要な情報を

収集して認知機能の発達を促す支援を行う。 

（ｂ）知覚から行動への認知過程の発達 

環境から情報を取得し、そこから必要なメッセージを選択

し、行動につなげるという一連の認知過程の発達を支援する。 

（ｃ）認知や行動の手掛かりとなる概念の形成 

物の機能や属性、形、色、音が変化する様子、空間・時間

等の概念の形成を図ることによって、それを認知や行動の手

掛かりとして活用できるよう支援する。 

（ｄ）数量、大小、色等の習得 

       数量、形の大きさ、重さ、色の違い等の習得のための支援

を行う。 

（ｅ）認知の偏りへの対応 

    認知の特性を踏まえ、自分に入ってくる情報を適切に処理

できるよう支援し、認知の偏り等の個々の特性に配慮する。

また、こだわりや偏食等に対する支援を行う。 
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（ｆ）行動障害への予防及び対応 

   感覚や認知の偏り、コミュニケーションの困難性から生ず

る行動障害の予防、及び適切行動への対応の支援を行う。 

 

（エ）言語・コミュニケーション 

ａ ねらい 

（ａ）言語の形成と活用 

（ｂ）言語の受容及び表出 

（ｃ）コミュニケーションの基礎的能力の向上 

（ｄ）コミュニケーション手段の選択と活用 

 

ｂ 支援内容 

（ａ）言語の形成と活用 

具体的な事物や体験と言葉の意味を結びつける等により、

体系的な言語の習得、自発的な発声を促す支援を行う。 

（ｂ）受容言語と表出言語の支援 

話し言葉や各種の文字・記号等を用いて、相手の意図を理

解したり、自分の考えを伝えたりするなど、言語を受容し表

出する支援を行う。 

（ｃ）人との相互作用によるコミュニケーション能力の獲得 

    個々に配慮された場面における人との相互作用を通して、

共同注意の獲得等を含めたコミュニケーション能力の向上の

ための支援を行う。 

（ｄ）指差し、身振り、サイン等の活用 

指差し、身振り、サイン等を用いて、環境の理解と意思の

伝達ができるよう支援する。 

（ｅ）読み書き能力の向上のための支援 

発達障害の子どもなど、障害の特性に応じた読み書き能力

の向上のための支援を行う。 

（ｆ）コミュニケーション機器の活用 

  各種の文字・記号、絵カード、機器等のコミュニケーショ

ン手段を適切に選択、活用し、環境の理解と意思の伝達が円

滑にできるよう支援する。 

（ｇ）手話、点字、音声、文字等のコミュニケーション手段の活用 

手話、点字、音声、文字、触覚、平易な表現等による多様

なコミュニケーション手段を活用し、環境の理解と意思の伝

達ができるよう支援する。 

 

（オ）人間関係・社会性 

ａ ねらい 

（ａ）他者との関わり（人間関係）の形成 

（ｂ）自己の理解と行動の調整 

（ｃ）仲間づくりと集団への参加 
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ｂ 支援内容  

（ａ）アタッチメント（愛着行動）の形成 

人との関係を意識し、身近な人と親密な関係を築き、その

信頼関係を基盤として、周囲の人と安定した関係を形成する

ための支援を行う。 

（ｂ）模倣行動の支援 

遊び等を通じて人の動きを模倣することにより、社会性や

対人関係の芽生えを支援する。 

      （ｃ）感覚運動遊びから象徴遊びへの支援 

          感覚機能を使った遊びや運動機能を働かせる遊びから、見

立て遊びやつもり遊び、ごっこ遊び等の象徴遊びを通して、

徐々に社会性の発達を支援する。 

（ｄ）一人遊びから協同遊びへの支援 

周囲に子どもがいても無関心である一人遊びの状態から並

行遊びを行い、大人が介入して行う連合的な遊び、役割分担

したりルールを守って遊ぶ協同遊びを通して、徐々に社会性

の発達を支援する。 

（ｅ）自己の理解とコントロールのための支援 

大人を介在して自分のできること、できないことなど、自

分の行動の特徴を理解するとともに、気持ちや情動の調整が

できるように支援する。 

（ｆ）集団への参加への支援 

集団に参加するための手順やルールを理解し、遊びや集団

活動に参加できるよう支援する。 

 

イ 移行支援 

      地域社会で生活する平等の権利の享受と、地域社会への参加・包容

（インクルージョン）の考え方に立ち、障害の有無にかかわらず、全

ての子どもが共に成長できるよう、障害のある子どもに対する「移行

支援」を行うことで、可能な限り、地域の保育、教育等の支援を受け

られるようしていくとともに、同年代の子どもとの仲間作りを図って

いくことが必要である。 

           また、児童発達支援においては、障害のある子どもの発達の状況や

家族の意向をアセスメントし、地域において保育・教育等を受けられ

るように保育所等への支援を行う「後方支援」の役割が求められてい

る。 

 

（ア）ねらい 

ａ 保育所等への配慮された移行支援 

ｂ 移行先の保育所等との連携（支援内容等の共有や支援方法の伝達） 

ｃ 移行先の保育所等への支援と支援体制の構築 

ｄ 同年代の子どもとの仲間作り 

 

（イ）支援内容 
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ａ 具体的な移行を想定した子どもの発達の評価 

ｂ 合理的配慮を含めた移行に当たっての環境の評価 

ｃ 具体的な移行先との調整 

ｄ 家族への情報提供や移行先の見学調整 

ｅ 移行先との援助方針や支援内容等の共有、支援方法の伝達 

ｆ 子どもの情報・親の意向等についての移行先への伝達 

ｇ 併行通園の場合は、利用日数や時間等の調整 

ｈ 移行先の受け入れ体制づくりへの協力 

ｉ 相談支援等による移行先ヘの支援 

ｊ 地域の保育所等や子育て支援サークルとの交流 

 

ウ 支援に当たっての配慮事項 

      児童発達支援に携わる職員は、障害のある子どもの発達の状態及び

発達の過程・特性等を理解し、一人一人の子どもの障害種別、障害の

特性及び発達の状況に応じた支援を行うことが必要である。 

      また、障害種別に応じて、設備・備品への配慮のほか、子どもや保

護者との意思の疎通、情報伝達のための手話等による配慮が必要であ

る。 

 

    ○ 視覚に障害のある子どもに対しては、聴覚、触覚及び保有する視覚

等を十分に活用しながら、様々な体験を通して身近な物の存在を知り、

興味・関心や意欲を育てていくことが必要である。また、ボディイメ

ージを育て、身の回りの具体的な事物・事象や動作と言葉とを結び付

けて基礎的な概念の形成を図るようにすることが必要である。 

    ○ 聴覚に障害のある子どもに対しては、保有する聴覚や視覚的な情報

等を十分に活用して言葉の習得と概念の形成を図る指導を進める必

要がある。また、言葉を用いて人との関わりを深めたり、日常生活に

必要な知識を広げたりする態度や習慣を育てる必要がある。 

    ○ 知的障害のある子どもに対しては、活動内容や環境の設定を創意工

夫し、活動への意欲を高めて、発達を促すようにすることが必要であ

る。また、ゆとりや見通しをもって活動に取り組めるよう配慮すると

ともに、周囲の状況に応じて安全に行動できるようにすることが必要

である。 

    ○ 発達障害のある子どもに対しては、予定等の見通しをわかりやすく

したり、感覚の特性（感覚の過敏や鈍麻）に留意し、安心できる環境

づくりが必要である。また、具体的又は視覚的な手段を用いながら、

活動や場面の理解ができるようにすることや、人とかかわる際の具体

的な方法や手段を身に付けることが必要である。 

    ○ 精神的に強い不安や緊張を示す子どもに対しては、活動内容や環境

の設定を創意工夫し、情緒の程よい表出を促すとともに、人との関わ

りを広げていけるようにすることが必要である。また、少人数でゆっ

たりと落ち着いた受容的な環境を用意することが必要である。 

    ○ 肢体不自由の子どもに対しては、幼児の身体の動きや健康の状態等

に応じ、可能な限り体験的な活動を通して経験を広げるようにするこ
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とが必要である。また、興味や関心をもって、進んで身体を動かそう

としたり、表現したりするような環境を創意工夫することが必要であ

る。 

○ 病弱・身体虚弱の子どもに対しては、病気の状態等に十分に考慮し、

活動と休息のバランスを取りながら、様々な活動が展開できるように

することが必要である。心臓病等により乳幼児期に手術等を受けてい

る子どもは、治療過程で運動や日常生活上での様々な制限を受けたり、

同年代の子どもとの関わりが少なくなるなど、学習の基礎となる経験

が不足することがある。小児慢性特定疾病や難病等の子どもを含め、

子どもが可能な限り体験的な活動を経験できるよう、児童発達支援セ

ンター等は、主治医からの指示・助言や保護者の情報を３者で共有し

ながら支援を行うことが必要である。 

    ○ 医療的ケアが必要な子どもや重症心身障害のある子どもに対しては、

心身や健康の状態、病気の状態等を十分に考慮し、活動と休息のバラ

ンスを取りながら、様々な活動が展開できるようにすることが必要で

ある。また、健康状態の維持・改善に必要な生活習慣を身に付けるこ

とができるようにすることが必要である。さらに、子どもが可能な限

り体験的な活動を経験できるよう、児童発達支援センター等は、主治

医からの指示・助言や保護者の情報を３者で共有しながら支援を行う

ことが必要である。 

    ○ 重症心身障害のある子どもに対しては、重度の知的障害及び重度の

肢体不自由があるため、意思表示の困難さに配慮し、子どもの小さな

サインを読み取り、興味や関心を持った体験的な活動の積み重ねがで

きるようにすることが必要である。また、筋緊張を緩和する環境づく

りと、遊び、姿勢管理により、健康状態の維持・改善を支えることが

必要である。 

    ○ 複数の種類の障害を併せ有する子どもに対しては、それぞれの障害

の特性に配慮した支援が必要である。 

 

（２）家族支援 

障害のある子どもを育てる家族に対して、障害の特性に配慮し、子ど

もの「育ち」や「暮らし」を安定させることを基本に、丁寧な「家族支

援」を行うことが必要である。 

     特に、保護者が子どもの発達を心配する気持ちを出発点とし、障害が

あっても子どもの育ちを支えていける気持ちが持てるようになるまでの

過程においては、関係者が十分な配慮を行い、日々子どもを育てている

保護者の思いを尊重し、保護者に寄り添いながら、子どもの発達支援に

沿った支援が必要である。 

 

ア ねらい 

（ア）家族からの相談に対する適切な助言やアタッチメント形成（愛着

行動）等の支援 

（イ）家庭の子育て環境の整備 

（ウ）関係者・関係機関との連携による支援 
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イ 支援内容 

（ア）子どもに関する情報の提供と定期的な支援調整 

（イ）子育て上の課題の聞きとりと必要な助言 

（ウ）子どもの発達上の課題についての気づきの促しとその後の支援 

（エ）子どもを支援する輪を広げるための橋渡し 

（オ）相談支援専門員との定期的な支援会議や支援計画の調整 

（カ）関係者・関係機関の連携による支援体制の構築 

（キ）家族支援プログラム（ペアレント・トレーニング等）の実施 

（ク）心理的カウンセリングの実施 

（ケ）家族の組織化と定期的な面会 

（コ）兄弟姉妹等の支援 

 

ウ 支援に当たっての配慮事項 

〇 家族支援は、家族が安心して子育てを行うことができるよう、さ

まざまな家族の負担を軽減していくための物理的及び心理的支援

等を行うことである。 

〇 家族支援は、大きなストレスや負担にさらされている母親が中心

となる場合が多いが、父親や兄弟姉妹、さらには祖父母など、家族

全体を支援していく観点が必要である。 

〇 家族が子どもの障害の特性等を理解していくための支援となる

が、理解のプロセス及び態様は、それぞれの家族で異なることを理

解することが重要である。 

〇 特に、子どもの障害の特性等の理解の前段階として、「気づき」

の支援も重要な家族支援の内容であり、個別性に配慮して慎重に行

うことが大切である。 

〇 家族支援において明らかとなってくる虐待（ネグレクトを含む）

の疑いや心理カウンセリングの必要性など、専門的な支援が必要な

場合は、適切な対応が求められる。 

〇 家族支援は、必要に応じて、障害児相談支援事業所、他の児童発

達支援センターや児童発達支援事業所、居宅介護（ホームヘルプ）

や短期入所（ショートステイ）等を実施する障害福祉サービス事業

所、発達障害者支援センター、児童相談所、専門医療機関、保健所

等と緊密な連携を行って実施することが必要である。 

 

（３）地域支援 

    障害のある子どもの地域社会への参加・包容（インクルージョン）を

推進するため、児童発達支援センター等は、保育所等の子育て支援機関

等の関係機関との連携を進め、地域の子育て環境や支援体制の構築を図

るための「地域支援」を行うことが必要である。 

     

ア ねらい 

（ア）地域における連携の核としての役割 

（イ）地域の子育て環境の構築 
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（ウ）地域の支援体制の構築 

 

イ 支援内容 

（ア）児童発達支援センター等 

（ａ）保育所等の子育て支援機関との連携 

（ｂ）医療機関、保健所、児童相談所等の専門機関との連携 

（ｃ）児童委員、主任児童委員等地域の関係者等との連携 

（ｄ）地域支援の体制の構築のための会議の開催 

 （ｅ）個別のケース検討のための会議の開催 

（ｆ）（自立支援）協議会等への参加 

（ｇ）要保護児童対策地域協議会等への参加 

（ｈ）児童発達支援センター等に対する理解促進のための地域集会 

等への積極的な参加 

 

（イ）特に児童発達支援センター     

（ａ）連携・ネットワークの中核機関としての役割 

（ｂ）保育所等訪問支援の実施 

（ｃ）障害児等療育支援事業、巡回支援専門員整備事業の実施 

 

ウ 支援に当たっての配慮事項 

   〇 地域支援は、支援を利用する子どもが地域で適切な支援を受け

られるよう関係機関等と連携することのみならず、地域全体の子

育て支援力を高めるためのネットワークを普段から構築しておく

という視点が必要である。 

   〇 そのためには、支援を利用する個々の子どもに対する個別の支

援会議から生じた課題等を地域の「（自立支援）協議会」において

検討するなど、地域全体の課題として取り組んでいくことが重要

である。 

   〇 地域の支援体制を構築していくためには、平成 26 年７月の障害

児支援の在り方に関する検討会の報告書「今後の障害児支援の在

り方について～「発達支援」が必要な子どもの支援はどうあるべ

きか～」において示された、「地域における縦横連携のイメージ」

や、都道府県域、障害保健福祉圏域、市町村域等における重層的

な支援体制のイメージが参考となる。 
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第３章 児童発達支援計画の作成及び評価 

 

１ 障害児支援利用計画との整合性のある児童発達支援計画の作成と児童発

達支援の実施（障害児相談支援事業所との連携） 

 

児童発達支援センター等による児童発達支援の適切な実施に当たっては、

障害のある子どもや保護者の生活全般における支援ニーズとそれに基づい

た総合的な支援方針等を把握した上で、具体的な支援内容を検討し実施す

る必要がある。そのためには、障害児相談支援事業者と連携し、障害児支

援利用計画との整合性のある児童発達支援計画の作成と児童発達支援の実

施が重要である。なお、障害児支援利用計画と児童発達支援計画は、個々

の子どもの支援における合理的配慮の根拠となるものである。 

 

（１）障害児相談支援事業者による障害児支援利用計画案の作成と支給決定 

○ 障害児相談支援事業に従事する相談支援専門員は、児童発達支援セン

ター等の利用を希望する子どもや保護者の求めに応じて障害児支援利用

計画案の作成を行う。 

○ 相談支援専門員は、子どもや保護者との面談により、子どもの心身の状

況や置かれている環境、日常生活の状況、現に受けている支援、支援の

利用の意向等を子どもや保護者から聞き取った上で、それらに基づいた

アセスメントによりニーズを明らかにし、総合的な援助方針を提案する。 

○ そして、子どもや家族の意向と総合的な援助方針に基づき、個々の子ど

もの障害の状態及び発達の過程・特性等に応じた発達上の課題を達成さ

せ、生活全般のニーズを充足するために、必要な支援を検討する。 

○ 乳幼児期の障害のある子どもへの支援には、児童福祉法に基づき、通

所により発達支援を行う「児童発達支援」や「医療型児童発達支援」の

他、重度の障害等により外出が著しく困難な障害児に対し、居宅を訪問

して発達支援を行う「居宅訪問型児童発達支援」（平成 30 年４月施行予

定）、保育所等を利用している障害児に対し支援を行う「保育所等訪問支

援」がある。また、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成 17 年法律第 123 号）に基づき、居宅で入浴や排泄、食

事の介護等を行う居宅介護（ホームヘルプ）や、自宅で介護する人が病

気の場合等に、短期間、施設で入浴や排泄、食事の介護等を行う短期入

所（ショートステイ）等の障害福祉サービスが利用できる。 

○ 障害児支援利用計画案は、これらの支援の中から、必要な支援を選択

又は組み合わせ、個々の支援の目的や内容及び量について検討し、子ど

も又は保護者の同意のもと作成するものである。 

○ 市町村は、作成された障害児支援利用計画案を勘案し、児童発達支援

センター等の利用についての支給決定を行うこととなる。 

 

（２）サービス担当者会議の開催と障害児支援利用計画の確定 

○ 相談支援専門員は、市町村による支給決定後、子どもや保護者の希望を

踏まえて、支援を提供する事業者の調整を行い、それらの事業者等を集

めたサービス担当者会議を開催する。児童発達支援センター等を利用す
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る場合、サービス担当者会議には、子どもや家族、児童発達支援センタ

ー等の児童発達支援管理責任者や従業者、他の支援等を利用している場

合にはその担当者、その他必要に応じて、子どもや保護者への支援に関

係する者が招集される。 

○ サービス担当者会議では、障害児支援利用計画案の作成に至る経緯、

子どもや保護者の意向と総合的な援助方針、ニーズと支援目標、支援内

容等について参加者で共有する。 

○ サービス担当者会議の参加者は、障害児支援利用計画案の内容につい

て意見交換を行うが、その際、児童発達支援センター等の担当者は、児

童発達支援の専門的な見地からの意見を述べることが求められる。また、

障害児支援利用計画案に位置づけられた当該事業所に期待される役割を

確認するとともに、障害のある子どもが、地域の中で他の子どもと共に

成長できるようにするため、子どもの最善の利益の観点から、支援の提

供範囲にとどまらない意見を述べることが重要である。 

○ 相談支援専門員は、参加者による意見交換を受けて支援の提供の目的

や内容を調整し、各担当者の役割を明確にした上で、子ども又は保護者

の同意のもと障害児支援利用計画を確定する。確定した障害児支援利用

計画は、子どもや保護者を始め、支給決定を担当する市町村、児童発達

支援センター等の支援を提供する者に配付され共有される。 

 

（３）児童発達支援計画に基づく児童発達支援の実施 

○ 児童発達支援センター等の児童発達支援計画は、児童発達支援管理責

任者が、障害児支援利用計画における総合的な援助方針や、当該事業所

に対応を求められるニーズや支援目標及び支援内容を踏まえて、児童発

達支援の具体的な内容を検討し、作成する。 

○ 児童発達支援センター等は、作成された児童発達支援計画に基づき児

童発達支援を実施する。 

 

（４）障害児相談支援事業者によるモニタリングと障害児支援利用計画の見直

し 

○ 一定期間毎に、相談支援専門員は、子どもと保護者に対する面談によ

り、障害児支援利用計画に基づいた支援の提供状況や効果、支援に対す

る満足度についてモニタリングを実施する。また、各事業者から支援の

提供状況や効果について確認した結果、現在の支援がニーズの充足のた

めに適切でなかったり、当初のニーズが充足してニーズが変化していた

り、新たなニーズが確認された場合は、必要に応じてサービス担当者会

議を開催し、障害児支援利用計画を見直す。 

○ サービス担当者会議において、児童発達支援センター等の児童発達支
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援管理責任者は、その時点までの児童発達支援の提供状況を踏まえて、

課題への達成度や気づきの点等の情報を積極的に述べ、必要に応じた障

害児支援利用計画の見直しに寄与することが重要である。そのためには、

児童発達支援センター等の設置者・管理者は、児童発達支援管理責任者

や従業者のうち、当該子どもの状況に精通した最もふさわしい者を参画

させなければならない。 

○ 障害児支援利用計画の内容が見直され、総合的な支援方針や児童発達

支援センター等に求められる役割が変更された場合には、児童発達支援

管理責任者は、必要に応じて児童発達支援計画を変更し、適切な児童発

達支援を実施する。 

 

（５）その他の連携について 

○ 児童発達支援センター等による児童発達支援は、子どもや保護者への

生活全般における支援の一部を継続的に実施するものである。このため、

日々の支援を担う児童発達支援センター等は、子どもや保護者のニーズ

の変化を細やかに把握することができる。また、継続的な関わりは、専

門的なアセスメントを深め、潜在的なニーズの顕在化にもつながる。 

○ しかし、それらのニーズは、児童発達支援センター等のみで対応でき

るものばかりではなく、他の支援機関による対応が必要な場合もある。

その場合は適切な支援が調整され提供されるように、速やかに障害児相

談支援事業者などの関係機関と連絡を取り合う必要がある。 

 

以上のように、障害児相談支援事業者と児童発達支援センター等の関係

性は、単に相談支援専門員が作成した障害児支援利用計画に基づき、児童

発達支援管理責任者が児童発達支援計画を作成し、支援を実施するという

上下の関係にはない。児童発達支援センター等から障害児相談支援事業者

へ積極的に働きかけ、子どもや保護者の生活全般のニーズを充足するため

の双方向のやり取りを行う関係であることに留意して連携する必要がある。 

 

２ 児童発達支援計画の作成及び評価 

 

    児童発達支援管理責任者は、児童発達支援を利用する子どもと保護者の

ニーズを適切に把握し、児童発達支援が提供すべき支援の内容を踏まえて

児童発達支援計画を作成し、すべての従業者が児童発達支援計画に基づい

た支援を行っていけるように調整する。また、提供される支援のプロセス

を管理し、客観的な評価等を行う役割がある。 

 

（１）子どもと保護者及びその置かれている環境に対するアセスメント 

○ 児童発達支援管理責任者は、子どもや家族への面談等により専門的な
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視点からのアセスメントを実施する。子どもと保護者及びその置かれて

いる環境を理解するためには、子どもの障害の状態だけでなく、子ども

の適応行動の状況を、標準化されたアセスメントツールを使用する等に

より確認する必要がある。 

      また、子どもの発育状況、自己理解、心理的課題、子どもの興味・関

心、養育環境、これまで受けてきた支援、現在関わっている機関に関す

ること、地域とのつながり、利用に当たっての希望、将来展望等につい

て必要な情報をとり、子どもと保護者のニーズや課題を客観的に分析す

る。 

○ 保護者のニーズと子ども自身のニーズは必ずしも一致するわけではな

いので、子どものニーズを明確化していくことがまず求められる。また、

この発達の段階にある子どものニーズは変化しやすいため、日頃から状

況を適切に把握して対応していく必要がある。 

 

（２）児童発達支援計画の作成 

○ 障害児相談支援事業者等が作成した障害児支援利用計画や、自らの事

業所でアセスメントした情報について課題整理表等を用いて整理しなが

ら児童発達支援におけるニーズを具体化した上で、児童発達支援の具体

的な内容を検討し、児童発達支援計画を作成する。 

○ 児童発達支援計画には、子どもと保護者の生活に対する意向、総合的

な支援目標とその達成時期、生活全般の質を向上させるための課題、児

童発達支援の提供すべき支援の内容を踏まえた具体的な支援内容、留意

事項を含める。 

○ 児童発達支援計画に、子ども本人のニーズに応じた「支援目標」を設

定し、それを達成するために、「発達支援（本人支援及び移行支援）」、「家

族支援」及び「地域支援」で示す支援内容から子どもの支援に必要な項

目を適切に選択し、その上で、具体的な支援内容を設定する。なお、選

択した支援内容の項目についても、具体的な支援内容と共に、児童発達

支援計画に明記することが必要である。また、「いつ」、「どこで」、「誰が」、

「どのように」、「どのくらい」支援するかということが、児童発達支援

計画において常に明確になっていることが必要である。 

○ 子ども又は保護者に対し、本ガイドラインの「児童発達支援の提供す

べき支援」の「発達支援（本人支援及び移行支援）」、「家族支援」及び「地

域支援」のねらい及び支援内容と、これに基づき作成された「児童発達

支援計画」を示しながら説明を行い、子どもや家族の支援に必要な内容

になっているかについて同意を得る必要がある。 

○ 将来に対する見通しを持った上で、障害種別、障害の特性や子どもの

発達の段階を丁寧に把握し、それらに応じた関わり方を考えていくこと

が必要である。 
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○ 支援手法については、個別活動と集団活動をその子どもに応じて適宜

組み合わせる。 

○ 計画の作成に際しては、従業者から児童発達支援計画の原案について

意見を聞くなど、担当の従業者を積極的に関与させることが必要である。 

 

（３）タイムテーブル、活動プログラムに沿った発達支援の実施 

○ 児童発達支援センター等における時間をどのようにして過ごすかにつ

いて、一人一人の児童発達支援計画を考慮し、一日のタイムテーブルを

作成する。タイムテーブルは、子どもの生活リズムを大切にし、日常生

活動作の習得や、子どもが見通しを持って自発的に活動できるよう促さ

れることが期待される。ただし、提供される活動プログラムを固定化す

ることは、経験が限られてしまうことにもなるため、活動プログラムの

組合せについて、創意工夫が求められる。 

○ 発達支援の時間は十分に確保されなければならず、送迎の都合で発達

支援の時間が阻害されることのないようタイムテーブルを設定しなけれ

ばならない。 

○ 活動プログラムは、子どもの障害種別、障害の特性、発達の段階、生

活状況や課題等に応じた内容を組み立て、従業者も交えながらチームで

検討していくことが必要である。 

○ 集団活動の場合は、対象児の年齢や障害の状態の幅の広さを考慮しな

がら、活動プログラムを作成する必要がある。子どもの年齢や発達課題

が異なることも多いことから、年齢別又は障害別、発達課題別に支援グ

ループを分けることも考慮する必要がある。 

○ 活動プログラムの内容は、本ガイドラインに記載されている児童発達

支援の提供すべき支援の内容等を十分に踏まえたものでなければならな

い。 

 

（４）児童発達支援計画の実施状況の把握（モニタリング） 

○ 児童発達支援計画は、概ね６ヶ月に１回以上モニタリングを行うこと

になっているが、子どもの状態や家庭状況等に変化があった場合にはモ

ニタリングを行う必要がある。モニタリングは、目標達成度を評価して

支援の効果を測定していくためのものであり、単に達成しているか達成

していないかを評価するものではなく、提供した支援の客観的評価を行

い、児童発達支援計画の見直しの必要性を判断する。 

     

（５）モニタリングに基づく児童発達支援計画の変更及び児童発達支援の終結 

○ モニタリングにより、児童発達支援計画の見直しが必要であると判断

された場合は、児童発達支援計画の積極的な見直しを行う。その際、支
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援目標の設定が高すぎたのか、支援内容があっていなかったのか､別の課

題が発生しているのか等の視点で、これまでの支援内容等を評価し、今

後もその支援内容を維持するのか､ 変更するのかを判断していく。現在

提供している児童発達支援の必要性が低くなった場合は、児童発達支援

計画の支援目標の大幅な変更や児童発達支援の終結を検討する。なお、

児童発達支援計画の支援目標の大幅な変更や児童発達支援の終結時には、

設置者・管理者へ報告する。 

○ 児童発達支援計画の支援目標の大幅な変更や児童発達支援の終結に当

たっては、児童発達支援センター等から家族や障害児相談支援事業所、

保育所等の関係機関との連絡調整を実施し、障害児支援利用計画の変更

等を促す。また、他の機関・団体に支援を引き継ぐ場合には、これまで

の児童発達支援の支援内容等について、適切に情報提供することが必要

である。 
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第４章 関係機関との連携 

 

障害のある子どもの発達支援は、子ども本人が支援の輪の中心となり、様々

な関係者や関係機関が関与して行われる必要があり、これらの関係者や関係機

関は連携を密にし、情報を共有することにより、障害のある子どもに対する理

解を深めることが必要である。 

このため、児童発達支援センター等は、日頃から市町村の障害児支援担当部

局、母子保健や子ども・子育て支援、社会的養護等の児童福祉担当部局、保健

所・保健センター、病院・診療所、訪問看護ステーション、発達障害者支援セ

ンター、障害児相談支援事業所、保育所、認定こども園、幼稚園、小学校、特

別支援学校（幼稚部及び小学部）、児童委員や主任児童委員等の関係機関と連

携を図り、児童発達支援が必要な子どもと保護者が、円滑に児童発達支援の利

用に繋がるとともに、その後も、子どもの支援が保育所や学校等に適切に移行

され、適切な支援が引き継がれていくことが必要である。 

また、子ども本人が中心となった支援の輪の中において、児童発達支援セン

ター等に期待される役割を認識し、子どもに対し適切な支援を提供することが

必要である。 

さらに、障害のある子どもが健全に発達していくためには、地域社会とのふ

れあいが必要であり、そうした観点からは児童発達支援センター等が地域社会

から信頼を得ることが重要であるが、そのためには、地域社会に対して、児童

発達支援に関する情報発信を積極的に行うなど、地域に開かれた事業運営を心

がけることが求められる。 

 

１ 母子保健や医療機関等との連携 

 

（１）母子保健等との連携 

     子どもの発達支援の必要性は、新生児聴覚検査、乳幼児健康診査、市

町村保健センター等の発達相談、保育所等の利用等を通して気づかれる

場合があり、気づきの段階から継続的な支援を行うため、母子保健や子

ども・子育て支援等の関係者や関係機関と連携した支援が必要である。 

 

（２）医療機関や専門機関との連携 

医療的ケアが必要な子どもや重症心身障害のある子どもが医療機関

（ＮＩＣＵ等）から在宅生活に移行し、その後も在宅生活を継続してい

くために、地域の保健、医療、保育、教育等の関係機関と連携した支援

が必要である。 

子どもの事故やけが、健康状態の急変が生じた場合に備え、近隣の協

力医療機関をあらかじめ定めておく必要がある。特に、医療的ケアが必

要な子どもや重症心身障害のある子どもは、事前に協力医療機関を受診

し、医師に子どもの状態について理解しておいてもらうことも必要であ

る。 

また、医療的なケアが必要な子どもを受け入れる場合は、子どもの主

治医等との連携体制を構築しておく必要がある。 

さらに、保護者による子どもの虐待等により福祉的介入が必要とされ
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るケースについては、市町村が設置する要保護児童対策地域協議会等を

活用しながら、児童相談所や児童家庭支援センター、市町村の児童虐待

対応窓口、保健所等の関係機関・団体と連携して対応を図る必要がある。 

 

２ 保育所や幼稚園等との連携 

 

   子どもが成長し、児童発達支援センター等から地域の保育所や認定こど

も園、幼稚園、特別支援学校（幼稚部）等に支援を移行する際には、児童

発達支援計画と個別の教育支援計画等を含め、子どもの発達支援の連続性

を図るため、保護者の了解を得た上で、子ども本人の発達の状況や障害の

特性、児童発達支援センター等で行ってきた支援内容等について情報を共

有しながら相互理解を図り、円滑に支援が引き継がれるようにすることが

必要である。 

   また、この際は、引継ぎを中心とした移行支援会議において、障害児相

談支援事業所と連携することが重要である。 

    さらに、児童発達支援センターにおいては、保育所等の職員が障害のあ

る子どもへの対応に不安を抱える場合等に、保育所等訪問支援や巡回支援

専門員整備、障害児等療育支援事業等の積極的な活用を図ることにより、

適切な支援を行っていくことが重要である。 

    加えて、保育所や認定こども園、幼稚園、特別支援学校（幼稚部）等と

の交流や、同年代の障害のない子どもと活動する機会の確保も必要である。 

 

３ 他の児童発達支援センターや児童発達支援事業所等との連携 

 

    地域の児童発達支援センターや児童発達支援事業所は、障害種別や障害

の特性の理解、障害種別や障害の特性に応じた活動や支援方法、支援困難

事例等について、合同で研修を行うことやそれぞれから助言をし合うこと

により、連携を図りながら適切な支援を行っていく必要がある。 

    また、発達障害者支援センター等の専門機関と連携し、助言や研修等を

受けることも必要である。 

    さらに、発達支援上の必要性により、他の児童発達支援センター等を併

せて利用する子どもについて、支援内容を相互に理解しておくため、保護

者の了解を得た上で、他の児童発達支援センター等の事業所との間で、子

ども本人の日常生活動作の状況や留意事項、相互の支援内容や個別の支援

計画の内容等について情報共有を図ることが必要である。 

 

４ 学校や放課後等デイサービス事業所等との連携 

 

○ 子どもが成長し、児童発達支援センター等から小学校や特別支援学校（小

学部）に進学する際には、児童発達支援計画と個別の教育支援計画等を含

め、子どもの発達支援の連続性を図るため、保護者の了解を得た上で、児

童発達支援計画の内容だけでなく、子ども本人の発達の状況や障害の特性、

児童発達支援センター等で行ってきた支援内容等について情報共有を図り、

円滑に支援が引き継がれるようにすることが必要である。 
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また、児童発達支援センターにおいては、小学校や特別支援学校（小学

部）への保育所等訪問支援等の実施により、子どもの支援が継続できるよ

うにしていくことも必要である。 

○ 放課後等デイサービスの利用を開始する場合についても、放課後等デイ

サービス計画が適切に作成されるよう、学校の場合と同様に情報の共有が

必要である。また、放課後等デイサービス利用開始後も、より適切な発達

支援を実施するために連携体制を継続し、必要な情報提供や助言を行うこ

とが望ましい。 

こうした、支援の移行の際は、引継ぎを中心とした移行支援会議におい

て、障害児相談支援事業所と連携することが重要である。 

 

５ 協議会等への参加や地域との連携 

 

    児童発達支援センター等は、（自立支援）協議会子ども部会や地域の子ど

も・子育て会議、要保護児童対策地域協議会等へ積極的に参加すること等

により、関係機関・団体等と連携して、地域支援体制を構築していく必要

がある。 

    また、日頃から地域の行事や活動に参加できる環境を作るため、自治会

の会合に参加することや、地域のボランティア組織と連絡を密にする等の

対応をとることが必要である。 
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第５章 児童発達支援の提供体制 

 

１ 定員 

 

    設置者・管理者は、設備、従業者等の状況を総合的に勘案し、適切な生

活環境と事業内容が確保されるよう、障害のある子どもの情緒面への配慮

や安全性の確保の観点から、適切な利用定員を定めることが必要である。 

 

２ 職員配置及び職員の役割 

 

（１）適切な職員配置 

○ 児童発達支援センターにおいては、嘱託医、児童発達支援管理責任者、

児童指導員及び保育士、機能訓練担当職員（機能訓練を行う場合）の配

置が必須であり、主に重症心身障害のある子どもに対して児童発達支援

を行う場合は、看護師、機能訓練担当職員の配置を行い、医療的ケア等

の体制を整える必要がある。 

○ 児童発達支援事業所においては、児童発達支援管理責任者、指導員又

は保育士、機能訓練担当職員（機能訓練を行う場合）の配置が必須であ

り、主に重症心身障害のある子どもに対して児童発達支援を行う場合は、

指導員に代えて児童指導員、さらに嘱託医、看護師、機能訓練担当職員

の配置を行い、医療的ケア等の体制を整える必要がある。 

○ 常時見守りが必要な子どもや医療的ケアが必要な子ども、重症心身障

害のある子ども等への支援のために、指導員又は保育士、看護師につい

て、人員配置基準を上回って配置することも考慮する必要がある。 

○ 児童発達支援管理責任者が個々の子どもについて作成する児童発達支

援計画に基づき、適切な知識と技術をもって活動等が行われるよう、支

援の単位ごとに、従業者を統括する指導的役割の職員が配置されている

必要があり、この職員には保育士等の資格を保有する者を充てるなど、

支援の質の確保の視点から、適切な職員配置に留意する必要がある。 

 

（２）設置者・管理者の責務 

   ○ 設置者・管理者は、児童発達支援センター等の役割や社会的責任を遂

行するために、法令等を遵守し、設置者・管理者としての専門性等の向

上を図るとともに、児童発達支援の質及び職員の資質向上のために必要

な環境の確保を図らなければならない。 

○ 設置者・管理者は、児童発達支援センター等が適切な支援を安定的に

提供することにより、障害のある子どもの発達に貢献するとともに、子

どもや保護者の満足感、安心感を高めるために、組織運営管理を適切に

行わなければならない。 

  ○ 設置者・管理者は、各職員が目指すキャリアパスに応じた研修等に参

加することができるよう、職員の勤務体制等を工夫し、職員一人一人の
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資質及び専門性の向上の促進を図らなければならない。 

○ 設置者・管理者は、職員一人一人の倫理観及び人間性を把握し、職員

としての適性を適確に判断する責任がある。 

○ 設置者・管理者は、質の高い支援を確保する観点から、従業者等が心

身ともに健康で意欲的に支援を提供できるよう、労働環境の整備を図る

必要がある。 

 

（３）設置者・管理者による組織運営管理 

    設置者・管理者は、事業所の運営方針や、児童発達支援計画、日々の

活動に関するタイムテーブルや活動プログラムについて、児童発達支援

管理責任者及び従業者の積極的な関与のもとでＰＤＣＡサイクルを繰り

返し、事業所が一体となって不断に支援の質の向上を図ることが重要で

ある。 

また、設置者・管理者は、ＰＤＣＡサイクルを繰り返すことによって、

継続的に事業運営を改善する意識を持って、児童発達支援管理責任者及

び従業者の管理及び事業の実施状況の把握その他の管理を行わなければ

ならない。 

 

ア 事業運営の理念・方針の設定・見直しと職員への徹底 

○ 児童発達支援センター等の事業所ごとに、運営規程を定めておくと

ともに、児童発達支援管理責任者及び従業者に運営規程を遵守させ

ておかなければならない。運営規程には以下の重要事項は必ず定め

ておく必要がある。 

      【運営規程の重要事項】 

       ・事業の目的及び運営の方針 

       ・従業者の職種、職員数及び職務の内容 

       ・営業日及び営業時間 

       ・利用定員 

       ・児童発達支援の内容並びに保護者から受領する費用の種類及び

その額 

       ・通常の事業の実施地域 

       ・支援の利用に当たっての留意事項 

       ・緊急時等における対応方法 

       ・非常災害対策 

       ・事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害

の種類 

       ・虐待の防止のための措置に関する事項 

       ・その他運営に関する重要事項 

261



31 

 

○ 事業の目的及び運営方針は、本ガイドラインに記載されている児

童発達支援の役割や児童発達支援の提供すべき内容、地域での子ど

もや保護者の置かれた状況、児童発達支援が公費により運営される

事業であること等を踏まえ、適切に設定する。 

○ 事業の目的及び運営方針の設定や見直しに当たっては、児童発達

支援管理責任者及び従業者が積極的に関与できるように配慮する。 

○ 児童発達支援管理責任者及び従業者の採用に当たっては、事業所

の目的及び運営方針を始めとした運営規程の内容を丁寧に説明す

るとともに、様々な機会を通じて繰り返しその徹底を図る。 

 

イ 複数のサイクル（年・月等）での目標設定と振り返り 

○ ＰＤＣＡサイクルにより不断に業務改善を進めるためには、児童

発達支援管理責任者及び従業者が参画して、複数のサイクル（年間

のほか月間等）で事業所としての業務改善の目標設定とその振り返

りを行うことが必要である。 

 

ウ 自己評価結果の公表 

     ○ 本ガイドラインに加え、別添の「児童発達支援センター等におけ

る事業所全体の自己評価の流れ」を踏まえ、「事業所職員向け児童発

達支援自己評価表」（別紙１）を活用して行う児童発達支援センター

等の職員による事業所の支援の評価及び別添の「保護者等向け児童

発達支援評価表」（別紙２）を活用して行う保護者等による事業所評

価を踏まえ、事業所全体として自己評価を行う必要がある。 

○ 事業所の自己評価結果による児童発達支援の質の評価及び改善

の内容については、事業所全体による自己評価に基づき、「事業所

における自己評価結果（公表）」（別紙３）及び「保護者等からの事

業所評価の集計結果（公表）」（別紙４）を用いて、概ね１年に１回

以上、利用者や保護者等に向けて、インターネットのホームページ

や会報等で公表していくことが必要である。 

     ○ また、この事業所による自己評価のほか、可能な限り、第三者に

よる外部評価を導入して、事業運営の一層の改善を図ることが必要

である。 

 

エ コミュニケーションの活性化等 

○ ＰＤＣＡサイクルによる業務改善が適切に効果を上げるには、現

状の適切な認識・把握と、事業所内での意思の疎通・情報共有が重

要である。 

○ 支援提供の日々の記録については、児童発達支援管理責任者が把
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握する以外に、従業者同士での情報共有を図ることも支援の質の向

上のために有用である。職場での何でも言える雰囲気作りや職員同

士のコミュニケーションの活性化も設置者・管理者の役割である。  

○ 児童発達支援計画の作成・モニタリング・変更の結果について、

児童発達支援管理責任者から報告を受けるなど、児童発達支援管理

責任者や従業者の業務の管理及び必要な指揮命令を行う。 

○ 支援内容の共有や職員同士のコミュニケーションの活性化が事

業所内虐待の防止や保護者による虐待の早期発見に繋がるもので

あることも認識しておくとともに、設置者・管理者も、適切な支援

が提供されているか把握しておく必要がある。 

 

オ 子どもや保護者の意向等の把握 

○ ＰＤＣＡサイクルによる業務改善を進める上で、アンケート調査

等を実施して、支援を利用する子どもや保護者の意向や満足度を把

握することが必要である。 

○ 特に子どもや保護者の意向等を踏まえて行うこととした業務改

善への取組については、子ども及び保護者に周知していくことが必

要である。 

 

カ 支援の継続性 

○ 児童発達支援は、子どもや保護者への支援の継続性の観点から継

続的・安定的に運営することが必要である。やむを得ず事業を廃止

し又は休止しようとする時は、その一月前までに都道府県知事等に

届け出なければならない。この場合、子どもや保護者に事業の廃止

又は休止しようとする理由を丁寧に説明するとともに、他の児童発

達支援センター等を紹介するなど、子どもや保護者への影響が最小

限に抑えられるように対応することが必要である。  

 

３ 施設及び設備 

 

○ 児童発達支援センター等は、児童発達支援を提供するための設備及び備

品を適切に備えた場所である必要がある。設置者・管理者は、様々な障害

のある子どもが安全に安心して過ごすことができるようバリアフリー化や

情報伝達への配慮等、個々の子どもの態様に応じた工夫が必要である。 

○ 児童発達支援事業所の指導訓練室については、床面積の基準は定められ

ていないが、児童発達支援センターが児童発達支援事業を行う場合におい

ては、子ども一人当たり２．４７㎡の床面積が求められていることを参考

としつつ、適切なスペースの確保に努めることが必要である。 
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○ 子どもが生活する空間については、指導訓練室のほか、おやつや昼食が

とれる空間、静かな遊びのできる空間、雨天等に遊びができる空間、子ど

もが体調の悪い時等に休息できる静養空間、年齢に応じて更衣のできる空

間等を工夫して確保することが必要である。 

   また、室内のレイアウトや装飾にも心を配り、子どもが心地よく過ごせ

るように工夫することが必要である。 

○ 屋外遊びを豊かにするため、屋外遊技場の設置や、近隣の児童遊園・公

園等を有効に活用することが必要である。 

○ 備品については、遊具のほか、障害種別、障害の特性及び発達状況に応

じた支援ツールを備えることも考慮していくことが必要である。 

 

４ 衛生管理、安全対策 

 

   設置者・管理者は、障害のある子どもや保護者が安心して児童発達支援

センター等の支援を受け続けられるようにするためには、児童発達支援セ

ンター等を運営する中で想定される様々なリスク、例えば、子どもの健康

状態の急変、非常災害、犯罪、感染症の発生と蔓延等に対する対応マニュ

アルの策定や発生を想定した訓練、関係機関・団体との連携等により、日

頃から十分に備えることが必要である。 

 

（１）衛生・健康管理 

○ 設置者・管理者は、感染症の予防や健康維持のために、職員に対し常

に清潔を心がけさせ、手洗い、手指消毒の励行、換気等の衛生管理を徹

底することが必要である。 

○ 設置者・管理者は、感染症又は食中毒が発生した場合の対応や、排泄

物又は嘔吐物等に関する処理方法についての対応マニュアルを策定し職

員に周知徹底を図るとともに、マニュアルに沿って対応できるようにす

ることが必要である。 

○ 設置者・管理者は、子どもの健康状態の把握及び感染症発生の早期発

見のために、子どもの来所時の健康チェック及び保護者との情報共有の

体制を構築しておくことが必要である。また、感染症発生動向に注意を

払い、インフルエンザやノロウイルス等の感染症の流行時には、子ども

の来所時の健康チェック及び保護者との情報共有体制を強化する必要が

ある。さらに、インフルエンザやノロウイルス等の感染症により集団感

染の恐れがある場合は、子どもの安全確保のために、状況に応じて休所

とする等の適切な対応を行うともに、保護者や各関係機関・団体との連

絡体制を構築しておく必要がある。 

○ 職員は、事前に、服薬や予防接種、てんかん発作等の子どもの状況を

確認しておくとともに、子どもの健康管理に必要となる器械器具の管理
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等を適正に行う必要がある。 

○ 設置者・管理者は、食物アレルギーのある子どもについて、医師の指

示書に基づき、食事やおやつを提供する際に、除去食や制限食で対応で

きる体制を整えることが必要である。 

○ 設置者・管理者は、重症心身障害のある子どもなど、全身性障害があ

る子どもについては、常に骨折が起こりやすいことを念頭におき、適切

な介助が行える体制を整えるとともに、誤嚥性肺炎を起こさないよう、

摂食時の姿勢や車いすの角度等の調整、本人の咀嚼・嚥下機能に応じた

適切な食事の介助を計画的・組織的に行えるようにすることが必要であ

る。 

  

（２）非常災害・防犯対策 

○ 設置者・管理者は、非常災害に備えて消火設備等の必要な設備を設け

るとともに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の避難方

法や、関係機関・団体への通報及び連絡体制を明確にするとともに、そ

れらを定期的に職員や保護者に周知しなければならない。 

○ 設置者・管理者は、非常災害の発生に備え、定期的に避難、救出その

他必要な訓練を行わなければならない。 

○ 設置者・管理者は、重大な災害の発生や台風の接近等により危険が見

込まれる場合には、子どもの安全確保のために、状況に応じて児童発達

支援センター等を休所とする等の適切な対応を行うとともに、保護者や

保育所等の関係機関・団体との連絡体制を構築しておく必要がある。ま

た、地震や風水害等の緊急事態に対して、重要な事業を継続又は早期に

復旧させるための事業継続計画（ＢＣＰ）を策定することが望ましい。 

○ 職員は、障害種別や障害の特性ごとの災害時対応について理解してお

くとともに、児童発達支援管理責任者は、子どもごとの児童発達支援計

画に災害時の対応について記載することも必要である。 

   特に医療的ケアが必要な子どもについては、保護者や主治医、嘱託医

及び協力医療機関等との間で災害発生時の対応について綿密に意思疎通

を図っておくことが重要であり、設置者・管理者は、職員に徹底する必

要がある。 

○ 設置者・管理者は、外部からの不審者の侵入を含め、子どもが犯罪に

巻き込まれないよう、事業所として防犯マニュアルの策定や、地域の関

係機関・団体等と連携しての見守り活動、子ども自身が自らの安全を確

保できるような学習支援など、防犯に係る安全確保への取組を行う必要

がある。 

 

（３）緊急時対応 
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○ 設置者・管理者は、子どもの事故やケガ、健康状態の急変が生じた場

合は、速やかに保護者、協力医療機関及び主治医に連絡を行う等の必要

な措置を講じなければならない。 

  ○ 設置者・管理者は、緊急時における対応方法について「緊急時対応マ

ニュアル」を策定するとともに、職員が緊急時における対応方針につい

て理解し、予め設定された役割を実行できるように訓練しておく必要が

ある。 

     また、設置者・管理者は、例えば、てんかんのある子どもが急な発作

を起こした場合に速やかに対応できるよう、個々の子どもに応じた緊急

の対応方法や搬送先等について、個別の緊急時対応マニュアルとして策

定して、職員間で共有することも必要である。 

○ 職員は、医療的ケアを必要とする子ども等の支援に当たっては、窒息

や気管出血等、生命に関わる事態への対応を学び、実践できるようにし

ておく必要がある。 

 

（４）安全確保 

○ 職員は、支援の提供中に起きる事故やケガを防止するために、室内や

屋外の環境の安全性について毎日点検し、必要な補修等を行い、危険を

排除することが必要である。 

また、職員は、衝動的に建物から出てしまう子ども等もいるため、子

どもの特性を理解した上で、必要な安全の確保を行う必要である。 

○ 設置者・管理者は、発生した事故事例や、事故につながりそうな事例

の情報を収集し、ヒヤリハット事例集を作成し、職員間で共有すること

が必要である。 

 

５ 適切な支援の提供 

 

○ 設置者・管理者は、設備、職員等の状況を総合的に勘案し、適切な生活

環境と事業内容が確保されるよう、障害のある子どもの情緒面への配慮や

安全性の確保の観点から、利用定員の規模や、室内のレイアウトや装飾等

に心を配り、必要に応じて改善を図る。 

○ 職員は、児童発達支援の提供すべき支援の内容等について理解するとと

もに、児童発達支援計画に沿って、それぞれの子どもたちの障害種別、障

害の特性、発達の段階、生活状況や課題に細やかに配慮しながら支援を行

うことが必要である。 

○ 職員は常に意思の疎通を図り、円滑なコミュニケーションが取れるよう

にすることが必要である。 

○ 支援開始前には職員間で必ず打合せを実施し、その日行われる支援の内

容や役割分担について把握する。 
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○ 支援終了後に職員間で打合せを実施し、その日の支援の振り返りをし、

子どもや家族との関わりで気づいた点や、気になった点について職員間で

共有する。 

○ 職員は、その日行った支援の手順、内容、利用者の反応や気づきについ

て、記録をとらなければならない。また、日々の支援が目標や計画に沿っ

て行われているか、記録に基づいて検証し、支援の改善や自らのスキルア

ップに繋げていく必要がある。 

 

６ 保護者との関わり 

 

   職員は、子どもや保護者の満足感、安心感を高めるために、提供する支

援の内容を保護者とともに考える姿勢を持ち、子どもや保護者に対する丁

寧な説明を常に心がけ、子どもや保護者の気持ちに寄り添えるように積極

的なコミュニケーションを図る必要がある。 

 

（１）保護者との連携 

○ 職員は、日頃から子どもの状況を保護者と伝え合い、子どもの発達の

状況や課題について共通理解を持つことが重要である。このため、医療

的ケアの情報や介助の方法、適切な姿勢、気になることがあった場合の

情報等について、連絡ノート等を通じて保護者と共有することが必要で

ある。また、必要に応じて、家庭内での養育等についてペアレント・ト

レーニング等を活用しながら、子どもの育ちを支える力をつけられるよ

う支援したり、環境整備等の支援を行ったりすることが必要である。 

 ○ 設置者・管理者は、送迎時の対応について、事前に保護者と調整して

いくことが必要である。また、施設内でのトラブルや子どもの病気・事

故の際の連絡体制について、事前に保護者と調整し、その内容について

職員間で周知徹底しておく必要がある。 

○ 設置者・管理者は、職員が行う保護者への連絡や支援について、随時

報告を受けることや記録の確認等により、把握・管理することが必要で

ある。 

 

（２）子どもや保護者に対する説明責任等 

職員は、子どもや保護者が児童発達支援を適切かつ円滑に利用できる

よう、説明責任を果たすとともに、必要な支援を行う責務がある。 

 

ア 運営規程の周知 

      設置者・管理者は、運営規程について、事業所内の見やすい場所に

掲示する等により、その周知を図る。 

 

イ 子どもや保護者に対する運営規程や児童発達支援計画の内容について

の丁寧な説明 

      設置者・管理者は、子どもや保護者に対し、利用申込時において、

運営規程や支援の内容を理解しやすいように説明を行う必要がある。
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特に、支援の内容、人員体制（資格等）、利用者負担、苦情解決の手

順、緊急時の連絡体制等の重要事項については文書化の上、対面で説

明する。 

      また、児童発達支援管理責任者は、児童発達支援計画の内容につい

て、その作成時、変更時に子どもと保護者に対して丁寧に説明を行う

必要がある。 

 

ウ 保護者に対する相談援助等 

○ 職員は、保護者が悩み等を自分だけで抱え込まないように、保護者

からの相談に適切に応じ、信頼関係を築きながら、保護者の困惑や将

来の不安を受け止め、専門的な助言を行うことも必要である。例えば、

保護者との定期的な面談（最低限モニタリング時に実施することが望

ましい）や訪問相談等を通じて、子育ての悩み等に対する相談を行っ

たり、子どもの障害について保護者の理解が促されるような支援を行

ったりすることが必要である。 

○ 職員は、父母の会の活動を支援したり、保護者会等を開催したりす

ることにより、保護者同士が交流して理解を深め、保護者同士のつな

がりを密にして、安心して子育てを行っていけるような支援を行うこ

とが必要である。また、家族支援は保護者に限った支援ではなく、兄

弟姉妹や祖父母等への支援も含まれる。特に兄弟姉妹は、心的負担等

から精神的な問題を抱える場合も少なくないため、例えば、兄弟姉妹

向けのイベントを開催する等の対応を行っていくことも必要である。 

    ○ 設置者・管理者は、職員に対して、保護者との定期的な面談や保護

者に対する相談援助について、その適切な実施を促すとともに、随時

報告を受けることや記録の確認等により、把握・管理する必要がある。 

 

   エ 苦情解決対応 

○ 設置者・管理者は、児童発達支援に対する子どもや保護者からの苦

情（虐待に関する相談も含む）について、迅速かつ適切に対応するた

めに、苦情を受け付けるための窓口や苦情受付担当者、苦情解決責任

者、第三者委員の設置、解決に向けた手順の整理等、迅速かつ適切に

解決が図られる仕組みを構築することが必要である。 

○ 設置者・管理者は、苦情受付窓口について、子どもや保護者に周知

するとともに、第三者委員を設置している場合には、その存在につい

ても、子どもや保護者に周知する必要がある。 

○ 設置者・管理者は、苦情解決責任者として、迅速かつ適切に対応す

る必要がある。 

 

オ 適切な情報伝達手段の確保 

○ 事業所は、定期的に会報等を発行し、活動概要や行事予定、連絡体

制等の情報を子どもや保護者に対して発信することが必要である。 
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○ 視覚障害や聴覚障害等の障害種別に応じて、子どもや保護者との意

思の疎通、情報伝達のための手話等による配慮が必要である。 

 

７ 地域に開かれた事業運営 

 

○ 設置者・管理者は、地域住民の事業所に対する理解の増進や地域の子ど

もとしての温かい見守り、地域住民との交流活動の円滑な実施等の観点か

ら、事業所はホームページや会報等を通じて活動の情報を積極的に発信す

ることや、事業所の行事に地域住民を招待する等地域に開かれた事業運営

を図ることが必要である。 

○ 実習生やボランティアの受入れは、事業所及び実習生やボランティア双

方にとって有益であり、設置者・管理者は、積極的に対応することが望ま

しい。ただし、実習生やボランティアの受入れに当たっては、事故が起き

ないよう適切な指導を行う等の対応が必要である。また、実習生やボラン

ティアの受入れに当たっては、事業所の理念やプログラム内容及び障害の

ある子どもの支援上の注意事項等を理解させることが必要である。 

 

８ 秘密保持等 

 

○  設置者・管理者は、職員等（実習生やボランティアを含む。以下同じ。）

であった者が、その業務上知り得た秘密を漏らすことがないよう、誓約書

の提出や雇用契約に明記するなど、必要な措置を講じなければならない。 

○ 職員は、関係機関・団体に子ども又はその家族に関する情報を提供する

際は、あらかじめ文書により保護者等の同意を得ておかなければならない。

また、ホームページや会報等に子ども又は保護者の写真や氏名を掲載する

際には、保護者の許諾を得ることが必要である。 

○ 職員等は、その職を辞した後も含めて、正当な理由がなく業務上知り得

た秘密を漏らしてはならない。 
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第６章 支援の質の向上と権利擁護 

 

１ 支援の質の向上への取り組み 

 

   児童福祉法第 21 条の５の 17 第２項の規定において、指定障害児事業者

等は、その提供する障害児通所支援の質の評価を行うことその他の措置を

講ずることにより、障害児通所支援の質の向上に努めなければならないと

されている。そのためには、設置者・管理者は、「第三者評価共通基準ガイ

ドライン（障害者・児福祉サービス版）」等により、第三者による外部評価

を活用することが有効である。 

また、適切な支援を安定的に提供するとともに、支援の質を向上させる

ためには、支援に関わる人材の知識・技術を高めることが必要であり、そ

のためには、設置者・管理者は、様々な研修の機会を確保するとともに、

知識・技術の取得意欲を喚起することが重要である。 

    さらに、職員が児童発達支援センター等における課題について共通理解

を深め、協力して改善に努めることができる体制を構築するためには、日

常的に職員同士が主体的に学び合う姿勢が重要である。そのため、設置者・

管理者は、児童発達支援センター等において職場研修を実施し、職員は当

該研修を通じて、常に自己研鑽を図る必要がある。 

    加えて、設置者・管理者は、職員が外部で行われる研修等へ積極的に参

加できるようにし、職員が必要な知識・技術の修得、維持及び向上を図れ

るようにする必要がある。 

 

（１）職員の知識･技術の向上 

○ 職員の知識・技術の向上は、児童発達支援の提供内容の向上に直結す

るものであり、職員の知識・技術の向上への取組は、設置者・管理者の

重要な管理業務の一つである。 

○ 設置者・管理者は、職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、

その計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保することが必要である。

資質の向上の支援に関する計画の策定に際しては、職員を積極的に参画

させることが必要である。 

○ 児童発達支援を適切に提供する上で、児童発達支援に期待される役割、

障害のある子どもの発達の段階ごとの特性、障害種別・障害の特性、関

連する制度の仕組み、関係機関・団体の役割、児童虐待への対応、障害

者の権利に関する条約の内容等を理解することが重要であり、設置者・

管理者は、職員に対してこうした知識の修得に向けた意欲を喚起する必

要がある。 

○ 障害種別、障害の特性に応じた支援や発達の段階に応じた支援、家族

支援等に係る適切な技術を職員が修得することが、子どもの発達支援や

二次障害の予防、家庭養育を支えるといった視点から重要であり、設置

者・管理者は、職員に対してこうした技術の修得に向けた意欲を喚起す
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る必要がある。 

 

（２）研修受講機会等の提供 

○  設置者・管理者は、職員の資質向上を図るため、研修を実施する等の

措置を講じなければならない。 

     具体的には自治体や障害児等関係団体が実施する研修等への職員の参

加、事業所における研修会や勉強会の開催（本ガイドラインを使用した

研修会や勉強会等）、事業所に講師を招いての研修会の実施、職員を他の

事業所等に派遣しての研修、事業所内における職員の自己研鑽のための

図書の整備等が考えられる。また、医療的ケアが必要な子どもや重症心

身障害のある子どもに対し、適切な支援が行われるよう、喀痰吸引等の

研修を受講させることが必要である。 

○ 児童発達支援管理責任者は、従業者に対する技術指導及び助言を行う

ことも業務となっており、設置者・管理者は、事業所内における研修の

企画等に当たっては、児童発達支援管理責任者と共同して対応していく

ことが必要である。 

 

２ 権利擁護 

 

障害のある子どもの支援に当たっては、児童の権利に関する条約、障害

者の権利に関する条約、児童福祉法等が求める子どもの最善の利益が考慮

される必要がある。特に、障害のある子どもが、自由に自己の意見を表明

する権利並びにこの権利を実現するための支援を提供される権利を有する

ことを認識することが重要である。具体的には、職員は、子どもの意向の

把握に努める等により、子ども本人の意思を尊重し、子ども本人の最善の

利益を考慮した支援を日々行う必要がある。 

また、障害のある子どもの権利擁護のために、虐待等の子どもの人権侵

害の防止に関する次のような取組も積極的に行っていくことが重要である。 

 

（１）虐待防止の取組 

○ 設置者・管理者は、職員による子どもに対する虐待を防止するため、

虐待防止委員会の設置など、必要な体制の整備が求められる。 

     虐待防止委員会の責任者は、通常、管理者が担うこととなる。虐待防

止委員会を組織的に機能させるために、苦情解決の第三者委員等の外部

委員を入れてチェック機能を持たせるとともに、児童発達支援管理責任

者等、虐待防止のリーダーとなる職員を虐待防止マネージャーとして配

置し、研修や虐待防止チェックリストの実施など、具体的な虐待防止へ

の取組を進める。 

○ 設置者・管理者は、職員に対する虐待防止啓発のための定期的な研修

を実施し、又は自治体が実施する研修を受講させるほか、自らが虐待防
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止のための研修を積極的に受講する等により、児童虐待の防止等に関す

る法律（平成 12 年法律第 82 号。以下「児童虐待防止法」という。）及び

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成

23 年法律第 79 号。以下「障害者虐待防止法」という。）について理解し、

虐待の防止への取組を進める必要がある。特に、「障害者福祉施設等にお

ける障害者虐待の防止と対応の手引き」は必ず読むようにする。 

     各都道府県で実施する虐待防止や権利擁護に関する研修を受講した場

合には、児童発達支援センター等で伝達研修を実施することが重要であ

る。 

○ 職員等からの虐待（特に性的虐待）は、密室化した場所で起こりやす

いことから、設置者・管理者は、送迎の車内を含め、密室化した場所を

極力作らないよう、常に周囲の目が届く範囲で支援が実施できるように

する必要がある。 

○ 職員等から虐待を受けたと思われる子どもを発見した場合（相談を受

けて虐待と認識した場合を含む。）、その職員は、障害者虐待防止法第 16

条に規定されている通報義務に基づき、児童発達支援の通所給付決定を

した市町村の窓口に通報する。この時に、市町村に通報することなく、

事業所の中だけで事実確認を進め、事態を収束させてしまうと通報義務

に反することとなるため、必ず市町村に通報した上で行政と連携して対

応を進める必要がある。 

○ 職員は、虐待を発見しやすい立場にあることを認識し、子どもの状態

の変化や家族の態度等の観察や情報収集により、虐待の早期発見に努め

させる必要がある。 

○ 職員は、保護者による虐待について、保護者に対する相談支援やカウ

ンセリング等により未然防止に努めることが重要であることを認識する。 

○ 職員は、保護者による虐待を発見した場合は、児童虐待防止法第６条

に規定されている通告義務に基づき、市町村、都道府県の設置する福祉

事務所又は児童相談所等へ速やかに通告するよう徹底する必要がある。

虐待等により福祉的介入が必要とされるケースについては、市町村等が

設置する要保護児童対策地域協議会等を活用しながら、児童相談所や児

童家庭支援センター、市町村の児童虐待対応窓口、保健所等の関係機関・

団体と連携して対応を図っていくことが求められる。 

 

（２）身体拘束への対応 

○ 職員等が自分の体で利用者を押さえつけて行動を制限することや、自

分の意思で開けることのできない居室等に隔離すること等は身体拘束に

当たり、障害のある子どもや他の障害のある子どもの生命又は身体を保

護するために緊急やむを得ない場合を除き、禁止されている。 
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42 

 

○ やむを得ず身体拘束を行う場合は、切迫性、非代替性、一時性が要件

となるが、身体拘束の検討が必要なケースについては、代替性がないか

等について慎重に検討した上で、それでもなお、身体拘束を行わざるを

得ない事態が想定される場合には、いかなる場合にどのような形で身体

拘束を行うかについて、設置者・管理者は組織的に決定する必要がある。

また、児童発達支援管理責任者は、児童発達支援計画に、身体拘束が必

要となる状況、身体拘束の態様・時間等について、子どもや保護者に事

前に十分に説明をし、了解を得た上で記載させることが必要である。 

○ 身体拘束を行った場合には、設置者・管理者は、身体拘束を行った職

員又は児童発達支援管理責任者から、その様態及び時間、その際の利用

者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由等必要な事項の記録ととも

に報告を受ける。なお、必要な記録がされていない場合は、運営基準違

反となることを認識しておく必要がある。 

 

（３）その他 

   ○ 設置者・管理者は、子どもの権利擁護に関する研修会を実施するなど、

職員が子どもの人権を尊重した支援を行うために必要な取組を進めるこ

とが必要である。 
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43 

 

別 添 

 

児童発達支援センター等における 

事業所全体の自己評価の流れ 

 

○  児童発達支援ガイドラインの第５章「児童発達支援の提供体制」－「１ 職員配置及

び職員の役割」－「（３）設置者・管理者による組織運営管理」－「ウ 自己評価結果の

公表」は、以下の手順に示すとおり、「事業所職員向け児童発達支援自己評価表」（別紙

１）を活用して行う児童発達支援センター等の職員による事業所の支援の評価及び「保

護者等向け児童発達支援評価表」（別紙２）を活用して行う保護者等による事業所評価を

踏まえ、事業所全体として自己評価を行うものです。 

○  事業所の自己評価結果による児童発達支援の質の評価及び改善の内容については、事

業所全体における自己評価に基づき、「事業所における自己評価結果（公表）」（別紙３）

及び「保護者等からの事業所評価の集計結果（公表）」（別紙４）を用いて、おおむね１

年に１回以上、利用者や保護者等に向けて、インターネットのホームページや会報等で

公表していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○課題や改善すべき点の検討結果を踏まえ、速やかに改善の対応を
図る、若しくは、立てられた改善目標に沿って、支援を改善して
いく。 

○事業所全体による自己評価に基づき、「事業所における自己評価
結果（公表）」（別紙３）を公表する。 

○併せて、「保護者等からの事業所評価の集計結果」（別紙４）を公
表する。 

ステップ２ 
保護者等に 
よる評価 

ステップ１ 
職員による 
自己評価 

 

ステップ３ 
事業所全体に
よる自己評価 

ステップ４ 
自己評価結果
の公表 

ステップ５ 
支援の改善 

○事業者から保護者等に対して、「保護者等向け児童発達支援評価
表」（別紙２）を配布してアンケート調査を行う。保護者等から
回答をとりまとめ、「ご意見」欄の記述も含め集計する。 

○事業所の職員が「事業者向け児童発達支援自己評価表」（別紙１）
を用いて、事業所の支援の評価を行う。その際、「はい」「いいえ」
等にチェックするだけでなく、各項目について「工夫している点」
「課題や改善すべき点」等について自己評価する。 

○事業所の職員による自己評価及び保護者等による事業所評価の
結果を踏まえ、職員全員で討議し、項目ごとに評価を行う。特に、
「課題や改善すべき点」について、認識をすり合わせる。 

○職員間で認識が共有された課題や改善すべき点について検討を
行い、速やかに改善の対応を図る、若しくは、改善目標を立てる。
なお、討議の結果は書面に記録し、職員間で共有する。 

○討議に際しては、保護者等に対するアンケート調査結果を十分に
踏まえ、支援の提供者の認識と保護者等の認識のずれを客観的に
分析する。 
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チェック項目 はい いいえ 工夫している点、課題や改善すべき点など

1
利用定員が指導訓練室等スペースとの関係で適
切であるか

2 職員の配置数は適切であるか

3

生活空間は、本人にわかりやすく構造化された環
境になっているか。また、障害の特性に応じ、事業
所の設備等は、バリアフリー化や情報伝達等への
配慮が適切になされているか

4
生活空間は、清潔で、心地よく過ごせる環境に
なっているか。また、子ども達の活動に合わせた
空間となっているか

 

5
業務改善を進めるためのPDCAサイクル（目標設
定と振り返り）に、広く職員が参画しているか

6
保護者等向け評価表により、保護者等に対して事
業所の評価を実施するとともに、保護者等の意向
等を把握し、業務改善につなげているか

7

事業所向け自己評価表及び保護者向け評価表の
結果を踏まえ、事業所として自己評価を行うととも
に、その結果による支援の質の評価及び改善の
内容を、事業所の会報やホームページ等で公開し
ているか

8
第三者による外部評価を行い、評価結果を業務改
善につなげているか

9
職員の資質の向上を行うために、研修の機会を確
保しているか

10
アセスメントを適切に行い、子どもと保護者のニー
ズや課題を客観的に分析した上で、児童発達支
援計画を作成しているか

11
子どもの適応行動の状況を図るために、標準化さ
れたアセスメントツールを使用しているか

12

児童発達支援計画には、児童発達支援ガイドライ
ンの「児童発達支援の提供すべき支援」の「発達
支援（本人支援及び移行支援）」、「家族支援」、
「地域支援」で示す支援内容から子どもの支援に
必要な項目が適切に選択され、その上で、具体的
な支援内容が設定されているか

13
児童発達支援計画に沿った支援が行われている
か

14 活動プログラムの立案をチームで行っているか

15
活動プログラムが固定化しないよう工夫している
か

16
子どもの状況に応じて、個別活動と集団活動を適
宜組み合わせて児童発達支援計画を作成してい
るか

環
境
・
体
制
整
備

業
務
改
善

適
切
な
支
援
の
提
供

児童発達支援自己評価表事業所職員向
別紙１

275



チェック項目 はい いいえ 工夫している点、課題や改善すべき点など

17
支援開始前には職員間で必ず打合せをし、その
日行われる支援の内容や役割分担について確認
しているか

18
支援終了後には、職員間で必ず打合せをし、その
日行われた支援の振り返りを行い､気付いた点等
を共有しているか

19
日々の支援に関して記録をとることを徹底し、支援
の検証・改善につなげているか

20
定期的にモニタリングを行い、児童発達支援計画
の見直しの必要性を判断しているか

21
障害児相談支援事業所のサービス担当者会議に
その子どもの状況に精通した最もふさわしい者が
参画しているか

22
母子保健や子ども・子育て支援等の関係者や関
係機関と連携した支援を行っているか

23

（医療的ケアが必要な子どもや重症心身障害のあ
る子ども等を支援している場合）
地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関
係機関と連携した支援を行っているか

24

（医療的ケアが必要な子どもや重症心身障害のあ
る子ども等を支援している場合）
子どもの主治医や協力医療機関等と連絡体制を
整えているか

25
移行支援として、保育所や認定こども園、幼稚園、
特別支援学校（幼稚部）等との間で、支援内容等
の情報共有と相互理解を図っているか

26
移行支援として、小学校や特別支援学校（小学
部）との間で、支援内容等の情報共有と相互理解
を図っているか

27
他の児童発達支援センターや児童発達支援事業
所、発達障害者支援センター等の専門機関と連携
し、助言や研修を受けているか

28
保育所や認定こども園、幼稚園等との交流や、障
害のない子どもと活動する機会があるか

29
（自立支援）協議会子ども部会や地域の子ども・子
育て会議等へ積極的に参加しているか

30
日頃から子どもの状況を保護者と伝え合い、子ど
もの発達の状況や課題について共通理解を持っ
ているか

31
保護者の対応力の向上を図る観点から、保護者
に対して家族支援プログラム（ペアレント･トレーニ
ング等）の支援を行っているか

32
運営規程、利用者負担等について丁寧な説明を
行っているか

33

児童発達支援ガイドラインの「児童発達支援の提
供すべき支援」のねらい及び支援内容と、これに
基づき作成された「児童発達支援計画」を示しな
がら支援内容の説明を行い、保護者から児童発
達支援計画の同意を得ているか

保
護
者
へ
の
説
明
責
任
等

適
切
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援
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連
携
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チェック項目 はい いいえ 工夫している点、課題や改善すべき点など

34
定期的に、保護者からの子育ての悩み等に対す
る相談に適切に応じ、必要な助言と支援を行って
いるか

35
父母の会の活動を支援したり、保護者会等を開催
する等により、保護者同士の連携を支援している
か

36

子どもや保護者からの相談や申入れについて、対
応の体制を整備するとともに、子どもや保護者に
周知し、相談や申入れがあった場合に迅速かつ適
切に対応しているか

37
定期的に会報等を発行し、活動概要や行事予定、
連絡体制等の情報を子どもや保護者に対して発
信しているか

38 個人情報の取扱いに十分注意しているか

39
障害のある子どもや保護者との意思の疎通や情
報伝達のための配慮をしているか

40
事業所の行事に地域住民を招待する等地域に開
かれた事業運営を図っているか

41

緊急時対応マニュアル、防犯マニュアル、感染症
対応マニュアル等を策定し、職員や保護者に周知
するとともに、発生を想定した訓練を実施している
か

42
非常災害の発生に備え、定期的に避難、救出そ
の他必要な訓練を行っているか

43
事前に、服薬や予防接種、てんかん発作等のこど
もの状況を確認しているか

44
食物アレルギーのある子どもについて、医師の指
示書に基づく対応がされているか

45
ヒヤリハット事例集を作成して事業所内で共有して
いるか

46
虐待を防止するため、職員の研修機会を確保する
等、適切な対応をしているか

47

どのような場合にやむを得ず身体拘束を行うかに
ついて、組織的に決定し、子どもや保護者に事前
に十分に説明し了解を得た上で、児童発達支援計
画に記載しているか

○この児童発達支援自己評価表は、児童発達支援センター又は児童発達支援事業所の職員の方に、事業所の自己評価をして
いただくものです。  「はい」、「いいえ」のどちらかに「○」を記入するとともに、「工夫している点」、「課題や改善すべき点」等につい
て記入してください。
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チェック項目 はい
どちらとも
いえない いいえ

わから
ない ご意見

1
子どもの活動等のスペースが十分に確保さ
れているか

2 職員の配置数や専門性は適切であるか

3

生活空間は、本人にわかりやすい構造化さ
れた環境iになっているか。また、障害の特性
に応じ、事業所の設備等は、バリアフリー化
や情報伝達等への配慮が適切になされてい
るか

4
生活空間は、清潔で、心地よく過ごせる環境
になっているか。また、子ども達の活動に合
わせた空間となっているか

5
子どもと保護者のニーズや課題が客観的に
分析された上で、児童発達支援計画iiが作成
されているか

6

児童発達支援計画には、児童発達支援ガイ
ドラインの「児童発達支援の提供すべき支
援」の「発達支援（本人支援及び移行支
援）」、「家族支援」、「地域支援」で示す支援
内容から子どもの支援に必要な項目が適切
に選択され、その上で、具体的な支援内容
が設定されているか

7
児童発達支援計画に沿った支援が行われて
いるか

8
活動プログラムiiiが固定化しないよう工夫さ
れているか

9
保育所や認定こども園、幼稚園等との交流
や、障害のない子どもと活動する機会がある
か

10
運営規程、利用者負担等について丁寧な説
明がなされたか

11

児童発達支援ガイドラインの「児童発達支援
の提供すべき支援」のねらい及び支援内容
と、これに基づき作成された「児童発達支援
計画」を示しながら、支援内容の説明がなさ
れたか

12
保護者に対して家族支援プログラム（ペアレ
ント・トレーニングiv等）が行われているか

13
日頃から子どもの状況を保護者と伝え合い、
子どもの健康や発達の状況、課題について
共通理解ができているか

14
定期的に、保護者に対して面談や、育児に
関する助言等の支援が行われているか

15
父母の会の活動の支援や、保護者会等の開
催等により保護者同士の連携が支援されて
いるか

16

子どもや保護者からの相談や申入れについ
て、対応の体制が整備されているとともに、
子どもや保護者に周知・説明され、相談や申
入れをした際に迅速かつ適切に対応されて
いるか
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児童発達支援評価表保護者等向け
別紙２
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チェック項目 はい
どちらとも
いえない いいえ

わから
ない ご意見

17
子どもや保護者との意思の疎通や情報伝達
のための配慮がなされているか

18

定期的に会報やホームページ等で、活動概
要や行事予定、連絡体制等の情報や業務に
関する自己評価の結果を子どもや保護者に
対して発信されているか

19 個人情報の取扱いに十分注意されているか

20

緊急時対応マニュアル、防犯マニュアル、感
染症対応マニュアル等を策定し、保護者に
周知・説明されているか。また、発生を想定
した訓練が実施されているか

21
非常災害の発生に備え、定期的に避難、救
出、その他必要な訓練が行われているか

22 子どもは通所を楽しみにしているか

23 事業所の支援に満足しているか

（保護者等の皆様へ） 
○ この児童発達支援評価表は、児童発達支援センター又は児童発達支援事業所を利用しているお子さんの保護者等の方に、事業所の評価をして
いただくものです。

   「はい」、「どちらともいえない」、「いいえ」、「わからない」のいずれかに「○」を記入していただくとともに、「ご意見」についてもご記入ください。

ⅲ 「活動プログラム」は、事業所の日々の支援の中で、一定の目的を持って行われる個々の活動のことです。子どもの障害の特性や課題等に応じて
柔軟に組み合わせて実施されることが想定されています。

ⅳ 「ペアレント・トレーニング」は、保護者が子どもの行動を観察して障害の特性を理解したり、障害の特性を踏まえた褒め方等を学ぶことにより、子
どもが適切な行動を獲得することを目標とします。

ⅰ 「本人にわかりやすく構造化された環境」は、この部屋で何をするのかを示せるように、机や本棚の配置など、子ども本人にわかりやすくすることで
す。

ⅱ 「児童発達支援」は、児童発達支援を利用する個々の子どもについて、その有する能力、置かれている環境や日常生活全般の状況に関するアセ
スメントを通じて、総合的な支援目標及び達成時期、生活全般の質を向上させるための課題、支援の具体的内容、支援を提供する上での留意事項
などを記載する計画のことです。これは、児童発達支援センター又は児童発達支援事業所の児童発達支援管理責任者が作成します。
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チェック項目 はい いいえ 工夫している点
課題や改善すべき点を踏まえた

改善内容又は改善目標

1
利用定員が指導訓練室等スペースとの関係で
適切である

2 職員の配置数は適切である

3

生活空間は、本人にわかりやすく構造化された
環境になっている。また、障害の特性に応じ、事
業所の設備等は、バリアフリー化や情報伝達等
への配慮が適切になされている

4
生活空間は、清潔で、心地よく過ごせる環境に
なっている。また、子ども達の活動に合わせた空
間となっている

 

5
業務改善を進めるためのPDCAサイクル（目標設
定と振り返り）に、広く職員が参画している

6
保護者等向け評価表により、保護者等に対して
事業所の評価を実施するとともに、保護者等の
意向等を把握し、業務改善につなげている

7

事業所向け自己評価表及び保護者向け評価表
の結果を踏まえ、事業所として自己評価を行うと
ともに、その結果による支援の質の評価及び改
善の内容を、事業所の会報やホームページ等で
公開している

8
第三者による外部評価を行い、評価結果を業務
改善につなげている

9
職員の資質の向上を行うために、研修の機会を
確保している

10
アセスメントを適切に行い、子どもと保護者の
ニーズや課題を客観的に分析した上で、児童発
達支援計画を作成している

11
子どもの適応行動の状況を図るために、標準化
されたアセスメントツールを使用している

12

児童発達支援計画には、児童発達支援ガイドラ
インの「児童発達支援の提供すべき支援」の「発
達支援（本人支援及び移行支援）」、「家族支
援」、「地域支援」で示す支援内容から子どもの
支援に必要な項目が適切に選択され、その上
で、具体的な支援内容が設定されている

13
児童発達支援計画に沿った支援が行われてい
る

14 活動プログラムの立案をチームで行っている

15 活動プログラムが固定化しないよう工夫している

16
子どもの状況に応じて、個別活動と集団活動を
適宜組み合わせて児童発達支援計画を作成し
ている

公表：　　　　年　　月　　日 事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

環
境
・
体
制
整
備

業
務
改
善

適
切
な
支
援
の
提
供

事業所における自己評価結果（公表） 別紙３

280



チェック項目 はい いいえ 工夫している点
課題や改善すべき点を踏まえた

改善内容又は改善目標

17
支援開始前には職員間で必ず打合せをし、その
日行われる支援の内容や役割分担について確
認している

18
支援終了後には、職員間で必ず打合せをし、そ
の日行われた支援の振り返りを行い､気付いた
点等を共有している

19
日々の支援に関して記録をとることを徹底し、支
援の検証・改善につなげている

20
定期的にモニタリングを行い、児童発達支援計
画の見直しの必要性を判断している

21
障害児相談支援事業所のサービス担当者会議
にその子どもの状況に精通した最もふさわしい
者が参画している

22
母子保健や子ども・子育て支援等の関係者や関
係機関と連携した支援を行っている

23

（医療的ケアが必要な子どもや重症心身障害の
ある子ども等を支援している場合）
地域の保健、医療、障害福祉、保育、教育等の
関係機関と連携した支援を行っている

24

（医療的ケアが必要な子どもや重症心身障害の
ある子ども等を支援している場合）
子どもの主治医や協力医療機関等と連絡体制を
整えている

25
移行支援として、保育所や認定こども園、幼稚
園、特別支援学校（幼稚部）等との間で、支援内
容等の情報共有と相互理解を図っている

26
移行支援として、小学校や特別支援学校（小学
部）との間で、支援内容等の情報共有と相互理
解を図っている

27
他の児童発達支援センターや児童発達支援事
業所、発達障害者支援センター等の専門機関と
連携し、助言や研修を受けている

28
保育所や認定こども園、幼稚園等との交流や、
障害のない子どもと活動する機会がある

29
（自立支援）協議会子ども部会や地域の子ども・
子育て会議等へ積極的に参加している

30
日頃から子どもの状況を保護者と伝え合い、子
どもの発達の状況や課題について共通理解を
持っている

31
保護者の対応力の向上を図る観点から、保護者
に対して家族支援プログラム（ペアレント･トレー
ニング等）の支援を行っている

32
運営規程、利用者負担等について丁寧な説明を
行っている

33

児童発達支援ガイドラインの「児童発達支援の
提供すべき支援」のねらい及び支援内容と、これ
に基づき作成された「児童発達支援計画」を示し
ながら支援内容の説明を行い、保護者から児童
発達支援計画の同意を得ている

適
切
な
支
援
の
提
供

関
係
機
関
や
保
護
者
と
の
連
携
関
係
機
関
や
保
護
者
と
の
連
携
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説
明
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チェック項目 はい いいえ 工夫している点
課題や改善すべき点を踏まえた

改善内容又は改善目標

34
定期的に、保護者からの子育ての悩み等に対す
る相談に適切に応じ、必要な助言と支援を行っ
ている

35
父母の会の活動を支援したり、保護者会等を開
催する等により、保護者同士の連携を支援して
いる

36

子どもや保護者からの相談や申入れについて、
対応の体制を整備するとともに、子どもや保護者
に周知し、相談や申入れがあった場合に迅速か
つ適切に対応している

37
定期的に会報等を発行し、活動概要や行事予
定、連絡体制等の情報を子どもや保護者に対し
て発信している

38 個人情報の取扱いに十分注意している

39
障害のある子どもや保護者との意思の疎通や情
報伝達のための配慮をしている

40
事業所の行事に地域住民を招待する等地域に
開かれた事業運営を図っている

41

緊急時対応マニュアル、防犯マニュアル、感染
症対応マニュアル等を策定し、職員や保護者に
周知するとともに、発生を想定した訓練を実施し
ている

42
非常災害の発生に備え、定期的に避難、救出そ
の他必要な訓練を行っている

43
事前に、服薬や予防接種、てんかん発作等のこ
どもの状況を確認している

44
食物アレルギーのある子どもについて、医師の
指示書に基づく対応がされている

45
ヒヤリハット事例集を作成して事業所内で共有し
ている

46
虐待を防止するため、職員の研修機会を確保す
る等、適切な対応をしている

47

どのような場合にやむを得ず身体拘束を行うか
について、組織的に決定し、子どもや保護者に
事前に十分に説明し了解を得た上で、児童発達
支援計画に記載している

非
常
時
等
の
対
応

○この「事業所における自己評価結果（公表）」は事業所全体で行った自己評価です。
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チェック項目 はい
どちらとも
いえない いいえ

わから
ない

ご意見
ご意見を踏まえた

対応

1
子どもの活動等のスペースが十分に確保さ
れている

2 職員の配置数や専門性は適切である

3

生活空間は、本人にわかりやすい構造化さ
れた環境になっている。また、障害の特性に
応じ、事業所の設備等は、バリアフリー化や
情報伝達等への配慮が適切になされている

4
生活空間は、清潔で、心地よく過ごせる環境
になっている。また、子ども達の活動に合わ
せた空間となっている

5
子どもと保護者のニーズや課題が客観的に
分析された上で、児童発達支援計画が作成
されている

6

児童発達支援計画には、児童発達支援ガイ
ドラインの「児童発達支援の提供すべき支
援」の「発達支援（本人支援及び移行支
援）」、「家族支援」、「地域支援」で示す支援
内容から子どもの支援に必要な項目が適切
に選択され、その上で、具体的な支援内容
が設定されている

7
児童発達支援計画に沿った支援が行われ
ている

8
活動プログラムが固定化しないよう工夫され
ている

9
保育所や認定こども園、幼稚園等との交流
や、障害のない子どもと活動する機会があ
る

10
運営規程、利用者負担等について丁寧な説
明がなされた

11

児童発達支援ガイドラインの「児童発達支援
の提供すべき支援」のねらい及び支援内容
と、これに基づき作成された「児童発達支援
計画」を示しながら、支援内容の説明がなさ
れた

12
保護者に対して家族支援プログラム（ペアレ
ント・トレーニングiv等）が行われている

13
日頃から子どもの状況を保護者と伝え合
い、子どもの健康や発達の状況、課題につ
いて共通理解ができているか

14
定期的に、保護者に対して面談や、育児に
関する助言等の支援が行われている

15
父母の会の活動の支援や、保護者会等の
開催等により保護者同士の連携が支援され
ている

16

子どもや保護者からの相談や申入れについ
て、対応の体制が整備されているとともに、
子どもや保護者に周知・説明され、相談や
申入れをした際に迅速かつ適切に対応され
ている

17
子どもや保護者との意思の疎通や情報伝達
のための配慮がなされている

公表：　　　　　　年　　月　　　日

事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　 　保護者等数（児童数）　　　　　　　回収数　　　　　　　割合　　　　　　　％

環
境
・
体
制
整
備

適
切
な
支
援
の
提
供

適
切
な
支
援
の
提
供

保護者等からの事業所評価の集計結果（公表） 別紙４
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チェック項目 はい どちらとも
いえない いいえ

わから
ない

ご意見
ご意見を踏まえた

対応

18

定期的に会報やホームページ等で、活動概
要や行事予定、連絡体制等の情報や業務
に関する自己評価の結果を子どもや保護者
に対して発信されている

19 個人情報の取扱いに十分注意されている

20

緊急時対応マニュアル、防犯マニュアル、感
染症対応マニュアル等を策定し、保護者に
周知・説明されている。また、発生を想定し
た訓練が実施されている

21
非常災害の発生に備え、定期的に避難、救
出、その他必要な訓練が行われている

22 子どもは通所を楽しみにしている

23 事業所の支援に満足している

非
常
時
等
の
対
応

満
足
度

〇この「保護者等からの事業所評価の集計結果（公表）」は、保護者等の皆様に「保護者等向け児童発達支援評価表」により事業所の評価を行っていただき、その
結果を集計したものです。
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               職場・地域生活 

  

             保育所等 

            学校等 

 

 

 

医療 

医療 

学校保健 

母子保健 

地域における「縦横連携」のイメージ 

医療 就労 
支援 

障害福祉 

障害児 
支 援 

後方支援 

入学 

卒業 

成年期 

障
害
児 

相
談
支
援 

本
人 

 
 

（家
族
） 

障
害
児 

相
談
支
援 

本
人 

・ 
 

 
 

家
族 

本
人 

・ 
 

 
 

家
族 

計
画
相
談 

 
 

 

支
援 

本
人 

 
 

（家
族
） 

「気づきの段階」からの支援 

関係者間の共通理解・情報共有 
→ 途切れない支援の調整 

地域保健 

本
人 

 
 

 

（家
族
） 

障害児支援の在り方に関する検討会 

報告書（平成26年７月）の参考資料 

乳幼児期 

学齢期 

社会的 
養 護 

社会的 
養 護 障害児 

支 援 
後方支援 

参
考
資
料
１

 

5
6
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市
町
村 

域 

障
害
保
健
福
祉
圏
域 

児童相談所 

都
道
府
県 

発達障害者 

支援センター 

・高度な専門的支援・  

 バックアップ 

・（自立支援）協議会 

保健所 

医療機関 
※一定程度高度な対応が可能なところ ・関係機関等と連携  

  協力による支援 

 機能の強化 

・障害児への入所 

 支援を提供 

・（自立支援）協議会 

・障害児への通所 

  支援を提供 

・地域支援の提供   

 （保育所等訪問支援、 

  障害児相談支援等） 

・（自立支援）協議会 

障害児入所施設 

児童発達 

支援事業 

児童発達支援 

      センター 

 

学校 

放課後等デイ
サービス 

障害児 

相談支援等 

保育所等 

訪問支援 

障害児・家族   

保育所
等 

（＊医療型含む） 

集団生活への 

適応等を支援 

（アウトリーチ） 

障害児の地域支援体制の整備の方向性のイメージ 

＊人口規模等に応じて各圏域 

  に複数の拠点が必要 

＊都道府県 
 指定都市 

＊都道府県 
 指定都市 
 児相設置市 

障害福祉サービス 

障害児支援等
の利用援助 
その他の支援 

直接支援 

各地域の実情に応じて、関係機関の役割分担を明確にし、重層的な支援体制を構築する必要。 

拠点病院 
（子どもの心の診療ネットワーク等） 

市町村保健センター、
地域の医療機関 等 

障害児支援の在り方に関する検討会 

報告書（平成26年７月）の参考資料 
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支援提供の流れ：障害児相談支援事業者と児童発達支援センター等の関係 
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 児童発達支援
管理責任者は、
必要に応じて相
談支援のアセス
メント段階から関
わり、事業所とし
ての見立て等を
相談支援専門員
と共有する。 

 その後の流れ
がスムーズにな
る。 

 
モ
ニ
タ
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 個別の教育支援計画等  

保育所・認定こども園、幼稚園 等 
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支援提供の流れ：児童発達支援の提供プロセス 
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援
利
用
計
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案
） 

※他の児童発達支援センター等を併せて利用する子どもについては、他の児童発達支援センター等の事業所との 
  間で、児童発達支援計画の内容等について情報共有が必要。 
※児童発達支援センターから保育所や認定こども園、幼稚園等への併行通園、又は、小学校や特別支援学校に 
  進学する際には、個別の教育支援計画等を含め、円滑に支援が引き継がれることが必要。 
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○具体的な目標及び支援計画等 

項  目  
具体的な 

目標 

支援内容 支援期間 

（頻度・時
間・期間等） 

サービス提供機関 

（提供者・担当者
等） 

優先
順位 

内容・留意点等 ガイドライン項目 

発達支援 

【健康・ 

生活】 

食事、衣類の着脱など
が自分でできるようにな
り、「できた」という感覚
を持ちたい。 

お昼時、使いやすい食具を用意し、姿勢を保持しながら食事が
できるように支援します。来所・通所時の着替えの際、衣類に
前後の目印を付けるなど工夫して、シャツ、ズボンなどの着脱
にスモールステップで取り組みます。 

本人支援の（ア）健
康・生活のｂ-（ｄ） 

３か月 

（週３日） 
担当スタッフ 

○○ 

○○ 

１ 

発達支援 

【言語・ｺﾐｭ
ﾆｹｰｼｮﾝ】 

自分の気持ちを、少しず
つ言葉やサインで伝え
ていきたい。 

午後の個別活動の際、身振りなどで意思の伝達ができるよう
に支援します。絵カードなどを通して、言葉で伝えることができ
るようにスモールステップで支援します。 

本人支援の（エ）言
語・コミュニケーション
のｂ-（ｂ）、（ｄ）、（ｆ） 

６か月 

（週３日） 
担当スタッフ 

○○ 

○○ 

１ 

発達支援 

【人間関係・
社会性】 

友だちと仲良く遊びなが
ら、みんなで活動を楽し
みたい。 

午前の集団活動の中で、友だちとのやりとり遊びを設定します。
友だちとの手つなぎや役割のある遊びや活動などを通じて、集
団を意識できるよう支援します。 

本人支援の（オ）人間
関係・社会性のｂ-（ｄ）、
（ｆ） 

６か月 

（週３日） 
担当スタッフ 

○○ 

○○ 

２ 

移行支援 

保育所にも通園して友
だちがたくさんできるよう
に、保育所の先生と一
緒に話し合います。 

併行通園を予定している保育所と、本人の状況や支援内容等
の情報を共有します。また、ケース会議やモニタリングの際に
は、併行通園予定の保育所の先生にも参加いただくことにして
います。 

移行支援の（イ）-（ｃ）、
（ｄ） 

６か月 児童発達支援管理
責任者、担当スタッ
フ○○、保育所の担
当先生 

１ 

家族支援 
○○さんについて３月に
１回、話し合う機会をも
ちます。 

保護者面談の時間を３か月に１回に設け、当所での様子を丁
寧に伝えるとともに、家庭での様子を聞き取り、情報を交換す
るとともに、親御さんの心配ごとへの助言を行います。 

家族支援のイ-（ア）､
（イ） 

６か月 児童発達支援管理
責任者、担当スタッ
フ○○、お母さん 

３ 

地域支援 

○○さんの成長を見据
え、顔の見える連携が
関係機関で図れるよう
にします。 

地域の保育所、認定こども園、幼稚園との交流をしながら、子
どもだけでなく、職員間の連携を図ります。また、（自立支援）協
議会に参加し、役割分担をしながら○○さんの支援ができるよ
うにします。 

地域支援のイ-（ア）-､
（a）、（f） 

６か月 児童発達支援管理
責任者、担当スタッ
フ○○ 

４ 

子どもの名前  ○○  さん                         作成年月日：    ○○年  ○月 ○○日   

 
長期目標 気持ちをサインやことばで表現し、みんなと一緒の活動を楽しみながら、保育所への移行を準備しよう。 

短期目標 食事や着替などがスモールステップを踏んでできるようになり、「できた」という経験を増やしていきましょう。 

○目標 

（注）ガイドラインで示した支援内容の項目の記載例 

 です。個別支援計画の見本ではありません。 

事業所における総合的な支援方針 

 食事、衣類の着脱などをが自分ででき、「できた」という喜びを味わえるようにします。また、遊びを通した友だちとの    

 交流により、かかわりや表現することの楽しさを味わえるように支援し、通園が楽しみの場になることを目指します。  

平成   年  月 日   保護者氏名                印    児童発達支援管理責任者                 印                                

参
考
資
料
３
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児童発達支援計画（ガイドライン項目の記載例）  
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 放課後等デイサービスガイドライン 

 

１ 総則 

（１）ガイドラインの趣旨 

放課後等デイサービスは平成２４年４月に児童福祉法（昭和２２年法律第１

６４号）に位置づけられた新たな支援であり、その提供が開始されてから間も

ないこともあって、利用する子どもや保護者のニーズは様々で、提供される支

援の内容は多種多様であり、支援の質の観点からも大きな開きがあるとの指摘

がなされている状況にある。このような状況を踏まえて、平成２６年７月に取

りまとめられた障害児支援の在り方に関する検討会報告書「今後の障害児支援

の在り方について」において、「支援の一定の質を担保するための全国共通の枠

組みが必要であるため、障害児への支援の基本的事項や職員の専門性の確保等

を定めたガイドラインの策定が必要」、「特に、平成２４年度に創設した放課後

等デイサービスについては、早期のガイドラインの策定が望まれる」との提言

がなされたところである。 

現在の放課後等デイサービスの提供形態の多様性に鑑みれば、「放課後等デイ

サービスはこうあるべき」ということについて、特定の枠にはめるような形で

具体性をもって示すことは技術的にも困難であり、支援の多様性自体は否定さ

れるべきものではない。しかしながら、提供される支援の形態は多様であって

も、障害のある学齢期の子どもの健全な育成を図るという支援の根幹は共通し

ているはずであり、したがって、放課後等デイサービスを提供する事業所が、

その支援の質の向上のために留意しなければならない基本的事項もまた共通す

るはずである。 

本ガイドラインは、以上のような考えに基づき、放課後等デイサービスを実

施するに当たって必要となる基本的事項を示すものであるが、ここに記載され

ている内容を機械的に実行していけば質の高い支援提供が確保されるというよ

うな、手取り足取りの事業マニュアルではない。各事業所は、本ガイドライン

の内容を踏まえつつ、各事業所の実情や個々の子どもの状況に応じて不断に創

意工夫を図り、提供する支援の質の向上に努めなければならない。 

別紙 
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本ガイドライン並びに別添の「事業者向け放課後等デイサービス自己評価表」

及び「保護者等向け放課後等デイサービス評価表」は、放課後等デイサービス

事業所における自己評価の際に活用されることを想定しており、各事業所は自

己評価の結果を踏まえて、事業運営の改善を図るとともに、結果についても利

用者や保護者に向けて公表するよう努めなければならない。 

また、上述のとおり、放課後等デイサービスは、その提供が開始されてから

間もなく、行われている支援の内容は多種多様であり、現在においても日々新

たな支援形態が生み出されているものと想像される。このような状況に鑑みれ

ば、本ガイドラインが多くの専門家、関係団体等の協力を得て策定されたもの

であるにしても、その内容については不断の見直しによる改善が図られるべき

ものである。各事業所が本ガイドラインを活用して自己評価を実施するに際し

て、本ガイドライン自体の問題点に気づくことが想定されるところであり、今

後、そうした気づき等を丁寧に拾いあげて本ガイドラインを更新していくこと

が求められる。各事業所の不断の努力による支援の質の向上とあいまって、本

ガイドラインの内容もまた向上させていかなければならないものである。 

 

（２）放課後等デイサービスの基本的役割 

○子どもの最善の利益の保障 

放課後等デイサービスは、児童福祉法第６条の２の２第４項の規定に基づき、

学校（幼稚園及び大学を除く。以下同じ。）に就学している障害児に、授業の終

了後又は休業日に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進

その他の便宜を供与することとされている。 

放課後等デイサービスは、支援を必要とする障害のある子どもに対して、学

校や家庭とは異なる時間、空間、人、体験等を通じて、個々の子どもの状況に

応じた発達支援を行うことにより、子どもの最善の利益の保障と健全な育成を

図るものである。 

 

○共生社会の実現に向けた後方支援 

 放課後等デイサービスの提供に当たっては、子どもの地域社会への参加・包

容（インクルージョン）を進めるため、他の子どもも含めた集団の中での育ち

をできるだけ保障する視点が求められるものであり、放課後等デイサービス事
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業所においては、放課後児童クラブや児童館等の一般的な子育て支援施策を、

専門的な知識・経験に基づきバックアップする「後方支援」としての位置づけ

も踏まえつつ、必要に応じて放課後児童クラブ等との連携を図りながら、適切

な事業運営を行うことが求められる。さらに、一般的な子育て支援施策を利用

している障害のある子どもに対して、保育所等訪問支援を積極的に実施する等、

地域の障害児支援の専門機関としてふさわしい事業展開が期待されている。 

 

○保護者支援 

 放課後等デイサービスは、保護者が障害のある子どもを育てることを社会的

に支援する側面もあるが、より具体的には、 

 

① 子育ての悩み等に対する相談を行うこと 

② 家庭内での養育等についてペアレント・トレーニング等活用しながら子ど 

もの育ちを支える力をつけられるよう支援すること 

③ 保護者の時間を保障するために、ケアを一時的に代行する支援を行うこと 

 

により、保護者の支援を図るものであり、これらの支援によって保護者が子ど

もに向き合うゆとりと自信を回復することも、子どもの発達に好ましい影響を

及ぼすものと期待される。 

 

（３）放課後等デイサービスの提供に当たっての基本的姿勢と基本活動 

① 基本的姿勢 

放課後等デイサービスの提供に際しては、子どもの最善の利益を考慮し、人

権に配慮した支援を行うために、子どもの支援に相応しい職業倫理を基盤とし

て職務に当たらなければならない。 

放課後等デイサービスの対象は、心身の変化の大きい小学校や特別支援学校

の小学部から高等学校等までの子どもであるため、この時期の子どもの発達過

程や特性、適応行動の状況1を理解した上で、コミュニケーション面で特に配慮

が必要な課題等も理解し、一人ひとりの状態に即した放課後等デイサービス計

                                                   
1 適応行動とは、年齢相応の周囲の期待の範囲内の行動（社会的な活動への参加、コミュニ
ケーション、運動など）のこと 
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画（＝個別支援計画）2に沿って発達支援を行う。 

放課後等デイサービスでは、子どもの発達過程や障害種別、障害特性を理解

している者による発達支援を通じて、子どもが他者との信頼関係の形成を経験

できることが必要であり、この経験を起点として、友達とともに過ごすことの

心地よさや楽しさを味わうことで、人と関わることへの関心が育ち、コミュニ

ケーションをとることの楽しさを感じることができるように支援する。また、

友達と関わることにより、葛藤を調整する力や、主張する力、折り合いをつけ

る力が育つことを期待して支援する。基本活動には、子どもの自己選択や自己

決定を促し、それを支援するプロセスを組み込むことが求められる。 

また、日常的な子どもとの関わりを通じて、保護者との信頼関係を構築し、

保護者が子どもの発達に関して気兼ねなく相談できる場になるよう努める。 

放課後等デイサービスは、子どもに必要な支援を行う上で、学校との役割分

担を明確にし、学校で作成される個別の教育支援計画3等と放課後等デイサービ

ス計画を連携させる等により、学校と連携を積極的に図ることが求められる。

また、不登校の子どもについては、学校や教育支援センター、適応指導教室等

の関係機関・団体や保護者と連携しつつ、本人の気持ちに寄り添って支援して

いく必要がある。 

 

② 基本活動 

①の基本的姿勢を踏まえ、子ども一人ひとりの放課後等デイサービス計画に

沿って、下記の基本活動を複数組み合わせて支援を行うことが求められる。 

ア 自立支援と日常生活の充実のための活動 

   子どもの発達に応じて必要となる基本的日常生活動作や自立生活を支援

するための活動を行う。子どもが意欲的に関われるような遊びを通して、

成功体験の積み増しを促し、自己肯定感を育めるようにする。将来の自立

や地域生活を見据えた活動を行う場合には、子どもが通う学校で行われて
                                                   
2 放課後等デイサービス計画とは、放課後等デイサービスを利用する個々の子どもについて、

その有する能力、置かれている環境や日常生活全般の状況に関するアセスメントを通じて、

総合的な支援目標及び達成時期、生活全般の質を向上させるための課題、支援の具体的内

容、支援を提供する上での留意事項などを記載する計画のこと。放課後等デイサービス事

業所の児童発達支援管理責任者が作成する。 
3 個別の教育支援計画等とは、障害のある子どもの一人ひとりのニーズを正確に把握し、

教育の視点から適切に対応していくという考えの下、長期的な視点で乳幼児期から学校卒

業後までを通じて一貫して適確な支援を行うことを目的として策定される計画のこと。 
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いる教育活動を踏まえ、方針や役割分担等を共有できるように学校との連

携を図りながら支援を行う。 

 

イ 創作活動 

   創作活動では、表現する喜びを体験できるようにする。日頃からできる

だけ自然に触れる機会を設け、季節の変化に興味を持てるようにする等、

豊かな感性を培う。 

 

ウ 地域交流の機会の提供 

   障害があるがゆえに子どもの社会生活や経験の範囲が制限されてしまわ

ないように、子どもの社会経験の幅を広げていく。他の社会福祉事業や地

域において放課後等に行われている多様な学習・体験・交流活動等との連

携、ボランティアの受入れ等により、積極的に地域との交流を図っていく。 

 

エ 余暇の提供 

   子どもが望む遊びや自分自身をリラックスさせる練習等の諸活動を自己

選択して取り組む経験を積んでいくために、多彩な活動プログラム4を用意

し、ゆったりとした雰囲気の中で行えるように工夫する。 

 

（４）事業所が適切な放課後等デイサービスを提供するために必要な組織運営

管理 

放課後等デイサービス事業所が適切な支援を安定的に提供することにより、

障害のある子どもの健全な育成に貢献するとともに、子どもや保護者の満足感、

安心感を高めるためには、組織運営管理を適切に行う必要がある。 

 

① 適切な支援の提供と支援の質の向上 

○ 事業所の運営方針や、放課後等デイサービス計画、日々の活動に関するタ

イムテーブル5や活動プログラムについて、その Plan（計画）、Do（実行）、

Check（評価）、Act（改善）で構成される一連のプロセス（ＰＤＣＡサイク

ル）を、設置者・管理者、児童発達支援管理責任者、従業者（児童発達支援
                                                   
4 活動プログラムとは、事業所の日々の支援の中で、一定の目的を持って行われる個々の

活動のこと。子どもの障害特性や課題、平日／休日／長期休暇の別等に応じて柔軟に組み

合わせて実施されることが想定されている。 
5 タイムテーブルとは、１日の時間帯別活動を示す日課表のこと。 
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管理責任者以外の従業者をいう。以下同じ。）（以下「従業者等」と総称する。）

の積極的な関与のもとで繰り返し、事業所が一体となって不断に支援の質の

向上を図ることが重要である。 

○ 適切な支援を安定的に提供するとともに、支援の質を向上させるためには、

支援に関わる人材の知識・技術を高めることが必要であり、そのためには

様々な研修の機会を確保するとともに、知識・技術の習得意欲を喚起するこ

とが重要である。 

○ 子どもの発達支援には、保護者や学校をはじめとする様々な関係者が関与

しており、それらの関係者と密に連携し、情報を共有することにより、子ど

もに対する理解を深めるとともに、支援の輪の中において放課後等デイサー

ビス事業所に期待される役割を適切に認識することも、適切な支援を提供し、

支援の質を高めていく上で重要である。 

 

② 説明責任の履行と、透明性の高い事業運営 

○ 子どもや保護者の満足感、安心感を高めるためには、提供する支援の内容

を保護者とともに考える姿勢を持ち、子どもや保護者に対する丁寧な説明を

常に心がけ、子どもや保護者の気持ちに寄り添えるように積極的なコミュニ

ケーションを図ることが重要である。 

○ 子どもが健全に発達していくためには、地域社会とのふれあいが必要であ

り、そうした観点からは放課後等デイサービス事業所が地域社会からの信頼

を得ることが重要であるが、そのためには地域社会に対して事業に関する情

報発信を積極的に行う等、地域に開かれた事業運営を心がけることが求めら

れる。 

 

③ 様々なリスクへの備えと法令遵守 

○ 子どもや保護者が安心して放課後等デイサービス事業所の支援を受け続

けられるようにするためには、事業を運営する中で想定される様々なリスク、

例えば、子どもの健康状態の急変、非常災害、犯罪、感染症の蔓延等に対す

る、訓練や対応マニュアルの策定、関係機関・団体との連携等により、日頃

から十分に備えることが重要である。 

○ 子どもの虐待の未然防止や個人情報保護を徹底する等、関係法令を確実に

遵守することは、子どもの権利擁護の観点や、子どもや保護者を継続的に支

援していく観点からも非常に重要である。 
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２ 設置者・管理者向けガイドライン 

 

 設置者・管理者は、放課後等デイサービスの運営状況の全体を把握し、事業を

円滑に進める役割、児童発達支援管理責任者及び従業者の意識形成や効率的な

配置を行う役割並びに学校や地域の関係機関・団体との連携を図る役割が求め

られる。 

 設置者・管理者は、その事業所が提供する放課後等デイサービスの質の評価

を行うことはもとより、第三者による外部評価の導入等を通じて、常にその改

善を図らなければならない。 

 

（１）子どものニーズに応じた適切な支援の提供と支援の質の向上 

① 環境・体制整備 

ア 適正な規模の利用定員 

○ 設備、従業者等の状況を総合的に勘案し、適切な生活環境と事業内容が確

保されるよう、子どもの情緒面への配慮や安全性の確保の観点から、適正な

利用定員を定めることが必要である。 

 

イ 適切な職員配置 

○  放課後等デイサービス事業所においては、指導員又は保育士、児童発達支

援管理責任者、機能訓練担当職員（機能訓練を行う場合）の配置が必須であ

り、重症心身障害児に対して放課後等デイサービスを行う場合は、指導員又

は保育士に替えて、児童指導員又は保育士、さらに嘱託医、看護師、機能訓

練担当職員の配置を行い、医療的ケア等の体制を整える必要がある。 

○ 常時見守りが必要な子どもへの支援等のために、必要に応じて指導員又は

保育士を人員配置基準を上回って配置することも考慮する必要がある。 

○ 児童発達支援管理責任者が個々の子どもについて作成する放課後等デイ

サービス計画に基づき、適切な知識と技術をもって活動等が行われるよう、

支援の単位ごとに、従業者を統括する指導的役割の職員が配置されている必

要があり、この職員には児童指導員等の資格を保有する者を充てる等、支援

の質の確保の視点から、適切な職員配置に留意する必要がある。 

○ 設置者・管理者は、職員一人ひとりの倫理観及び人間性を把握し、職員と
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しての適性を適確に判断する責任がある。 

○ 質の高い支援を確保する観点から、従業者等が心身ともに健康で意欲的に

支援を提供できるよう、労働環境の整備に努める。 

 

ウ 適切な設備等の整備 

○ 放課後等デイサービス事業所は、放課後等デイサービスを提供するための

設備及び備品を適切に備えた場所である必要がある。様々な障害のある子ど

もが安全に安心して過ごすことができるようバリアフリー化や情報伝達へ

の配慮等、個々の子どもの態様に応じた工夫が必要である。 

○ 放課後等デイサービス事業所の指導訓練室については、床面積の基準は定

められていないが、児童発達支援センターが児童発達支援事業を行う場合に

おいては子ども一人当たり２．４７㎡の床面積が求められていることを参考

としつつ、適切なスペースを確保することが望ましい。 

○ 子どもが生活する空間については、指導訓練室のほか、おやつや学校休業

日に昼食がとれる空間、静かな遊びのできる空間、雨天等に遊びができる空

間、子どもが体調の悪い時等に休息できる静養空間、年齢に応じて更衣ので

きる空間等を工夫して確保することが必要である。 

   室内のレイアウトや装飾にも心を配り、子どもが心地よく過ごせるよう

に工夫することが望ましい。 

○ 屋外遊びを豊かにするため、屋外遊技場の設置や、学校と連携して校庭等

を利用したり、近隣の児童遊園・公園等を有効に活用することが望ましい。 

○ 備品については、遊具のほか、障害種別、障害特性及び発達状況に応じた

支援ツールを備えることも考慮していくことが必要である。 

 

② ＰＤＣＡサイクルによる適切な事業所の管理 

  設置者・管理者は、ＰＤＣＡサイクルを繰り返すことによって、継続的に事業

運営を改善する意識を持って、児童発達支援管理責任者及び従業者の管理及び

事業の実施状況の把握その他の管理を行わなければならない。 

 

ア 事業運営の理念・方針の設定・見直しと職員への徹底 

○  放課後等デイサービス事業所ごとに、運営規程を定めておくとともに、児
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童発達支援管理責任者及び従業者に運営規程を遵守させておかなければな

らない。運営規程には以下の重要事項は必ず定めておく必要がある。 

 【運営規程の重要事項】 

  ・事業の目的及び運営の方針 

  ・従業者の職種、員数及び職務の内容 

  ・営業日及び営業時間 

  ・利用定員 

  ・放課後等デイサービスの内容並びに保護者から受領する費用の種類及び

その額 

  ・通常の事業の実施地域 

  ・サービスの利用に当たっての留意事項 

  ・緊急時等における対応方法 

  ・非常災害対策 

  ・事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類 

  ・虐待の防止のための措置に関する事項 

  ・その他運営に関する重要事項 

○ 事業の目的及び運営方針は、本ガイドラインの総則に記載されている放課

後等デイサービスの基本的役割、基本的姿勢や、地域での子どもや保護者の

置かれた状況、放課後等デイサービス事業が公費により運営される事業であ

ること等を踏まえ、適切に設定する。 

○ 事業の目的及び運営方針の設定や見直しに当たっては、児童発達支援管理

責任者及び従業者が積極的に関与できるように配慮する。 

○ 児童発達支援管理責任者及び従業者の採用に当たっては、事業所の目的及

び運営方針を始めとした運営規程の内容を丁寧に説明するとともに、様々な

機会を通じて繰り返しその徹底を図る。 

 

イ 複数のサイクル（年・月等）での目標設定と振り返り 

○ ＰＤＣＡサイクルにより不断に業務改善を進めるためには、児童発達支援

管理責任者及び従業者が参画して、複数のサイクル（年間のほか月間等）で

事業所としての業務改善の目標設定とその振り返りを行うことが望ましい。

年間の振り返りに当たっては、本ガイドラインに基づく自己評価を実施し、
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その結果を事業運営に反映させ、自己評価結果については事業所の会報やホ

ームページ等で公表するよう努めるものとする。 

○ 可能な限り第三者による外部評価を導入して、事業運営の一層の改善を図

る。 

 

ウ コミュニケーションの活性化等 

○ ＰＤＣＡサイクルによる業務改善が適切に効果を上げるには、現状の適切

な認識・把握と、事業所内での意思の疎通・情報共有が重要である。 

○ サービス提供の日々の記録については、児童発達支援管理責任者が掌握す

る以外に、従業者同士での情報共有を図ることも支援の質の向上のために有

用である。職場での何でも言える雰囲気作りや職員同士のコミュニケーショ

ンの活性化も設置者・管理者の役割である。  

○ 放課後等デイサービス計画の作成・モニタリング・変更の結果について、

児童発達支援管理責任者から報告を受ける等、児童発達支援管理責任者や従

業者の業務の管理及び必要な指揮命令を行う。 

○ 支援内容の共有や職員同士のコミュニケーションの活性化が事業所内虐

待の防止や保護者による虐待の早期発見に繋がるものであることも認識し

ておくとともに、設置者・管理者も、適切な支援が提供されているか掌握し

ておく必要がある。 

 

エ 子どもや保護者の意向等の把握 

○ ＰＤＣＡサイクルによる業務改善を進める上で、支援を利用する子ども及

び保護者の意向や満足度を把握することが必要であり、例えばアンケート調

査を実施して、意向等を把握することが考えられる。 

○ 子ども及び保護者の意向等を踏まえて行うこととした業務改善への取組

については、子ども及び保護者に周知することが望ましい。 

 

オ 支援の継続性 

○ 放課後等デイサービスは、子どもや保護者への支援の継続性の観点から継

続的・安定的に運営することが望ましい。やむを得ず事業を廃止し又は休止

しようとする時は、一月前までに都道府県知事等に届け出なければならない。
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この場合、子どもや保護者に事業を廃止又は休止しようとする理由を丁寧に

説明するとともに、他の放課後等デイサービス事業所等を紹介する等、子ど

もや保護者への影響が最小限に抑えられるように対応することが必要であ

る。  

 

③ 従業者等の知識・技術の向上 

ア 従業者等の知識・技術の向上意欲の喚起 

○ 児童発達支援管理責任者及び従業者の知識・技術の向上は、放課後等デイ

サービスの提供内容の向上に直結するものであり、児童発達支援管理責任者

及び従業者の知識・技術の向上への取組は、設置者・管理者の重要な管理業

務の一つである。 

○ 設置者・管理者は、従業者等の資質の向上の支援に関する計画を策定し、

その計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保することが望ましい。資質

の向上の支援に関する計画の策定に際しては、児童発達支援管理責任者や従

業者を積極的に参画させることが望ましい。 

○ 放課後等デイサービスを適切に提供する上で、放課後等デイサービスに期

待される役割、子どもの発達段階ごとの特性、障害種別・障害特性、関連す

る制度の仕組み、関係機関・団体の役割、児童虐待への対応、障害者の権利

に関する条約の内容等を理解することが重要であり、児童発達支援管理責任

者及び従業者に対してこうした知識の習得に向けた意欲を喚起する必要が

ある。 

○ 障害種別、障害特性に応じた支援や発達段階に応じた支援、家族支援等に

係る適切な技術を従業者が習得することが、子どもの発達支援や二次障害の

予防、家庭養育を支えるといった視点から重要であり、児童発達支援管理責

任者及び従業者に対してこうした技術の習得に向けた意欲を喚起する必要

がある。 

 

イ 研修受講機会等の提供 

○  設置者・管理者は、従業者等の資質向上を図るため、研修を実施する等の

措置を講じなければならない。 

   具体的には自治体や障害児等関係団体が実施する研修等への児童発達支
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援管理責任者及び従業者の参加、事業所における勉強会の開催、事業所に

講師を招いての研修会の実施、児童発達支援管理責任者及び従業者を他の

事業所等に派遣しての研修、事業所内における児童発達支援管理責任者及

び従業者の自己研鑽のための図書の整備等が考えられる。 

○ 児童発達支援管理責任者は、従業者に対する技術指導及び助言を行うこと

も業務となっており、設置者・管理者は、事業所内における研修の企画等に

当たっては、児童発達支援管理責任者と共同して対応していくことが望まれ

る。 

 

④ 関係機関・団体や保護者との連携 

ア 相談支援事業者との連携  

○ 障害児相談支援事業所が作成する障害児支援利用計画は、相談支援専門員

が総合的な援助方針や解決すべき課題を踏まえ最も適切なサービスの組合

せ等について検討し、子ども又は保護者の同意のもと作成するものである。 

   放課後等デイサービス事業所の放課後等デイサービス計画は、児童発達

支援管理責任者が、障害児支援利用計画における総合的な援助方針等を踏

まえ、当該事業所が提供するサービスの適切な支援内容等について検討し、

子ども又は保護者の同意のもと作成するものである。両計画が連動して機

能することによって、子どもに対する支援がより良いものとなっていくも

のであり、設置者・管理者はこの連動の重要性を認識しておく必要がある。 

○  障害児相談支援事業所の相談支援専門員が開催するサービス担当者会議

の招集に対し、設置者・管理者は従業者あるいは児童発達支援管理責任者の

うち、当該子どもの状況に精通した最もふさわしい者を参画させなければな

らない。 

○ サービス担当者会議は、障害児支援利用計画案に位置付けられた福祉サー

ビス等の担当者が、障害児支援利用計画案の内容について、専門的な見地か

らの意見を述べるものである。 

   サービス担当者会議に参画する担当者は、障害児支援利用計画案に位置

づけられた放課後等デイサービス事業所に期待される役割を確認するとと

もに、障害のある子どもが、他の子どもや地域社会から安易に切り離され

ないための配慮等、子どもの最善の利益の観点から意見を述べることが重
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要である。障害児支援利用計画のモニタリング時には、その時点までの放

課後等デイサービスの提供状況を踏まえて、課題への達成度や気づきの点

等の情報を積極的に述べることが重要である。 

   設置者・管理者は担当者をサービス担当者会議に参画させるに当たって

は、このような役割を明確に認識しておく必要がある。 

 

イ 学校との連携 

○ 子どもに必要な支援を行う上で、学校との役割分担を明確にし、連携を積

極的に図る必要がある。 

○ 年間計画や行事予定等の交換、子どもの下校時刻の確認、引継ぎの項目等、

学校との間で情報を共有しておく必要がある。 

○ 送迎を行う場合には、子どもの安全確保に留意することは当然であるが、

特に学校の授業終了後の迎えに当たっては、他の事業所の車両の発着も想定

されることから、事故等が発生しないよう細心の注意を払う必要がある。 

   このため、設置者・管理者は、送迎時の対応について学校と事前に調整

しておくことが必要である。 

○ 下校時のトラブルや子どもの病気・事故の際の連絡体制（緊急連絡体制や

対応マニュアル等）について、事前に学校と調整し、児童発達支援管理責任

者や送迎を担当する従業者に対し徹底しておく必要がある。 

○  学校との間で相互の役割の理解を深めるため、 

 （ア） 保護者の同意を得た上で、学校に配置されている外部との関係機関・

団体との調整の役割を担っている特別支援教育コーディネーター等から

個別の教育支援計画等についての情報提供を受けるとともに、放課後等

デイサービス事業所の放課後等デイサービス計画を特別支援教育コーデ

ィネーター等へ提供する。 

（イ） 個別の教育支援計画が作成されていない子どもにあっては、保護者の

同意を得た上で特別支援教育コーディネーター等とお互いの支援内容等

の情報交換の連絡をとれるよう調整しておく。 

（ウ） 学校の行事や授業参観に児童発達支援管理責任者と分担して積極的に

参加する等の対応をとることが望ましい。 
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ウ 医療機関や専門機関との連携 

○  子どもの事故やケガ、健康状態の急変が生じた場合に備え、近隣の協力医

療機関をあらかじめ定めておく必要がある。 

○ 医療的なケアが必要な子どもを受け入れる場合は、子どもの主治医等との

連携体制を整えておく必要がある。 

○ 障害種別や障害特性の理解や、障害種別や障害特性に応じた活動や支援方

法に関すること、支援困難事例等については、児童発達支援センターや発達

障害者支援センター等の専門機関から助言や研修を受けること等により連

携を図りながら適切な支援を行っていく必要がある。 

○ 保護者による子ども虐待のケースについては、児童相談所、市区町村の児

童虐待対応窓口や保健所等の関係機関・団体と連携して対応を図る必要があ

る。 

 

エ 保育所・児童発達支援事業所等との連携 

○ 子どもの発達支援の連続性を保障するため、就学前に利用していた保育所

や幼稚園、認定こども園や児童発達支援事業所等と連携し、情報の共有と相

互理解に努めることが重要である。 

○ 放課後等デイサービスで行われていた支援内容等の情報を提供する等、学

校卒業後に関わる障害福祉サービス事業所等と連携することが必要である。 

 

オ 他の放課後等デイサービス事業所等との連携 

○ 発達支援上の必要性により、他の放課後等デイサービス事業所等を併せて

利用する子どもについて、支援内容を相互に理解しておくため、保護者の了

解を得た上で、当該他の事業所との間で、相互の個別支援計画の内容等につ

いて情報共有を図ることが必要である。 

 

カ 放課後児童クラブや自治会等との連携 

○ 放課後児童クラブの放課後児童支援員等や放課後子供教室関係者等が障

害のある子どもへの対応に不安を抱える場合等については、放課後等デイサ

ービスとの併行利用や、保育所等訪問支援等の積極的活用を図る等、放課後

児童クラブ等と連携を図りながら、子どもと放課後児童支援員等に対して、
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適切な支援を行っていくことが重要である。 

○ 障害のある子どもができるだけ地域や他の子どもから切り離されないよ

う、地域の放課後児童クラブや放課後子供教室、児童館との交流や他の子ど

もとの活動を企画することが望ましい。 

○ 日頃から地域の行事や活動に参加できる環境を作るため、自治会の会合に

参加することや、地域のボランティア組織と連絡を密にする等の対応をとる

ことが望ましい。 

 

キ （地域自立支援）協議会等への参加 

○ アからカまでに記載した関係機関・団体との連携を円滑なものとするため、

設置者・管理者又は児童発達支援管理責任者は、（地域自立支援）協議会子

ども部会等へ積極的に参加すること等により、関係機関・団体との関係性を

構築しておく必要がある。 

○ 虐待等により福祉的介入が必要とされるケースについては、市区町村等が

設置する要保護児童対策地域協議会等へ参加する。 

 

ク 保護者との連携 

○ 学校への子どもの出欠や帰宅の状況について、保護者との連絡により確実

に確認することが必要である。 

   このため、設置者・管理者は、送迎時の対応について保護者と事前に調

整しておくことが必要である。また、下校時のトラブルや子どもの病気・

事故の際の連絡体制について、事前に保護者と調整し、児童発達支援管理

責任者や送迎を担当する従業者に対し徹底しておく必要がある。 

○ 日頃から子どもの状況を保護者と伝え合い、子どもの発達の状況や課題に

ついて共通理解を持つことが重要である。 

○ このため、設置者・管理者は、児童発達支援管理責任者及び従業者が行う

保護者への連絡や支援について、随時報告を受けることや記録の確認等によ

り、把握・管理するよう努める必要がある。 

○ 家庭内での養育について、保護者に対して、子どもの育ちを支える力をつ

けるためのペアレント・トレーニングや環境整備等の支援を必要に応じて児

童発達支援管理責任者や従業者に実施させることが望ましい。 
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（２）子どもと保護者に対する説明責任等 

 設置者・管理者は、子どもと保護者が放課後等デイサービスを適切かつ円滑

に利用できるよう、説明責任を果たすとともに必要な支援を行う責務がある。 

 

① 運営規程の周知 

○ 運営規程については事業所内の見やすい場所に掲示する等によりその周知

を図る。 

 

② 子どもと保護者に対する、支援利用申込時の説明 

○  子どもと保護者には、利用申込時において、運営規程や支援の内容を理解し

やすいように説明し、特に、利用者負担について丁寧に説明を行う必要があ

るため、児童発達支援管理責任者にも徹底しておく。 

 

③ 保護者に対する相談支援等 

○ 保護者からの相談に適切に応じるとともに、必要な助言と支援を行うこと

も必要である。 

  例えば、保護者との定期的な面談（最低限モニタリング時に実施すること

が望ましい）や訪問相談等を通じて、子育ての悩み等に対する相談を行った

り、子どもの障害について保護者の理解が促されるような支援を行うことが

望ましい。 

○ 設置者・管理者は、児童発達支援管理責任者及び従業者に対して、保護者

との定期的な面談や保護者に対する相談支援について、その適切な実施を促

すとともに、随時報告を受けることや記録の確認等により、把握・管理する

必要がある。 

○ 父母の会の活動を支援したり、保護者会等を開催したりすることにより、

保護者同士のつながりを密にして、安心して子育てを行っていけるような支援

を行うことも望まれる。家族支援は、保護者に限った支援ではなく、きょうだ

いや祖父母への支援も含まれる。特にきょうだいは、心的負担等から精神的な

問題を抱える場合も少なくないため、例えば、きょうだい向けのイベントを開

催する等の対応を行うことが望ましい。 
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④ 苦情解決対応 

○ 放課後等デイサービスに対する子どもや保護者からの苦情について、迅速

かつ適切に対応するために、苦情（虐待に関する相談も含む）を受け付ける

ための窓口や苦情受付担当者、苦情解決責任者、第三者委員の設置、解決に

向けた手順の整理等、迅速かつ適切に解決が図られる仕組みを構築すること

が求められる。 

○ 苦情受付窓口については、子どもや保護者に周知するとともに、第三者委

員を設置している場合には、その存在についても、子どもや保護者に周知す

る。 

○ 設置者・管理者は、苦情解決責任者として、迅速かつ適切に対応する。 

 

⑤ 適切な情報伝達手段の確保 

○ 事業所は定期的に会報等を発行し、活動概要や行事予定、連絡体制等の情

報を子どもや保護者に対して発信することが必要である。 

○ 視覚障害や聴覚障害等の障害種別に応じて、設備・備品への配慮のほか、

子どもや保護者との意思の疎通、情報伝達のための手話等による配慮が必要

である。 

 

⑥ 地域に開かれた事業運営 

○ 地域住民の事業所に対する理解の増進や地域の子どもとしての温かい見守

り、地域住民との交流活動の円滑な実施等の観点から、事業所はホームペー

ジや会報等を通じて活動の情報を積極的に発信することや、事業所の行事に

地域住民を招待する等地域に開かれた事業運営を図ることが必要である。 

○ 実習生やボランティアの受入れは、事業所及び実習生やボランティア双方

にとって有益であり、積極的に対応することが望ましい。ただし、実習生や

ボランティアの受入れに当たっては、事故が起きないよう適切な指導を行う

等の対応が必要である。また、実習生やボランティアの受入れにあたっては、

事業所の理念やプログラム内容及びそれぞれの子どもの支援上の注意事項等

を理解させることが必要である。 

 

（３）緊急時の対応と法令遵守等 
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① 緊急時対応 

○ 子どもの事故やケガ、健康状態の急変が生じた場合は、速やかに保護者、

協力医療機関及び主治医に連絡を行う等の必要な措置を講じなければならな

い。 

  緊急時における対応方法について、「緊急時対応マニュアル」策定と児童発

達支援管理責任者及び従業者への周知が必要である。 

 

② 非常災害・防犯対策 

○ 設置者・管理者は、非常災害に備えて消火設備等の必要な設備を設けると

ともに、非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の避難方法や、関

係機関・団体への通報及び連絡体制を明確にするとともに、それらを定期的

に児童発達支援管理責任者及び従業者や保護者に周知しなければならない。 

○ 非常災害の発生に備え、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなけ

ればならない。 

○ 重大な災害の発生や台風の接近等により危険が見込まれる場合、特に教育

委員会や学校が休校や下校時刻を早める等の判断を発表した場合には、子ど

もの安全確保のために状況に応じて休所とする等適切な対処をするとともに、

保護者や学校等関係機関・団体との連絡体制を構築しておく必要がある。 

○ 障害種別や障害特性ごとの災害時対応について理解しておき、子どもごと

の放課後等デイサービス計画に災害時の対応について記載させることも考慮

する。 

 特に医療的ケアが必要な子どもについては、保護者や主治医等との間で災害

発生時の対応について、綿密に意思疎通を図っておくことが重要であり、児童

発達支援管理責任者及び従業者に徹底する。 

○ 子どもが犯罪に巻き込まれないよう、事業所として防犯マニュアルの策定

や、地域の関係機関・団体等と連携しての見守り活動、子ども自身が自らの

安全を確保できるような学習支援等の防犯への取組が必要である。 

 

③ 虐待防止の取組 

○ 設置者・管理者は、児童発達支援管理責任者及び従業者による子どもに対

する虐待を防止するため、虐待防止委員会の設置等、必要な体制の整備が求
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められる。 

  虐待防止委員会の責任者は、通常、管理者が担うこととなる。虐待防止委

員会を組織的に機能させるために、苦情解決の第三者委員等の外部委員を入

れてチェック機能を持たせるとともに、児童発達支援管理責任者等、虐待防

止のリーダーとなる職員を虐待防止マネージャーとして配置し、研修や虐待

防止チェックリストの実施等、具体的な虐待防止への取組を進める。 

○ 設置者・管理者は、児童発達支援管理責任者及び従業者に対する虐待防止

啓発のための定期的な研修を実施し、又は自治体が実施する研修を受講させ

るほか、自らが虐待防止のための研修を積極的に受講する等により、児童虐

待防止等に関する法律（平成１２年法律第８２号。以下、「児童虐待防止法」

という。）及び障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法

律（平成２３年法律第７９号。以下「障害者虐待防止法」という。）について

理解し、虐待の防止への取組を進める必要がある。特に、「障害者福祉施設・

事業所における障害者虐待の防止と対応の手引き」は必ず読むようにする。 

  各都道府県で実施する虐待防止や権利擁護に関する研修を受講した場合に

は、放課後等デイサービス事業所で伝達研修を実施することが重要である。 

○ 児童発達支援管理責任者及び従業者が、虐待を発見しやすい立場にあるこ

とを認識し、子どもの状態の変化や保護者の態度等の観察や情報収集により、

虐待の早期発見に努めさせる必要がある。 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含む。）からの虐待（特に性的虐待）は、

密室化した場所で起こりやすいことから、送迎の車内を含め、密室化した場

所を極力作らないよう、常に周囲の目が届く範囲で支援を実施する必要があ

る。 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含む。）からの虐待を受けたと思われる

子どもを発見した場合（相談を受けて虐待と認識した場合を含む。）は、障害

者虐待防止法第 16 条に規定されている通報義務に基づき、通所給付決定をし

た市区町村の窓口に通報する。この時に、市区町村に通報することなく、事

業所の中だけで事実確認を進め、事態を収束させてしまうと通報義務に反す

ることとなるため、必ず市区町村に通報した上で行政と連携して対応を進め

る必要がある。 

○ 保護者による虐待については、保護者に対する相談支援やカウンセリング 
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等により未然防止に努めることが重要であることを認識する。 

○ 保護者による虐待を発見した場合は、児童虐待防止法第６条に規定されて

いる通報義務に基づき、市区町村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童

相談所等へ速やかに通告するよう徹底する必要がある。虐待等により福祉的

介入が必要とされるケースについては、市区町村等が設置する要保護児童対

策地域協議会等を活用しながら、児童相談所、市区町村の児童虐待対応窓口

や保健所等の関係機関・団体と連携して対応を図っていくことが求められる。 

 

④ 身体拘束への対応 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含む。）が自分の体で利用者を押さえつ

けて行動を制限することや、自分の意思で開けることのできない居室等に隔

離すること等は身体拘束に当たり、緊急やむを得ない場合を除き禁止されて

いる。 

○ やむを得ず身体拘束を行う場合は、切迫性、非代替性、一時性が要件とな

るが、身体拘束の検討が必要なケースについては、代替性がないか等につい

て慎重に検討した上で、それでもなお、身体拘束を行わざるを得ない事態が

想定される場合には、いかなる場合にどのような形で身体拘束を行うかにつ

いて組織的に決定する必要がある。児童発達支援管理責任者に対しては、放

課後等デイサービス計画に、身体拘束が必要となる状況、身体拘束の態様・

時間等について、子どもや保護者に事前に十分に説明をし、了解を得た上で

記載させることが必要である。 

○ 身体拘束を行った場合には、行った担当者または児童発達支援管理責任者

から、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得

ない理由等必要な事項の記録とともに報告を受ける。なお、必要な記録がさ

れていない場合は、運営基準違反となることを認識しておく必要がある。 

 

⑤ 衛生・健康管理 

○ 感染症の予防や健康維持のため、手洗いやうがいの励行、おやつや学校休

業日における昼食の提供に係る設備の衛生管理を徹底することが必要である。 

○ 子どもの来所時の健康チェック等、健康管理に必要となる器械器具の管理

を適正に行うことが必要である。 
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○ 感染症又は食中毒の対応や排泄物又は嘔吐物に関する処理方法について、

対応マニュアルを策定しておくことが必要である。 

○ インフルエンザ等感染症により集団的感染のおそれがある場合、特に教育

委員会や学校が休校を発表した場合は、子どもの安全確保のために状況に応

じて休所とする等適切に対処するとともに、保護者や学校等関係機関・団体

との連絡体制を構築しておく必要がある。 

 

⑥ 安全確保 

○ サービス提供中に起きる事故やケガを防止するために、室内及び屋外の環

境の安全性について毎日点検し必要な補修等を行い、危険を排除するよう必

要な措置を講じておく。 

○ 設置者・管理者は、発生した事故事例や事故につながりそうな事例につい

て、児童発達支援管理責任者と従業者間で共有するため、いわゆる「ヒヤリ

ハット事例集」を作成することが望ましい。 

 

⑦ 秘密保持等 

○  設置者は、従業者等（実習生やボランティアを含む。）または、管理者及び

従業者等（実習生やボランティアを含む。）であった者が、その業務上知り得

た秘密を漏らすことがないよう、誓約書の提出や雇用契約に明記する等、必

要な措置を講じなければならない。 

○ 関係機関・団体に子ども又は保護者に関する情報を提供する際は、あらか

じめ文書により保護者の同意を得させておかなければならない。また、ホー

ムページや会報等に子ども又は保護者の写真や氏名を掲載する際には、保護

者の許諾を得ることが必要である。 

○ 管理者は、その職を辞した後も含めて、正当な理由がなく業務上知り得た

秘密を漏らしてはならない。 
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３ 児童発達支援管理責任者向けガイドライン 

                               

児童発達支援管理責任者は、放課後等デイサービスを利用する子どもと保護

者のニーズを適切に把握し、放課後等デイサービス計画を作成し、すべての従

業者が放課後等デイサービス計画に基づいた支援を行っていけるように調整

する。また、提供される支援のプロセスを管理し、客観的な評価等を行う役割

がある。 

  

（１）子どものニーズに応じた適切な支援の提供と支援の質の向上 

① 放課後等デイサービス計画に基づくＰＤＣＡサイクル等による適切な支援

の提供 

ア 子どもと保護者及びその置かれている環境に対するアセスメント 

○ 子どもと保護者及びその置かれている環境を理解するためには、子どもの

障害の状態だけでなく、子どもの適応行動の状況（P.3 の脚注参照）を、標準化さ

れたアセスメントツール（例えば「Vineland-Ⅱ適応行動評価尺度」の日本

版）を使用する等により確認する。 

  また、子どもの発育状況、自己理解、心理的課題、子どもの興味関心事と

なっていること、養育環境、これまで受けてきた支援、現在関わっている機

関に関すること、地域とのつながり、利用に当たっての希望、将来展望等に

ついて必要な情報をとり、子どもと保護者のニーズや課題を客観的に分析す

る。 

○ 保護者のニーズと子ども自身のニーズは必ずしも一致するわけではない

ので、子どものニーズを明確化していくことがまず求められる。また、発達

段階にある子どものニーズは変化しやすいため、日頃から状況を適切に把握

し対応していく必要がある。 

 

イ 放課後等デイサービス計画の作成 

○ 障害児相談支援事業所等が作成した障害児支援利用計画や、自らの事業所

でアセスメントした情報を課題整理表等を用いて整理した上で、放課後等デ

イサービス計画を作成する。 

○ 放課後等デイサービス計画には、子どもと保護者の生活に対する意向、総
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合的な支援目標とその達成時期、生活全般の質を向上させるための課題、児

童発達支援の具体的内容、留意事項を含める。 

○ 将来に対する見通しを持った上で、障害種別、障害特性や子どもの発達段

階を丁寧に把握し、それらに応じた関わり方を考えていく。 

○ 支援手法については、個別活動と集団活動をその子どもに応じて適宜組み

合わせる。 

○ 平日／休日／長期休暇の別等に応じて、課題をきめ細やかに設定をするよ

うに工夫しなければならない。 

○ 計画の作成に際しては、従業者から放課後等デイサービス計画の原案につ

いて意見を聞く等、担当の従業者を積極的に関与させることが望ましい。 

 

ウ タイムテーブル、活動プログラムの立案 

○ 放課後等デイサービス事業所における時間をどのようにして過ごすかに

ついて、一人ひとりの放課後等デイサービス計画を考慮し、一日のタイムテ

ーブルを作成する。タイムテーブルは、子どもの生活リズムを大切にし、日

常生活動作の習得や、子どもが見通しを持って自発的に活動できるよう促さ

れることが期待される。ただし、提供される活動プログラムを固定化するこ

とは、経験が限られてしまうことにもなるため、活動プログラムの組合せに

ついて、創意工夫が求められる。 

○ 発達支援の時間は十分に確保されなければならず、送迎の都合で発達支援

の時間が阻害されることのないようタイムテーブルを設定しなければなら

ない。 

○ 活動プログラムは、子どもの障害種別、障害特性、発達段階、生活状況や

課題、平日／休日／長期休暇の別等に応じた内容を組み立て、従業者も交え

ながらチームで検討していく。 

○ 集団活動の場合は、対象児の年齢や障害の状態の幅の広さを考慮しながら、

活動プログラムを作成する必要がある。子どもの年齢や発達課題が異なるこ

とも多いことから、年齢別又は障害別、発達課題別に支援グループを分ける

ことも考慮する必要がある。 

○ 活動プログラムの内容は、本ガイドラインの総則に記載されている放課後

等デイサービスの基本的役割、基本的姿勢等を十分に踏まえたものでなけれ
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ばならない。 

 

エ 日々の適切な支援の提供 

○ 本ガイドラインの総則に記載されている放課後等デイサービスの基本的

役割、基本姿勢等について理解するとともに、従業者にその理解を徹底し、

日々の支援を適切に提供する。 

○ 設備、従業者等の状況を総合的に勘案し、適切な生活環境と事業内容が確

保されるよう、子どもの情緒面への配慮や安全性の確保の観点から、利用定

員の規模や、室内のレイアウトや装飾等に心を配り、必要に応じて設置者・

管理者とも相談し、改善を図る。また、着替えや排泄の介助等については、

同性介護を基本とする等、配慮することが求められる。 

○ 支援開始前には従業者間で必ず打合せを実施し、その日行われる支援の内

容や役割分担について把握する。 

○ 従業者が放課後等デイサービス計画に沿って、それぞれの子どもたちの障

害種別、障害特性、発達段階、生活状況や課題に細やかに配慮しながら支援

を行えるように注意する。 

○ 従業者と常に意思の疎通を図り、円滑なコミュニケーションがとれるよう

努める。 

○ 支援終了後の打合せを実施し、従業者にその日の支援の振り返りをさせ、

子どもや保護者との関わりで気づいた点や、気になった点について従業者間

で共有させる。 

○ 従業者にその日行った支援に関して正しく記録をとることを徹底させる。

従業者が行っている支援が目標や計画に沿って行われているか、記録に基づ

いて検証し、その改善につなげていく。 

 

オ 放課後等デイサービス計画の実施状況把握（モニタリング） 

○ 放課後等デイサービス計画は、概ね６ヶ月に１回以上モニタリングを行う

ことになっているが、子どもの状態や家庭状況等に変化があった場合にはモ

ニタリングを行う必要がある。モニタリングは、目標達成度を評価して支援

の効果測定していくためのものであり、単に達成しているか達成していない

かを評価するものではなく、提供した支援の客観的評価を行い、放課後等デ
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イサービス計画の見直しの必要性を判断する。 

     

カ モニタリングに基づく放課後等デイサービス計画の変更 

○ モニタリングにより、放課後等デイサービス計画の見直しの必要性が判断

された場合は、放課後等デイサービス計画の積極的な見直しを行う。その際、

支援目標の設定が高すぎたのか、支援内容があっていなかったのか､別の課

題が発生しているのか等の視点で、これまでの支援内容を評価し、今後も支

援内容を維持するのか､ 変更するのかを判断していく。放課後等デイサービ

スの必要性が低くなった場合は、終結を検討する。なお、支援内容の変更や

終結時には、設置者・管理者へ報告する。 

○ 終結に当たっては、放課後等デイサービスの支援内容等について、関係機

関・団体に引き継ぐことが必要である。終結に当たってのモニタリングは、

障害児相談支援事業所、学校、子ども、保護者とともに行っていくことが望

ましい。 

     

キ 事業所全体の業務改善サイクルへの積極的関与 

○ 事業所の目的及び運営方針をはじめとした運営規程の内容を十分に理解

して職務に従事する。 

○ 児童発達支援管理責任者は、ＰＤＣＡサイクルによる事業所全体の業務改

善の取組に積極的に関与し、事業運営方針の設定や見直し、業務改善の目標

設定とその振り返り、本ガイドラインに基づく事業所の自己評価の実施や利

用者の意向の把握等について協力･貢献することが求められる。 

 

② 従業者及び自らの知識･技術の向上 

○ 放課後等デイサービスを適切に提供する上で、放課後等デイサービスが期

待される役割、子どもの発達段階ごとの特性、障害種別、障害特性、関連す

る制度の仕組み、関係機関・団体の役割、児童虐待への対応、障害者の権利

に関する条約等を理解することが重要である。 

○ 障害種別、障害特性に応じた支援や発達段階に応じた支援、家族支援等に

係る適切な技術を従業者が習得することが、子どもの発達支援や二次障害の

予防、家庭養育を支えるといった視点から重要である。 
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○ 放課後等デイサービスを適切に提供する上で、児童発達支援管理責任者は、

放課後等デイサービスの従業者に対して、児童発達支援の提供に関わる技術

的な指導や助言を日々行うとともに、設置者・管理者と共同して、従業者に

対して知識・技術の習得意欲を喚起し、事業所内における研修の企画等を行

うことが望まれる。 

○ 児童発達支援管理責任者は、自らも知識・技術の習得に努め、自治体等の

研修を積極的に受講するよう努めるものとする。 

 

③ 関係機関・団体や保護者との連携 

ア 障害児相談支援事業者との連携 

○ 障害児相談支援事業所が作成する障害児支援利用計画は、相談支援専門員

が総合的な援助方針や解決すべき課題を踏まえ、最も適切なサービスの組合

せ等について検討し、子ども又は保護者の同意のもと作成するものである。 

   放課後等デイサービス事業所の放課後等デイサービス計画は、児童発達

支援管理責任者が、障害児支援利用計画における総合的な援助方針等を踏

まえ、当該事業所が提供するサービスの適切な支援内容等について検討し、

子ども又は保護者の同意のもと作成するものである。両計画が連動して機

能することによって、子どもに対する支援がより良いものとなっていくも

のであり、この連動の重要性を認識しておく必要がある。 

○ サービス担当者会議は、障害児支援利用計画案に位置づけられた福祉サー

ビス等の担当者が、障害児支援利用計画案の内容について、専門的な見地か

らの意見を述べるものである。 

   サービス担当者会議に参画する場合においては、障害児支援利用計画案

に位置づけられた放課後等デイサービス事業所として期待される役割を確

認するとともに、障害のある子どもが、他の子どもや地域社会から安易に

切り離されないための配慮等、子どもの最善の利益の観点から意見を述べ

ることが重要である。障害児支援利用計画のモニタリング時には、その時

点までの放課後等デイサービスの提供状況を踏まえて課題への達成度や気

付きの点等の情報を積極的に述べることが重要である。 

     

イ 学校との連携 
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○ 子どもに必要な支援を行う上で、学校との役割分担を明確にし、連携を積

極的に図る必要がある。 

○ 学校との間で相互の役割の理解を深めるため、 

（ア） 保護者の同意を得た上で、学校に配置されている外部との関係機関・

団体との調整の役割を担っている特別支援教育コーディネーター等から、

個別の教育支援計画等についての情報提供を受けるとともに、放課後等デ

イサービス事業所の放課後等デイサービス計画を特別支援教育コーディ

ネーター等へ提供する。 

（イ） 個別の教育支援計画が作成されていない子どもにあっては、保護者の

同意を得た上で特別支援教育コーディネーター等とお互いの支援内容等

の情報交換の連絡をとれるよう調整しておく。 

（ウ） 学校の行事や授業参観へ設置者・管理者と分担して積極的に参加する 

等の対応をとることが望ましい。 

○ 子ども一人ひとりの個別の教育支援計画等を理解するとともに、日々学校

で配慮されていること（姿勢保持の椅子等の器具、身体介助方法、声かけの

方法、パニック時の対応等）について必要な情報を得て、従業者に対しても

理解の徹底を図る。 

○ 学校関係者がサービス担当者会議に参加できない場合は、障害児相談支援

事業者とともに学校との連絡会議を開催する等、何らかの方法で連携する機

会を設けることが必要である。 

○ 年間計画や行事予定等の交換、子どもの下校時刻の確認等、学校との間で

共有された情報を従業者と共有しておく必要がある。 

○ 子どもを送迎する場合は、誰が、どの時間に、どの事業所の送迎車に載せ

るのかといった送迎リストやルールを作成する等、学校側に送り出しの協力

をしてもらう必要があり、送迎時には、身分証明書等を学校側の担当者に見

せる等、学校側の確認を取ってから、子どもを事業所に送っていくよう従業

者に徹底させる。 

○ 下校時のトラブルや子どもの病気・事故の際の連絡体制について、事前に

把握しておく。 

○ 医療的ケアの情報や、気になることがあった場合の情報等を、保護者の同

意のもと、連絡ノート等を通して、学校との間で共有する。 
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ウ 医療機関や専門機関との連携 

○ 障害種別や障害特性の理解、障害種別や障害特性に応じた活動や支援方法

に関すること、支援困難事例等については、児童発達支援センターや発達障

害者支援センター等の専門機関から助言や研修を受ける等により、連携を図

りながら適切な支援を行っていく必要がある。 

○ 保護者による子ども虐待のケースについては、児童相談所、市区町村の児

童虐待対応窓口や保健所等の関係機関・団体と連携して対応を図る必要があ

る。 

 

エ 保育所・児童発達支援事業所等との連携  

○ 子どもの発達の連続性を保障するため、就学前に利用していた保育所、幼  

稚園、認定こども園や児童発達支援事業所等と連携し、保育所等や児童発達

支援事業等で行われていた支援内容を把握し、従業者に当該内容を理解させ

る。 

○ 放課後等デイサービスで行われていた支援内容等の情報を提供する等、学

校卒業後に関わる障害福祉サービス事業所と連携することが必要である。 

 

オ 他の放課後等デイサービス事業所等との連携 

○ 発達支援上の必要性により、他の放課後等デイサービス事業所等を併せて

利用する子どもについて、支援内容等を相互に理解しておくため、保護者の

了解を得た上で、当該他の事業所等との間で、相互の個別支援計画の内容等

について情報を共有し、従業者への周知を図ることが必要である。 

     

カ 放課後児童クラブや自治会等との連携 

○ 地域の放課後児童クラブや放課後子供教室と連携し、併行利用している子

どもがいる場合は、情報の共有と相互理解を深めるとともに、放課後児童ク

ラブ等で行われている支援内容を把握し、従業者への周知を図る。 

○ 放課後児童クラブの放課後児童支援員等や放課後子供教室関係者等が障

害のある子どもへの対応に不安を抱える場合等については、放課後等デイサ

ービスとの併行利用や、保育所等訪問支援等の積極的活用を図る等、放課後
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児童クラブ等と連携を図りながら、子どもと放課後児童支援員等に対して適

切な支援を行っていくことが重要である。  

○ 地域に子どもたちの理解者を増やすためにも、日頃から子どもたちが地域

の行事に参加したり、日常的に地域住民と同じ経験を共有する機会を積極的

に作るようにする。 

 

キ （地域自立支援）協議会等への参加 

○ アからカまでに記載した関係機関・団体との連携を円滑なものとするため、

設置者・管理者又は児童発達支援管理責任者は、（地域自立支援）協議会子

ども部会等へ積極的に参加する等により、関係機関・団体との関係性を構築

しておく必要がある。 

○ 虐待等により福祉的介入が必要とされるケースについては、市区町村等が

設置する要保護児童対策地域協議会等へ参加する。 

 

ク 保護者との連携 

○ 学校への子どもの出欠や帰宅の状況について、保護者との連絡のもとに確

実に確認することが必要である。 

○ 医療的ケアの情報や、気になることがあった場合の情報等を連絡ノート等

を通じて保護者と共有する等、日頃から子どもの状況を保護者と伝えあい、

子どもの発達の状況や課題について共通理解を持つように努める。また、必

要に応じて、家庭内での養育等についてペアレント・トレーニング等活用し

ながら、子どもの育ちを支える力をつけられるよう支援したり、環境整備等

の支援を行ったりすることが考えられる。 

 

（２）子どもと保護者に対する説明責任等 

① 子どもと保護者に対する運営規定や放課後等デイサービス計画の内容につ

いての丁寧な説明 

○ 申請時に、保護者に対して運営規程の説明を行う。特に、支援の内容、人

員体制（資格等）、利用者負担、苦情処理の手順、緊急時の連絡体制等の重要

事項については文書化の上、対面で説明する。 

○ 放課後等デイサービス計画の内容については、その作成時、変更時に子ど
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もと保護者に対して丁寧に説明を行う。 

 

② 保護者に対する相談支援等 

○ 保護者が悩み等を自分だけで抱え込まないように、保護者からの相談に応

じ、信頼関係を築きながら、保護者の困惑や将来の不安を受け止め、専門的

な助言を行うことも必要である。例えば、保護者との定期的な面談（最低限

モニタリング時に実施することが望ましい）や訪問相談等を通じて、子育て

の悩み等に対する相談を行ったり、子どもの障害について保護者の理解が促

されるような支援を行うことが望ましい。 

○ 父母の会の活動を支援したり、保護者会等を開催したりすることにより、

保護者同士が交流して理解を深め、保護者同士のつながりを密にして、安心

して子育てを行っていけるような支援を行うことも望まれる。家族支援は保

護者に限った支援ではなく、きょうだいや祖父母等への支援も含まれる。特

にきょうだいは、心的負担等から精神的な問題を抱える場合も少なくないた

め、例えば、きょうだい向けのイベントを開催する等の対応を行うことが望

ましい。 

 

③ 苦情解決対応 

○ 放課後等デイサービス事業所においては、子どもや保護者からの苦情につ

いて、迅速かつ適切に対応するために、苦情（虐待に関する相談も含む）を

受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じる必要がある。児童

発達支援管理責任者は、苦情受付担当者の役割が想定されるところであるが、

子どもや保護者からの苦情受付に当たっては、職員の目を気にせず苦情を受

付できるよう、苦情受付箱を設置する等、苦情受付担当者として適切にその

役割を果たすことが求められる。 

 

④ 適切な情報伝達手段の確保 

○ 事業所は定期的に会報等を発行し、活動概要や行事予定、連絡体制の情報

を子どもや保護者に対して発信することが必要である。 

○ 視覚障害や聴覚障害等障害種別に応じて、設備・備品への配慮のほか、子

どもや保護者との意思の疎通、情報伝達のための手話等による配慮が必要で

ある。 
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（３）緊急時の対応と法令遵守等 

① 緊急時対応 

○ 子どもの事故やケガ、健康状態の急変が生じた場合は、事業所で作成され

た「緊急時対応マニュアル」に沿って、速やかに保護者、協力医療機関及び

主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。緊急時にお

ける対応方法について、児童発達支援管理責任者は熟知しておくとともに従

業者に周知徹底しておく必要がある。 

○ 特に常時、医療的ケアを必要とする子どもに対しては、窒息や気管出血等、

生命に関わる事態への対応を熟知しておくとともに、従業者に周知徹底して

おく必要がある。 

 

② 非常災害・防犯対応 

○ 児童発達支援管理責任者は、災害時避難場所や避難経路について等、非常

災害に関する具体的計画について十分に熟知し、従業者の理解を徹底してお

く必要がある。 

○ 定期的な避難、救出その他必要な訓練では、従業者とともに訓練に当たり、

問題があれば改善を図る。 

○ 障害種別や障害特性ごとの災害時対応について理解しておき、子どもごと

の放課後等デイサービス計画に災害時の対応について記載しておく。特に医

療的ケアが必要な子どもについては、保護者や主治医等との間で災害発生時

の対応について、綿密に意思疎通を図っておく。 

○ 子どもが犯罪に巻き込まれないよう、事業所として防犯マニュアルの策定

や、地域の関係機関・団体と連携しての見守り活動、子ども自身が自らの安

全を確保できるような学習支援等の防犯への取組が必要である。 

 

③ 虐待防止の取組 

○ 児童発達支援管理責任者は、事業所の虐待防止マネージャーとして、研修

や虐待防止チェックリストの実施等、具体的な虐待防止への取組を進めると

ともに、自ら虐待防止研修を積極的に受講する等により、児童虐待防止法、

障害者虐待防止法の趣旨と通報制度等を理解し、虐待の防止への取組を進め
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る必要がある。特に、「障害者福祉施設・事業所における障害者虐待の防止と

対応の手引き」は必ず読むようにする。各都道府県で実施する虐待防止や権

利擁護に関する研修を受講した場合には、放課後等デイサービス事業所で伝

達研修を実施することが重要である。 

○ 児童発達支援管理責任者及び従業者が、虐待を発見しやすい立場にあるこ

とを認識し、子どもの状態の変化や保護者の態度等の観察や情報収集により、

虐待の早期発見に努める必要がある。 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含む。）からの虐待（特に性的虐待）は、

密室化した場所で起こりやすいことから、送迎の車内を含め、密室化した場

所を極力作らないよう、常に周囲の目が届く範囲で支援を実施する必要があ

る。 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含む。）から虐待を受けたと思われる子

どもを発見した場合（相談を受けて虐待と認識した場合を含む。）は、障害者

虐待防止法第 16 条に規定されている通報義務に基づき、通所給付決定をした

市区町村の窓口に通報する。この時に、市区町村に通報することなく、事業

所の中だけで事実確認を進め、事態を収束させてしまうと通報義務に反する

こととなるため、必ず市区町村に通報した上で行政と連携して対応を進める

必要がある。 

○ 保護者による虐待については、相談支援やカウンセリング等で未然防止に

努める必要がある。 

○ 保護者による虐待を発見した場合は、児童虐待防止法第６条に規定されて

いる通報義務に基づき、市区町村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童

相談所等へ速やかに通告する必要がある。虐待等により福祉的介入が必要と

されるケースについては、市区町村等が設置する要保護児童対策地域協議会

等を活用しながら、児童相談所、市区町村の児童虐待対応窓口や保健所等の

関係機関・団体と連携して対応を図っていくことが求められる。 

 

④ 身体拘束への対応 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含む。）が自分の体で利用者を押さえつ

けて行動を制限することや、自分の意思で開けることのできない居室等に隔

離すること等は身体拘束に当たり、緊急やむを得ない場合を除き禁止されて
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いる。 

○ やむを得ず身体拘束を行う場合は、切迫性、非代替性、一時性が要件とな

るが、身体拘束の検討が必要なケースについては、代替性がないか等につい

て慎重に検討した上で、それでもなお、身体拘束を行わざるを得ない事態が

想定される場合には、いかなる場合にどのような形で身体拘束を行うかにつ

いて組織的に決定する必要がある。放課後等デイサービス計画に身体拘束が

必要となる状況、身体拘束の態様・時間等について、子どもや保護者に事前

に十分に説明をし、了解を得た上で記載することが必要である。 

○ 身体拘束を行った場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由等必要な事項の記録をとることを従業者に

指示しなければならない。なお、必要な記録がされていない場合は、運営基

準違反となることを認識しておく必要がある。 

 

⑤ 衛生・健康管理 

○ 感染症の予防や健康維持のため、従業者に対し常に清潔を心がけさせ、手

洗い、うがい、手指消毒の励行、換気等の衛生管理を徹底することが必要で

ある。 

○ 感染症又は食中毒が発生した場合や排泄物や嘔吐物等に関する処理方法に

ついて対応マニュアルを熟知し、マニュアルに沿って対応する。また、従業

者にマニュアルの周知徹底することが必要である。 

○ 食物アレルギーのある子どもについては、医師の指示書に基づき、食事や

おやつ提供する際に、除去食や制限食で対応できる体制を整えることが必要

である。 

 

⑥ 安全確保 

○ サービス提供中に起きる事故やケガを防止するために、室内や屋外の環境

の安全性について毎日点検し、必要な補修等を行って、危険を排除すること

が必要である。 

○ 児童発達支援管理責任者は、発生した事故事例や、事故につながりそうな

事例の情報を収集し、ヒヤリハット事例集を作成し、従業者間で共有するこ

とが望ましい。 
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⑦ 秘密保持等 

○ 従業者（実習生やボランティアを含む。）に対しては、秘密保持等の指導的

役割を果たすことが求められる。 

○ 関係機関・団体に子ども又は保護者に関する情報を提供する際は、あらか

じめ文書により保護者の同意を得させておかなければならない。また、ホー

ムページや会報等に子ども又は保護者の写真や氏名を掲載する際には、保護

者の許諾を得ることが必要である。 

○ 児童発達支援管理責任者は、その職を辞した後も含めて、正当な理由がな

く業務上知り得た子どもや保護者の秘密を漏らしてはならない。 
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４ 従業者向けガイドライン 

 

  従業者は、放課後等デイサービス計画に基づき、子どもの心身の状況に応

じて、適切な技術を持って、支援を行う役割がある。 

 

（１）子どものニーズに応じた適切な支援の提供と支援の質の向上 

① 放課後等デイサービス計画に基づくＰＤＣＡサイクル等による適切な支援

の提供 

ア 障害児支援利用計画及び放課後等デイサービス計画の理解 

○ 障害児相談支援事業所が作成する障害児支援利用計画は、相談支援専門員

が総合的な援助方針や解決すべき課題を踏まえ最も適切なサービスの組合

せ等について検討し、子ども又は保護者の同意のもと作成するものである。 

   放課後等デイサービス事業所の放課後等デイサービス計画は、児童発達

支援管理責任者が、障害児支援利用計画における総合的な援助方針等を踏

まえ、当該事業所が提供するサービスの適切な支援内容等について検討し、

子ども又は保護者の同意のもと作成するものである。両計画が連動して機

能することによって、子どもに対する支援がより良いものとなっていくも

のであり、この連動の重要性を認識しておく必要がある。 

○ 従業者は、放課後等デイサービス計画の作成・モニタリング・変更に際し

ては積極的に関与するとともに、利用している子どもの障害児支援利用計画

と放課後等デイサービス計画の内容について熟知し、日々の支援を行う必要

がある。 

     

イ 従業者間での意思の疎通、支援内容の共有 

○ 支援開始前には従業者間で必ず打合せを実施し、その日行われる支援の内

容や、役割分担について把握する。 

○ 他の従業者と常に意思の疎通を図り、円滑なコミュニケ―ションがとれる

よう努める。 

○ 支援終了後の打合せを実施し、その日の支援の振り返りを行い、子どもや

保護者との関わりで気付いた点や気になったことについて、従業者間で共有

する。 
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ウ 支援提供に際しての工夫 

○ 従業者は、本ガイドラインの総則に記載されている放課後等デイサービス

の基本的役割、基本姿勢等を十分に理解した上で支援を行う。 

○ 従業者は、子どもの発達と発達支援に関する専門的知識、技術及び判断を

持って、子どもの発達支援を行うとともに、保護者に対して発達支援に関す

るサポートを行う。 

○ 従業者は、児童発達支援管理責任者が作成するタイムテーブルに沿って、

それぞれの子どもたちの障害種別、障害特性、発達段階、生活状況や課題に

細やかに配慮しながら支援を行う。 

○ 従業者は、活動プログラムの作成に積極的に関与する。 

○ 医療的ケアが必要な子どもに対して、常に体調への配慮を行う。特に重度

の障害がある子どもには、活動プログラムごとに休息を交えながら支援して

いくよう注意する。 

○ 視覚障害や聴覚障害等の障害種別に応じて、設備・備品への配慮のほか、 

子どもや保護者との意思の疎通、情報伝達のための手話等による配慮が必要

である。 

 

エ 支援提供記録 

○ 従業者は、その日行った支援の手順、内容、利用者の反応や気付きについ

て、記録をとらなければならない。支援提供記録を正しくとることを通して、

その日行った自らの言動や子どもの様子・反応をふりかえり、放課後等デイ

サービス計画に沿って支援が行われているか、放課後等デイサービス計画で

掲げた目標が達成されつつあるか等について支援提供を検証し、支援の改善

や自らのスキルアップにつなげていく。 

 

オ 事業所全体の業務改善サイクルへの積極的関与 

○ 事業所の目的及び運営方針をはじめとした運営規程の内容を十分に理解

して職務に従事する。 

○ 従業者は、ＰＤＣＡサイクルによる事業所全体の業務改善の取組に積極的

に関与し、事業運営方針の設定や見直し、業務改善の目標設定とその振り返
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り、本ガイドラインに基づく事業所の自己評価の実施や利用者の意向の把握

等について協力・貢献することが求められる。 

 

② 研修受講等による知識・技術の向上 

○ 放課後等デイサービスを適切に提供する上で、放課後等デイサービスが期

待される役割、子どもの発達段階ごとの特性、障害種別・障害特性、関連す

る制度の仕組み、関係機関・団体の役割、児童虐待への対応、障害者の権利

に関する条約等を理解することが重要である。 

○ 障害種別や障害特性に応じた支援や発達段階に応じた支援、家族支援等に

係る適切な技術を従業者が習得することが、子どもの発達支援や二次障害の

予防、子どもの育つ家庭での生活を支える視点から重要である。 

○ 従業者の知識・技術の向上は、放課後等デイサービスの提供内容の向上に

直結するものであることを理解し、実務能力の向上のために、事業所内で開

催される研修等に積極的に受講することが求められる。 

○ 知識･技術の習得に関する具体的な計画を立てる等により、将来に対する見

通しを持ちながら研修等を受講していくよう心がける。 

 

③ 関係機関・団体や保護者との連携 

ア 障害児相談支援事業者等との連携 

○ サービス担当者会議に参画する場合においては、障害児支援利用計画案に

位置づけられた放課後等デイサービス事業所として期待される役割を確認

するとともに、障害のある子どもが、他の子どもや地域社会から安易に隔離

されないための配慮等、子どもの最善の利益の観点から意見を述べることが

重要である。障害児支援利用計画のモニタリング時には、その時点までの放

課後等デイサービスの提供状況を踏まえて、課題への達成度や気づきの点等

の情報を積極的に述べることが重要である。 

 

イ 学校との連携 

○ 子どもに必要な支援を行う上で、学校との役割分担を明確にし、連携を積

極的に図る必要がある。 

○ 学校で作成される個別の教育支援計画等の内容を把握しておくとともに、
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学校から提供された各種の情報を理解し、本人の状態や支援の方法、留意点、

学校の行事予定等について把握しておく。 

○ 子どもの学校から事業所への送迎に際しては、送迎リストの内容や送迎時

の学校側とのルールを事前に把握し、送迎時には身分証明書を学校側の担当

者に見せる等確認を取ってから、子どもを事業所に送っていくことを徹底す

る。 

○ 下校時のトラブルや子どもの病気・事故の際の連絡体制について、事前に

把握しておく。 

○ 医療的ケアの情報や、気になることがあった場合の情報等を、保護者の同

意のもと、連絡ノート等を通して学校との間で共有する。 

 

ウ 保育所・児童発達支援事業所との連携 

○ 子どもの発達支援の連続性を保障するため、就学前に利用していた保育所

等や児童発達支援事業所等で行われていた支援内容について理解しておく

ことが望ましい。 

 

エ 他の放課後等デイサービス事業所等との連携 

○ 発達支援上の必要性により、他の放課後等デイサービス事業所等を併行利

用する子どもについて、支援内容を相互に理解しておくため、保護者の了解

を得た上で、当該他の事業所との間で、相互の個別支援計画の内容等を理解

しておく。 

 

オ 放課後児童クラブ等との連携 

○ 地域の放課後児童クラブや放課後子供教室と連携し、併行利用している子

どもがいる場合は、放課後児童クラブ等における支援内容について理解して

おく。 

 

カ 保護者との連携 

○ 学校への子どもの出欠や帰宅の状況について、保護者との連絡のもとに確

実に確認することが必要である。 

○ 医療的ケアの情報や、気になることがあった場合の情報等を連絡ノート等 
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を通じて保護者と共有する等、日頃から子どもの状況を保護者と伝えあい、

子どもの発達の状況や課題について共通理解を持つように努める。また、必

要に応じて、家庭内での養育等について、児童発達支援管理責任者の指導の

下、ペアレント・トレーニング等活用しながら、子どもの育ちを支える力を

つけられるよう支援したり、環境整備等の支援を行ったりすることが考えら

れる。 

 

（２）子どもと保護者に対する説明責任等 

① 保護者に対する相談支援等 

○ 児童発達支援管理責任者の指導の下、保護者が悩み等を自分だけで抱え込

まないように、保護者からの相談に応じ、信頼関係を築きながら、保護者の

困惑や将来の不安を受け止め、専門的な助言を行うことが必要である。例え

ば、保護者との定期的な面談（最低限モニタリング時に実施することが望ま

しい）や訪問相談等を通じて、子育ての悩み等に対する相談を行ったり、子

どもの障害について保護者の理解が促されるような支援を行うことが望まし

い。 

 

② 苦情解決対応 

○  放課後等デイサービスに対する子どもや保護者からの苦情（虐待に関する

相談も含む）については、設置者・管理者と児童発達支援管理責任者の指導

の下、適切な対応を図る必要がある。 

 

（３）緊急時の対応と法令遵守等 

① 緊急時対応 

○ 子どもの事故やケガ、健康状態の急変が生じた場合は、事業所で作成され

た「緊急事態への対応マニュアル」に沿って、速やかに保護者、協力医療機

関及び主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。緊急

時における対応方法については理解し、予め設定された役割を実行できるよ

うに訓練しておく。 

○ 特に、医療的ケアを必要とする子どもに対しては、窒息や気管出血等、生

命に関わる事態への対応を理解し、実践できるようにしておく必要がある。 
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② 非常災害・防犯対応 

○ 従業者は、災害時避難場所や避難経路等、非常災害に関する具体的計画に

ついて十分に熟知し、非常災害時に子どもたちを誘導できるよう、定期的に

訓練しておく。 

○ 障害種別や障害特性ごとの災害時対応について理解しておき、子どもごと

の放課後等デイサービス計画に災害時の対応について記載されている内容を

理解しておく。特に医療的ケアが必要な子どもについては、保護者や主治医

等との間で災害発生時の対応について、綿密に意思疎通を図っておく。 

○ 子どもが犯罪に巻き込まれないよう、事業所が策定する防犯マニュアルの

内容を理解し、地域の関係機関・団体と連携しての見守り活動、子ども自身

が自らの安全を確保できるような学習支援等の防犯への取組に対して児童発

達支援管理責任者の指導の下、取り組む必要がある。 

 

③ 虐待防止の取組 

○ 事業所内で実施される虐待防止研修や自治体が実施する虐待防止研修等を

積極的に受講する、「障害者福祉施設・事業所における障害者虐待の防止と対

応の手引き」を必ず読む等により、児童虐待防止法や障害者虐待防止法の趣

旨と通報制度等を理解し、発生予防に努める。 

○ 各都道府県で実施する虐待防止や権利擁護に関する研修を受講した場合に

は、放課後等デイサービス事業所で伝達研修を実施することが重要である。 

○ 従業者が虐待を発見しやすい立場にあることを認識し、子どもの状態の変

化や保護者の態度等の観察や情報収集により、虐待の早期発見に努める必要

がある。  

○ 従業者等（実習生やボランティアを含む。）からの虐待（特に性的虐待）は

密室化した場所で起こりやすいことから、送迎の車内を含め、密室化した場

所を極力作らないよう、常に周囲の目が届く範囲で支援を実施する必要があ

る。 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含む。）から虐待を受けたと思われる子

どもを発見した場合（相談を受けて虐待と認識した場合も含む。）は、障害者

虐待防止法第１６条に規定されている通報義務に基づき、支給決定をした市
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区町村の窓口に通報する。この時に、市区町村に通報することなく、事業所

の中だけで事実確認を進め、事態を収束させてしまうと通報義務に反するこ

ととなるため、必ず市区町村に通報した上で行政と連携して対応を進める必

要がある。 

○ 保護者による虐待については、相談支援やカウンセリング等で未然防止に

努める必要がある。 

○ 保護者による虐待を発見した場合は、児童虐待防止法第６条に規定されて

いる通報義務に基づき、市区町村、都道府県の設置する福祉事務所又は児童

相談所等へ速やかに通告する。虐待等により福祉的介入が必要とされるケー

スについては、市区町村等が設置する要保護児童対策地域協議会等を活用し

ながら、児童相談所、市区町村の児童虐待対応窓口や保健所等の関係機関・

団体と連携して対応を図っていくことが求められる。 

 

④ 身体拘束への対応 

○ 従業者等（実習生やボランティアを含む。）が自分の体で利用者を押さえつ

けて行動を制限することや、自分の意思で開けることのできない居室等に隔

離すること等は身体拘束に当たり、緊急やむを得ない場合を除き禁止されて

いる。 

○ やむを得ず身体拘束を行う場合は、切迫性、非代替性、一時性が要件とな

るが、身体拘束の検討が必要なケースについては、代替性がないか等につい

て慎重に検討した上で、それでもなお、身体拘束を行わざるを得ない事態が

想定される場合には、いかなる場合にどのような形で身体拘束を行うかにつ

いて組織的に決定する必要がある。放課後等デイサービス計画に身体拘束が

必要となる状況、身体拘束の態様・時間等について、子どもや保護者に事前

に十分に説明をし、了解を得た上で記載されていることが必要である。 

○ 身体拘束を行った場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の

状況並びに緊急やむを得ない理由等必要な事項を記録する。なお、必要な記

録を行っていない場合は、運営基準違反となることを認識しておく必要があ

る。 

 

⑤ 衛生管理・健康管理 
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○ 感染症の予防や健康維持のため、常に清潔を心がけ、手洗い、うがい、手

指消毒の励行、換気等の衛生管理を徹底することが必要である。 

○ 感染症又は食中毒が発生した場合や排泄物や嘔吐物等に関する処理方法に

ついて対応マニュアルを熟知し、マニュアルに沿って対応する。 

○ 食物アレルギーのある子どもについては、医師の指示書に基づき、食事や

おやつ提供する際に、除去食や制限食で対応する。 

 

⑥ 安全確保 

○ 日常の生活・遊びの中で起きる事故やケガを防止するために、室内や屋外

の環境の安全性について、毎日点検し、必要な補修等を行って、危険を排除

することが必要である。 

○ ヒヤリハット事例集作成に協力し、内容を理解し実施する。 

 

⑦ 秘密保持等 

○ 従業者は、他人が容易に知り得ない個人情報を知りうる立場にあり、個人

情報の適正な取扱いが強く求められる。 

○ 関係機関・団体に子ども又は保護者に関する情報を提供する際は、あらか

じめ文書により保護者の同意を得ておかなければならない。また、ホームペ

ージや会報等に子ども又は保護者の写真や氏名を掲載する際には、保護者の

許諾を得ることが必要である。 

○ 従業者は、その職を辞した後も含めて、正当な理由がなく業務上知り得た

子どもや保護者の秘密を漏らしてはならない。 
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チェック項目 はい どちらとも
いえない いいえ 改善目標、工夫している点など

1
利用定員が指導訓練室等スペースとの関係
で適切であるか

2 職員の配置数は適切であるか

3
事業所の設備等について、バリアフリー化の
配慮が適切になされているか

4
業務改善を進めるためのPDCAサイクル（目
標設定と振り返り）に、広く職員が参画してい
るか

5
保護者等向け評価表を活用する等によりア
ンケート調査を実施して保護者等の意向等
を把握し、業務改善につなげているか

6
この自己評価の結果を、事業所の会報や
ホームページ等で公開しているか

7
第三者による外部評価を行い、評価結果を
業務改善につなげているか

8
職員の資質の向上を行うために、研修の機
会を確保しているか

9

アセスメントを適切に行い、子どもと保護者
のニーズや課題を客観的に分析した上で、
放課後等デイサービス計画を作成している
か

10
子どもの適応行動の状況を図るために、標
準化されたアセスメントツールを使用してい
るか

11
活動プログラムの立案をチームで行ってい
るか

12
活動プログラムが固定化しないよう工夫して
いるか

13
平日、休日、長期休暇に応じて、課題をきめ
細やかに設定して支援しているか

14
子どもの状況に応じて、個別活動と集団活
動を適宜組み合わせて放課後等デイサービ
ス計画を作成しているか

15
支援開始前には職員間で必ず打合せをし、
その日行われる支援の内容や役割分担に
ついて確認しているか

16
支援終了後には、職員間で必ず打合せを
し、その日行われた支援の振り返りを行い､
気付いた点等を共有しているか

17
日々の支援に関して正しく記録をとることを
徹底し、支援の検証・改善につなげているか

環
境
・
体
制
整
備

業
務
改
善

適
切
な
支
援
の
提
供

放課後等デイサービス自己評価表事業者向け
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18
定期的にモニタリングを行い、放課後等デイ
サービス計画の見直しの必要性を判断して
いるか

19
ガイドラインの総則の基本活動を複数組み
合わせて支援を行っているか

20
障害児相談支援事業所のサービス担当者
会議にその子どもの状況に精通した最もふ
さわしい者が参画しているか

21

学校との情報共有（年間計画・行事予定等
の交換、子どもの下校時刻の確認等）、連絡
調整（送迎時の対応、トラブル発生時の連
絡）を適切に行っているか

22
医療的ケアが必要な子どもを受け入れる場
合は、子どもの主治医等と連絡体制を整え
ているか

23
就学前に利用していた保育所や幼稚園、認
定こども園、児童発達支援事業所等との間
で情報共有と相互理解に努めているか

24

学校を卒業し、放課後等デイサービス事業
所から障害福祉サービス事業所等へ移行す
る場合、それまでの支援内容等の情報を提
供する等しているか

25
児童発達支援センターや発達障害者支援セ
ンター等の専門機関と連携し、助言や研修
を受けているか

26
放課後児童クラブや児童館との交流や、障
害のない子どもと活動する機会があるか

27
（地域自立支援）協議会等へ積極的に参加
しているか

28
日頃から子どもの状況を保護者と伝え合
い、子どもの発達の状況や課題について共
通理解を持っているか

29
保護者の対応力の向上を図る観点から、保
護者に対してペアレント･トレーニング等の支
援を行っているか

30
運営規程、支援の内容、利用者負担等につ
いて丁寧な説明を行っているか

31
保護者からの子育ての悩み等に対する相談
に適切に応じ、必要な助言と支援を行ってい
るか

32
父母の会の活動を支援したり、保護者会等
を開催する等により、保護者同士の連携を
支援しているか

保
護
者
へ
の
説
明
責
任
等

関
係
機
関
や
保
護
者
と
の
連
携
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33

子どもや保護者からの苦情について、対応
の体制を整備するとともに、子どもや保護者
に周知し、苦情があった場合に迅速かつ適
切に対応しているか

34
定期的に会報等を発行し、活動概要や行事
予定、連絡体制等の情報を子どもや保護者
に対して発信しているか

35 個人情報に十分注意しているか 

36
障害のある子どもや保護者との意思の疎通
や情報伝達のための配慮をしているか

37
事業所の行事に地域住民を招待する等地
域に開かれた事業運営を図っているか

38
緊急時対応マニュアル、防犯マニュアル、感
染症対応マニュアルを策定し、職員や保護
者に周知しているか

39
非常災害の発生に備え、定期的に避難、救
出その他必要な訓練を行っているか

40
虐待を防止するため、職員の研修機会を確
保する等、適切な対応をしているか

41

どのような場合にやむを得ず身体拘束を行
うかについて、組織的に決定し、子どもや保
護者に事前に十分に説明し了解を得た上
で、放課後等デイサービス計画に記載して
いるか

42
食物アレルギーのある子どもについて、医師
の指示書に基づく対応がされているか

43
ヒヤリハット事例集を作成して事業所内で共
有しているか

非
常
時
等
の
対
応
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チェック項目 はい
どちらとも
いえない いいえ ご意見

1
子どもの活動等のスペースが十分に確保さ
れているか

2 職員の配置数や専門性は適切であるか

3
事業所の設備等は、スロープや手すりの設
置などバリアフリー化の配慮が適切になされ
ているか

4
子どもと保護者のニーズや課題が客観的に
分析された上で、放課後等デイサービス計
画*1が作成されているか

5
活動プログラム*2が固定化しないよう工夫さ
れているか

6
放課後児童クラブや児童館との交流や、障
害のない子どもと活動する機会があるか

7
支援の内容、利用者負担等について丁寧な
説明がなされたか

8
日頃から子どもの状況を保護者と伝え合い、
子どもの発達の状況や課題について共通理
解ができているか

9
保護者に対して面談や、育児に関する助言
等の支援が行われているか

10
父母の会の活動の支援や、保護者会等の開
催等により保護者同士の連携が支援されて
いるか

11

子どもや保護者からの苦情について、対応
の体制を整備するとともに、子どもや保護者
に周知・説明し、苦情があった場合に迅速か
つ適切に対応しているか

12
子どもや保護者との意思の疎通や情報伝達
のための配慮がなされているか

13

定期的に会報やホームページ等で、活動概
要や行事予定、連絡体制等の情報や業務に
関する自己評価の結果を子どもや保護者に
対して発信しているか

14 個人情報に十分注意しているか

15
緊急時対応マニュアル、防犯マニュアル、感
染症対応マニュアルを策定し、保護者に周
知・説明されているか

16
非常災害の発生に備え、定期的に避難、救
出、その他必要な訓練が行われているか

17 子どもは通所を楽しみにしているか

18 事業所の支援に満足しているか

*1 放課後等デイサービスを利用する個々の子どもについて、その有する能力、置かれている環境や日常生活全般の状況に関するアセスメ
ントを通じて、総合的な支援目標及び達成時期、生活全般の質を向上させるための課題、支援の具体的内容、支援を提供する上での留意
事項などを記載する計画のこと。放課後等デイサービス事業所の児童発達支援管理責任者が作成する。

*2 事業所の日々の支援の中で、一定の目的を持って行われる個々の活動のこと。子どもの障害特性や課題、平日／休日／長期休暇の別
等に応じて柔軟に組み合わせて実施されることが想定されている。

環
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・
体
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備
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放課後等デイサービス評価表保護者等向け
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公表：平成　　年　　月　　日 事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

チェック項目 はい いいえ 工夫している点
課題や改善すべき点を踏まえた

改善内容又は改善目標

1
利用定員が指導訓練室等スペースとの関
係で適切である

2 職員の配置数は適切である

3
事業所の設備等について、バリアフリー化
の配慮が適切になされている

4
業務改善を進めるためのPDCAサイクル
（目標設定と振り返り）に、広く職員が参画し
ている

5
保護者等向け評価表を活用する等によりア
ンケート調査を実施して保護者等の意向等
を把握し、業務改善につなげている

6
この自己評価の結果を、事業所の会報や
ホームページ等で公開している

7
第三者による外部評価を行い、評価結果を
業務改善につなげている

8
職員の資質の向上を行うために、研修の機
会を確保している

9
アセスメントを適切に行い、子どもと保護者
のニーズや課題を客観的に分析した上で、
放課後等デイサービス計画を作成している

10
子どもの適応行動の状況を把握するため
に、標準化されたアセスメントツールを使用
している

11
活動プログラムの立案をチームで行ってい
る

12
活動プログラムが固定化しないよう工夫し
ている

13
平日、休日、長期休暇に応じて、課題をき
め細やかに設定して支援している

14
子どもの状況に応じて、個別活動と集団活
動を適宜組み合わせて放課後等デイサー
ビス計画を作成している

15
支援開始前には職員間で必ず打合せをし、
その日行われる支援の内容や役割分担に
ついて確認している

16
支援終了後には、職員間で必ず打合せを
し、その日行われた支援の振り返りを行い､
気付いた点等を共有している

17
日々の支援に関して正しく記録をとることを
徹底し、支援の検証・改善につなげている

18
定期的にモニタリングを行い、放課後等デ
イサービス計画の見直しの必要性を判断し
ている

19
ガイドラインの総則の基本活動を複数組み
合わせて支援を行っている

環
境
・
体
制
整
備

業
務
改
善

適
切
な
支
援
の
提
供

放課後等デイサービス事業所における自己評価結果（公表）
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20
障害児相談支援事業所のサービス担当者
会議にその子どもの状況に精通した最もふ
さわしい者が参画している

21

学校との情報共有（年間計画・行事予定等
の交換、子どもの下校時刻の確認等）、連
絡調整（送迎時の対応、トラブル発生時の
連絡）を適切に行っている

22
医療的ケアが必要な子どもを受け入れる場
合は、子どもの主治医等と連絡体制を整え
ている

23
就学前に利用していた保育所や幼稚園、認
定こども園、児童発達支援事業所等との間
で情報共有と相互理解に努めている

24

学校を卒業し、放課後等デイサービス事業
所から障害福祉サービス事業所等へ移行
する場合、それまでの支援内容等の情報を
提供する等している

25
児童発達支援センターや発達障害者支援
センター等の専門機関と連携し、助言や研
修を受けている

26
放課後児童クラブや児童館との交流や、障
がいのない子どもと活動する機会がある

27
（地域自立支援）協議会等へ積極的に参加
している

28
日頃から子どもの状況を保護者と伝え合
い、子どもの発達の状況や課題について共
通理解を持っている

29
保護者の対応力の向上を図る観点から、保
護者に対してペアレント･トレーニング等の
支援を行っている

30
運営規程、支援の内容、利用者負担等につ
いて丁寧な説明を行っている

31
保護者からの子育ての悩み等に対する相
談に適切に応じ、必要な助言と支援を行っ
ている

32
父母の会の活動を支援したり、保護者会等
を開催する等により、保護者同士の連携を
支援している

33

子どもや保護者からの苦情について、対応
の体制を整備するとともに、子どもや保護
者に周知し、苦情があった場合に迅速かつ
適切に対応している

34
定期的に会報等を発行し、活動概要や行事
予定、連絡体制等の情報を子どもや保護者
に対して発信している

35 個人情報に十分注意している 

36
障がいのある子どもや保護者との意思の疎
通や情報伝達のための配慮をしている

37
事業所の行事に地域住民を招待する等地
域に開かれた事業運営を図っている
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38
緊急時対応マニュアル、防犯マニュアル、
感染症対応マニュアルを策定し、職員や保
護者に周知している

39
非常災害の発生に備え、定期的に避難、救
出その他必要な訓練を行っている

40
虐待を防止するため、職員の研修機会を確
保する等、適切な対応をしている

41

どのような場合にやむを得ず身体拘束を行
うかについて、組織的に決定し、子どもや保
護者に事前に十分に説明し了解を得た上
で、放課後等デイサービス計画に記載して
いる

42
食物アレルギーのある子どもについて、医
師の指示書に基づく対応がされている

43
ヒヤリハット事例集を作成して事業所内で
共有している

非
常
時
等
の
対
応
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公表：平成　　年　　月　　日

事業所名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 保護者等数（児童数）　　　　　回収数　　　　　　　割合　　　　　％

チェック項目 はい
どちらとも
いえない いいえ わからない ご意見

ご意見を踏まえた
対応

1
子どもの活動等のスペースが十分に確保さ
れているか

2 職員の配置数や専門性は適切であるか

3
事業所の設備等は、スロープや手すりの設
置などバリアフリー化の配慮が適切になされ
ているか

4
子どもと保護者のニーズや課題が客観的に
分析された上で、放課後等デイサービス計
画*1が作成されているか

5
活動プログラム*2が固定化しないよう工夫さ
れているか

6
放課後児童クラブや児童館との交流や、障
がいのない子どもと活動する機会があるか

7
支援の内容、利用者負担等について丁寧な
説明がなされたか

8
日頃から子どもの状況を保護者と伝え合
い、子どもの発達の状況や課題について共
通理解ができているか

9
保護者に対して面談や、育児に関する助言
等の支援が行われているか

10
父母の会の活動の支援や、保護者会等の
開催等により保護者同士の連携が支援され
ているか

11

子どもや保護者からの苦情について、対応
の体制を整備するとともに、子どもや保護者
に周知・説明し、苦情があった場合に迅速か
つ適切に対応しているか

12
子どもや保護者との意思の疎通や情報伝達
のための配慮がなされているか

13

定期的に会報やホームページ等で、活動概
要や行事予定、連絡体制等の情報や業務
に関する自己評価の結果を子どもや保護者
に対して発信しているか

14 個人情報に十分注意しているか

15
緊急時対応マニュアル、防犯マニュアル、感
染症対応マニュアルを策定し、保護者に周
知・説明されているか

16
非常災害の発生に備え、定期的に避難、救
出、その他必要な訓練が行われているか

17 子どもは通所を楽しみにしているか

18 事業所の支援に満足しているか

*1 放課後等デイサービスを利用する個々の子どもについて、その有する能力、置かれている環境や日常生活全般の状況
に関するアセスメントを通じて、総合的な支援目標及び達成時期、生活全般の質を向上させるための課題、支援の具体的
内容、支援を提供する上での留意事項などを記載する計画のこと。放課後等デイサービス事業所の児童発達支援管理責
任者が作成する。

*2 事業所の日々の支援の中で、一定の目的を持って行われる個々の活動のこと。子どもの障がい特性や課題、平日／休
日／長期休暇の別等に応じて柔軟に組み合わせて実施されることが想定されている。
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保護者等からの放課後等デイサービス事業所評価の集計結果（公表）
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事 務 連 絡 
令和２年 12 月 28 日 

  
 

都道府県 
各  指定都市  障害保健福祉主管部（局）長  殿 

中 核 市 
  

 
厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長 

 
 

障害福祉サービス事業所等における業務継続ガイドライン等について 
 

障害福祉サービスは、障害者その家族等の生活に欠かせないものであり、感染症が発生し
た場合であっても、 利用者に対して必要なサービスが安定的・継続的に提供されることが
重要である。 

必要なサービスを継続的に提供するためには、また、仮に一時中断した場合であっても早
期の業務再開を図るためには、 業務継続計画 （BCP） の策定が重要であることから、今
般、その策定を支援するため、障害福祉サービス事業所等における業務継続ガイドライン等
をとりまとめたところであるので、御了知の上、管内各市町村及び関係団体等に周知された
い。 
 
○ 障害福祉サービス事業所等における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイ
ドライン 
○ 新型コロナウイルス感染症発生時における業務継続計画 （ひな形） 
 
 
【掲載場所】 
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html 
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障害福祉分野における効果的な感染防止等の取組支援事業

① 目的

② 事業内容

（１）障害福祉施設及び事業所における感染症対策力向上事業
（２）障害福祉サービスの類型に応じた業務継続計画（ＢＣＰ） 作成支援事業

（３）新型コロナウイルス感染症に対応する障害福祉施設等の職員のためのサポートガイドの作成・こころの相
談事業

障害福祉サービスは、障害者やその家族等の生活を支える上で欠かせないものであり、新型コロナウイルス

蔓延下等であっても、適切な感染防止対策を行った上でのサービス継続が求められることから、障害福祉サー
ビスの現場における感染症対応力を底上げしつつ、継続的なサービス提供が可能となるよう、事業者や障害
福祉サービス従事者への各種支援を行う。

③ 事業イメージ

○感染対策に関するマニュアルの作成
・学識者、現場の意見、既存資料も活用して作成
○研修、実地指導の実施
・マニュアルに基づいた研修プログラムを作成し研修を実施
・感染症専門家が施設・事業所に赴き実地での指導を実施

（１）感染対策のマニュアルの提供と専門家による実地指導等 （２）事業継続計画（BCP）の策定支援

（３）メンタルヘルス支援

○ガイドラインの作成
・有識者によるサービス類型（入所系、訪問系、通所系、障害児） に応
じたガイドラインの作成
○指導者養成研修会の開催
・事業所におけるBCP策定促進につなげるよう研修プログラムを作成し
指導者養成研修会を開催

○セルフケアのためのサポートガイド作成

・メンタルヘルス改善に積極的に取組事業所等の好事例を盛り込んだ
サポートガイドを作成し周知・広報
○専門家による相談支援

・職員の尊厳を重視し、事業所等で対応できない事例への専門家によ
る相談窓口を設置
・医療機関等との連携体制を整備

令和2年度補正予算
１．０億円参考資料
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